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第 1 章 国際商取引における統一規則




し、 ほぼ同時期に情報技術 (IT) の発達と情報網が拡大したため、 地球規模の
商取引が質量ともに激增しはじめ、 今後更なる飛躍的発展が期待される。 こ う
した商取引のグローバル化による便益は大きいが、 一方ではその展開が急激す
ぎるため、 それらを規制する法的規則 (Hard Law) および商学的ルール (Soft 
Law) ' が十分に整備されていない中、 商取引が先行している現状がある。 
元来、 これら諸規則は、 現実の商取引における秩序維持と効率化のための手
段であ り 、 本質的に現実の後追い的性質を有しているため、 関連する法的規則











本章では、21 世紀において急速に拡大 ・ 深化する国際商取引における統一規
則について考察する。 商取引は経済的利益がその核であ り 、 本質的に国家、 人
種、 宗教、 性別、 年齢、 文化、 歴史等の影響は小さ く 、Win-Win関係にある
ため、 費用対便益が高ければグローバル規模に白律的に成立する。 またこの
Winの関係は両当事者だけでなく 、 納税や雇用などによ り社会的利益ももたら
す 20 
まず、 国際商取引における統一規則について、 歴史的経緯を簡潔に り なが
1 Soft Law とは、 「国の法律ではなく 、 最終的に裁判所による強制的実行が保証されていない
にもかかわらず、 現実の経済社会において国や企業が何らかの拘東感を持ちながら従ってい
る諸規範」 をいう (中山信弘 「創刊の辞」 ソフ トロー研究 第1 号 (2005年 1 月) )。
2 企業活動の根本は利益の確保であり、 その社会的責任は納税、 と筆者は考えている。 納税














1 ,1 ,2. 
リ力における
司法的判断を










一般原則が不可欠である」 という3。 国連国際商取引法委員会 (UNCITRAL ) 
Herman事務局長は、 グローバル統一商法典 (Global Commercial Code; GCC) 
の構想を提唱し4、 商取引の重要な局面に関する規則の集積を想定し、 その中
心で最も重要なものが国連国際物品売買法条約 (CISG) と され、 取引状況に
よ り 他規則を付加する構想があった。 ただ一般の契約原則まで定める必要はな
く 、 それは各国国内法で対応すべき、 と考えていた5。 またUNIDROIT国際商


















は個人間の法的関係の規定で8、 商取引 と の関係が深い。 
19世紀中に大西洋の両側ではじめられたと
擦回避のための条約の必要性が説かれ、 その項目は、
land navigation) 、 鉄道輸送、 郵便電信通信、
3 Ole Lando, _A 「1sion
Contract Pr inciples, 37 
4 Gerald Herman, Law, 
貿易関連、
of a Future W・orld Contract Law・ fmpact 






海洋法、 内陸水路 (in- 
通関と通貨、 著作権と
of European and UNIDROIT 
Internat1ona1 Commerce and the Formulatzng Agencles-The Future of 
Harmonlsat1on・ The Role of u VCITRAL, paper presented at the Schmitthoff symposium 2000; 
Law and Trade in the 21S' Century 1-3 (June 2000).
5 Ole Lando, supra note 3, at 8-9.
































































代表的な条約の一つが、1924年船荷証券統一条約 (ヘーグ・ ルール) である
その後運送人の責任限度額等の改定がなされヘーグ ・ ウイズビー ・ ルールと
り 基本的枠組みは現在にも継承されている'3。 また第一次世界大戦で実用化
れた航空機による輸送が増大したころから、1929年ワルソー条約が発効して





1 ,1 ,4. 
商取引のグローバル化が急拡大に伴い私法分野へも拡大
といえる。 本質的に条約は国際政治や外交の影響を大き






















Id at 733-734. 
12 欧州中世の海事慣習法は、 各主要都市において統一されていたが、 近代中央集権国家の成
立とともに関連する勅令や法典の編纂により国家的性格を持つ一方、 国際輸送が常態となり、
そこでは相反する複数の国家法が同一運送に適用される、 という解決因難な事態を招いた。
これが海商法の国際的統一を必要とする理由であった、 という (中村眞澄 『海商法』16-17頁、
成文堂、1990年)。 国家の枠組みが明確になることで国家主権との関係から国際的統一条約の
必要性が高まり、 一方で現在のグローバル化の通り、 主権国家の国境の意義の低下から国際
的統一の必要性が高まっており、 原因は正反対のよ うに見えるが、 現実の商取引の不都合を
解消し、 その効率向上とい う目的は同一である。 海商法の沿革と発展の知識は、 将来的な
GCCの構築にとって重要な示唆を得ることができる。 詳しく は、 石井照久 「海商法」 第1 章
4節 (海商法の発達) 石井照久 ・ 伊沢孝平 『海商法 航空法』51-88頁 (有斐閣、 法律学全集
30、1964年) 参照。
13 絹巻康史 『国際取引法 (新版)』250頁 (同文館、2004年)。
14 木下達雄 『国際航空貨物運送の理論と実際』223-224頁 (同文舘、1999年)。
15 各条文の草案修正等の詳細な歴史的経緯については、 次の文献が最も詳しい。 John 0.
Honnold, Documentary Hzstory of the Un form Law for Internatzona1 Sales (Kluwer, 1989). 内
容の詳細は次の文献参照。 甲斐道太郎 ・ 石田喜久夫 ・ 田中英司編 『注釈国際統一売買法I ・ 
II』(法律文化社、2000年・2003年)。
16 CISGが成功といえるか否かの客観的判断は困難であると もいえるが、 一般的な物品売買契







関連 が深い UNIDROIT 国際商事契約原







と も大きい。 実際に1980年頃に二つの作業部会が発足し'7、 一つはヨ
契約法委員会 (The Commission on European Contract Law; CECL) 













救済については PECL 第一部 (Part I ) として1995 
年に公表され、 契約の成立、 効力、 解釈、 内容についてはPECL 第二部 (Part 




の譲渡、 新債権者と債務者間の契約譲渡、 相殺、 時効、 違法、 契約条件
る内容が公表された'9。 
、 解釈、 内容、 履行、
また UNIDROIT特別作業部会では、 契約の成立、
不履行について検討され、1994年に初めてPICC 

























商法典 (UCC) と第二次契約法リ ステイ ト メ ン ト (Restatement Second of 













Ole Lando, supra note 3, at 5.
Michael Joachim Bone11, An International Restatement of Contract Law 21 
Transnational Pub., 1997).
19 PECL の各項目の和訳については、 次の文献を参照し作成した。 
(2nd enlarged ed ; 
ユルゲン ・ バセ ドウ編半田
吉信他訳 『ヨーロッパ統一契約法への道』 (法律文化社、2004年)。
20 PICCの詳細については、 第2 章第 3 節参照。
21 Ole Lando, supra note 3, at 5.
22 Id at 7. 具体的項目と して、Inconsistent behavior, M erger clauses and modification in a par- 
ticular form, Revocation of offer, 
term, Assurance of per formance, 
n 6)。 
M odified acceptance, Undisclosed agency, Supplying an omitted 
Damages, Contractual prohibition of assignment など ( at 7 
定であるとい う23。
1994年にPICCが公表された頃、
国際商取引における Soft Law 5 
東西冷戦構造の崩壊によ り 市場経済制度が
地球規模で拡大し、 コンピューター網も発達したため、 国際商取引が急拡大し
た。 一方で法律や条約といったHard Lawは本質的に後追い的性格から、 当事
者は PICCへの同意が求められる事例がみられたため、 欧州ではPICC を新
な商慣習法 (a new Lex M ercatoria) と認識されつつある という24c 
た
1.1 .5. 統一規則の適用範囲・ 解釈基準
世界各国の裁判所は、 国内法の解釈において外国や国際的規則に頼ることに
消極的な傾向があり、 そうする場合でも白国の言語文化に類似した法制度を参
照する傾向がある、 という25。 CISG、PICC、PECL では解釈規定がそれぞれあ
り、CISG とPICCでは国際的性質に配慮し、PICC とPECL では信義誠実と公
平原則に配慮すること、 と される26。 こ う した解釈原則に基づき、 具体的状況
に応じた柔軟性を持って解釈されるべき こ とが導かれる27。 
適用範囲については、 本来Soft Lawは任意規定であるが、 CISGの規定28 と
同様、 GCC は国際契約に適用されるべき ものであるため、 Honnold教授は
「国際貿易取引という共通の利害関係を持つ場合に、 同じ規則が適用される趣






CISG第11条、PICC第 1 . 2 条、
法的拘東力を有することとなる(、 









23 Ole Lando, supra note 3, at 7.
24 Id at 8.
25 M ichael Joachim Bone11, The UNIDR01T Princlples and CISG -Sources of Insptration f(or
English Courts? 11 Uniform L. Rev 305 (2006). 特に大陸法諸国 (civil law courts) では通常
同一言語と背景をもつ国に限定して比較解釈しているという (Jd at 305 n 2)。
26 CISG art 7 (1); PICC art.1 6 (1); PECL art.1:106(1).
27 Ole Lando, supra note 3, at 17.
28 CISG art.1 (1).
29 John 0. Honnold, Unjftorm Law for Internat1onal Sales 58 (2d ed., Kluwer, 1991).













ての伝達方法をいう」 と定義されている32。 PECL においても同様の規定が









コストゼロで通信や検索が可能である現状から、 今後IT (情報技術) および
ICT (情報通信技術) が異次元の発達が想定されるかも しれないが、 再生かつ
























UCC第 2 -103 (1 ) (b) では 「商人間における信義誠実
事実上の誠実さおよび合理的な公平取引の商行基準の順守

















31 Id. アメ リカでは、UCC第 2 -201 (1) により、5,000米ドル相当以上の取引は、 書面および
それに準じる記録がなければ法的に保護されない。
32 訳文は、 次の文献による。 曽野和明他訳 『UNIDROIT国際商事契約原則』225頁 (商事法務、
2004年)。 なお1994年版では第1 .11条、2004年版は第 1 .10条。
33 PECL art. 1:301.書面によるとは、 電報、 テレックス、 テレフアツクス、 電子メール、 両当
事者の陳述の判読可能な記録を提供できるその他の伝達方式によってなされる伝達を含む、











Ole Lando, supra 
PICC art. 17(1) . 
PECL art. 1:201. 
原文は次の通り。 
note 3, at 23. 
Good faith in the case 
vance of reasonable commercial standard of 
of merchants means honesty in fact and the obser- 
fair dealing. 
国際商取引における Soft Law 7 
能性が十分にあるが、 国内の次元ではなく 、 国際取引の次元で解釈適用する こ




(d) 書式の戦い (battle of the forms)











したか否か、 も う一つは、 契約が成立し場合の取引条件は
2点の問題がある。 






の送付は、 複雑で、 金額が大きく 、 長期にわたる等でなければ省略され履行さ
れているのが現状である。 
こ う した現状を踏まえ、CISG第19条に規定があり、 基本的には鏡像の原則
を採用している。 PICC第 2 .1.22 (battle of the forms) およびPECL第 2 : 209 
(conflicting general conditions) は、 契約の成立については肯定的であり、 特に
PECL はアメ リカUCC第 2 -207条の規定をほぼ踏襲しているため、 重要な契
約条件について、 当事者の合意があれば契約成立とされ、 商取引の現状に合致
しているといえる。 また一致していない矛盾する条件 ・ 内容は両者ともに排除
(kick out) されるため、 他の規定で補充的に解釈される必要がある。 PICC も
実質的にはほぼそう した傾向にあり、 国際商取引における書式の戦いの問題は、









39 Ole Lando, supra note 3, at 26.
40 この文言は大陸法のものであり、 英米法にはない。 実際に、 田中英夫編集代表 『英米法辞
典』 (東京大学出版会、1991年)、 鴻常夫・ 北沢正啓編集 『英米商事法辞典』(商事法務、1986
年 ) には項日さ えない。 英米で権威ある Bryan A. Garner, editor-in-chief, Black 's Law
Dzctzonary 734 (8'h ed 2004) には項目はあるが、 「不能(impossibility) に基づく 変更の根拠
と なる…」 等の簡潔な説明があるのみである。 
Kotz, An fntroduct1on to Comparative Law, Ch. 






















債務者が克服できない障害 (an impediment that that debtor 
により履行できない場合、 契約時にその障害発生を合理的
たこと、 および債務者にとって制御できないものであ











およびアメ リカ第二次契約法リステイ トメ ント第261-266条の“impracticability 






















41 Ole Lando, supra note 3, at 37.
42 CISG art 79.
43 詳細は、 拙著 『国際商取引における契約不履行』 第6 章 (同文舘出版、2006年) 参照。
44 PECL art 6:111 (事情の変更)
45 特定履行につき、 大陸法では、 被害当事者はその請求が認められる傾向にあり、 イ ギリス
では土地の売買、 アメ 潟J では特別な事情がある場合にのみ、 裁判官の裁量で認められる可
能性が若干ある程度、 であるという (Ole Lando, supra note 3, at 42-43 )。





1 ,1 ,7. 本節まとめ
国際商取引における統一規則と して、
国際商取引における Soft Law 
一つの可能性と して、




















一した共通する商取引法 ・ 規則と してGlobal Commercial Code (GCC) 
能性について検討した。 その構成要素と してCISG, PICC, PECL, アメ













と してリステイ トメ ント と している

















的制度と して構築する、 という方法である。 その根拠は次のように考える。 
商取引は 「現実的利益が個々の価値判断の根拠になる」 という、 価値判断の










GCC の対象と なる物品売買について検討していきたいc 
??
10 中村 嘉孝
第 2 節 物品売買の定義と解釈
1.2.1. はじめに
世界の財 ・ サービス貿易は1990年代後半より飛躍的に増加 し、
12.8兆米ドル、
2005年には






ローバル化も加速している、 という49。 商取引における物品売買を管轄 ・ 規定
する法規則と して、 各国は国内法を整備しており、 わが国では民法や商法、 ア
メ リ カでは各州法とUCC、 第二次契約法リステイ トメ ン ト、 イ ギリスでは
SGA (Sale of Goods Act 1979; SGA) などがある。 また複数国にまたがって
行われる商取引を対象とする国際的な法規則と しては、 CISG、 PICC、 PECL 
等がある。 これら法規則 ・ 商取引原則は、 その対象を物品(goods) に限定し、
サービス取引は除外し別途規定で定めている こ とが一般的である。 
近年における現実の貿易取引をみると、 先進国における急速なサービス経済
化に伴い、 従来の大量生産された単純な完成品や部品から、 仕様書売買 (sale
by specifications) のような受注型の売買契約、 さらにプラント輸出契約にみら
れるように、 個々の詳細な目的に適合した製品の開発・ 設計・ 製造・ 組み立て





運行管理、 定期点検も含めたサービス取引の割合が高いといえる。 こ 
高度なノ ウハウを必要とする物品売買は、












た物品売買の 「物品」 の定義や解釈について、 アメ リ
の規定、 国際的なCIGSの規定や事例について、
性があるのか比較考察していきたい。 
48 経済産業省編 『通商白書 2007年』 9 頁 (2007年 7 月)。
については、 次のウェブサイ ト参照。 日本貿易振興機構
財務省貿易統計 (http://customs.go/ p/toukei/info/index.htm1) 、
49 同書10頁。 
現行




日本貿易会 (http:// ftc.or.jp)。 
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1.2.2. アメ リカにおける規定
アメ リ カUCC第 2 -102条において、 その適用範囲を 「物品に関する取引
( transactions in goods) 」 と定義している5°。 当該条文では、 特別な条件が付さ
れていない売買の合意 (agreement to sell)、 即時売買 (present sale) に限定し、
担保取引 (security transaction) は明確に除外している5'。 この規定の注意点は
「物品売買 (sale of goods) 」 ではな く 、 「物品に関する売買 ( transactions in 
goods) 」 という表現であることである。 前者では物品自体そのものの売買が想
定されるが、 u CC にあるよ うな後者であれば、
めた取引となり、 対象範囲が柔軟になる。 
物品を主とするサービスを含
UCC に“goods” について第2 編に規定が 2 か所あり、用語の定義を定める
UCC第 2 -103 (1 ) (k) では、 「商品とは、 売買契約の締結時に動産であるすべて
のものを意味し、 特に製造物を含む将来の ( future) 商品、 誕生していない動
物、 育成中の穀物および第2 -107条に記載されているよ うな不動産に付随する
特定の物品等がある。 ただ し情報は含まれず…」 との規定がある。 UCC第 2 - 
105 (1 ) では、 「商品はその利害
ていなければならない。 現存も




UCC第 2 -105条およびUCC 
、ない商品は将来の商品であ り
第 2 -106条では“sale of goods'' 
第 2 -102の“transaction in goods” との文言上の相違がある。 



















(predominant intent or factor test)」に基
この基準の解釈 ・ 運用は各裁判所によ り幅があるが、
50 田島裕 『UCC コメ ンタリーズ 第1 巻総則・ 売買・ リース』32頁 (LexisNexis, 2007年)。
51 同条公式コメ ントにおいて、 担保取引は第9 編 (Secured Transactions) で取り扱う、 とあ
る。
52 これら訳文は筆者による。 
53 Louis F. Del Duca, Evolving Concepts of the Contract for Sale of Goods・ Sale of Goods under 
the Unf (erm Commercial Code, 38 UCC L.J.119, 121 (Fall 2005). 対象となる物品は、 リース
( leases) 、 レンタル(rentals) 、物品の贈与等がある (Bradford Stone, Uni erm Commercia1 Code 
zn a Nutshell 1 (6'h ed. 2005) )。 情報は含まない、 とする判例もある。 
F. Supp 2d. 585 (S.D.N.Y 2001), af t d, 306 F 3d. 17 (2d Cir 2002). 





UCC第 2 -105条と UCC第 2 -106条を満たす物品売買 (sale of goods)。 







例えば、 ソフ トウェアの売買では、 取引の趣旨・ 目的 ・ 状況から物品売買に
該当するとされ、UCC第 2 編による担保違反 (breach of warranty) とされた
事例があり58、 そこではUCC第 2 編は主たる意図が物品売買取引であり、 付
随する労務提供も含め適用される、 と した59。 そのた音楽CD の売買では、 そ
の内容は情報の知的加工 (intellectual process) であるが、 Disc 自体は物品で
あるため、 UCCの対象と された。 ただ全てのソフ トウェアが物品であるとは
言えない6°、 という。 またこれらと正反対の、 ソフ トウェ アの売買は物品売買
ではないためu CC は適用できない、 との判例もある6'。 また不動産売買の事
例では、 付属する機器 ・ 備品についてのみUCC適用、 とい う事例もある62。 
このように当該取引全体にu CCの適用か否かを判断するのではなく 、 複合取
54 James J. White & Robert S. Summers, Un f (erm Commercial Code, Sales§1-1 at 27 (5'h ed.
2000) . 複合取引の事例を多数紹介している文献と して下記を参照。 Frisch, Leary & Wladis, 
Unjfiorm Commercla1 Code Annua1 Survey・ General Provzsions, Sales, Bulk Trans ors, and 
Documents of Title, 41 Business Law 1363, 1365-1368 (1986) . 
55 E. Allan Farnsworth, Contracts§1.9 at 33 (4'h ed 2004) . 
56 Louis F. Del Duca, supra note 53, at 121-122.
57 Farnsworth文献 (脚注55の§1.9 at 33) では“predominant factor” とあるが、Duca文献 (脚
注53の121-122頁) では“predominant intent factor” とある。 当事者の意思(主観主義) を探求
しつつ客観的状況により補完する、 という解釈構造が合理的であろう。
58 Smart Online, Inc. v. 0pensite Technologies, Inc., 2003 NCBC 5, 51 UCC Rep. Serv 2d, 47
(N.C.Sup.Ct 2003) .
59 当該事例の争点は、UCC第 2 -314 (implied warranty, merchantability, usage of trade) にお
ける 「商品性保証の違反(warranty of merchantability) 」 であった。 merchantabilityの訳語につ
いて、 田島(前掲注50) では 「商品性」 とあるが、 市場流通価値がある意味の 「適商性」 が
より適格と考える。 
60 Advent System Limited v. Unisys Corp., 925 F. 2d 670, 13 ICC Rep. Soy. 2d 669 (3d
Cir.1991) . 要旨は次の文献参照。 Joseph M. Perlite, Calamari and Perl ite on Contracts§4.13 at
222 (5'h ed 2003) . 
61 Page v. Hotchkiss, 36 Conn. L. Rptr.193
62 Foster v. Colorado Radio Corp., 381 F 2d 222; 4 U.
ラジオ局の付属機器備品についてのみUCC適用を認め
C.C. Rep. Serv. 446 
た 0 
(10'h Cjr 1967) . 
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引における物品に関する部分のみ適用する、 という UCCの一部適用もある。 
UCC第 2 -103条公式コメ ントでは、 「通常取引には物体とサービスの両方を
含むことが往々にしてあり、 例えば自動車の売買でも多く のコンピュータ ・ プ
ログラムが含まれている」 という63。 
以上から総合する と、 情報に関する物品売買の事例では、 情報の加工度合い
によ り判断される。 加工度が高く役務的要素が強い場合はサービス取引 と解釈
され、 その際はUCCが適用される可能性は低い。 一方で、 加工度合いが低く 、
例えば店頭で包装販売されている一般的なバン ドル型のソフ トであれば、 物体
と しての性質が高いため物品と判断されUCC が適用される可能性が高い。 大
まかには、 物体が主でサービスが付随する取引がUCC の適用対象となる。 
ただし物品の割合が10%程度での認められる事例や、30%程度でも認められ
なかった事例など、 実際の判例もかなり錯綜しており64、 当該取引の本質につ
いて見極める必要がある65。 Duca教授による と混乱の原因は、 “transaction in 
goods'' という文言の不備にある、 といい2 つの提案を行っている66。 私は文言
の不備というよりも、 商取引の対象物品の性質にあると考えている。 法で規制
定義するという発想自体に限界があり、 条文を安易に修正することなく 、 判例
や学説で理論的支柱を固め、 商取引の現実に柔軟に対応するしか方法がないの
では、 と考えている。 次にイ ギリスの規定についてみていきたい。 
1.2.3. イギリスにおける規定
伝統的にイギリス法は契約を、 物品売買とサービス(役務) とに区別してい
る67。 物品とサービスを区別する主たる理由は、 提供 した物品 ・ サービスに関
する黙示義務 ( implied warranty) 68 の相違にあり、 物品の場合は1979年 SGA 
第14条により厳格な黙示義務を負うが、 サービスの場合、 役務提供者の義務は
1982年 SGSA 第13条により、 善管注意義務 (duties of due care) の責任のみと
される。 サービスに物品が付随して提供される場合、 原則1979年 SGA は適用
63 UCC第 2 -103 official comment 7. またここでは、Discに入った建築設計書の売買は物品売
買ではない、 とある。
64 Dravo Corp. v. White Conso1. Industries, 602 F. Supp. 1136, 10 UCC Rep. Serv. 362
(W.D.Pa.1985).
65 Id at 1140. その他、 手術後の目薬点眼、 輸血の汚染等の例があり、 これらはサービス取引
で u CCは適用されない。 読んでいて興味深い内容が多いが、 現実的な対応と しては、 優秀な
弁護士を雇うことであると思われる。
66 Louis F. Del Duca, supra note 53, at 1135-1136.
67 Patrick S. Atiyah, John N. Adams & Hector MacQueen, The Sale of Goods 21 (11'h ed 2005). 
68 黙示条件の詳細については次の文献参照。 Guenter H. Treite1, The Law of Contract, Ch 6
Sec.2 (implied terms) at 201-214 (11'h ed 2003). 
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されないが、コモンロー上の同様の黙示義務を物品については適用する傾向が
ある69、 とい う。 具体的には、
Act 1979 (SGA) が適用され、
Goods and Services Act 1982 





Sale of Goods 
The Supply of 
売主が物品の所有権
を価格と い う 金銭的約因に対して買主に移転または移転の合意をする契約であ
る」 とする7'。 物品 (goods) に関する規定はSGA 第 5 - 7 条にあり、 解釈規定
は SGA 第61 条 1 項にある72。 現実にはアメ リ カの事例と同様に物品とサビ、一 
スの区別が困難な場合、 例えばスーツの仕立て、 肖像画を描く 、 ファストフー
ド ・ レス トランでの食事などがあるが、 SGA の規定趣旨からサービス提供に
ついては適用できないため、 物品部分についてはコモンロー上の黙示義務を課
している。 そのため法的な区別は重要でない、 と される73。 そして現在のイギ
リスでは、 商取引契約の実質性 (substance of contract) を基準と し、 当該契約
が実質的に物品であるか否かの見極めにより判断する原則が確立している、 と





















69 Atiyah, Adams & MacQueen, supra note 67, at 23.
70 Ewan McKendrick ed., Sale of Goods 40-42 (2000) .
71 訳文は筆者。
72 念のため以下、記す。 SGA art 61 (1) “goods”include all personal 
and money, and in Scotland all corporeal movables except money; 
chattels other than in action 
and in particular“goods”in- 
elude emblements industrial growing crops and things attached to or forming part of the land 
which are agreed to be served before sale or under the contract of sale and include and undivided 
share in goods.
73 A. G. Guest, general editor, BenJ'amln 's Sale of Goods§1-041 (sale distinguished from contract 
for work and materials) at 32 (6'h ed 2002) . 
74 Id. §1-042 at 33-34.
75 Id. §1-046 at 36. イギリスにおける関連する判例については、Id.
こ う した事例を読んでいると、 実際には客観的で明確に基準はなく
が異なる、 とい う印象を受ける。 
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という76。 フランスでは民法典第1711 条におい




う77。 イ タリ アで
は、当事者の意思 (intent of the parties) を確定し解釈する主観基準 (subjective 
criteria) を主と し、 それを客観基準(objective criteria) で補足的に解釈する、
という78。 ドイツでは債務法第631-651条において、 サービス(役務) 契約の規
定があり、 買主または所有者が原材料を提供する契約の場合、 原則サービス契
約と されていたが、2002年 1 月に新 ドイ ツ債務法が発効した。 同法第651条で
は、 買主または所有者が原料を提供した場合と、 売主または製造業者が白己調
達して売買 した場合を区別し、 物品売買を独立させた規定となっている79。 
以上から、 イギリスを含め欧州や中南米では、 物品とサービスの区別は法的




次に CISG の規定についてみていきたい。 
CISGの規定
CISGでは第 1 章 (第 1 - 6 条) において適用範囲に関する規定がある。 その
役割から二分され、 第1 ・2 ・3 ・6条では適用対象となる契約に関する規定、
第 4 ・ 5 条は、 対象となる範囲を決定する規定である8°。 特に第1 条および第
2条では、 商取引における物品売買に限定する旨、 明示されている8'。 また売
主の義務 (第30条) および買主の義務 (第53条) の規定から、 「売買契約は一
方当事者が、 できれば関連するす、べての書類を手渡しによ り 引き渡し、 物品の
所有権を他方当事者へ移転させ、他方当事者は当該商品の代金を支払い、契約
76 Pilar Prates Viscasiiias, Evolvmg Concepts of the Contract for Sale of Goods・ From and Before 
the CISG, To and Beyond the EU Directive 1999/44 on the Sales of Consumer Goods, 38 UCC
L. J. 137, 147 n30 (Fall 2005).
77 fd at 149. ただし原料が役務サービスに付随的なもの、 原料の経済的価値が役務サービス
のそれよ り も下回っている場合、
considered work contract)。
78 Id af t49-150. 
79 Id af t54-155. 
物品売買ではなく役務サービス取引 と判断される (would be 
80 Peter Schlechtriem & Ingeborg Schwenzer eds., Commentary on the UN Convention on the
International Sale of Goods (CISG) Part i at 16 (2d English ed., Oxford Univ. Press, 2005).
81 CISG第 1 条では、 国際間にわたる商取引の物品売買に適用する、 と簡潔な規定があり、 第
2 条では、 物品であっても個人や家族、 また家庭で用いるために売買されたもの、 投資証券、
船舶、 航空機、 電気等は対象と しない、 と明記されている。 訳文は、 新堀聰 『国際統一売買























3 条 1 項では 「物品を製造または生産して引渡す契約を対象とする、
「事業
し買主が当該製造や生産に必要な材料の大部分を提供する場合はその限り





という84。 本条により、 CISGの実体的適用範囲を、 純粋な売買契約だけでな
く 、 他の契約類型も付随的に有する契約についても、 物品の要素が中心的意義
を有する限りにおいてCISGが適用される、 という拡大機能を果たしている、
という85。 当該条文の源泉を辿ると、 同条1 項は、1964年ハーグ国際統一売買
法 (ULIS) 第 6 条を継承しており、 ほぼ同じ文言である86。 第2 項は前項を明
確にする目的で起草されたものであるが、 現実には論争が生じうまく いってい




提供しているのかどうか、 について具体的に判断される。 実質的な割合 (sub- 













& Schwenzer eds., supra note 80, at 54-62.
・ 石田喜久夫 ・ 田中英司編 『注釈国際統一売買法I ウィ ーン売買条約」
2000年)。 




85 甲斐道太郎 ・ 石田喜久夫 ・ 田中英司編、 前掲注83、37頁。
86 The Uniform Law on the International Sale of Goods; ULIS 1964, art 6 :
Contracts for the supply of goods to be manufactured or produced shall be considered to be 
87 
within the meanin of the present Law, unless the party who orders the goods undertakes to 
sales 
sup- 
ply an essential and substantial part of the materials necessary for such manufacture or produc- 







(the Uni form Law on the Formation of Contracts for the 
が CISGの前身であり、 詳細は次の文献参照。 高桑昭 『国
International Sale 
際取引
と国際私法』56-60頁 (有斐閣、2005年 ) ; 高桑昭 「国際的統一売買法」
元治監修 『現代契約法体系(8)』(有斐閣、1983年)。 
Schlechtriem & Schwenzer eds., supra note 
ンス語版と他言語版との差異(obligation と
80, at 54. ただしこの論争の










く 、ULIS第 6 
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and substantial” 文言が、
ス語版では “essential” と な っ てい
さ (数量や金額) であり、“essential”
最終製品に対するそれぞれの価値の貢献度によ り判断される方法であ り 、
は 「経済的価値基準」 が多いという88。 現状では経済的価値を基本と し、
後物品とサービスの割合を算定していく 手法がなされる、と い う890 
③ 一つの契約であること
CISGは物品とサービスの両方の提供からなる複合契約
それが単一の契約 (one contract) であるときに適用される。 
ビスの提供が別個でな されている場合、
物品売買についてのみ適用される。 

























あるため、 一概に規定する こ とは現実的に困難である。 一般に当事者は複数に
わた り 、 内容も複雑かつ高度の技術が必要と されるため、 全体の契約からする
と、 物品売買の要素は限りなく小さい。 現実には詳細な契約書を作成し、 長期
間に渡る調整や対応が必要と なるため、 全体契約の個々 の物品供給に関 して
CISG が適用される可能性が生じる程度で、CISG は基本適用されないと考え
てよいであろう。
以上から、CISG適用について以下の3 つに要約できる9'c ??物品売買契約について、 幅広い解釈がなされる傾向にある。 
幅広い解釈の採用は、 各国国内法と異なる点も多いが、統一される傾向
88 Id at 56.
89 fd at 57. 最終的に、 商品の加工が本来の物体的価値を超えない範囲であれば物品売買とさ
れる可能性が高い、 という。
90 一般に 「完成品受け渡し契約」、 「ターンキー契約」 「プラント契約」 といわれ、 注文主が鍵
を受け取り後、 直ちに設備を稼働できる状態で引き渡す契約をいう。 プラン トの設計、 機器
の設計 ・ 建設 ・ 調達 ・ 備え付け、 試運転まですべての業務を受注し、 請負に類似するという。
詳細は次の文献参照。 高桑昭・ 江頭意治郎編 『国際取引法(第二版)』133-141頁 (第 4 章 3
節 「プラント輸出契約」、 青林書院、1993年)。
91 Pilar Prates Viscasi11as, supra note 76, at 146-147. 
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にある。
③ 幅広い解釈の原因は、新しい商取引の普及と、 売買法規の優位性にある。 
それでは次に、 実際の判例 ・ 仲裁事例についてみていきたい。 
1.2.6. CISG適用に関する判例 ・ 仲裁裁定の事例




















































、 またCISG第 3 条 1 項にて
て CISGの適用を
② 事例番号HG92067095









フイ ッ トネス機器と して高塩度の独立型
92 脚注16参照。 判例 ・ 仲裁事例のabstractや論文はほぼ英語であるが、 判例Full Textや論文
に一部、 フランス語や ドイ ツ語の場合が散見される。
93 以下の事例は、 CISGの適用に関する部分のみ最小限度で紹介する。 また仲裁は非公開が原
則から、 事実関係で不十分な場合もあえて紹介する。 
94 Arbitral Award, ICC Court of Arbitration, Paris, 23.8.1994. 
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売主は当該機器を引き渡し設置し、







裁判所は、 当該の塩水漏れは修理可能である こ とから重大な違反には該当せ
ず契約無効は認められない、 と した。 本事例では、 機器の設置という役務の提
供は大きな割合 (preponderant part) を占めているわけではないので物品売買
とされた。 また塩水漏れの補償は、CISG第74条一77条に主たる契約に付随する
行為に関する賠償に関する規定があり、 それを満たす場合には付随的 (secon- 














張した。 ここではCISG第 3 条 2 項の、売主がハンガーを溶解する (dismantle) 
サービスは契約総額の約25 % であ り 、
れ、 CISGの適用が決定された。









スの買主が ドイ ツの売主に建設資材(construction materials) 


















した。 買主の提供する材料や、 付随する仕様書や意匠は、 機器生産に必要と
れる全体の主となるものではないため、物品を製造し設置する行為は物品売
??
96 France, Cour d'Appel do Grenoble, Chambre Commerciale, Marques Roque Joachim v. La Sar]
Holding Manin Riviere, 26 04 1995.
97 Swithzerland, Kantonsgericht des Kantons Zug, 25 02 1999, unknown.











































































的にその工事自体が低く ても、 契約全体の趣旨からすると、 その目的が達成で
きていないため、 買主にとっては酷に感じられる。 対策と しては、 契約の目的
を明確に伝え重要な要件であること を明示すべきであろう。 
⑨ 事件番号 空白 (blank) '°2 
スロベニアの売主と、 イ タリアの買主が、 一定の遺伝的要素を持つウサギを
定期的に売買すること を契約した。 引き渡しされたウサギに問題が見つかった
ため、 買主は購入を中止し、 他の業者からウサギを仕入れた。 売主は契約違反
99 Tribunal of Int'1 Com. Arb. At the Russian Federation, 30 05 2000.
100 France, Court d'Appel do Paris, 14 06 2001.
101 Switzerland, Tribunate d'Appe11o di Lugano, 29 10 2003.




と してCISG を適用したc 
ここでは、
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生きたウサギの取引も物品売買で
1.2.7. 第 2 節のまとめ
物品売買契約の定義は、 普遍的であるという'°3。 19世紀から20世紀にかけて


























103 Viscasiiias, supra note 76, af t38. 
その問題点に
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第 3 節 アメ リカにおける統一規則に関する諸問題
1.3.1. はじめに
CISGは1980年に成立し、1988年 1 月 1 日に発効した国際物品売買取引に関
する実体法と しての国際条約であり、 いわゆる先進国ではイ ギリスを除き83 か
国 ・ 地域が批准・ 加入している。 わが国の加入は2008年 5 月20日に衆議院にお
いて承認され、 同年6 月19 日に国会で議決された'°4。 これを受けて同年7 月 1 
日政府は国連事務総長に加入書を寄託し、 CISG第99条 2 項の規定により2009 
年 8 月 1 日に71番目の国と して発効することとなった'°5。 貿易立国のわが国は
CISG発効後、 約20年を経て加入発効した。 こ う した現状について遅すぎる、
との意見も散見されるが'°6、 果たしてそうであろうか。 
世界の GDP上位国から見ると、 1 位のアメ リカは1988年に批准し、 第2 位
の中国も同時期である。 第3 位のわが国は2008年、 第4 位のドイツは当初より
批准しており、 第5 位のイ ギリスはまだ批准加入していない。 また現実にアメ
リカではCISGの認知度が異常に低い。 また中国の経済的台頭も、2000年頃か
らで、 比較的最近である。 現実的には経済大国とCISG批准加入国とは、 あま

































した。 また量よ り 質の高い返答を重視し
り、 か
調査、
104 衆議院の議決後、 参議院に回付されたが、 いわゆる衆参ねじれ現象により審議されないま
ま意法第61条の規定 (条約の承認と衆議院の優越) により国会で議決された。
105 外務省ウェブサイ トによる。 http://www.mofa.go.jp/mofaj.press/release/h20/7/1181055_912htm1 
106 例えば、 新堀聰 「グローバル商取引各論 ウィ ーン売買条約後の国際商取引法統一の行方
(1) 一条約からリステイ トメ ントヘ一 」 JCA ジャーナル 第55巻 9 号40頁 (2008年 9 月、 通関
615 号、 日本商事仲裁協会) c 
107 George V. Phiiippopou1ous, Awareness of the CISG among _American Attorneys, 40 U. C. C. L.
J 357 (Winter 2008).
108 Id at 360-361. 以下アンケート調査結果については、 当該論文に基づき記述し、 細かな引
用は省田各する。 またアメ リ カにおけるCISG に関連する事例は2500程度あり、 実際には2 倍
程度あるのではとの意見もある。 CISG Database, Pace Law School, Pace University, USA 
http://www.cisg.1aw.pace.edu/cisg/text/caseschedule.htm1 
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対象者と して、 国際商取引の実務に携わっている大小さまざまな規模の法律事
務所に所属している ビジネス訴訟の弁護士を中心と した。 高い質を確保するた
め、 一流の弁護士を対象と した Chambers USA'°9 の国際取引および国際商事
仲裁の分野から選択した。 また一定の数量を確保するため、 CISG に関与する
法律事務所や弁護士の情報について、 多数検索でき る FindLaw, LexisNexis' 
Martindale Hubbe11, Google を活用した、 という。 回答は予想より少なかった
が、46の有効回答を得ることができた。 その内訳は、 規模は大中小と様々で、
全米各地にわたり、 また国際的な法律事務所からだけでなく 、 地元中心の事務
所まで多岐にわたっていることが特徴である、 という。 予想より少ない回答数
の原因は、 おそらく 弁護士白身がCISGの規定内容についてほとんど知らず、
もしく はCISG 自体の存在すら知らないため、 回答できなかったのではないか、
と分析がなされている。 
② 調査の結果について、 質問項目ごとに以下紹介する。 
(Q1 ) 国際取引を行う企業の代理人になったことがありますかc 
→全回答で、 「はい」。 
(Q2) 実務においてCISGの影響をどの程度受けていますか。 
→ほと んど (majority) が 「ない」。 5 つのみ 「とて もある (very much, 
always) 」。 
(Q3) 物品売買契約において、CISGの影響は相談、 起草、 交渉のどの段階に
ありますか。 
→質問 2 と関連しているため、 ほとんどの回答は空白。 9 つが 「全く ない」、
1 つが 「全般に小さな影響がある」。 
(Q4) もしあなたが買主の代理人と して交渉する場合、CISG を全面的に排除、
または一部条項を排除するとすれば、 どの条項にしますか。 
→ほとんどが 「全面的排除」、 7 つが 「状況次第」、 6 つが 「分からない、 考
えた ?と もない、 適用しえない」、 2 つが 「使用してみたいが当事者本人
が反対するだろう」。 また 「相手当事国の法を準拠法と しなければならな
い場合に限り、 それが不十分であればCISG適用を主張するだろう」 とい
う意見もあった(
109 Chambers USA・ America 's Leading Lawyers for Business (Chambers and Partners Publishing
2005). 
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(Q5) 買主の代理人と してCISGの一つの条項を排除する場合、 どの条項にし
ますか。 
→Q4でほとんどの回答が 「全面的排除」 であったため、 コメ ントと、CISG
の特定条項を挙げたコメ ントがあった。 
・ 第11 条について、 CISGでは詐欺防止法が欠落しているにもかかわらず、
契約に書面を要求していない同条項については、 不信感があるため、 排除c 
・ 第74条から第80条 (損害賠償とその利息) を排除。 
・ 第74条 (付随損害と逸失利益) はその内容が不十分であるため、 排除c 
・第78条・ 第79条 (損害賠償の利息) を排除。 
・第19条 (書式の戦い) を排除。 
・ 第14条から第24条 ( 引き渡し時期と受領) を排除。 
・第39条 (商品の契約と不一致の中し立て期間の制限) を排除c 
・第 9 条 (商取引慣習の重視) を排除。 
(Q6) 売主の代理人の場合、CISG を全面的に排除しますか、 もしく は特定の
条項を排除するとすれば、 どの条項にしますか。 
→これはQ4の売主へと立場を変えた内容で、 回答は同様にほとんどが 「全
面的に排除」 であった。 その他コメ ントは以下の通り。 
・ 第50条 (契約と現物の不一致の度合いに応じて買主の支払い減額を認める) 
を排除c 
・第35 ・ 36条 (売主は契約と品質・ 数量・ 説明と合致したものを提供する義
務、 それを欠いた場合、 売主はあらゆる形式の損害賠償責任を負う) を排
除。 
・ 第41 条 ( 買主の管轄権内で知的財産権の侵害の危険性があることに対する
売主の義務) は、 売主に調査費用を発生させるため、 排除。 
・第11条 (契約の成立に書面を要件と しない) は、 アメ リカの弁護士に共通
して批判が多い。 
(Q7) 交渉時に CISGの排除を主張したとき、 相手方から反対された経験はあ
りますか。 
→圧倒的多数 (vast majority) 回答は、
利用することに全く反対を受けたこ
「CISG を排除し、 代わりにUCC を
とはない」、 1つは 「ほとんどない
(seldom) 」、 2 つは 「ほとんどないが、 時折 ドイ ツの企業と交渉したとき





















CISG を特に準拠法と して強く 主張する国の企業はどこがありますかc 









(認知度が低い) から10 (認知度が高い) 








る)。 回答の平均値は 「3.12」 であるが、 特殊事情をもつ評価 「10」 の
人を除外すると、
トは次の通り。 
平均値は 2 程度で、認知度は一般に低い。 
際取引に定期的に関与する弁護士が増加しているため、
従来の 2 倍 (回答者の主観) になっている。 
際取引の経験を持つ弁護士からの回答では、






















定的 ・ 中立的評価について、各回答のコメ ント を紹介し、検討していきたい。 
1.3.3. CISG に対する否定的評価コメ ント
以下、 簡条書きにてコメ ント を紹介する' '°。
① 十分に理解していない知識不足のアメ リカの弁護士が利用する場合、
CISG は問題の源泉になる可能性が高い。
② アイデア自体は良いが、 まだ比較的新しいものであるため、 顧客 (企業) 
110 筆者の判断により、 原コメ ントの趣旨を損なわない範囲で、 類似したコメ ントは一部統合
し、 理解しやすいようカ ツコにより内容を付加した。 
26 中村 嘉孝
がそのリスク を見極めることができない。 
③ アメ リカの裁判所 ・ 仲裁延ではほとんど認知されていないため、 ほとん
ど理解されておらず、 利用もされていないc 
④ 無用 (useless) で、 あまり役に立たない (not very useful)。 
⑤ 外国当事者がアメ潟J 法を受け入れられない場合に、UCCの代替と し
てCISGは有効であろう。 つまりUCC を選択しえない場合のみ、CISG 
は有用であり、 外国法よりもまし、 という程度の認識c 
⑥ 統一の努力は評価するが、 アメ リ カの大多数 (vast majority) の弁護士
は、 その存在を認識していないc 
⑦ CISG を評価はするが、 国内法より役に立つ内容とは思えない。 
⑧ 関心がない (indi fference)。 
⑨ 理論的には立派であるが、 取引の費用対効果に基づく判断を行う両当事
者にとっては、 その検討だけでもかなりの費用が掛かり、 そのincentive 
が弱い c 
⑩ UCC とかなり共通するところがあるが、 解釈に必要な判例が十分蓄積
されていないn 
⑩ ほとんどのアメ リカの弁護士は、 CISGの各条文 ・ 規定について時間を
かけて学ぶより も、UCC が存在するため、 最初から単純にCISG を排
除している、 と感 じる。 その結果と して、 CISGに詳しい弁護士は増え
ないc 
⑩ 不確実性や疑問のリスクを回避するため、 排除する。 
⑩ 理解や学習にコストがかかるため、 それを回避するために最初から排除
する。 
⑭ 弁護士の経験と して、 裁判所はCISGの適用を回避したがる傾向を感じ
る。 おかしいとは思うが、 未知の分野に踏み込みたがらないと感 じる。 
⑩ 国内法があれば、 それのほうが利用しやすい。 
⑩ 予見不可能性 (unpredictability) を回避するため。
(;0 UCC と どのように異なっているのか理解しにく いため。 
⑩ 顧客により複雑な問題を引き起こ してしまうためc 
⑩ 契約時に国内法を採択するのは精通しているためであり、 認知している
か否かは、 採択の要因ではない。 アメ リカ法を選択できない場合にのみ
(CISGの採択の可能性がでてく る) であろう。 
⑳ より (専門性が高い) 高度な契約で、 大規模な取引の場合、 アメ リカ人
に UCC と 同様の満足感を与える法は他にないであろ う。 






































め、 これに優る内容の法は少なく 、 そもそ
その存在を知る必要もない。 仮に CISG が非常に優れた内容である と
の条文の学習や調査研究のために、膨大なコス


















価する必要性がない、 という ことだけである。 簡潔には、 現状の法体系にほぼ
問題はなく (u CCは精緻で完成度も安定性も高い) 、 かつCISGの必要性がな










これについても以下、 簡条書きにてそのコメ ント(Q10) を紹介する' ' '。
① CISGは大変興味深い条約であり、 実質的に国際商取引の法と して公正
で合理的 ( fair and reasonable) なものである。 




察されている ものであるため、 今後の利用が期待される。 
ヨーロ ッパでCISGが適用される事例は多いが、 アメ リカではほとんど
ないため、 大変残念だ。 
アメ リカ人からすると、 CISGは外国法とみなされている。 
一定レベルの統一を実現するためには、 何らかの大きな支援が不可欠で
ある。 
CISG は貿易の合理的根拠を提供している。 ただ問題は、 その解釈にお
111 筆者の判断により、 原コメ ントの趣旨を損なわないよう留意し、 長いコメ ントは分割し、
類似のコメ ントは統合したc 
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いて各国が異なる可能性があるこ とであろ う。 
⑦ CISGは中立的であるため適用しやすく 、 現実に私は商事仲裁の際に、
常に採用しているc 
⑧ アメ リカでCISG を適用する主な問題と しては、 裁判官が外国法の参照
を好まず、 またCISGは UCC と同類の内容とみなして判断することが
ある。 
⑨ 個人的にはCISG を好むが、 法律家はビジネスのグローバル化に後塵を
拝しているc 
⑩ CISGは興味深い試みであり、 個々の製品売買より も、 一次産品 (com- 
⑩
modifies) に適している。 
(CISG は) 異なった国の異なった法的枠組みにおける商取引に、 懸け
橋となるであろう。 




⑩ CISGは良く もなく悪く もなく 、UCC第 2 編と異なっているということ
ではない。 
⑩ CISGの大きな問題は、 アメ リカ裁判所による解釈の蓄積がほとんどな
いことであろう。 
以上から、 CISGは国際商取引の準拠する契約法規則と して、 偏っておらず
公平で合理的である。 またその内容面についても、 学術的 ・ 理論的にしっかり
しており、 評価されている。 ただアメ リ カ国内においては、 実際の判例がほと
んどなく 、 その解釈をめぐり常に不確定リスクが付随するため、 商学的な中長
期の費用対効果基準で考えると、 積極的な利用メ リ ッ トは現状では全く ない、
ということであろう。 そう した現状からすると、 惡循環のようにCISGの利用
採択は見込めなく なる。 
1.3.5. 実証調査研究からみるCISG認知度の分析
以上のアンケート結果やそのコメ ントから、 以下のよ うな結論が導かれる。 
① CISGの存在について、 国際取引に携わる弁護士でさえも、 その認知度
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現実に CISG利用等の経験がある
経験がない弁護士は存在の認知程度で、
CISG の内容についてほとんど知らないため、その利用 ・ 採択の価値判
断の以前に、 経済合理性から判断し、 当初から排除する傾向にある。 
アメ リカでは訴訟においてCISG関連の事例は少なく 、 法律データベー
スである LexisNexis でも取り扱った事例は、 僅か62件のみ。 
訴訟よ り も仲裁での利用が好まれるよ うである。
国内法であるUCCの完成度が高く 、 判例等においてその解釈も定着し、
安定しているためCISGの利用する動機が生じない。 



































法とはならない。 国際民事訴訟においては 「手続きは法延地法による」 原則に
よるが、 準拠法は当該各国の国際私法によ り、 国が定められる。 その国が































































認知度は比較的高く、 UNILEX データベースにおいても CISG と同等に扱われ
ている。 現状のアメ リカでは、 PICCの認知がほとんどされておらず、 認知度
の低い CISG よりさらに知られていないのが現状である' '2。 具体的には、 アメ
リカにおいてPICCに言及された事例は、 2 件である' '3。 さらにその2 件にお
いても実体的な規定には全く言及していない。 その貴重な二件について以下、
簡潔に紹介する。 
① The M inistry of Defense and Support for the 
Republic of Iran v. Cubic Defense Systems, 
Armed Forces of the Islamic 
Inc ' '4 




112 Henry Doch Gabriel, The UNn )RO「「 Principles of Internatzona1 Commercla1 Contracts・ An 
_American Perspective on the Principles and Their Use, 17 Uniform L. Rev. 507 (2012). 
113 fd. PICCは任意規定であり、 訴訟より も仲裁における利用が多い。 仲裁は非公開が原則で
あるため、 データベース等で収集 ・ 把握できる事例は、 現実の一部分であるため、 現実には
アメ リカ国内においてPICc に言及されている事例は他にも存在すると推定される。 
114 UNILEX Database: http://www.uniiex.info/case.cfm?id=652; United States District Court for the 
Southern District of Cali fornia, 29 F. Supp. 1168 (1998).
115 わが国やアメ リカを含め、 ほぼすべての先進国が批准 ・ 加入している。 「外国仲裁判断の承
認及び執行に関する条約」 “Convention on the Recognition and Enforcement of Foreign Arbitral 
Awards” (昭和36年 7 月14 日条約第10号)。 通称 「1958年ニューヨーク条約」 といわれる。 
②国際商取引における Soft Law 
国際商取引法の法源と して PICC を参照して仲裁裁定がなされたが、










行するよ う求められた事例である。 ここでは、 一方当事者に契約条件を
巡る実質的な交渉力がなかったため、 アメ リカ国内法上およびPICC の
公平の原則に照ら しても、 不法である (unconscionable) と して、 アメ
リカ企業が仲裁裁定の執行に異議申 し立てがなされた。 裁判所は、 当事
者の交渉力欠如は、 仲裁合意の抗弁にはならないとする判例' '7 を引用
し、 先例に拘束されること指摘し、 国内法やPICCが現行法を覆すこと
はない、 と した。 
以上の通り、 アメ リ カではPICC の認知は異常といえる程に低い。 ま
PICC の実質起草者で あるBonell 教授 と Lando 教授が2012年 8 月 29 
Copenhagenで行われた対談記録を丹念に読んでみても、 商取引規則の国際
統一動向について、 もつばら欧州中心に論じており、 アメ リカへの言及がみ
????
れない''8。 ただし2004年 5 月に、 アメ リカ法律家協会 (ALI) とUNIDOROIT 
は共同で 「ALI / UNIDROIT Principles of Transnational Civil Procedure」 (2004 
年 5 月) を作成し公表している"9。 その目的は、 国際紛争において、 当事者の
手続き的な不明確なリスクを軽減するために共同して作成した、 と される'2°。 
このALI は、 アメ リカにおけるリステイ トメ ント事業を精力的に行っている
団体であり、 アメ リカ法曹界においての影響力は大きい。 
116 UNILEX Database: http://www.uniiex.info/case.dfm?id=1526; United States District Court for 
the Southern District of Florida, 706 Federal Supplement 1271 (2010);
117 Bautista v. Star Cruises, 396 Federal Reporter 3d, af t289 (United States Court of Appeals for 
the f t 'h Circuit, 2005).
118 M ichael Joachim Bone11, Future Perspective of the Unjf icatzon of Contract Law In Europe and
Worldwide, 18 Uniform L. Rev.17-31 (2013). 
119 UNIDROIT website: www.unidroit.org.
120 American Law Institute; ALI, website: https://www.ali.org/. 
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第 4 節 統一 規則の必要性と意義
1.4.1. はじめに
1990年代の ICT の発展と普及に比例し、








規則の完成を待つことなく 、 個々の状況 ・ 必要に応じて作成された各種の白主
規則が利用されている。 これらを秩序付ける司法的水平性も拡大している状況
にある、 という'2'。 これは本来、 国内の法体制を担う裁判所等が、
い、 国際的な法規則を適用せざるを得ない状況に直面しつつあり、
を高い質で対応する必要が急務であること を意味している'22。 また




















“Le)c M ercator Ia”'25 や“merchant law”'26 と して特定業界の団体では明文化され
たものを中心に利用されてきたものである。 経維から見てこれら商慣習法は、
121 Thomas Bingham, Widening Horizons・ The Inf hlence of Comparative Law and International
Law on Domestzc Law (Cambridge Univ. Press, 2010).
122 Yuva1 Shany, Nat1ona1 Courts as Internat1onal Actors・ Jurisdictional Implications [2009] 
Federalism 2, http://papers.ssm.com/so13/papers.cfin?abstract_id=1292056&rec=1&srcabs=1669954 
123 Anne-Marie Slaughter, A Typology of Trans Judicla1 Communtcat1ons, 29 Univ. of Richmond L.
Rev. 99 (1994). ここでは司法の国際化につき、 商取引や関連法規則が異なる国家間にまたが
る水平的拡大、 一国内で国内事案と国際事案の統合、 これら両方にかかわる拡大 (mixed ver-
tical-horizontal) の 3 分類があるという。 
124 Camilla Baasch Andersen, Def ining Un form in Law, 12 Uniform L. 




In International Commercial 
L. Quarterly 747 (1985) ; 
Rev 733 (2007) ; Nikitas 
Helen Hartneli, Living La 
Rev 5 (2007).
Arb加・ation, 34 Int'1 
yida Le)c Mtercatorza, 







History of Genealogy tn International Business Law, 71 Law and Contemporary 
Problems 169 (2008).
126 Albert Thomas Carter, The Early Hzstory of the Law Merchant In England, 
232 (1901); Thomas Scrutton, General Survey (:f the History (:f the 
17 Law Quarterly 
Law Merchant in 





国際商取引における Soft Law 
国家の概念を超えて機能する もの


















成立しない。 各国の司法判決を外国で執行する国際条約はなく 、 Hard Law だ
けでは商取引のリ スク を担保 しえない。 商取引の実務上は、 Hard Law でも
Soft Law でも、 商取引の利益と リスクを担保できる制度であれば、 Hardでも



































統一した私法規則 (uni form rules of private law) の世界的な採択に備え
るため、という'29。 こ う した国際商取引において採択されること を目的と した
127 例えば次の文献参照。 Kenneth Abbott & Duncan Snida1, Hard and Soft Law In Internattona1
Governance, 54 Int'1 Organization 421 (2000); Anna Di Robilant, Genealogies of S,of t Law, 54
American J. of Comparative Law 499 (2006); Matthias Goldmann, We Need to Cut ()tff the Head 
of the King・ _Past, Present, and Future Approaches to Internattona1 Sof t Law, 25 Leiden J. of 
Int'1 Law 335 (2012).
128 Preamble to the CISG: …contribute to the removal of legal barriers in international trade and 
promote development of international trade…











ただそう した統一法 ・ 規則は、 各国法の妥協的産物になると
現実には西洋的法体系を骨格と した、 その価値観を中心に












の国民国家 (nation states) は、 機能的に各部分に分解さ
はないか。 裁判所、 行政機構、 立法組織等は、 海外の相応部署
と連携しつつ、 新規の一国政府を超えた秩序 (a new trans governmental order) 
を構成する綿密な関係を築きつつある」 と もいう'32。 
近年の商取引のグローバル化が急展開する状況において、 一国主権国家内で
己完結することが困難な事例が多く なってきていることは事実であろうc 
ば、 イ ンターネッ ト上の商取引行為、 移転価格税制、
的財産権の取 り 扱い、
実体的基準・ 手続き ・ 
情報管理、 不正資金の海外送金、
運用など多数あげられ、






















、 基本プラスサム、 交渉コス トは利益以下、
自発的・ 自律的制度であり、 国際政治とは正反対に機能する。 
と、 政治的な一国の法律や条約は、 縦軸中心のHard Law、










130 Andersen, supra note 124, at 8.
131 Niklas Luhmann, Das Recht der Gse11schaft, as translated by Vivian Curran, A Comparatzve
Perspective of the CISG, 2 Cite Studies, The CISG and the Business Lawyer: The UNCITRAL
Digest as a Contract Dra価ng Fool (2006).





国際商取引における Soft Law 
























第二に、 Soft Law、 これは手続きに特徴があり、
あく まで私的な手続きで作成されたもので、 か
しるものではなく 、 一般的な法 ・ 規則




(business practice) であり、ICC の UCP などがある'34。 ただ し一般にはSofter 
Lawは馴染みがないため、 Soft Law に含めて利用されている。 
Hard Lawは政治的性格があるため、 その統一コス トは膨大になり、 かつ硬
直的な傾向がある。 公法的な条約であればあまり臨機応変に解釈運用されると


















も含めコストが大きい場合、 つま り 中長期の採算ベースに乗らない取
引や制度は利用されず、 検討に値しない。 国際商取引は、 国内のそれと比較し????どの程度の付加的コストがかかるかについては、 商品価格の4 ~ 7 %程度と
うデータがあり'35、 主と して書類作成や交渉のコストであり、 紛争に関する
ストは含まれていないため、 問題が発生した場合には別途コストが発生する
とになる'36。 
133 L. M istelis, Is Harmontsation a Necessary Evil in Foundation and Perspectives of International
Trade Law 1-35-40 (2000); L. M istelis, Regulatory Aspects: Globalization, Harmonisation, Legal
Transplants and Law Refonn-some fundamental observations, 34 International Lawyer 1055-1069
(2000), http://www.cisg.1aw.pace.edu/cisg/biblio/mistelis.htm1.
134 “Softer Law” という文言は他の文献では見かけない。 そう した分類研究も興味深い面もあ
るが、 本稿ではSoft Law に統合する。 
135 U.N.C.I.D. Uni form Rules of Conduct for Interchange of Trade Data by Tole-Transmission 7 
ICC Pub. No452 (1988). 
136 Andersen, supra note 124, at 23. 
36 中村 嘉孝
グローバルな統一法を実現
タはないと されるが'37、 Hard 
成するため、 直接的な負担は
したことによるコス ト

































反対派の主張は、 次の11 つある'38c 
合意形成が困難である という性質を持つ。 
妥協的内容になるため、 首尾一貫した論理的内容になり にく い。 
熟考しない契約書作成を促進してしま う。 
統一法は理想・ 幻想で、 実現は不可能。 





















137 Id at 23 n 41. (…We have yet to see any clear statistics from the realm of law and economic 
statistics which prove that uni form laws cut transaction cost…).
138 Sandeep Gopalan, Transnationa1 Commercial Law・ The Way Fon ,1レ,ard, American Univ. Int'1 L.
Rev 802, 806 (2003).
139 Hard Lawは住宅でいうと骨格であり、 国家法は縦軸の(最近はほぼないが) 大黒柱、 国際
条約は横軸の梁にあたる。 最低限 (建築基準法上) の基準を満たした供給も必要で、 予想を
超える天災地変は別途対応、 が合理的であろう。 骨格だけでは人間は住むことができず、 細
かな補強や梁、 設備や内装を整えて初めて住むことができる邸宅 「住宅」 になる。
140 John Linare11i, The Economics of Unjf iorm Law and Un torm Law Making, 48 Mayne L. Rev.
1387-1447 (2003). 





1.4.5. 商学的観点からの Hard LawとSoft Law 






Hard Lawは、 条文規定では首尾一貫した論理によ り精緻な体系が厳格に要
求される。 また外交的側面が強く、 また費用や時間的な制約が柔軟であるため、
完成までに膨大なコストがかかりやすく 、 長期間にわたる傾向にある。 また完
成した場合も現実的な使い勝手が悪い場合があり商学的に費用対効果が高いと
いえない場合が多々ある。 いわゆる 「ト ップダウン規則」 と もいえるだろう'42。
一方 Soft Law では、 作成の動機が現実的要望からのものが多く 、 現実的な
誤解や紛争が発生する分野から逐次的にその要望やノウハウが蓄積されること
になる。 よく言えば現実的で新鮮な内容を含むが、 悪く言うと普遍的ではなく
断片的で、 偏りがちですぐに古く なる、 という面もある。 Hard Law とは正反












その輪 (利用網) が点から面、 さらに時代を超えて空問レベルまで拡大される。 
そう した空間や平面における規則においては、Hard Law と分類されるものや、
Soft Law と分類されるものがあるが、 当事者からすると意識せず、 その利便
性により利用しているだけである'44。 現実の商取引においては、 その意識にお
いてはSoft Lawの使用が圧倒的に多いと思われる。 貿易取引であれば、 主要????引条件の価格では、Incoterms 2010の FOBや CIF を使用し、 荷為替手形決済
際は、UCP 600や ICCの取立統一規則を利用している。 契約書裏面の一般??条項と して準拠法や紛争解決条項にあたる 日本民法やアメ
CISGなどのHard Law を意識するこ とはほとんどない'45。 
リガUCC、 さ
それはある意
141 Anthony T. Kronman, Contract Law and the State of Nature, J. of Law, Economics and
Organization 1, 4-6 (1985).
142 Jurgen Basedow, Lex; Mercatoria and the Przvate International Law of Contracts In Economic
Perspective, 12 Uniform L. Rev 697, 704 (2007).
143 Id.
144 Hard Lawや Soft Law またSofter Law などの分類は、 学者は客観的な体系化を日指して分
類しているが、 ある意味学者の自己満足という面も一部あると思われる。 
38 中村 嘉孝
味、 スムーズに取引を終えることができた、 という意味で幸運といえる。 ただ
確率的には低く ても、 トラブルが発生するとSoft Lawの規定や、 本格的な紛
争になればHard Lawの規定に従って解決を図ることになる。 例えば国際的な
紛争解決手段と しては、 仲裁が多く利用されるが、 ほとんどの国際商事仲裁事
例では、 仲裁裁定が下された際には当事者は自主的に従うが'46、 訴訟では判決
が下されても白主的に従わず、 強制執行の手続きをしなければならない場合が
ある、 という'47。 国際商取引では、 執行まで含めた現実的な解決手段であるこ

























1990年代からの IT の発展とイ ンターネ ッ ト網のグローバル化の急展開によ
り、 商取引を取り巻く 環境は大きく変化した。 個々のビジネス白体でのイノベー
ションもあるが、 それ以上にビジネスを取り巻く環境、 具体的には通信や物流、






145 筆者の主観的経験であるが、 現実の貿易取引では、 FOB 等の定型取引条件について、
Incoterms を意識せずに、 単なる貿易記号と して利用している実態を散見し驚く ことがある。
146 実際の仲裁では、 その審議過程において最終的な仲裁裁定ではなく 、 その審議過程におい
て和解 (settlement) するこ とが大半である (Gabrielle Kaufmann-Kohler & Victor Bonnin,
Arbitrators as Conc111ators・ A Statzstica1 Study of the Relation Between an Arbitrator 's Role and
Legal Background, 18 ICC Int'1 Court of Arbitration Bulletin 79 (2007))。
147 Basedow, supra note 142, at 706-707.
148 Id at 713. 
国際商取引におけるSoft Law 39 
向がある。 国際商取引分野であれば、 各種規制が緩やかで、 法手続きの透明性
が高く 、 各種コストが低く 、 優秀な人材が揃い、 税制度が有利な国家へ流入す
る、 という法則である。 従来、 企業は国家の庇護の下でビジネスを展開する、
状況であったが、 グローバル化時代においては、 企業が主体的に活動拠点と な
る国を選択する、 というパラダイム変換がなされつつあるといえる。 そう した
状況においては、 グローバル化の縦軸である Hard Lawへの過度な期待はリス
ク を伴 う。 
商学的観点からすると、 その取引リスク( コスト) 削減の意味で、 関連する
法規則の統一が望ましい。 CISGなどのHard Lawは法学的な論理整合性が精
緻に求められ、 Soft Lawは商学的観点からの迅速性を含む合理性 ・ 効率性が




先進国でも一定するそう した企業は存在し、 自由市場を歪めてコスト高になる。 
こ う した領域においてはSoft Lawは無力であり、Hard Lawの役割が重要とな
る。 またグローバル化の傾向からは、 スピー ド勝負の迅速性や柔軟性の点から
すると、 Soft Lawの役割が求められる。 
田中耕太郎博士が仰られたよ う に、 法規則で唯一、 世界的に統一可能な分野
は商業に関するものである、 という'49。 その源泉は 「経済的利益」 という万国
共通の価値観で動いているからである と思う。 完全統一や唯一のものではなく 、
Hard Lawや Soft Law についてそれぞれ複数の規則が可能である、 と考えてい
る。 それでは次章において、 その中心となる CISG と PICCについてみていき
たいc 
149 田中耕太郎 『世界法の理論』 第1 巻第 5 章 2 節 (春秋社、1954年。) 筆者が国際商取引分野








国連国際物品売買条約 ( Cls G) 
契約原則 (PICo )
CISG における商慣習の解釈
国際商取引における Soft Law 
とUNIDROIT国際商事
じめに
がわが国で2009年 8 月より発効すること となった。 
41 
その適用対象で
ある国際物品売買契約の領域において、 現実的にどのよ う な影響が予想される
だろうか。 本節では、CISGの対象と される 「物品(goods) 」 に限定した国際
商取引の領域において、 従来慣習と して利用されてきているものが、c IsG発
効により どのような影響を与えるのかについて、c Is Gの条文規定、 影響力の
程度等を分析し、 その留意点について商学的観点から提言していきたい。
まずCISGの背景や起草過程をたどりながらc IsGの条文に表れていない意










に解釈しているかについて考察し、 またCLOUTや UNILEx といった




点からの提言を行っていきたい。 本節の結論はおおよそ次の通り である。 
CISG における商慣習の条文規定については、 その源泉である ULIs および
ULF の関連条文における文言を実質上、 ほぼそのまま c IsG各条文に採択して
い る。 ?れら ULIS およびULF の条文自体の起草過程およびその条文内容を
比較検討し、 また国際条約と しての本質から、 各種法体系の妥協によ り完成さ
れたものであることが理解できる。 良く言えば、 国際条約と して成功裡に成立、
惡く言えば内容面で妥協抽象的な性質をもち、 不十分でc IsG 自体が複雑なも
のとなった。 
一方で、 ?
?う した点に国際条約と しての本質的な限界を感じるc 
う した国際商取引の領域における条約作成の根本的発想は、商取
1 The United Nations Convention on Contracts for the International Sale of Goods (v jenna
Convention). 国際物品売買契約に関する国際連合条約 (平成20年条約 8 号)。 通称 rウィ ーン
売買条約」、 「CISG」 という。 専門書は多数あるが、 概要については次の文献参照。 「特集
ウイーーン売買条約一 国際的な物品売買契約に対する意義と影響力一 」 ジュリス ト 第1375号 4
頁 (2009年 4月 1 日)。 
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引が国内取引と同様のレベルまで法的障害を回避 ・ 低減化することにある。 自
由な商取引活動は、 関係当事者の経済的繁栄をもたらし、 結果と して先進国間
だけではなく 、 国際分業により開発途上国との商取引が促進され、 グローバル
規模における生活水準の向上に寄与する、 という点にある。 
国際商取引における国際条約という Hard Lawの機能とその限界を十分に認
識しつつ、 敷衍して商取引に関する各条文の規定文言、 さ らにCLOUTおよび
UNILEX にみられる具体的紛争事例から も、 商慣習の尊重が裏付けられている
といえる。 そのため国際商取引における各当事者は、 特定の業界団体における
商慣習の位置づけを客観的に理解し、 その基本的性質と その意図を正確に理解
することが重要である。 さらに21 世紀の国際商取引のキーワードである 「グロー
バル化」 が想像以上に重要であり、 今後縦軸と横軸で静かに浸透してく るであ
ろう。 商学的観点からの幅広い普及 ・ 採択という点が国際商取引規則の根幹で
あり、 その相対的重要性が高まっている。 国際商取引におけるSoft Law と し
て、Incoterms等の ICCの諸規則や PICC と、Hard Law とわれるCISG との相
互補完関係の構築が重要であるc 
2.1 .2. ULISの起草経緯
国際商取引を規律するルール ・ 法原則は、 その本質がグローバルに展開され
るという面から、 それらを規律するルールも同様に主権国家ごとではなく 、 グ
ローノルに統一されたものに準拠することが公平で望ましいといえるだろ うc 
しかし20世紀初頭までは、 物品売買を主体とする国際商取引白体の規模が小さ
く 、 それゆえ法整備が不十分であったと しても、 業界内の秩序維持と しての商
慣習があれば、 実質的な影響はほとんどなかったといえる。 
例えば貿易取引における定型取引条件の体系的な整備がなされたのは、1936 
年の ICCによるIncotermsである。 一方、 そこで使用されているFOBや CIF 
のト レー ドタームズは18世紀ころから使用されており2、 イ ギリスの判例に最
初に登場するのは、 FOB が1812年、 CIFが1862年である3。 体系的に整備され
るはるか昔から貿易業界では慣習的に利用されていたこ とからも、 それほど取
引規模が大きく なく 、 特定の業界内のみの慣習であれば、 問題ない。 貿易取引
の世界ではその他も同様に、 例えば海上保険や船荷証券なども商慣習と して歴
史的に古く から利用されているが、 体系的な明文化による整備は比較的最近で
あり、 限定された当事者で、 特定の業界内の慣習であれば、Hard Lawはもち
2 上坂西三 『貿易慣習』、 『貿易契約』、 『貿易実務』(貿易研究第 1 ・2 ・ 3 部、 東洋経済新報
社、1959年、1960年、1963年) )。











手法は、 国際商取引に適用される法 (準拠法) につい
った。 
て、 各









り、 適用される実体法の指定 (準拠法) が異なり、 結果と









る。 それゆえ訴訟コスト も高く なる可能性が高い4。 国際私法が地球規模




















Uniform Law on International Sale of Goods; ULIS) 
年ヘーグ国際動産売買契約の成立に関する条約
Unifonn Law on 
(Convention relating to A 
9 をいい、ULF とは、 1964 
(Convention relating to A 
the Formation of Contracts for International Sale of Goods; 
4 曽野裕夫 「ウィ ーン売買条約 (CISG) の意義と特徴」 ジュリスト 第1375巻4-5頁 (2009年
4月 1 日)。
5 松岡博 ・ 高杉直 ・ 多田望 「国際物品売買契約の準拠法に関するハーグ条約(一九八六年 )
について」 阪大法学 第43巻 1 号1-68頁 (1993年 7 月)。
6 甲斐道太郎 ・ 石田喜久夫 ・ 田中英司編 『注釈国際統一売買法I - ウィ ーン売買条約』5 頁
(法律文化社、2000年)。 またULIS と国際私法との関係については、 沢木敬郎 「ヘーグ売買統
一法における国際私法の排除および1955年ヘーグ売買国際私法条約」 比較法研究 第30巻111 
頁 (比較法学会、1969年) 参照。
7 誤解のないように説明を付加すると、 準拠法は特定の国家法になるが、 国際商取引に優先
適用される法 (例えば c ISG) があり、c ISGの規定外の事項については、 当該国等の法律が
適用される、 とい う意味である。
8 甲斐道太郎 ・ 石田喜久夫 ・ 田中英司編、 前掲注6 、 5 頁。 
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ULF) '° をいう。 両条約は、1964年 7 月 1 日に成立し、 その後、 批准国数5 か
国を満たし1972年 8 月18 日に条約と して発効したが、僅か9 か国であったため、
現実的には全く機能しなかった' '。 その原因はいく つか想定されるが、 代表的
なものと して、 大陸法の特徴である抽象概念を用いで理路整然と した体系を目
指したこ と、 UNIDROIT'2 主体の起草過程から合意形成に偏向がみられた、 な
どがあげられている。 端的に言えば、 法体系と しての完成度は高かったが、 大
陸法に偏向していたこと、 起草 ・ 成立過程におけるグローバル規模でのコンセ
ンサスを得る手続き面で問題があったこと、 の2 点に集約できるであろう'3。 












































9 ULISおよびULF の邦訳は、 次の文献参照。 谷川久
一法 (仮訳)」 海外商事法務 第59巻 2 頁 (1967年 5 月) 





ついては (文献自体ほとんどない) 次の文献参照。 「特集 1964年ヘーグ国際動産売買統一法」
比較法研究 第30巻3-139頁 (1969年 5 月)。
10 邦訳については次の文献参照。 谷川久 「有体動産の国際的売買契約の成立についての統一
法」 海外商事法務 第59巻17頁 (1967年 5 月)。 ちなみに 「海外商事法務」 は現在の 「国際商
事法務」 の前身にあたる。
11 UNIDROIT website: http://www.unidroit.org/status-ulis-1964. Belgium, France (署名のみ批准
せず) , Gambia (加入) , Germany, Greece (署名のみ批准せず) , Holy See (署名のみ批准せず) , 
Hungary (署名のみ批准せず ) , Israel, Italy, Luxembourg, Netherlands, San M arine, United
Kingdom の批准 ・ 加入9 か国。 興味深いことにCISG不採択のイギリスは、ULIS& ULFは批
准 している。




ついては、 喜多川篤典 「総論 世界










法 ・ 規則を現実の商取引において有用な内容に充実させることと、 それらを
合意と して体系的にまとめ上げていく外交 ・ 政治プロセスを慎重に構築する?
と、 の2 点が重要である。 特に核となる概念は、 グローバルに共通する商学的
な 「実利的価値」 であろう。 
次に商慣習に関する条文について ULIS と CISG について比較的に考察して
いきたい。 
2.1 .3. CISG第 9 条 1 項の比較検討
当該条文では、 両当事者は、 当事者間で確立した慣習や合意したす、べての慣
行に拘束され、 これは第4 条および第6 条の当事者白治の原則から導かれる。 
以下具体的に比較する (下線は筆者により、 下線部が異なる) c 
CISG art. 9 (1) : The parties are bound by any usage to which they have 
agreed and by any practices which they have been established between parties. 
(当事者は、 合意した慣習および当事者間で確立した慣行に拘東される) '4 
ULIS art. 9 (1) : The Parties shall be bound by any usage which they have ex- 
pressly or impliedly made applicable to their contract and by any practices which 
they have established between themselves. 
(当事者は、 自ら明示的または黙示的にその契約に適用されるものと し
切の慣行および当事者間に確立された慣例によ り 拘束される) '5 
た
上記から、 CISGは ULIS条文をほぼそのまま引き継いでおり、 下線部分の
文言が削除されている程度である。 ULIS では、 明示も しく は黙示の慣習につ
いて広く その効力が認め られていたが、 CISG制定過程において、 慣習は地域
ごとに大きく 異なり、 特に先進諸国と開発途上国との商取引では、 当該慣習に
不慣れな後者にとって不利になる、 という意見から、 CISGでは削除された 0 
14 訳文は、 「[資料 ] 国際物品売買契約に関する国連条約 (平成20年条約第 8 号、 通称 : ウィ ー
ン売買条約)」 ジュリスト 第1375号43-44頁 (2009年 4 月 1 日) による。
15 訳文は、 谷川久、 前掲注9 、2-3頁による。 詳細な解説は次の文献参照。 Leo D' Arcy, Carole
M urray & Barbara Cleave, Schimitth〔〕f f ',s Export Trade・ The Law and Practice of International















えば、 貿易取引で通常利用される FOB 等の Incotermsの定型取引条件も、
当事者の明示の言及や合意がなければ、 自動的に採択適用される という もので
はなく 、 契約書においてその採用を明示することが好ましい'7。 ただし売買契
約の交渉自体が電話や電子メールでのみ行われ、 主要取引条件のみ合意し契約
が成立した場合については、FOB等の定型取引条件の解釈について 「契約で
明示的に合意する」 こ と 自体が困難であるため、 その方式については個々の取
引において検討する必要があるであろう'8。 貿易取引ではIncotermsの定型取






























zn Internat1ona1 Sale of Goods・ An Analysis of the
Int'1 L 619 (1984).
17 Bernard Audit, The Vienna Sales Convention 
Stephan Bainbridge, Trade Usages 
1964 and 1980 Sales Convent1on, 24 Va. J 
and the Lex: 
Carbonneau ed., Le:,c Mercatoria and Arbitration 173, 177 (1998). 
Mercatoria, In Thomas E. 
またイ ンコタームズは既存
慣習の集大成だけでなく 、 先取り した内容を一部含んでおり、 また常に遵守されているとは
言い難いことから、 イ ンコタームズの黙示適用は無理であろ う、 という (新堀聰 「グローバ
ル商取引各論 ウィ ーン売買条約と貿易実務(3)」 JCA ジャーナル 第54巻 5 号36、41頁 (2007 
年 5 月 ) ; 新堀聰 「グローバル商取引と国際商事仲裁各論 (8) 貿易実務家のためのウィ ーン
売買条約講義・ II」 貿易と関税 第55巻 6 号16頁、21頁 (2007年 6 月)。
18 例えば、 契約書の主要取引条件において、 両当事者がFOB等の定型取引条件を利用してい
ても、 その解釈は一般取引条件と して裏面条項において規定されていることが多い。 電話で
の主要取引条件の合致により契約は成立するが、 書面の送付等がない場合は、 商慣習による。 
19 現実には、 商慣習 (usages of trade) は CISG第 9 条に優先して適用されるという判例が多
くみられる、 という (eh. Pomboukis, The Concept and Function of Trade Usages in the United 
Nations Convention on the Internationa1 Sale of Goods, 25 J. of Law and Commerce 107, 109
n.15)。 
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根拠となる規則を明示すべきであろ う。 ただ現実の Incoterms の利用について
は、 そう した定型取引条件について内容を知らない状態で、 もしく は間違った
理解での誤使用 (misuse) がほとんどである2°。 そう した現状からすると、 果
たして当事者が正しく 理解していない定型取引条件の根拠となる商慣習規則
( Incoterms) を明示的に挿入し契約書に組み入れられた場合、 裁判所や仲裁廷
はどのように判断するのが妥当であろうか2'。
CISGにおける商慣習 (trade usages) について、第9 条は規範的 (normative) 
条文であり、 第8 条 3 項22 が解釈的 ( interpretative) 内容である、 という23。 規
範である第9 条の規定内容は、 両当事者の合意により自動的に適用される主観
的基準と、 商慣習が法的要件を満たしたときに適用されるとする客観的基準と
の妥協的産物であると される24。 これは旧共産圏の代表が、 客観的基準のみで
判断すると、 両当事者が知らない商慣習について、 客観的基準を満たせば適用
される可能性があることから、 反対した経緯がある25。 またこの慣習は、 両者
間で遵守されているもののみが該当し、 より一般的に普及した慣習は重要では
ない、 という26。 ここでい
served between the parties 
う 「両者間で遵守されているもの (Only practices oh- 
matter)」 の解釈は、 各種判例から、 同様の状況で複
20 例えば Incoterms 2010におけるFOB では、 運送手段は在来船 (conventional vessel) に限定
されているにもかかわらず、 複合一貫輸送のコンテナ船や、 さ らには航空機が指定され利用
されている。 現実に多用されている 「FOB Narita」 (成田港本船渡し価格? ) は誤使用で、 正
しくは 「FCA Narita」 (成田空港運送人渡し価格) である。 日本における初めての大規模なト
レー
ムズ
ドタームズの実態動向調査については、 小林晃他著 『我が国で使用される ト レー ド ・ ター
(貿易定型取引条件) の動向調査』353-369頁 (産業経営動向調査研究報告書第21 号、 日
本大学経済学部産業経営研究所、1997年 4 月) 参照。 
21 裁判所の商慣習の解釈原則については、 次の文献参照。 Clayton P. Gillette, Cooperation and 
Convention in Contractua1 D faults, 3 S. Cal. Interdisciplinary. L. J. 167, 183-184 (1993). ICC 
も誤使用については認識しており、Incoterms 2010本体 ( Incotermsｮ2010 English Edition, ICC 
Publication No. 715E, 2010 Edition) において、 注意書きがなされているが、 実態は一向に変
わらないようである。 こ う した現状について筆者の印象では、 関連する日本の学界では意見
が二分され、 一つはICCのご高説通り実業界に啓発を促す、 もう一つはIncotermsの定型取引
条件を実態に合わせた内容に修正する、 とい う ものである。 筆者は後者に賛同する。 理由と
しては、 長く なるため簡潔にまとめると、10年毎の改正ごとに実業界全体が勉強することは
困難なこと、 現状で11 もあるルール (2010年から 「条件terms」 ではなく 「ルールrule」 が正
しい) は 5 ルールに集約し内容を実態に合わせる方法が効率的、 といつたことがある。 
22 CISG art. 8(3): In determining the intent of a party or the understanding a reasonable person 
would have had, due consideration is to be given to all relevant circumstances of the case includ-
ing the negotiations, any practices which the parties have established between themselves, usages, 
and any subsequent conduct of the parties.
23 Pamboukis, supra note 19, af to8.
24 Id at 108-109.
25 Patrick X. Bout, Trade Usages・ Article 9 of the Convention on Contracts for the International 
Sale of Goods (1988), at http://www.cisg.1aw.pace.edu/cisg/biblio/bout/ 
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数回の取引が行われるだけではなく 、 一定期間にわたる一定の頻繁性 (a ocr- 
tain frequency) が必要と されている27。 具体的には、 初めての取引や、 同様の
取引を2 回程度行うだけでは不十分であり、 商取引過程において、 両当事者が
将来、 同様の履行が白然になされると信じる程度にまでされている必要があり、
さ らに両当事者が当該履行を慣習であると認識していることが前提と される28。 
またその立証責任は、 当該商慣習の存在を主張する当事者が負 う 、 と される29。
またイ ギリスではSGA 第14条 4 項の規定から、 慣習による黙示条件となる
要件は次の 4 点があり、 広く受け入れられている、 という3°。 
き
① 合理的 (reasonable) であることc 
② 特定の業界で普遍的に受け入れられている (universally acceptable) こ
と。 
③ 確立されたもの (certain) であり違法ではないことc 
④ 明示もしく は黙示条件と矛盾していないこと
それでは次に、 実体的内容を規定しているCISG第 9 条 2 項を以下、 みてい
たいc 
2.1 .4 CISG第9 条2 項の規定
CISGおよびその源泉である ULIS の各条文は次の通り。 
CISG art 9 
(2) The parties are considered, unless otherwise agreed, to have impliedly made 
applicable to their contract or its formation a usage of which the parties 
knew or ought to have known and which in international trade is widely 
known to, and regularly observed by, parties to contracts of the type in- 
volved in the particular trade concerned. 
ULIS art. 9 
(2) They shall also be bound by usages which reasonable persons in the same 
situation as the parties usually consider to be applicable to their contract. 
26 Peter Schlechtriem & Ingeborg Schwenzer eds., Commentary on the UN Convention on the
fnternat1ona1 Sale of Goods (CfSG), Part I Ch. II Genera1 Provisions, af t44-145 (Second English 
ed 2005). 
27 Id at 145 n 43. 例えばCLOUT case no 61, 329, 157, 479. UNCITRAL 判例データベース
CLOUT (Case Law on 
28 Peter Schlechtriem & 
29 Id at 145 n 50. E.g., 
UNCITRAL Texts) http://www.uncitra1.org/uncitra1/en/case_law.html/ 
Ingeborg Schwenzer eds., supr,a note 26, af t45.
CLOUT case 329; 440. 
30 A. G. Guest, general editor, Benf am1n 's Sale of Goods 11-004 at 527 n 77 (6'h ed. 2002). イ
ギリスにおけるこの議論については、 同書が詳しい。 
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In the event of conflict with the present Law, the usages shall prevail un- 
less otherwise agreed by the parties. 




(3) Where expressions, provisions or forms of contract commonly used in com- 
mercia1 practice are employed, they shall be interpreted according to the 




以上の通り CISG第 9 条 1 項で基本方針、 2 項で具体的規定があり、 この2 
項で国際売買契約の当事者は、 商慣習が各分野で周知され遵守されており 、 当
該分野に従事する当事者は知 り うべき立場にある場合には、 特定の商慣習に拘
束されうる、 ということが明確に規定されている32。 この規定から、 新規参入
の当事者は、 関連する当該業界の慣習を白 ら学習する必要性 (obliged to edu- 
cate itsel f on the relevant, widely known practices) が生ずるこ と となる33。 ま
た CISG第 9 条 2 項の“widely known” の解釈が重要になるが、 これについて
は判例等によりつぎのように固まりつつある。 
通常の主観的要件に加え、 長期間にわたり周知されているか、 または知り う
べき とみなされる場合には適用、 を基本と して、 個別事例によ り微調整する、
と い う340 
具体的には、 例えば当事者が実際に広く認知しているかは判断基準ではなく 、
当該産業分野に従事し、 当該慣習が幅広く 利用 されている地理的場所において
31 ULIS art 9 (2) (3)の訳文については、 若干硬い文章に感じられるが、 前掲注9 、 付録II
有体動産の国債売買についての統一法」 比較法研究 第30巻83頁 (比較法学会、1969年) によ
る。
32 Gregory C. Walker, Trade Usages and the CISG・ Defending the Appropn ateness of
Incorporating Custom Into International Commercial Contracts, 24 J. of Law and Commerce 263,
270 (2005).
33 Id at 270.
34 Id. またULISの規定は合理性 (reasonableness) の基準であったが、CISGでは客観的基準
(objective) を採用している。 ただ現実には合理性と主観的基準も取り入れて解釈していると
いう (Bainbridge, supra note 16, at 653-655)。 
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活動している場合には、 商慣習は当事者を拘東する、















売主と買主の義務を規定しているものと して、 裁判所は黙示に ( impliedly) 
CISG第 9 条 2 項により組み入れられている、 と解釈される事例もある38。 た
だしこれには反対意見も多数あり、 その判断は固まっていないというより も、
個々の事例による要因が大きいといえるだろう。 そのため貿易取引で幅広く利
用されている Incotermsについても、 できる限り明示して交渉し、 契約書に組
















35 Oberster Geichtshof, Austria, 15 Oct , 1998 [Supreme Court] , 
http://cisgw3.law.pace.edu/case/981015a3.html/
36 M ichael Joachim Bone11, Art 9, in Cesare Massimo Bianca &
Commentary on the International Sales Law 104 (1987).
37 Gregory C. Walker, supra note 32, at 270-271.
38 BP 011 Int'1 Ltd. v. Empresa Estata1 Petroles do Ecuador, 332
Paul Guardian Ins. Co. v. Neuromed Medical Systems &
(S.D.N.Y 2002); UCC Arbitration case No7645, Mar. 1995,
http:/cisg3.law.pace.edu/case/957645iLhtm1/ 
39 Geneva Pharmaceuticals Technology
(S.D.N.Y 2002). CISG第 6 条の通り、
者自治の原則から認められている。
40 例えば、Rechtbank van Koophande1 
191/98x, Case no 240, 
M ichael Joachim Boneli eds.. 




Corp. v. Barr Laboratories Inc. 201 F. Supp 2d 236 
当事者の CISGの全面的排除や各条文の変更は、 当事
leper Belgium, 18 Feb 2002, 
http://www.1aw.kuleuven.ac.be/ipr/eng/cases/2001 -01 -29.html; CLOUT case no 425; 



























































(CISG art 9)。 
の根幹となる一般原則規定
(CISG art , 











(1) ) c 
法廷地の国際私法により指定された準拠法の規定
上の階層において、 上位から優先して適用される、
(CISG art 7 (2) )。 
ということになり、商



















41 CLOUT case no. 425“[ thus] adopted, agreed usages, established practices and widely known 
and regularly observed usages prevail over other deviant CISG provisions”
42 Juzgado Naciona1 do Primera Instancia on 10 Commercial 
http://uniiex.info/case.cfm?pid=1&do=case&id=178&step=abstract/ 
Algentina, 6 Oct.1994. 
43 Pampoukis, supra note 19, at t ic.
a) The mandatory provisions of the applicable national law.
b) The trade usages that the parties have impliedly made applicable to their contract (CISG art 9
(2)).
c) The trade usages to which the parties have explicitly or impliedly agreed or the practices they 
have been established between themselves (CISG art 9 (1)). 
d) The provisions of the Convention 
e) The general principles underlying the Convention (CISG art 7(1)). 
f) The law applicable by virtue of the rules of private international law of the forum state (CISG 
44 
art. 7 (2)).





















































CISG第 9 条についてみていきたいc 
CISG第 9 条 1 項に関する事例
当該規定は、 当事者が明示的に言及した商慣習については拘東されること
明確にしている。 そこでの問題は、 明示的ではなく黙示と される場合の解釈
問題となる。 その際の具体的判断基準は、 何が確立された慣行 (practices) 
あるのか、 慣行はいつ確立したと されるのか、 という二点である。 
続
??
CISGでは前述の通り 、 慣行について何ら定義していないが、 当該慣行が継








46 C. M. Bianca & Michael Joachim
1980 Vienna Convention 111 (1987). 
47 Id at t ic.
48 Pampoukis, supra note 19, at 113. 




Boneli, Commentary on the fnternationa1 Sales Law, 
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個々の事例ごとの具体的状況によるところが大
下みていきたい。 
仲裁裁判所の事例で、 代替部品の早期引き渡しは CISG 
慣習に該当し、 売主は合理的期間内に引き渡し義務を負う、
第 9 条 1 項の商
と した判断があ
る 5°。 またフランスの高等裁判所の事例では、 長年にわたる慣行 (longstanding 
practices) に拘束される当事者は、 急な不継続(abrupt discontinuance) につい











次に、 いつ商慣習と して確立されたと判断されるべきか、 という点について
CISGに明確な規定はないが、 いく つかの判例があり、 過去2 回ほどの取引で



















理由と して、CISG第 9 条 1 項の要件を
商慣習の存在を認定しなかった56。
条 1 項から導かれる判断基準は、 商慣習の存在は一定
継続していること、 ある程度の頻度 (a certain 
われていること、
lasting contractual relationships) 
況においては同様の実務を行う
duration and fre- 
また具体的な長期間の継続的な契約関係 ( long 
があり、 その内容について当事者が同様の状
ことを両当事者が期待できるレベルであること、
という57。 要点は、 “long lasting relationships”と “a number of sale, frequency'' 
50 Court of Arbitration of the ICC, Case No 8611, 23 Jan.1997.
http ://cisgw3 .law.pace edu/cases/978611 i1.htm1. 
51 CLOUT case No 202, Cour d'appel de Grenoble, France, 13 Sep.1995, 
http: //cisg3 .law.pace edu/cases/9950913 f1.htm1 .
52 CLOUT case No363,Landgericht Bielefeld, Germany, 24 Nov. 1998, 
http://cisg3.law.pace.edu/cases/981124g1.html. 
53 CLOUT case No325, Handelsgericht Zurich, Switzerland, 8 April 1999, 
http://cisg3.law.pace.edu/cases/990408g.1htm1. 
54 CLOUT case No 360, Amtsgericht Duisburg, Germany, 13 April 2000,
http://cisg3 .law.pace edu/cases/000413 g1.htm1. 
55 CLOUT case No360; CLOUT case No347
http://cisg3.law.pace.edu/cases/980709g1.html
56 Calzaturificio Claudia S n. c. v. 01ivieri 
Oberlandesgericht Dresden, Germany, 9 July 1998 
Footwear 
(S.D.N.Y ) April 6, 1998; CLOUT case No. 413 (U. S. 
Ltd., 1998 U. S. Dist. LEXIS 4586, 






















存在を認識していた (usages that both parties knew) という主観的要因 (sub- 
jective element) 58 
であった (ought 
を主と し、 もし存在を認知していない場合でも知り うるべき
to 
り判断される、 とい














(can bind a party) 




































商取引における確認状 (a letter 
57 CLOUT case No 217, Handelsgericht Aargau, Switzerland, 26 Sept 1997,
http: //unilex. info/case. cfm?pid=1 &do=404&step=Abstract. . 
58 この主観的要因は、 開発途上国の当事者を保護する意図からのものである
supra note 19, at 119)。
59 CLOUT case No 425, 0berster Gerichtshof, Austria, 21 Mar 2000,
http://unilex. info/case. cfm?pid=1 &do=case&id=478 &step=Abstract 
60 Wiiiibald Posch 
fnternatzona1 Sale 
(Pampoukis; 
& Thomas Petz, Austrian Cases on the UN Convention on Contracts f (or the 
of Goods, J. Int'1 Com. L & Arb.1, 9-10 (2002). 
61 Honnold, supra note 49, af t28; Bainbridge, supra note 16, at 658. 
62 CLOUT case No.175, 0berlandesgericht Graz, Austria, 9 Nov. 1995 ;
http: //unilex. info/case. cfm?pid=1 &do=case&id=370&step=Abstract 
f
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confirmation) の慣習は ドイツでは一般的であるが、 一方フランスでは一般
でないため国際性がないと判断し、 CISG第 9 条の商慣習と して認められな




2.1 .8. CISGにおけるlncoterms 
国際間における物品売買契約の商慣習を成文化 (codification) した最も重要
なものと して、 ICCの Incoterms65 であることは異論がないであろう。 そのため
CISG における Incoterms の適用解釈については、 当事者が FOB 等を使用 して
取引を行っている場合、 CISG第 9 条 1 項または2 項により、 Incotermsの規定
に従うことになる。 またIncotermsに関する明示の言及があれば、 商慣習か否
かを検討する必要はないと解釈すべきである、 とい う66。 Incoterms は、 国際貿
易慣習と して普及している現状から67、 アメ リ カの判例では、 明確な言及がな
い場合でもCISG第 9 条 2 項により商慣習と して認定され拘束される、 とい
う68。 またアメ リカの高裁においても、 国際貿易の分野で周知されているとい
う事実自体が、 CISG第 9 条 2 項により拘束力がみとめられる、 との判断がな
されている69。 またロシアの高等仲裁裁判所 (High Arbitration Court of the 
Russian Federation) では、 契約書の CISG への言及があれば、CISG第 9 条 1 
63 CLOUT case No 276, Oberlandesgericht Francfurt, Germany, 5 July 1995,
http ://unilex.info/case.cfm?pid=1 &do=case&id=169&step=Abstract
64 Pomboukis, supra note 19, af t22. ただし当事者の書面等を解釈するにあたっては、 CISG
第 8 条 3 項の規定を踏まえた内容でなければならない。 CISG art 8 (3): That in interpreting 
statements of the parties (including contract provisions) due consideration should be given to all 
relevant circumstances of the case including …any pracuce:s which the party have established be-
tween themselves, usages any subsequent conduct of the parties. (下線は筆者による)
65 2010年より、 正しく は、 「INCOTERMS⑧」 と大文宇で、 かつ登録商標のｮ をつける必要が
ある。 また同様に今まで定型取引条件の 「Term(s)」 と されてきたものを、 正しく は 「Rule」
と しなければならない。 本稿では簡潔に表示する。
66 Fritz Enderlein & Dietrich Maskow, International Sales Law・ United Nations Convention on 
Contracts f(or the International Sale of Goods 
67 Larry A. DiM atteo et al., The fnterpretive 
70; Bianca & Boneli, supra note 46, at 115.
Turn In Internationa1 Sales Law ' An Analysts of 
Fjfteen Years of CISG Jur isprudence, 34 NW J. Int'1 L. & Bus. 299 (2004).
68 St. Paul Ins. Co. v. Neuromed Medical Systems, 2002 US Dis. LEXIS 5096 (S. D. N. Y. Mar 
26, 2002, CLOUT case no447).
69 BP 011 Int'1 and BP Exploration & 011 Inc. v. Empresa Estata1 Petroles do Ecuador, 332 F 3d.
333 (5'h Cir 2003), http://www.unilex.info/case.cfm?pid=1&do=924&step=Fu11Text. この第5 巡回
区は、 貿易中継地と して重要な都市Houston, Dallas, New Orleans を対象と している点でも重
要である。 
56 中村 嘉孝
項により適用される、 と した7°。 イ タリアの裁判所においても、 契約において
FOB という文言の使用は、 CISG第 9 条による国際商慣習と して拘束力を持つ、
と判断している7'。 中国の裁判所でも同様の判断がなされている事例がみられ
る 720 
以上い く つかの判例を紹介した。 Incoterms は国際貿易の分野で圧倒的な認
知度を誇っている現状から、 当事者がその定型取引条件を使用している場合、
明示ないしは黙示にその条件が契約に組み入れられている、 と解釈される可能
性が高い。 そのため逆説的に、 貿易取引の当事者は、 その詳細について知らな
い、 という主張は認められなく なる。 簡潔には、 当事者の明示合意があり書面
等にも記録があれば、 契約成立の一条件と して商慣習と して認定し、 明示の合
意なく黙示での利用は、 CISG第 9 条による商慣習と認定し適用すればよい、
という ことになる。 また最も存在感の高い世界的商慣習であるため、 その利用




2.1 .9. 第 1 節の小括
商慣習に関するCISGの条文規定について、 その源泉であるULIS と ULF と
の規定を比較し、 またCISG に関する各種判例等を参照しながらその解釈傾向
について考察した。 元来商慣習とは、 当事者の中長期的な費用対効果という商
学的観点からのものであり、 Hard Law などの条約は、 当事者自治の原則をあ
く まで堅持し、 Incotermsのよ うなSoft Law の規定を保証する枠組みと して、
CISGにみられるようなHard Law が支援する、 という相互補完関係が理解で
きるであろう。 
貿易取引における商慣習の代表的なIncotermsのように、 圧倒的に存在感の
ある慣習は、 明確な言及がない場合であっても、 商慣習と して認定され拘東力
を持つ可能性が高い、 という傾向を当事者は十分に認識すべきであろう。 貿易
実務の担当者は、 頻繁にCIF等の定型取引条件を日常的に利用しており、 両
当事者がその規定内容について正しく 理解し、 共通の認識があればいいが、 残
念ながらその内容 (売主および買主の権利と義務) にいついて正しく十分に認
70 Tribunal of International Commercial Arbitration at the Russian Federation of Chamber of
Commerce and Industry, 25 Dec. 1997, http://cisgw3.law.pace/edu/cases/971225r1.html.
71 Corte di Appe11o di Geneva, Italy, 24 Mar.1995,
http://www.unilex.info/case.cfm?pid=1&do=198&step=Abstract (Ponboukis, supra note 19, af t28
n 99 & 100) .
72 Xiamen Intermediate People's Court, People's Republic of China, 5 Sept. 1994, 
http: //www. uniiex. info/case/cfm?pid=1 &do=21 1 & step=Abstract. 
識している当事者は、現実にはごく わずかである。 
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例えばコンテナ複合運送や、
航空貨物輸送においても、 在来船ルールである“FOB” が使用される、 という
誤使用が圧倒的に多い。 ただこ う した現状が悪いと言っているわけでは全く な
い。 間違った理解は本来、 紛争が発生した際には、
そのコストと して、 経済的損失を被るこ






は、 誤用による損害がほとんどない、 ということになる。 ある意味、 両当事者
が 「同じ間違った理解」 という状況であれば、 当事者自治の原則によると、 そ
の 「間違った理解」 が 「Incotermsの修正型の合意」 となり、 その 「間違った
理解」 に基づいて判断される可能性がある。 そうなると、 「正しい」 や 「間違っ
た」 とい う判断自体が、 その基準により異なることになる。 こ う した点に、
Soft Law とHard Lawの限界があり、 大げさに言うと、 社会科学における完璧
な論理的整合性の不可能性 (困難性) を感じる。 そう した限界を認識するだけ
でも大切なことではある。
ULISおよびULFは成立・ 発効したにもかかわらず締約国が僅か9 国となっ
た。 法学的には成功したが、 商学的には失敗した、 という典型例であり、
から学ぶ
かったこ
、, _ 、, _ 
、-_ 、-_ 
ことは多い。 この失敗の根本は、 その目的の設定が適切にできていな
















規則と して多数のSoft Lawが横軸と して機能していると同時に、
に主権国家の権力で支える国際条約などのHard Law との連携が、




「商慣習」 について、 グローバル化の深化拡大する将来において、 その役割や
意義について、 より広い概念のSoft Law と して、 またHard Law との関連に
































度は、 イ ギリ スに多く ある。 その疑問を紐解く 過程にといて、 ULISおよび
ULFへの批准の事実は興味深い。 また逆にULISおよびULFの 3 分の 2 の条
























 ???て、 大きであろ う
な障害の一つである74 、
。 鳥瞰すると、




















法学的な条約成立・ 発効と しては成功したが、 商学的な普及 ・ 利用にまで至ら
なかったことから失敗した、 といえるであろ う76。 この条約は一定の意義があ























Europe, Handelsblatt (F.R.G ), Oct 
2005, at 5,
http: //handelsblatt. com/politik/deutschland/sieben-chancen-fuer-mehr-wachstum-in-europe:809371 










74 Nathalie Hofmann, Interpretation Rules and Good Faith as Obstacles to the UK 's Ratjf ication 
of the CISG and to the Harmonization of Contract Law in Europe, 22 Pace Int'1 L. Rev. 145,
146 (2010).
75 詳細は UNIDROITの web site参照。 http://www.unidroit.org/
76 詳細は、 拙稿 「貿易商務におけるハー ドローとソフ トロー」 JAFTAB 第47号69頁 ( 日本貿
易学会研究年報、2010年 3 月) 参照。
77 Ulrich Drobnig, General Report: The Use of Comparative Law by Courts, in Ulrich Drobnig &
Sjef Van Erp eds., The Use of Comparative Law by Courts・ XIVth. International Congress of

























UNCITRAL ( 国連国際商取引法委員会) へと主体が移り、 CISGは1980年に成















本節では、 イギリスが現在、CISG を採択・ 加入していない原因について考
察する。 まずイ ギリスとCISG との関係を時系列的に振り返り、CISG を採択
していない事由に関する文献や判例等を読み解き、 CISGの条文に着目 しその
解釈について検討する。 具体的には CISG に規定されている二つの点を取 り 上
げる。 第一には、 契約違反による契約解除に関する規定 (第25条、49条等) に
ついて英米法と大陸法の相違を中心に検討する。 これら具体的な条文規定を比
較検討することにより、 イギリスの不採択の原因について考察していきたい。 




グローバル商取引時代に最適な規則はど う いった形式が好ま しいのか、
て考察していきたい。 本節の結論は簡潔には次の通りである。 
イ ギリスにおいては、国内法である物品売買法 (Sale of Goods 
につい
Act 1979; 
78 例えば、 特定業界の世界的な標準取引約款と してGAFTA (穀物) 、 また貿易業界ではICC
の Incoterms、 荷為替信用状、 国際複合運送、 貨物海上保険など、 業界ごとに様々な取引約款
が発達し利用 されている。
79 CISG を批准 ・ 加入していないその他主要国と しては、Ireland, Portugal などがある。
UNCITRAL の web site参照。 http://www.uncitraLorg 
詳細は
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SGA) や関連する文言解釈に関する判例学説の蓄積があるため、 CISG 等の国
際条約の批准 ・ 加入の必要性が高く なかった、 という状況が最も大きな要因と
考えられ、 CISGの未採択の状態が現在に至っている、 と考えられる。 イギリ
ス国内においては伝統的な英米法的解釈が主流であ り 、 グローバル商取引にお
いても同様であり、 例えば貨物海上保険の分野でみられるように、 伝統の蓄積
が、 貿易取引の各領域における安定的発展に寄与している利点も大きい。 




検討 ・ 研究が不可避の段階にある。 グローバル商取引の現状という実需に促さ
れ、 近年のイギリス国内の判例や文献から、 まだ積極的な段階にまで至ってい
ないが、 各種判事や学者の言動みると、 CISG採択の動きが徐々に拡大傾向に
ある、 と感じられる。 そもそも CISGは当事者自治の原則が認められており、
各当事者が任意に、 個別案件ごとに具体的対応を行うことは自由であり、 その






て、 環境整備の一つに過ぎない、 という認識が重要である。 政治的理念や信条
のよ うに金科玉条に奉る存在ではなく 、 各国は企業がよ り公平で白由な商取引
活動が可能となる社会的環境の確保・整備・研究する責めを負っている。 その
一端を担う 中立的立場にある学術研究者は、 CISG に関する制定の経緯、 国内
外における判例等における解釈、 その意義や活用について研究するこ とが使命
であり、 企業にとって自由な環境を整備していく ことが主権国家の役割である。 
2.2.2. イギリスとCISG との関係
イギリスはCISGの源泉である1964年 ULISおよびULFの批准国であり、 ま
た歴史的にも CISG の起草および交渉に積極的な役割を果た している事実をま
ず確認したい8°。 イ ギリスは当初から CISGの採択に断固反対していたわけで
はなく 、 CISGの公表当初は、 貿易相手国の採択状況を冷静にしばらく観察す
80 Bruno Zelier, The Development of Unjftorm Laws -Histor ica1 Perspective, 14 Pace Int '1 L.
Rev.163, 168 (2002). 
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L see) をと っていた8'。 その後、 主
リアおよび ヨーロ ッパの多く の国が
採択 し発効 し た状況の1989 年お よび1997 年に、 イ ギリ ス貿易産業省
(Department of Trade and Industry) は、CISG採択における産業界の意見を求
める調査を実施している82。 その結果の多く は批准に賛成であ り 、 その手続き
コス ト をかけても採択したほうが良い、 という意見であった83。 実際にイ ギリ
スにおける物品売買契約に関する権威ある書においても、 一部慎重な立場をと
る学者もあるが84、 最終的な採択に好意的なものが多く みられ85 、 採択へ向け
議会への働きかけがみられた。 しかしその後、 議会での進展はみられず、 当初
を進めつつあるが具体的には進んでいないこ










The United Kingd,om and the Vienna 
Lecture at Saggi, Conferenze e Seminari, 
Sales Convention・ 
Centre di Studi e 
とい
Anether Case of 
Ricerche di Diri tto 
Comparato e Straniero (Center for Comparative and Foreign Law Studies), M ar.1993, Austria.
http://servizi.i it.cnr.it/-crdcs/crdcs/ frames9.html/
82 Department of Trade and Industry, United Nations Convention on Contracts for the International
Sale of Goods (Vienna Convention): A Consultation Document (1997),
http : //his ecgroup.net/Search aspx/ 
83 Alison E. Williams, Forecasting the Potential Impact of
Internat1ona1 Sales Law In the UK, in 12 Review of the 
the Vtenna Sale,s 
Convention 
Convention 
on Contracts for 






84 Hugh Beale et al eds., Chitty on Contracts 1291 (vol.2, 29'h ed. 2004).
85 Carole Murray, David Holloway, Daren Timson-Hunt, Schmitth〔〕f「s Export Trade・ The Law and
Practice of Internat1ona1 Trade 853 (11'h ed 2007); A. G. Guest et al., Benりamln 's Sale of Goods
4-26 (7'h ed 2006).
86 当該名称は当時のもの。 現在はDepartment for Business, Innovation and Skills (BIS)。
87 具体的手続き経系韋については次を参照。 House of Commons Information Office, Parliamentary 
Stages of a Government Bili, Factsheet L1(2010), 
http://www.parliament.uk/documents/uproad/101.pdfン
88 Sally Moss, Why the UK has not yet Ratjf ied the CISG, 25 J. of Law & Commerce 483
(2005).
89 The Hon. Justice James Douglas, Arb加・ation of the fnternat1onal Sale of Goods Disputes under 
the Vtenna Convention, http://cisgw3.law.pace.edu/cisg/biblio/douglas.htm1/ 
2.2.3. CISG採択への消極的事由
採択に反対する主張は複数みられ、一つには、
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物品の品質不一致の際、




Commodity売買9° の際には不適切である、 という9'。 これはCISG第25条およ
び第49条に関連規定があ り
反 (a fundamental breach) 
、 同条項では契約解除の前提要件と して、 重大な違
を必要と
わゆる完全履行原則 (per fect tender 
している。 その際、SGA においては、 い
rule) に基づく厳格な品質一致が要求され
ているため、 不一致の際の契約解除は比較的容易であるが、 CISGでは品質の
範囲が、 拡大的に解釈される傾向にあるため、 契約解除が容易に認められにく??、 という問題がある92。 また同様に、 危険移転については、 CISGでは66-70 





good faith) 」 をめぐる解釈につ
の各条件
の解釈の
という93。 またCISG第 7 条の 「信義誠実 (the 
いても多くの議論がある。 この概念は大陸法で
は一般的な概念であるが、 英米法においてはあま り 馴染みがない94。 以上の二
点についてはのちに検討すると して、 まず近年においてイギリスでCISG を参
照しつつある現状についてみていきたい。 














Sales and the CISG,
Law across National 
一般に資源や農産物等の第一次産品の こ と で
ば、 原油、 アルミニウム






& Ulrich G. Schroeder 
り 、品質の標準化が可能
(Bruno Ze11er, Commodity 
eds., Sharing International 
91 Michael Bridge, A Law for International Sales, 37 H.K.L.J.17, 40 (2007).
92 Id at 22-23.
93 Guide to CISG article 67, Text of Secretariat Commentary on article 79 of the 1978 Draft, 
http://cisg.1aw.pace.edu/cisg/text/secp/secomm-67.htlm
94 アメ リカUCC§1-201, §2-103, Restatement (Second) of Contracts§205などにおいて散見さ
れる程度で、 元来、 対価をイ半わない単純な約東も法的に拘東する、 というキリスト教的概念
にある、 という。 詳しく は次の文献参照。 木下毅 『英米契約法の理論(第 2 版)』101頁 (東
京大学出版会、 1985年)。
95 Monica Kilan, CISG and the Problem -with Common Law Jur isdiction, 10 J. of Transnational
L. & Policy 217, 218, http://www.1aw.fsu.edu/Journals/transnationalvo1102/kilan.pdf/
96 Ulrich Drobnig, supra note 77, at 3-21. 
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第一の事案と して、 イ ギリスのPro Force Recruit Ltd. v. The Rugby Group 
Ltd.97 では、 明示的にCISG とPICC に言及した事例と される。 事実関係は簡
潔には次の通り。 Pro Force社 (以下、 「P社」 とする) は、 イギリスの人材紹
介業者であり、 セメ ント製造会社であるRugby社 (以下、 「R社」 とする) と
人材紹介と、 設備の清掃を2 年間の期間で契約をした。 書面では、 「人材供給
に優先的な地位 (preferred superior 
全合意契約書 (the entire contract) 




合意した事項を含め、 すべてに優先する (supersede all prior representations, 
agreements, …whether oral or in writing…) とあった。 契約を締結し、 その数
か月後、 R社は P社との契約で提供される人材を超える採用を行うため、 他の
人材紹介業者と契約し、 取引を開始した。 そこでP社は、 契約条件に基づき、
追加的な人材募集についても、 優先的に相談すべきである、 と主張した98。 



















高等法院 (High Court) は、P社は当事者間の契約書以前の交渉を証拠と し
て提出する権利はなく 、 それは同社の主観的な主張である、 と判断した'°'。 P 
社の控訴を受けて控訴審裁判所 (Court of Appeal) は、 高等法院の判断を破棄
し、 契約前交渉における争点となっている文言について、 両当事者の意思を明






イ ギリスにおいてもReardon Smith Linve v. Yngvar Hansen-Tagen事例'°3 
97 [2006] EWCA 
98 Id. para. [14] . 
99 Id.
100 Id. para [19] . 
101 [2005] EWHC 
102 Id. para [57] . 
(Civ ) 69. 
70 (Q.B ) (Eng ). 
に
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おいて、 交渉経系章なく契約が締結されることはなく (No contracts are made in 
a vacuum) 、 商取引においては、 その目的や背景、 文脈・ 市場についてく み取
るべきである、 という意見もみられた'°4。 またイギリス法は商取引の活動を支
え、 紛争解決の予見性となるよ う、 確実性を促進させるものでもある、 とい
う'°5。 ただこ う した意見も主流ではなく 、 一般に交渉は困難なものであり、 当
事者の立場も変化しう るものであるため、 合意事項と して書面に記録された最
終文言のみが、 その契約内容であり、 それを自然に解釈して確定することのみ





















(1) For the purpose of 
of a party are to be 
(2) 
this 
knew or could not have been 
I f the preceding paragraph is 
conduct of a party are 







interpreted according to his 
aware what that 
made by and other conduct 
intent where the other party 
intent was 
not applicable, statement made by and other 
to be interpreted according to the understanding that 
the same kind as the other party would have had in 
the same circumstances. 
103 (1976)1. W.L.R 989 (UKHL) (Eng ). 
104 Id. subsec. Judgement-1. 
105 J. Steyn, Contract Law・ Fuいfl ing the Reasonable Expectations of Honest Men, 113 L.Q.R 433-
434 (1979). 
106 Prenn. V. Simmonds [1971] 3 All E.R 237, [1971] 1 
107 Gerard McMee1, Prior
Contractua1 Interpretation, 
108 Id; Donald Nicho11s, My
(2005). 
Negotiations and Subsequent 
119 L. Q. R 272 (2003). 
Kingdom or a Horse・ The 
109 Nicholis, supra note 108, at 37 n583. 
W.L.R.1381, 1384-1385. 
Conduct-The Next Step 
Meaning 
Foru,ard for 
of Words, 121 L. Q. R 577, 583 
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(3) In determining the intent of the party or the understanding a reasonable per- 
son would have had, due consideration is to be given to all relevant circum- 
stances of the case including the negotiations, any practices which the 
parties have established between themselves, usages and any subsequent 
conduct of the parties, 
PICC art 4.1 
(1) A contract shall be interpreted according to the common intention of the 
parties.
(2) I f such an intention cannot be established, the contract shall be interpreted 
according to the meaning that reasonable persons of the same kind as the 
parties would give to it in the same circumstances. 
PICC art 4.2 
(1) The statements and other conduct of a party shall be interpreted according 
to that party's intention i f the other party knew or could not have been un- 
aware of that intention. 
(2) I f the preceding paragraph is not applicable, such statements and other con- 
duct shall be interpreted according to the meaning that a reasonable person 
of the same kind as the other party would give to i t in the same circum- 
stances. 
PICC art 4.3 































preliminary negotiations between the parties;
practices which the parties have established between themselves; 
the conduct of the parties subsequent to the conclusion of the contract; 
the nature and purpose of the contract; 
the meaning commonly given to terms and expressions in the trade 
corned; 
( f) usages 
con- 











CISG art 25 
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う、 規定されている。 こ う した手法は、 現在の国
(reflects the current prevailing trend)、 大陸法お









A breach of contract committed by one of the parties is fundamental i f it re- 
sults in such detriment to the other party as substantially to deprive him of what 
he 
see 
is entitled to expect under the contract unless the party in breach did not fore-
and a reasonable person of the same kind in the same circumstances would 










損害賠償で対応する、 という ものである。 英米法における conditionか warranty 
か、 という解釈判断に相当する' ' '。 本条文の源泉は、ULIS第10条である' '2。
以上から、 契約違反による影響をどの程度、 予測が可能であったのか、 また
当該契約違反が取引の結果にどの程度の影響を与えたのか、 という価値判断を
めぐる解釈となる。 貿易取引における売主と買主の立場から考察していきたい。 
売主の場合、 商品の受け渡しが、主観的も しく は客観的にも不可能な場合、
110 E. Allan Farnsworth, Interpretation of Contract, in





Massimo Bianca & M ichael Joachim 
The Vienna Sales Convention 95-97 
(Giufree, 1987).
11 G. H. Treite1, Remedies f(or Breach of Contracts 167 (1988). 
12 ULIS art.10 ( fundamental breach of contract)
For the purpose of the present law, a breach of contract shall be regarded as fundamental wher- 
ever the party in breach knew, or ought to have known, at the time of the conclusion of the con- 
tract, that a reasonable person in the same si tuation as the other party would not have entered 
into the contract i f he had foreseen the breach and its effect. 
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支払いの留保条件等がある とき を除き、 履行時期における不引き渡し (non- 




可能であるが、 当該行為が遅れている場合を、 遅延 ( late delivery) という' '3。 
そう した場合は、 個々の契約において、 商品の引き渡し期日が重大な条件とさ
れているか否かによ り、 判断される。 また商品の引き渡しをすべて完了してい
ない場合には、 完全引き渡しが重大な契約上の条件と されているか否か、 によ
る。 商品の欠陥 (defects) の判断については、 まだ課題と して残されている事
項である。 
買主の場合、 支払いの遅延は、 それ自体で重大な違反とはならないが、 故意
の支払い拒絶や、 不払いは重大な違反となり、 売主は契約を解除することがで
きる' '4。 また一般に、 明確な商品引き取りの拒絶、 も しく は商品の引き取り
能も重大な契約違反となる' '5。 CISGの関連条文は次の通り。 
CISG art 49 
不
(1) The buyer may declare the contract avoided:
(a) I f the failure by the seller to perform any of his obligations under the 
contractor this Convention amounts to a fundamental breach of con- 
tract; or
(b) In case of non-delivery, i f the seller does not deliver the goods within 
the additional period of time fixed by the buyer in accordance with 
paragraph (1) of Article 47 or declare that he will not deliver within 
the period SO fixed. 
(2) However, in cases where the seller has delivered the goods, the buyer loses 
the right to declare the contract avoided unless he does SO: 
(a) In respect of late delivery, within a reasonable time after he has be- 
come aware that delivery has been made; 
(b) In respect of any breach other than late delivery, within a reasonable 
time: 
113 Peter Schlechtriem & Ingeborg Schwenzer eds., Commentary on the UN Conventzon on the
International Sale of Goods (CISG) 293 (Second English ed 2005).
114 Id at 297-298.
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knew or ought to have known of the breach;
expiration of any additional period of time fixed by the 
accordance with paragraph (1) of Article 47, or after the 
declared that he will not perform his obligations within such 
an additional period; or 
(iii) After the 
seller in 
buyer has 
expiration of any additional 
accordance with paragraph 
period of time 
(2) of Article 














と、 引き渡しされた商品や支払われた代金の返還等の原状回復義務 (restitu- 
tion) を負う。 また重大な契約違反のみ、 契約解除が認められる' '6。 ただ即時
に解除が認められるわけではなく 、 違反が重大で明白な場合 ( fundamental and 





の旨通知し、 一定期間が経過した後、 解除できる' '8。 CISGの当該条文の
に当たる ULIS第61 条










な法的救済手段 (ultima ratio) であるため、 不利益は損賠賠償等







CISG第 7 条の解釈 '2° 
ゆる文理解釈 (literal) 

























Schlechtriem & Schwenzer eds., supra note 113, at 575.
CISG art 26: A declaration of avoidance of the contract is effective only i f made by notice 
the other party.
Schlechtriem & Schwenzer eds., supra note 113, at 662-670. 
Id.
歴史的経緯と しては次の通り。 
art.13, New York Draft 1978, art 6, 
ULIS art.17, Geneva Draft 1976, art.13, Vienna Draft 1977 
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CISG art 7 
(1) In the interpretation of this Convention, regard is to be had to its intema- 
tiona1 character and to the need to promote uni formity in its application and 
the observance of good faith in international trade. 
(2) Questions concerning matters governed by this Convention which are not 
expressly settled in it are to be settled in conformity with the general prin- 
ciples on which it is based or, in the absence of such principles, in confor- 
mity with the law applicable by virtue of the rules of private international 
law. 
CISGの基本的趣旨と して、 各国の裁判所は、 同様の事例で異なる結果を回
避するため、 その解釈においては、 同様の手法 (similar rules) の適用が必須
である とする。 しかし英国の伝統的な文理解釈は、 ドイツ大陸法の解釈とは異
なっているため、 その解釈手法に議論があ り 、 以下それぞれについてみていき
たいc 
英米法における文理解釈について、 イギリスは伝統的に文理解釈であるが、
歴史的に三種類に分けられ、 文理解釈 ( literal rule) とは、 文言の通常自然の
意味での解釈、 黄金解釈 (golden rule) とは文理解釈では抽象的で不本意な結
果となるときのみ、 通常の意味内容を拡大した解釈、 修正解釈(mischief rule) 
とは、 制定法の欠陥からそれを修正した解釈、 という'2'。 個々の事例ではこれ




文理的意味、 文脈の文法的構造から、 一般的に理解される (generally accepted) 
という'23。 さらにCISGの解釈においては、 関係条文の制定経緯を参照し判断
する、 ということ も行われている、 という'24。 また ドイ ツ法において、 制定法
の解釈にあた り 、 最 も柔軟な手法と して、 目的論的手法 ( teleological ; 
teleo1ogische) が広く 受け入れられており、 これは判事が結果と して、 本来の
121 S. H. Bailey et al., The Modern Engltsh Legal System (5'h ed. 2007).
122 Kurt Haerte1 & Dieter Stauder, On the Interpretation of Internattonal Unjf1(erm Law, 2 GRUR
Int'1 85, 86 (1982). 
123 Reinhard Zimmermann, Characteristic Aspects of German Legal Culture, in Mathias Reimann
& Joachim Zeko11 eds., Introduction to German Law 24 (2005). 
124 Oberlandesgericht Frankfurt am Main, 
http: //www.unilex. info/case. cfm?pid=1 &do=case&id=47 &step=Fu11Text/ こ の事例では、 Satisfactory 
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しく は縮小するために、


















つつある'28。 特に転機となったPapper v. Hart 事例の判決以来 '29、 議会




を好む傾向は消えたよ うだ」 との意見もみられる'3°。 
James Buchanan & Co. v. Babco Forwarding 






Lord Wilberforceは、 国際条約の解釈において、 イ ギリスの方法は狭量、 技術
的、 文理的になされ、 一方の大陸法諸国の方法は広義、 寛大で、 目的にかなっ
て (sensible) なされる両者の手法による相違は、 不安定で奇妙である、 とい???
'33。 また後者の事例では、 立法趣旨を確認するために、 制定経緯にまで参照
既存の研究 (travaux preparatories) を利用可能な場合には、 十分
注意をもつこ と
る、 と い う134。 
また1969年ウイ
により (with prudence and caution) 、
ーン国際法条約




(the 1969 Vienna Convention on the Law of 
効したこと も大きい。 CISG第31条 1 項 お




















Nathalie Hoffmann, supra note 74, af t45,156.
Francis A. Mann, The Interpretatton of Un f (orm Statute, 
Richard Ward et al., Walker & 
Nathalie Hoffmann, supra note 
Pepper (Inspector of Texas) v. 
Lord Scarman, The Common 
Walker 's English Legal 







3 W. L 
and the 
62 L. Q. Rev 278, 284 (1946). 
System 1 1 (9'h ed 2005). 
R. 1032 (Eng ). 
Twentieth 
Irretr ievable Breakdown 7 Monash U. L. Rev. 1, 6 (1980).
131 [1978] 1 Lloyd's Rep. 119 (Eng ).
132 [1980] 2 Lloyd's Rep 295, [1980] All E. R 696 (Eng ),
http://www.jus.uio.no/1m/england/ fothergi11.v.monarch.airlines.htlm. 
Century-Happy Marr iage or 
133 James Buchanan & Co. v. Babco Forwarding & Shipping [1978] 1 Lloyd's Rep. 123 (Eng ). 
134 Fothergi11 v. Monarch Airlines [1980] 2 Lloyd's Rep 295 (n 95). この事例では、 国際航空
貨物輸送に関する条約 (いわゆる 「ワルソー条約」) について言及している。 当該内容につい




的論的解釈が明記されている。 Fothergill 事例における Lord Dip1ock'36 判事 
この条約法の原理は、 現存する国際法を条文化したものである、 という'37。 
た今後のCISGの解釈について、 アメ リカ、 オース トラリア、 ニユージーラ
ド等のその他英米法諸国における 目 的論的解釈が積極的にな される につれて、
ギリ スでも浸透していく のではないか、
2.2.8, “Good Faith”の概念
と い う 138c 
ローマの哲学者キケロ (Marcus Tullius Cicero) によると、 正義の根本は
「信義誠実 (good faith) 」 であり、 これは約東や合意事項に真摯に忠実である
こと ( truth and fidelity to promises and agreements) とい う'39。 一般に信義誠
実とは、 真摯、 忠実、 公平、 合理性などの倫理的義務が連想されるが、 法的な
概念と してはかなり曖昧なものである。 歴史的には宗教的概念の影響が大きい



























慎重さが不可欠である、 という'43。 結局ドイツ法における信義誠実は、 不正確 ・ 
不完全 ・ 不当な契約条項に対処する際に必要な柔軟な懇書を裁判所に与えてい
135 CISG art. 31(1): A treaty shall be interpreted in good faith in accordance with the ordinary 
meaning to be given to the terms of the treaty in their context and in the light of its object and 
purpose.
136 CISG art 32(2): Recourse may be had to supplementary means of interpretation, including the 
preparatory work of the treaty and the circumstances of its conclusion….
137 [1980] 2 Lloyd's Rep 295.
138 Monica Kilian, CISG and the Problem with Common Law Jur isdictions, 10 J. of Transnational
L. & Policy, 217, 233 (2001), http://www.1aw.fsu.edu/Joumals/transnationa1/vo1102/kilan.pdf/
139 M arcus Tuliius Cicero, De Off iciis, (Loeb Classical Library ed., Salter M iller trans. Harv. U. 
Press.1913 ) , http: //www. constitution.org/rom/de_officiis.htm/
140 John 0. Honnold, Unit(erm Law f (or Internationa1 S,ales
Convention 94 (3d ed. 1999).
141 Nathalie Hoffmann, supra note 74, af t60.
142 Id. 
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誠実 (good faith) の概念がいく つかの文献で見られるが'46 、 商取引における
信義誠実とは、 事実における正直さと商取引における公平取引原則の順守
(observance of reasonable commercial standard of fair dealing in the trade) の
こと をいう。 またアメ リカUCC第 1 編203条で定められた範囲で効力があり、
す、べての契約上の義務は、 その履行において信義誠実の原則を課している。 
CISGおよびPICC に言及したBobux Marketing v. Raynor Marketing 事例で
は '47、 信義誠実とは、 約束への忠実度であると され、 少なく と も長期にわたる
商取引契約においては信義誠実な履行が義務付けられている。 
2.2.9, CISG における信義誠実の概念

























143 Peter Schlechtriem, Good Faith in German Law and In Internattonal Unjj「(erm Laws, Lecture at
Saggi, Centre for Comparative and Foreign Law Studies (Mar 3, 1997),
http://sevizi.iit.cnr.it/-crdcs/crdcs/ frames24.htm.
144 Nathalie Hoffmann, supra note 74, at 162.
145 Id “Good Faith”の概念について、 広すぎず狭すぎず程々の範囲設定が、 商学的に望ましい、
という (Clayton P. Gillette, Limitations on the Obligation of Good Faith, 1981 Duke L. J 619,
649-664.)。
146 Hugh Beale et al., Chitty on Contracts 1292 (29'h ed 2004).
147 [2002] 1 N.Z.L.R 506, 2001 NALR LEXIS 66 (H.C ), 
http://www.ipsofactoj.com/internationa1/2002/Parte2?int2002(2)-008.htm.
148 Schlechtriem & Schwenzer eds., supra note 113, at 94.
149 Id at 95.
150 例えば次の事例。 Convention on Agency in the Int'1 Sale of Good 1983 (Geneva) 
UNIDROIT Convention on International Factoring of 28 May 1988 (Ottawa) art 4 
art.
(1 
Convention on the Assignment of Receivables in International Trade, (12 Dec. 2001) art. 






当で因難である、 という'52。 現実の実体的適用は、 第16条 2 項 b'53、 第21条 2 
項 '54、 第40条 '55、 第8 条 2 項 '56 などで判断し、 これらにより困難な場合に、
釈補充の原則によ り その役割が求められる、














152 E. Allan Famsworth, Duties of Good Faith and Fatr Dealing under the UNit)ROIT Princlples, 
Relevant _Internat1ona1 Convent1ons, and Nat1onal Laws, 3 Tulane 
(1994); Disa Sim, The Scope and Applzcatzon of Good Fazth 
Contracts f (or the Internationa1 Sale of Goods, Pace L. Sch. Inst 
http : //www. cisg.1 aw. pace edu/cisg/biblio/sim1 ,html/ 
J. of Int'1 & Comp. L 47, 56 
in the 「tenna Convention on 
Int'1 Com. L. (2001), 
153 CISG art.16
(1) Until a contract is concluded an offer may be revoked i f the revocation reaches the offeree 
before he has dispatched an acceptance. 
(2) However, an offer cannot be revoked
(a) i f it indicates, whether by stating a 
cable; or
(b) i f it was reasonable for the offeree 
has acted in rel iance on the offer. 
154 CISG art 21 
fixed time for acceptance or otherwise, that it is irrevo- 
to rely on the offer as being irrevocable and the offeree 
(1) A late acceptance is nevertheless effective as an acceptance i f without delay the offeror orally 
so informs the offeree or dispatches a notice to that effect.
(2) I f a letter or other writing containing a late acceptance shows that it has been sent in such 
circumstances that i f its transmission had been normal it would have reached the offeror in 
due time, the late acceptance is effective as an acceptance unless, without delay, the offeror 
orally informs the offeree that he considers his offer as having lapsed or dispatches a notice 
to that effect.
155 CISG art 40 
The seller is not entitled to rely on the provisions of article 38 and 29 i f the lack of confor-
mity relates to facts of which he knew or could not have been unaware and which he did not 
disclose to the buyer.
156 CISG art 8
(1) For the purpose of this Convention statements made by and other conduct of a party are to 
be interpreted according to his intent where the other party knew or could not have been un- 
(2) 
aware what that intent was. 
I f the preceding paragraph is not applicable, statements made by and other conduct 
are to be interpreted according to the understanding that a reasonable person of the 
as the other party would have had in the same circumstances. 
of a party 
same kind 
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第三に、 議会の手続きまで進んだがその後進展がない状態、 という過去の現
実から、 今後CISGの批准に全く可能性がない、 ということではない。 
第四に、 国内法である SGA が堅固であるため、 国際商取引の事例において
も、 SGA を拡大解釈し類推適用すれば対応可能であり、 採択を急ぐ理由はな
い0 
第五に、 法学的な問題と して、 大陸法的概念とのかい離や解釈手法が異なる
点があるため、 弁護士や法学者を中心に根強い反対論があるc 
現状分析と しては以上であるが、 商取引のグローバル化が急速に拡大してい
る現状においては、 Pro Force事例でみられるよ うに、 国際的な物品売買契約
の領域においては、 中長期的に見ると CISGや PICCのような国際的な法規や
商取引原則が基準となり 、 それが効率的で合理的となる傾向が強まるのではな
いかと考えている。 グローバル化について、 筆者は社会科学分野における 自然
の原理であり、 莫大なコスト をかけないと不可能なため逆行することはないと
考えているため、 今後CISGや PICCの役割は大きく なることはあれ、 小さ く
なる可能性はない、 と考えている。 商取引分野でのグローバル規模での相互依
存 ・ 連携関係が、 広範にかつ密接になる現状から、 イギリスの近年の判例等に
おいても、 CISGや PICCへの言及や参照が散見されている。 これは商取引と
取り巻く 環境がそう させているのであり、 現実に対応することが、 商取引の骨
子である。 筆者はイ ギリスにおいても、 現実に促される形で、10年程度以内に
は採択するのではないか、 と予想している。 ただこの批准採択の手続き自体は、
あまり重要性を持たないと考えている。 ULISおよびULFの教訓から、 企業に
と ってはグローバルに活動するための便利な手段の一つであ り 、 その利用につ
いてメ リ ッ トがなければ、 利用されないだけである。 本来グローバルに活動す
る企業は、 世界のどの国 ・ 地域においても、 できる限り同じ規則 ・ ルールが適
用されることで、 そのリスクを最小限に抑えることができ、 活発な活動が可能




利益に基づく 商取引活動による機能は、 その規模をグローバルに拡大するこ と
また内容を深化させることにより、 より大きく 向上する。 法規則は原則と して
主権国家の範囲内で策定される ものであるが、 一方商取引や経済原則はグロー
バルに機能し白由に流動するため、 その流動を阻害する制度の国家には流入せ









Cuba共和国)。 リスクリ ターンを、 どの立場と期間で把握して
という問題は政治の課題となる。 イギリスの議会手続きまで進ん
らず、 暗礁に乗り上げた現実が想起される。 国際商事仲裁におい
ても、PICC と と もにCISG も補充規定と して参照されており'57、 イ ギリ スに
おいても CISGの採択の有無に関わらず、その研究する意義は大きいと考えるc 
157 Michael Joachim Boneli, _An
Transnational Pub 2005). 
Internattona1 Restatement of Contract Law 294-300 (3d ed. 
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(私法統一国際協会) '58 は1994年に国際商取引における リ ステイ
トメ ン ト (Restatement) と しての性格を持つUNIDROIT 国際商事契約原則
(UNIDORIT Principles of International Commercial Contracts; PICC) '59 を公表
した。 これは国際商取引における法規則の規範である国連国際物品売買条約




UNIDROIT理事会 (governing council) において全会一致で承
2004」 と して公表された。 本節では、PICC 2004の公表にあた
り、 PICC 1994 の10年間を考察し、 その改訂の経緯をたどりながら、 PICC
1994 とPICC 2004を比較検討する。 またアメ リカUCC第 2 編およびヨーロ ッ
パ契約法 (the Principles of European Contract Law; PECL) 等との関連も踏ま
えつつ今後の望ましい国際商取引における法規則・ 原理について考察する。 結
論は簡潔には次の通りである。
PICC 2004の内容は、PICC 1994の拡大版といえる。 条文自体の修正はほと
































158 International Insti tute for the Unification of Private Law. 本部はイ タリ ア ・ ローマにあり、
目的は、 国家間の私法、 特に商事法分野における現代化 (modernizing) 、 調和 (harmonizing) 、
協調 (coordinating) の方法を研究すること、 という。 なおUNIDROIT (ユニ ドロワ) は、 フ
ランス語の名称 “Institut International Pour L 'unification Du Droit” による。 1924年国際連盟
(League of Nations) の付属機関と して設立、 その後一時消減したが、 1940年に UNIDROIT
Statute という多国間合意に基づき設立された。 詳細はWeb site参照。UNILEX on CISG and 
UNIDROIT Principles International Case Law & Bibliography http://unidroit.org/




















(正確にはリステイ トメ ント) と しての民間規則は、 それ自体の作成や完
目的ではなく'6'、 実際の国際商取引における具体的な利用に貢献するかが
生命線であり、 使用されない規則は白己満足であり、 その存在意義を失う。

























に満たない'66。 また1999年から2000年の 2 年間でも約600件の仲裁裁
定が出され、 そのうちPICC関連は14件のみであった'67。 これらから ICC仲裁
160 M ichael Joachim Bone11, UNIDR01T Princlples 2004-The New _Edltzon of the Principles of
International Commercial Contracts ad,opted by the International Institute f(or the Unf icat1on of
Private Law, 9 Uni form L. Rev 5, 6 (2004) “Ten years after their publication, it is fair to say 
that the success of the UNIDROIT Principles had Exceeded the most optimistic expectations”
PICC 1994, PICC 2004の作業部会長であることを割り引いても一定の成果があることは事実
であると思う。
161 M. Evans, Unjf(erm Law・ A Bridge Too Far Tulane J. of Int'1 & Comp. L. 145, 159 (1995). 
162 Introduction to the PICC 1994. 
163 UNILEX http:www.unilex info 当サイ トでは、CISGおよびPICCに関する判例・ イ中裁の事
例が、 年別、 国別、 条項別に検索でき、abstract, full text (一部 ) が掲載され、 関連する学術
論文の文献も充実している。
164 Id 仲裁は非公開が原則のため、 当事者名や事実関係を省田各した内容が多く 、 また収集され
ていない事例も多数あると想定される。 
165 International Chamber of Commerce International Court of Arbitration, 
http : //www. iccwbo.org/about-icc/organization/dispute-resolution- services/icc-internationa1-court-of- 
arbitration/ 2003年は123 か国1584 当事者から仲裁裁判所に580件の仲裁申し立てがあり、369件
の裁定が出されている。 2002年のアメ リ カ仲裁協会 (AAA) は2002年の国際事例の取扱件数
は646件、 日本商事仲裁協会 (JAA) は2003年の取り扱い件数35件 (継続22、新規13) である。 
イ中裁規則についても世界的な統一の傾向にあり、 わが国では1985年の 「UNCITRAL 国際商事
仲裁モデル法」 に準拠した 「仲裁法」(平成15年法律138号) が制定されている。 詳細は、 近
藤昌昭他著 『仲裁法コメ ンタール』(商事法務、2003年) 参照。 
166 Pierre Mayer, The Role of
Court of Arbitration Bulletin 
167 Id 
the UNIDROIT Prznciples in ICC _Arbitration Practice, ICC Int'1 
(以下 「ICC ICAB」と表記) , Special Supplement 105-106 (2002). 
裁判所の全裁定の う ち、
く僅かな割合であるが、?
PICCの事例は 3 % 以下、
その内容に着 目 したい。 




れら仲裁に付託 した当事者の約80% が国家法でない規則 (non-national 
rules) に基づく ことに消極的であった。 国際商事仲裁の場合、 当該仲裁規則に







いことから、 その条文や文言解釈、 条文相互間の関連性、 またCISGや国内???の関係等について、 不確定で未知であるため、 予見不可能な






















UNIDROITは PICC 1994 の公表前から世界各地でセミナーや討論会(CellO- 
quia) を実施し'68、 公表後はより一層積極的に実施しており'69、 また学者の研
究論文も数多く'7°、 その内容からしてPICC 1994の評価は概ね良好といえるだ
ろう。 例えばアメ リカ契約法のPerlite教授は、 「PICC 1994の起草者は、 商取
引関係において何が効率的、 公正、 健全であるのかについて当事者自治を専重
しつつ、 市場の仕組みと実務を十分に理解しながら作成している。 その意味で
法学志向のグローバル化 (globalization of legal thinking) への一歩となり う
る」'7' という。 肯定的な意見の最も大きな要因と しては、 国際統一法を作成す
る場合、 一般には“Common core approach” が採用されるが、PICCでは、 アメ
リ カのリステイ トメ ント と同様の“Better rule approach” を採用していること
にある。 アメ リカのリステイ トメ ント事業の成功を参考にしつつ、 さらにその
対象をグローバルに、 英米法と大陸法の両社を視野に入れた国際慣習法と して、
168 Michael Joachim Boneli, An Introduction Restatement of Contract Law 232-234 (2d ed. 1997). 
169 Id at 232. PICC 1994テキストは、 その種のものでは成功といえる3000部以上を売り上げ
ている。 また重要なものと して、 1998年イ ギリスのBristol で開催された第15 回 International 
Congress of Comparative Lawでは特別セツシヨンが設定され、UNIDROITの約29人のラポトウー 
ルが PICC 1994 は各国国内法と矛盾せず整合性があるこ と等を主張する機会を得た。 







またアメ リカUCC第 2 編 (Sales) の改定において 
必要に応 じて詳細に参照されている、 とい
(L 'Organisation pour 1'Harmonisation en Afrique du 










カにおける ビジネス法の調和のための機構) '74 からの要請を受け、 UNIDROIT 
は統一法の作成について協力する合意がなされている'75。 またUNIDOIT は








国際商取引における紛争解決手段と してであ り 、
第一に、 仲裁においては、 紛争解決の準拠法 (the law governing the sub- 
stance of the dispute) と しての利用。 これは仲裁手続きの開始時、 または当事
171 Joseph M. Periiio, UNIDR()IT Princlples of fnternat1ona1 Commercla1 Contracts・ The
Letter Text and a Review, 43 Fordham L. Rev 281,282 (1994). 肯定的な文献は、Bone11, 
Black 
supra 
note 168, at 231 n 5参照。 否定的な文献は、Bone11, supra note 168 at 186 n 57参照。 有益な
文献と してMichael Joachim Bone11 ed., The UNIDRO「「 Princlples in Practice-case law 
1iography on the Princlples of Commercla1 Contracts 
183, 201, 257-258, 281, 295, 313-314 (Transnational 
と定期刊行物Uni form Law Reviewは必読である。 
11-24, 36-41, 43-44, 71-73, 125-1 
and blb- 
26, 163, 
Pub. 2002) 参照。 なおUNILEX website 
172 例えば、 1995年ロシア連邦の民法典 (the New Civil Code of the Russian Federation) では、
PICC 1994の第 6 章 2 節がほぼそのまま (almost literally) 採択されている (A. G. Doudko,
Hardshlp In Contract・ the Approach of the UNID ROIT Principles and Legal Deve1opments ln
Russia, 5 Uni form L. Rev 483 (2000). その他Estonia, Lithuaniaでもすでに一部採択されてお
り、 中国では1999年契約法 (the Chinese Contract Law of 1999) 等に採択されている。 その
他詳細は、Bone11, supra note 168, at 170-173, 235-238参照。 
173 A. Rosett, Improvzng the Unf torm Commercla1 Code, in Centre Dispute ricerche di diritto 
comparatoe straniero: Saggi, conferenze e seminari No 29, Rome (1997).
174 0HADA とは、 現代に適合的なシンプルなビジネス法(経済活動関係法) を作成 ・ 実施す
ることを決意した、 アフリカ諸国が結集した国際的な機関であり、 「統一法典」 という名称で
1993年10月17 日に Port Louisで署名された。 この条約の制度的枠組みにおいて、 超立法府
(超国家) 的な法律を作成する、 という方法で運営され、 商人の地位、 商業登記および動産担
保登記、 商業賃貸および財産、 商事仲介、http://www.ohada.com/商事売買の 5 つに分かれて規




Boneli, supra note 168, at 8 n 21. 
返送されてきた回答の3 分の 2 は、 契約書の作成や交渉の場で既に利用されていた、
。 (Michael Joachim Bone11, The 
Two Years, 2 Uniform L. Rev. 34 
UNIDR()IT Principles in Practzce・ The exper tence of the 
(1997)) 
177 Boneli, supra note 168, at 12-16. 
とい
First 
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者の明示的要求によりなされる'78。 また 「法の一般原則による」 等の合意があ
る場合、 仲裁人 (arbitrator) が、 両当事者の国家手的 組みを超えた(suprana- 
tional) 規則に権成を認め、 従う意思があると判断した場合、PICC を準拠法と
して指定すること もある'79。 アメ リ カの連邦裁判所の事例では'8°、 アメ リ カの
原告が、PICC 1994に基づく仲裁裁定は、 ニューヨーク条約第28条 5 条 (1) (c) 









。 また近年の仲裁廷では準拠法の合意がない場合において、 PICC 
??て単独で採用する事例や、 また国内法を準拠法とする場合であっ
てPICC を参照 ・ 採用する事例が増加
仲裁だけではなく 、
instrument) を解釈 ・ 
裁判においても、
している'8'。 





る。 これは当初から予定しており、例えばCISG第 7 条 2 項 '82 を根拠に、CISG 
の解釈手段と して利用 されている。 一部の学者からは、CISGの解釈・ 
段と しての利用は、 内容的な歯且商書をきたすおそれがあるのではないか、












178 ICC Award (Partial) No 8331 of Dec.1996; Award of the Int'1 Ct. of Arf Chamber of 
Commerce and Industry of the Russian Fed. of Jan.1997 (Boneli, supra note 168, at 481); Award 
of the Arb. Ct. of the Lausanne Chamber of Commerce and Industry of 25 Jan 2002 (UNILEX). 
179 ICC Award (Partial) No. 7110 of June 1995; ICC Award No7375 of 5 June 1996; ICC Award 
NO 7385 of May 1997; ICC Award No9797 of 28 July 2000.
180 M inistry of Defense and Support for the Armed Forces of the Islamic Republic of Iran v.
Cubic Defense System, Inc. 29 F. Supp 2d 1168 (1998). 要旨は、 Bone11, supra note 168, at
571-576参照。 
181 Boneli, supra note 168, at 13.
182 CISG art 7 (2)
Questions concerning matters governed by this Convention which are not expressly settled in 
it are to be settled in conformity with the general principles on which it is based or, in the ab-
sence of such principles, in conformity with the law applicable by virtue of the rules of private 
international law.
183 若干の問題が発生した事例として、ICC Award No 8769 of Dec.1996. (ICC ICAB 1996)
184 Bone11, supra note 168, 13-14. 例えば、ICC Award No 9117 of March 1998, 10 ICC ICAB
96, 100 (1999); ICC Award No 8547 of Jan. 1999. 12 ICC ICAB 57, 59 (2001); Award 229 of
June 1997 (Bone11, supra note 168, at 483); Award 302/1997 of July 1999 (Bone11, supra note






一法の解釈・ 補完原則と して機能しているだけでなく、 さらに国際商取引にお
ける契約法の一般概念の解釈にも積極的に用いられつつあ り 、 国際商取引の急










方法が、 実務的な需要が大きいことから、PICC 2004では、 各国の国内法解釈・ 








HardshipおよびForce M ajeure に関する


















ICC Award no8502 of Nov.1996, 10 ICC ICAB 72, 73 (1999); 185 Boneli, supra note 168, at 14.
ICC Award 9333 of Oct.1998, 1 0 ICC ICAB 102, 
186 PICC 1994 Preamble, Para4: They (PICC) may 
roves Im osslble to establ ish the relevant rule ot
ic4 (1999).
provide solution to an 
applicable law. Para 5: 
interpret or supplement international uni form law instruments. (カ ツコ内と
issuer raised when it 
They may be used to 
下線は筆者) 
187 PICC 2004 Preamble Para6: They (PICC 2004) may be used to interpret or supplement to do-
mestic law. (下線は筆者) 
188 Francois Dessemontet, Use of the UNn )R()IT Princlples to Interpret and Supplement Domestic 
Law, ICC ICAB, supplement (2002), at 39,47-48. 
189 PICC 1994 art 2.1.15 (Negotiation in bad faith). 
190 PICC 1994 art 4.3 (Relevant circumstances) (c) The conduct of the parties subsequent to the 
conclusion of the contract.
191 PICC 1994 art 6.2.2 (Definition of hardship); PICC 1994 art 6.2.3 
1994 art 7.1.7 (Force majeure). 
(Effects of hardship); PICC 
192 “fundamental”の訳語は種々あるが、 曽野和明他訳、 前掲注159、184頁による。 
193 PICC 1994 art 7.3.1 (Right to terminate the contract). 
194 PICC 1994 art 7.4.3 (Certainty of harm) (2) Compensation may be due for the loss of a chance 
in proportion to the probability of its occurrence. 
195 PICC 
instance, 
1994 art 7.4.2 (Full compensation) (2) Such harm may be non-pecuniary and includes, for 
physical suffering or emotional distress. 
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の国内法解釈にも多く 利用 されている'96。







判断する、 という構造白体に無理がある。 一定程度の国際商取引では、 国内法
規則を類推適用して判断するこ と も可能であるが、 昨今の急激なグローバル化
の拡大浸透の現状においては、 構造的に限界がある。 そう した現状において、
指針となる解釈基準と して、 中立的なPICCが必要と されている、 と考えれば、



















例えばアメ リカ契約法リステイ トメ ン















はなく 、 国内法と連携して解釈 ・ 補完 ・ 運用すべきだ、 とする意見が多い'97。 
今後 PICC の目指すべき方向と して、 世界規模における契約法の網羅的な完成
196 例えば、ICC Award No lO346 of Dec 2000, 12 ICC ICAB 106; Award of the Int'1 Arb. Ct.
of the Chamber of Commerce and Industry of Russian Federation 6, Nov 2002 (UNILEX). そ
の他事例については、Bone11, supra note 168, at 33-35参照。 
197 Peter K laus Berger, The Central Enquiry on the Use of Transnatzona1 Law
Contract Law and Arbitration-Selected Results from the First Worldwld、e Survey
( f Transnat1ona1 Commercial Law, [2000] ASA Bulletin 654, 661-662. 解釈と






を、 超長期的な目標と しておく ことは好ましいが、 中長期的には各国の国内法
では十分に説明できない国際商取引に関する事案につき、 まずは争点となる、
明確でない、 また乖離が生じる可能性がある項目について、 重点的に充実を目
指していく こ とが大切である。 そ う した問題に関連する条文や文言について、
判例や仲裁事案を積み重ねることにより、 その解釈・ 運用を安定させ、 定期的
に再度それらを抽象的な条文に還元する、 という作業を丹念に実施していく こ
とが重要である。 そう した積み重ねが信頼感を酸成し、 支持が広がり盤石になっ
ていく。 
それでは具体的にはどういった問題が争点になったのか、 次に確認する。 過
去の事例から、 次の7 点が導かれる'98c ??????
Art. 1. 7 (good faith and fair dealing) 
Art. 4.1 to 4.5 (main principles of contract interpretation) 
Art. 5. 3 (co-operation between the parties) 
Art 6.2.1 to 6.2.3 (hardship) 
Art 7.4.3 
Art 7.4.8 
(certainty of harm) 
(mitigation of harm) 
⑦ Art. 7.4.9 (interest for failure to pay money)
PICC 2004では上記項目につき、 大幅な改訂はなされなかった。 条文につい
て若干行われ、 それに伴う注釈 (comment) および具体例 ( illustration) の改
訂 ・ 付加が行われた程度である。 また PICC が問題解決に十分な役割を果たす
こ とができなかった項目もあり、 と く に、 従業員の権限 (the authority of an 
officer of a company) '99 と、 出訴期限の消減(the extinction of a right because 
of the expiry of limitation periods) 2°がある。 この二つの項目は、PICC 2004 
で新たに規定された2°'。 
2.3.6. PICC 2004の起草経緯
PICC 1994を公表した際、UNIDROIT理事会は、 その使用状況を調査し、 再
検討する必要性を強調していた2°2。 そ して早く も1997年に拡大した新版を作成
198 Pierre Mayer, The Role of the UNIDRO「「 Princtples, ICC ICAB, supplement (2002), at 106-
107.
199 Award 302/1997 of 27 July 1999 of the Int'1 Arb. Ct. of the Chamber of Commerce and
Industry of the Russian Federation (Bone11, supra note 171, at 578) .
200 ICC Award No 7375 of 5 June 1996, in t l Measley Int'1. Arb. Rep. 1996, at A-1; ICC Award
No 7110 of April 1998, 10 ICC ICAB 54 (1999).
201 それぞれ、PICC 2004, art 2 sec.2 (authority of agents), PICC 2004, art.10 (limitation period). 
202 UNIDROIT 1994-C.D. (73) 18, at 22. 
する方針で作業を開始するこ と を決定し、
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17名からなる作業部会
























ing council 's mandate) に基づき、 次の事項が優先的に検討され
① 代理人の権限(authority of agents)
② 第三者の権利(third party rights)
③ 相殺(sett-off)
④ 権利の譲渡(assignment of rights)






作業の手順は PICC 1994 と同様、 各章ごとにRapporteur が任命され、 各章
の Rapporteur は作業部会で決めた方針に基づき、 条文(black letter rules) 、 注
釈 (comment) 、必要に応じて事例 (i llustration) を予備的に起草し












203 メ ンバーは、 世界から幅広く それぞれの法制度を代表する人、 高度な専門性を持っている、
という二点から選抜された。 メ ンバーについてはUNIDROIT Principles 2004, x-ix, xvii-xixに
記載されている。 Chairman と してM ichael Joachm Bone11 (Italy), E. Allan Farnsworth (USA),
M ichael P. Furmston (UK), Ole Lando (Denmark), Peter Schlechtriem (Germany), 内田貴教授
(東京大学 ( 当時) ) など好々たる研究者ばかり。
204 United Nations Commission on International Trade Law (国連国際商取引法委員会). 
205 Boneli, supra note 160, at 17.
206 PICC 2004 Introduction vil-viii, PICC 1994 Introduction xiv-xvi. PICC 2004各章 Rapporteur
は次の通り。 前文 ・ 第2 章 2 節 Bone11, 第 5 章 2 節 Furmston, 第 8 章 Jauffret-Spinosi, 第 9 章
Fontaine, 第10章 Schlechtriem. 
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PICC 1994 PICC 2004 l 条文数 
Preamble 
Ch.1 General Provisions 
Ch 2 Formation 
Ch 3 Validity 
Ch 4 Interpretation 
Ch 5 Content 
Ch 6 Per formance 
Sec.1 Performance in genera1 
Sec.2 Hardship 
Ch 7 Non-Performance 
Socmen-performance in general 
Sec.2 Right to performance 
Sec.3 Termination 
Sec.4 Damages 
l Preamble Ch.1 General Provisions Ch 2 Formation and Authority of Agents Sec. 1 Formation Sec.2 Authority of Agents 
Ch 3 Validity l eh 4 Interpretation Ch 5 Content and Third Party Rights Sec. 1 Content Sec.2 Third Party Rights 
Ch 6 Per formance l Sec. 1 Per formance in general Sec.2 Hardship Ch 7 Non-Performance Sec. 1 Non-per formance in general Sec.2 Right to per formance Sec.3 Termination Sec.4 Damages Ch 8 Set-Off Ch 9 Assignment of Rights, transfer of 
Uoligauons, Assignment 01 しonlracts l ec.1 Assignment 01 rignt ec 1ransrer 01 u oligauons Sec.3 Assignment of contracts _
Ch ic Limitation Periods l 
















アメ リカのリステイ トメ ント事業を想定し、 合理的であると思われる2°7。 
207 PICCの拡大傾向は、 おそらく アメ リカのリステイ トメ ント事業が念頭にあるのではないか、
と思う。 アメ リ カでは1923年にリステイ ト メ ン トの起草作業が開始され、Contracts (1932), 
Agency (1933), Conflict of Laws (1934), Torts (1934-39), Trusts (1935), Property (1936-44), 
Restitution (1937), Security (1941), Judgments (1942) が刊行された。 1950年代からは、
Restatement Second の編纂が始まり、 Contract 2d (1979)などが刊行 され、 一部ではすでに
Thirdの編纂が行われ、 すでに刊行されている分野(Foreign Relations Law など) もあり、 そ




Chairman の Bone11 教授の論文
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2004 の Introduction208 
87 
や作業部会
ると2°9、 条文自体の改訂は、PICC 1994 art. 
、 その他若干の表現の変更があったと され
る。 筆者が実際にPICC 1994 とPICC 2004を比較対照してみると、条文の移動、




① Art.1 2 ????
Art.1.10, 
Art 2.1.1 




Comment 1 . (PICC 1994, art.1 2, art.1 9) 
comment 1 & 4, illustration. (PICC 1994, art.19) 
comment 3, illustration 1 . 
comment, illustration 2.
comment. 
(PICC 1994, art 2.1) 
(PICC 1994, art 2.7) 


















省田各 (PICC 2004 art 2.1.8へ) 
Official Holidays or non-business days oc- 
curring during the period for acceptance 
are included in calculating the period. 
However i f a notice of acceptance cannot 
be delivered at 





the address of the offeror 
of the period because that 
official holiday or a non-
the place of business of 
PICo 2004 
Article 1.12
(Computation of time set b arties) 
(1) Of ficial holidays or non-business days oc-
curring during a period set by parties for 
(2) 
an ad Io oe per iormed 
calculating period.
However, i f the last day 
are included in 
of the period is 
an official holiday or a non-business day 
at the place of business of the party to 
perform the act, the period is extended 
until the first business day which follows, 
208 PICC 2004 Introduction “…Indeed, the only black letter rule amended was Article 2.8(2) which 
has now become Article 1.12 ,”
209 Boneli, supra note 160, at 18.“The only black
2.8(2) on the effect…, with the addition of a new 
letter rule which was amended was Article 
paragraph on the 





こ と を喚起しておきたい。 また近年急増している






電子契約 (electronic contracting) の
命され、 PICC 1994 art.1 2,Art 2.18 
“writing”が、PICC 2004 art 2.1 .18 “a particular form” と文言の修正で対応されている
supra note 160, at 19) . 
(Bone11. 
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the offeror, the period is extended until 









place of business of the party setting the 
time unless the circumstances indicate l 
otherw ise. 
通常、 期限を設定する場合には、 「引渡し後10日以内」 という日数
る場合と、 「3 月 1 日まで」 と具体的な日時を指定する場合の二通り
者の場合は、 具体的な場所を指定していれば問題は少ないが、 前者の
仕を含むのか、 そもそも休日の定義は、 といった解釈が当事者により
















する。 第3 項では、 当事者間で時差が
営業所での時間が基準となることが示
次に Article 6.2.2の注釈 2 が次の通り変更されている。 
???????
PICC 1994 
Comment 2 to Article 6.2.2
(Fundamental alteration of equilibrium of 
the contract)
Since the general principle is that a change 
in circumstances does not affect the obligation 
to perform (see Article 6.2.1) , it follows that 
hardship may not be invoked unless the altera- 
tion of the equilibrium of the contract is fun- 
damental. Whether an alteration is 
“fundamental'' in a given case will of course 
depend upon the circumstances. I f, however, 
the performances are capable of precise meas- 
urement in monetary terms, an alteration 
amounting to 50% or more of the cost or the 
value of the per formance is l ikely to amount 




I llustration 1 , 
Increase in cost of 
Decrease in value 
performance.
of the performance re- 
ceived by one party.
(以下省略、PICC 2004は同じ) 
PICo 2004 
Comment 2 to Article 6.2.2
(Fundamental alteration of equilibrium of 
contract) 
the 
Since the general principle is that a change 
in circumstances does not affect the obligation 
to perform (see Article 6.2.1) , it follows that 
hardship may not be invoked unless the altera- 
tion of the equilibrium of the contract is fun- 
damental. Whether an alteration is 
“fundamental” in a given case will of course 
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重大な変更の具体的指標
いたが、PICC 2004では、 当該箇所がその
全に削除された。 これは当初から批判があり2''、 その理由は、50% と
が大きいか否かは、 それそれの業界に大きく左右される事項であり、
契約は将来の不確実性によるリスクを軽減・ 管理するために行われる
































章 l 条文 追加条文数 
Preamble l 
' l 2 
2 l Sec.2 Authority of Agents 10 
5 l Sec.1 art 5.1.9 Sec.2 Third Party Rights 
; l Set-off Sec.1 Assignment of Rights Sec.2 Transfer of Obligations Sec.3 Assignment of Contracts 
'o l Limitation Periods 11 
厳密には、




211 H. Van Houtte, The UNIDRO「「 Principles of International Commercial Contracts and
Internat1ona1 Commercial Arbitrat1on・ Their Reciprocal Relevance, in Institute of Int'1 Business
law and Practice ed., The UNIDROIT Principles of International Commercial Contracts- A New
Lex Mercatoria/ 181, 190 (1995) (ICC Pub.No 490/1).














( Inconsistent behavior) , 
今後大きな影響
と
Art.1.12 (Computation of time set by 







の行動に反 して振舞うこと) 2 '5 
2004 においてもArt.1 .7 (Good faith 









が明確になった。 Art.1.12では、PICC 1994 art. 2.8 (2) が、第 1 章の
一般原則に移動され、 時差に関する規定が追加された。
Ch 2 Sec.3 Authority of Agents
Sec.2 が新規追加され、 本人に影響が及ぶ代理人の権限について規定さ
れた。 ここでは本人もしく は代理人と、 第三者との対外的関係について
であり、 本人と代理人といった対内的関係についてではない2'6。 全部で
10の条文からなるが、 多く は1983年 Geneva Convention on Agency in 
the International Sale of Goods2'7 の条文を取り入れて採択している2'8。 
ただし異なった規定もあり 、 例えば代理人が第三者と契約する際、 本人
にとって不利
は何ら規定が






Article 5.1.9 (Release by agreement) ,
Ch 5, Sec2 (Third Party Rights)
Art 5.1 .9では、 債権者の権利放棄について記載されており、 債務者に少
しでも不利な内容が含まれている場合があれば債務者の同意を必要とす
213 ただ Art.1 4 (mandatory rules) の制限を受ける。
214 Francois Dissemontet, supra note 188, at 39.
215 柴田光蔵 『法律ラテン語辞典』364頁 ( 日本評論社、1985年)。
216 Art 2.2.1 (1) & (2).
217 この条約は、UNIDROIT作成の草案に基づいて作成され、 現在5 か国が批准しているが、
10か国に満たないため発効していない。 詳細は、 次のサイ ト参照。 
http://www.unidroit.org/instruments/agency
218 PICC 2004 art 2.2.1(1)の最後の文章とGeneva Convention art.1(4), PICC 2004 art 2.2.3(1)と
Geneva Convention art.12はほぼ同じ。
219 PICC art 2. 2. 7 (2) (a) & comment 5. 
⑤⑥
⑦
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る。 また完全に債務者に有利な条件であれば、 債権者が放棄した旨を通
知することにより、 自動的に発効する。 また第三者の権利では二つの点
が示されている。 一つは、 第三者に関する権利の移譲は、 両者の明示的
合意を必ずしも必要とせず、 契約条件や状況からの推測でも可能である





不必要な受け渡し行為 (back and forth movement) を回避しやすく する
ためのものである。 一般に相殺の条件と して、 両債務が同じ性質のもの
であり、 履行期が到来し同じ取引である場合に限り、 相殺が可能とな
る 22°。 その方式は、 相手方に通知するだけでよ く 、 将来に向かってその
効力が認められる。 相殺の条件を明確にし、 かつ簡潔な方法を明文化す
ることにより、
あ る 2210 
商取引の活性化と不必要な法的コストを回避する意図が
Ch 9 (Assignment 
Contracts) 
of Rights, Transfer of Obligations 
この章だけで30の条文が追加 されてお り 、










2001 年 United 
in International 
移譲について幅広く 規定さ
れている。 ただ し為替手形 (bill of exchange) 、 船荷証券 (bill of 
exchange)、 株式 (stocks)、 債券 (bonds) 等は含まれない222。 Sec.2では、
債務の移譲については、 債権者の同意が必要であることを明確にしてい
る。 Sec.3 では、 契約のすべてを移譲する際の内容が規定されており、
原則と して相手方の同意を必要とする223。
Ch ic (Limitation Periods) 
この章では、 期間の算定に関する こ とが11 条にわたって規定され、1974 
年 United Nations Convention on the Limitation Period in the International 
Sale of Goods224 を参考に して作成されている。 期間は異なるが、制度
220 PICC 2004 art 8.1 (1) (2).
221 EU 法での Set-off の比較研究については次の文献参照。 R. Zimmermann,
Foundations of a European Law of Set-()f f and Prescription 32 (2002).
222 PICC 2004 art 9.1.2 comment 1.






















2.3.10. 第 3 節の小括
PICC 1994には、 詐欺 (fraud) 227、

















EU契約法原則 (PECL) が完成し、 その構成をPICC と比較
2004 と類似している点が多い232。 PECL は EU内において契約




















(Bone11 supra note 160, at 26 n i l 6) 
、ため、
詳細は
http://www.uncitra1.org/uncitra1/en/uncitra1 texts/sale goods/1974Convention limitation period.htm1 
225 PICC 2004 art.10 2. 
226 PICC 2004 art.10 3. 
227 PICC 1994 art 3.8. 
228 PICC 1994 art 3.9. 
229 PICC 1994 art 3.10.
230 本部の所在地、 歴史的経緯、 特に理事会や作業部会メ ンバーの国籍など。
231 PECL Ch.1 General provisions, Ch 2 Formation of contract, Ch 3 Authority of Agents, Ch 4
Validity, Ch 5 Interpretation, Ch 6 Contents and Effects, Ch 7 Performance, Ch 8 Non-performance 
and Remedies in general, Ch 9 Particular Remedies for non-performance.
232 Bone11, supra note 160, at 32-35; M ichael Joachim Bone11, The UNIDROIT Princlples of
fnternat1ona1 Commercial Contracts and the Princlples of European Contract Law・ Similar Rules 
for the Same Purposes 2 Uniform L. Rev 229-246 (1996). PECL の詳細については、 次の文
献参照。 Ole Lando & Hugh Beale eds., Pr inctples of European Contract Law Parts I & II 
Combined and Revised (Kluwer L. Int '1., Hague, 2000).
233 PECL art.1.101.
234 PICC作業部会長 Bone11 教授は、PECL の作成委員会のメ ンバーであり

























イ トメ ントも参考にしていることがあるので、 その点は杞憂になりそうである。
またPICCは、 その起草過程において、 アメ リカの契約法リステイ トメ ント
を、 その体裁や体系も参考にして作成されているが、 一つ異なる点がある。 そ
れは、PICC では、Re-state (帰納的に整理体系化する) だけでなく 、Pre-state 
(将来を予測して事前に体系化する) を目指す、 という点にある。 確かにアメ
リカ国内を対象と した契約法リステイ トメ ントは、 英米法の一国内のため (大
陸法フランス系のLouisiana州を除く) 、 体系的にリステイ ト しやすいが、 英米
法と大陸法を包含した体系化を目指すPICCは、 その点リスクがあるため、 よ
り難しい。 将来的には、 世界統一商法典 (Global Commercial Code; GCC) 
Bone11 教授によると、 CISGのよ う
u cP等の援用可能統一規則を統合
な国連の統一条約や、 ICC の Incotems 
、?
(consolidate) し、 その中にPICC を組み入
れ、 それらを有機的に統合し運営する、 という構想235 も壮大で興味深いもの
があるが、 果たしてどの程度実現可能性があり、 また本質的に好ま
的) 目指すべき方向であるかも含め考察していく必要がある。 
PIc c の存在意義は、 国内法の法体系およびその執行を担保する
しい (合理
強制的手段
を保持している主権国家の存在が、 大前提である こ と再認識する必要がある。 
GCCの様な存在が完成したと しても、 二つのクリアすべき問題がある。 第一
に、 国際商取引において実際に利用 ・ 適用される必要があること。 日本国内の
大手貿易商社を対象と した、 大規模なアンケー ト調査によると236、 ICC の
Incoterms を認識して使用 している割合は25 % 程度であ り 、 その他は慣習的に
FOBや CIF などのト レードタームズを利用している、 という。 PICCは特に国
際商事仲裁において、 少しずつ拡大浸透しつつあるが、 少なく と も数十年単位
の時間が必要であろう。 その拡大版であるGCC となると、 より大きな問題に
直面するのではと危惧する。 第二に、
び仲裁制度を利用する こ と になるが、
適用 ・ 執行の問題である。 各国の法およ
その場合の言語、 法解釈等の壁が大きく、
手続き的な問題が大きい。 ただ問題 ・ 課題が大きいほどChallengingであるの
も事実であるが、 現実的な面から Challenge可能な範囲を事前に見極めるこ と
も重要と思われる。 ただ普遍的な国際商取引の統一法を完成させる、 という試
235 Boneli, supra note 160, at 37-38.








みは、 どういう形式であれ、 商取引の現実からの需要があるため、 実現するで
あろう。 ただ法や社会制度を作成、 運営するのは人間であり、 商取引分野では
その中心はBusinesspersonである。 その根本原理は、 中長期的なリスクとリ ター
ンの最大化である。 具体的には、 予見不可能とは、 潜在的なコスト増になるた
め、 効率的にリスク管理したいのであり237、 専門家である国際渉外弁護士は、
国際間の法が相違する状況において、 不確実性を最小にするこ とが要求され
る238。 そのため紛争解決条項や、 準拠法条項などは、 一手段である。 逆説的に
は、 それら条項が現実的にリスク管理に寄与していなければ、 意味はない。 極
限すると、 訴訟、 仲裁、 和解、ADR (Alternative Dispute Resolution) など、
どのような制度であっても、 当事者にとっては、 最も効率的にリスク管理がで
きれば良い。 国際商取引における世界的統一法の試みも、 この一点からの存在
価値が問われている。 効率や改善に最終的なゴールはなく 、 常に改良を重ねて
いく連続的過程の一通過点になる。 そもそも法統一の善し悪しの議論 ・ 判断で
はなく 、 定期的に作成し、 その影響を精緻に見極め、 次にフイー ドバツクさせ
ることにある239。 また、 国際商取引における法の多様化は、 コス ト高になる、
とい う認識も重要である24°c 
商取引のグローバル化によ り、 商業のCosmopoli tan性が頭著になりつつあ
る現在、PICCの存在意義は今後より高まると確信している。 ある学者が1584 
年に 「商取引において仲裁はかなり有益な制度であるが、 法学者の非難を浴び
続けるであろ う」 と述べているが24' 、 現実に国際商事仲裁における訴訟手続化
の傾向が進行しているようである。 PICCの成否は、 従来の法制度等によるコ
スト高の構造を、 現実にどの程度是正できるか、 にかかっているだろう。 実証
研究におけ る偏向性や信頼性に若干の問題がある面 も あるが242 、 上記
Businesspersonの行動原理は普遍的であり、 根本的な行動原理に基づく 効率白
なルールの検証を積み重ねていく こ とが必要である。 
237 Hill, supra note 212, af t64.
238 William W. Park, Neutrali ty, Predictability and Economlc Co-operaticn, 12 J. of Int'1 Arb 99
(Dec. 1995).
239 John Linare11i, The Economics of Unjf(orm Law and Unjf1(erm Lawmaking, 48 Wayne L. Rev.
1387, 1394 (Winter 1993).
240 Id.
241 Marrela Fabrizio, Choice of Law in Third-Mi llontum Arb加・ations・ The Relevance of the
UNn )R()IT Prznclples of International Commercia1 Contracts, 36 Vanderbilt J. of Transnational
Law 1137 (Oct. 2003).
242 Russell Korobkin, Empzrica1 Scholarship zn Contract Law・ Posslb前ties and Pi t falls, 2002 U. of
Illinois L. Rev. 1033. 
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が、2011年 5 月 9 ~ 11 日にイタリア・ 
95 
ローマで開催された
理事会 (Governing Council) において正式に採択された244。 
本節ではこの作成経緯に着目 し、 特に UNIDROIT本部の記録を丹念に辿
つ、PICC 2004と比較対照することにより、 その趣旨を正確に理解するこ
目的とする。 まずPICC 2010245 の作成経緯を確認し、PICC2004 との具体
条文などの内容、 全体的な構成を比較することにより概要を整理し、
























PICC 2004 l PICC 2010 
Art 3.1 l Art 3.1.1 
Art 3.19 l Art 3.1.4 
Art. 3.17 para 2 l Art 3.2.15 
Art. 7.3.6 para 1 l Art 7.3.6 
Art. 7.3.6 para 2 l Art 7.3.7 
る対象範囲を拡大し
、 次の五つあるc 
またコメ ントの修正もある (Art.1 4 Comments 2, 3 & 4)。 PICC 2010は
PICC 2004 と同様に当初から、 現行版の改訂という意図は元来なく 、UNILEX 
database246 に集積された広範な事例や、 関連文献を分析し、 真に有益な項目を
見出し、 商取引の実務上PICCの採択が促進され、 障害とならないよ う広く利
用されることにある。 具体的な主目的と しては、 国際商取引における関心の高
243 正式には 「UNIDROIT Principles of International Commercial Contracts 2010」、 略称につい
ては、 「UNIDROIT Principles」 や 「PICC」 があり、2011年の Uniform Law Review, vol. 16頃
から、 「UPICC」 や 「UP」 が散見されるが、 本稿では簡潔で定着している 「PICC」 を用いる。 
244 16 Uniform L. Rev 942 (2011); UNIDROIT 2011-C.D (90) Misc. 3 at 2, 
http://www.unidroit.org/preparatpry-principles-2010
245 公式テキスト“The UNIDROIT Principles 2010”(ISBN 88-86449-19-4が刊行され、 邦訳も
UNIDROIT websiteおよび、 私法統一国際協会著内田貴他訳 『UNIDROIT国際商事契約原則
2010』 (商事法務、2013年) があり、 本稿の訳は原則、 それに基づく。 
246 UNILEX on CISG and UNIDROIT Principles international 
http://www.uniiex.info/ 








の追加拡充であり、 その手段と して国際的な商取引 ・ 法社会への定期的












































① I S' session 2006年 5 
② 2nd session 2007年 6 
③ 3「d session 2008年 5 
④ 4'h session 2009年 5 
⑤ 5'h session 2010年 5 
Drafting committee (DC) 







(WG) for the preparatory 
月29日~ 6月 1 
月 4 日~ 6月 8 
月26 日~ 5 月29 
月25 日~ 5 月29 










月 3 日~ 3月 6 日







Unwinding of failed contracts
Illegality
Plurality of debtors and creditors
Conditions
Termination of long-term contracts for cause 
その後検討の結果、新規採択項目は 4 つとなり、
Restitution (art. 3.2.15) 
Illegality (art 3.3.1-art. 3 
Conditions (art. 5.3.1-art. 








のうち、 次の5 項目が具体的にほぼ決定されていた248(、 
次の項目が追加され
(art.11 .1 .1-13, art.11 .2.1-4) 
たc 
247 Preparatory work on the UNIDROIT Principles of International Commercial Contracts 2010.
(UNIDROIT website)
248 UNIDROIT 2006-Study L Doc 99. その他UNIDROIT公式記録によると、WG第 2 回目には
各項目の原案が作成されており、 その作業の迅速性と活力には圧倒される。 
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また修正および新規を一覧にした PICC 2010の構成は次の通り249c 
(力ツコ内 (am) は、修正があったこ とを示す) 
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。f p,cc l 7 para. 
Ch.1 
(General provisions) 
1・1- l 1.12 
Ch 2 
(Formation and Authority 
of Agents) 
l Sec. 1 (Formation) 2.1.1-2.1.22 
l Sec.2 (Authority of Agents) 2.2.1-2.2.10 
Ch 3 (Validity) 3.1 (am) , 3.2, 3.3, l 
3.19 (am) l 
( ) Sec.1 General Provisions 
3.1.1-3.1.4 
3.4-3.16, 3.17 (am) , l 
3.18, 3.20, 3.2.15 (2010new) l 
( ) Sec.2 Ground for Avoidance 
3.2.1-3.2.17 
Nothing; l 
3.3.1-3.3.2 (2010new) l 
Sec.3 (illegality) (new) 
3.3.1-3.2.2 
Ch 4 ( Interpretation) l 4.1-4.8 
Ch 5 (Content and Third 
Party Rights) l Sec.1 (Content) 5.1.1-5.1.9) 
l Sec.2 (Third Party Rights) 5.2.1-5.2.6 
Nothing (2010 new) l Sec.3 (Conditions) 5.3.1-5.3.5 (new) 
Ch 6 (Performance) l Sec.1 (Performance in general) 6.1.1-6.1.17 
l Sec.2 (Hardship) 6.2.1-6.2.3 
Ch 7 
(Non-Performance) l Sec.1 (Non-Performance in general) 7.1.1-7.1.7 
l Sec.2 (Right to Perform) 7.2.1-7.2.5 
7.3.1-7.3.5, 7.3.6 (am), l 
7.3.7 (2010 new) l 
Sec.3 (Termination) 
7.3.1-7.3.7 
l Sec.4 (Damages) 7.4.1-7.4.13 
Ch 8 (Set-off) l 8.1-8.5 
Ch 9 (A) l Sec.1 (Assignment of Rights) 9.1.1-9.1.15 
249 PICC 1994, 2004, 2010の条文対応の詳細は、UNIDROIT website参 ?0 
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l Sec.2 (Transfer of Obligations) 9.2.1-9.2.8 l Sec.3 (Assignment of Contracts) 9.3.1-9.3.7 
Ch ic (Limitation Period) l 10.2-10.11 
Ch i t 
(Plurality of Obligers and 
of Obligees) 
Nothing (2010new) l Sec.1 (Plurality of Obligers) 11.1.1-11.1.13 
Nothing (2010new) l Sec.2 (Plurality of Obligees) 11.2.1-11.2.4 
以上の構成を参考に しつつ、 新規追加された項目 について検討する。 
2.4.2. Illegality (art 3.3.1, art 3.3.2)250
一般に契約は当事者を拘束することになるが、 その履行が公共の福祉 (pub- 
lic policy) やモラル (good morals) に抵触することは好ましく ない。 そのた
め例えば、 錯誤 (mistake) 、 詐欺 ( fraud) 、 脅迫 (threat) 、 著しい状況変化
(gross disparity) 等については、PICC 2004 art 3.4- art 3.20に規定していた。 ?れは PICCの特徴であり、 同様のCISGにはそのような項目規定がないこと
と比較すると、 画期的である一方、 総論的内容ということもできる。 PICCの




契約に関連する違法性について、 英米法では契約の一般条項と され、 公共の
福祉に基づき履行が難しい25'、 と される。 大陸法では、 例えば ドイ ツ、 オース
ト リア、 スイ スでは違法 ( illegal, gesetzeswidrige, verbotswidrige) とモラルに
反する行為 (immoral, sittenwidrige) 252 が区別され、 前者は主と して制定法で、
後者はモラルに反する契約と して、 解釈レベルで規制される、 という253。 また
フランスやイ タリアでは、 違法性を喚起するもの (cause i llici te, causa i11ecita) 
250 本章項目は次の文献による。 M ichael Joachim Bone11, The New Provision on Il legality In the
UNfDROIT Principles, 16 Uniform L. Rev 517-536 (2011-3).
251 E. McKendrick, Contract Law 274 et seq. (9'h ed 2011); N. Andrews, Contract Law 621 et 
seq. (2011); E. A. Famsworth, Contracts 313 et seq. (4'h ed 2004); Restatement Second of
Contracts§178 & §184.
252 “immoral” の適訳が見当たらないため、 本稿では筆者の訳により 「モラルに反する行為」 と
する。
253 German BGB art.134 & art.138 ; Austrian ABGB art 879; Swiss Code of Obligations art 20
(Bone11, supra note 250, at 518 n 7). 
と して制定法で規制される、 という254。 
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こ う した状況において新規採択された経緯をみると、 ヨーロ ッパ契約法
(PECL) の影響が大きいことがうかがえる。 PECL ではPICC と同様、 当初は
Illegality を対象外と していたが、 その後2003年のPECL第 3 部に、 包括的な規
定255 が盛り込まれた、 という経緯が影響を与えている。 そのため当初のWG 
は、PECL を参考に、 強行法規 (mandatory rules) と基本原則に反するもの




の 2 段階 (two-tear approach) に分けて検
そう した中、2009年のWG第 4 回会合で、
段階方式では、 後者の基本原則に反する、 という趣旨が曖昧で、 解釈が
多岐にわたる可能性が高いため、 PICC の性質上好ま しく
PICC 2010では、
(M andatory rule) 
Illegality のみ規定する に至っ た257。 
め、以下に記す。 





その結果、 Art. 1.4 
のコメ ントのみ (本文は同じ) が修正され258、 それに沿った
草案259 が2010年のWG第 5 回会合で承認された。 
Illegality 
Art 3.3.1 (Contracts infringing mandatory rules) 
Where a contract infringes a mandatory rule, 
以下条文は 2 か条と短い
whether of national, 
た
interna- 
tional or supranational origin, applicable under Article 1 .4 of these Principles, 
the effects of that infringement upon the contract are the effects, i f any, ex- 
pressly prescribed by that mandatory rule. 
Where the mandatory rule does not expressly prescribe the effects of ・an m- 
fringement upon a contract, the parties have the right to exercise such rome- 
dies under the contract as in the circumstances are reasonable 
In determining what is reasonable regard is to be had in particular to: 
254 French Code Civil art.1133 & art.1131; Italian Codice Civile arts.1343-1346, 1418. (Boneli. 
supra note 250, at 518 n 8 & 9) 
255 PECL Ch.15 (Illegality) art.15:202-15:105. 同じ条文がDraft Common Frame of Reference 
(以下 「DCFR」) の arts. II -7 : 301 & 302 (Book II Section 3) に“Infringement of fundamental 
principles or mandatory rules” と して規定されている (Bone11, supra note 250, af t3) 
256 The first Draft Chapter on Illegality (UNIDROIT 2008-Study L-Dod o6); the second Draft 
chapter on Illegality (UNIDROIT 2009-Study L-Doc.111).
257 なおオブザーバーのほと んどは2 段階規定を望んでいた。 詳細は次の記録 を参照。 
UNIDROIT 2009-StudyL-Misc 29, paras283-360, 374, 410-500.
258 The revised comments to art.1 4 and the third Draft (Chapter/Section) on Illegality (UNIDROIT
2010-StudyL-Doc 115&116). 
259 Art. 1 on Contracts infringing 
Study-L-M isc 30, para 4). 
































































of the rule which has been infringed; 
of persons for whose protection 
that may be imposed 










the rule exists; 
rule infringed; 
one or both parties knew or ought to have known of the infringe- 
the per formance of the contract necessitates the infringement; 
the parties' reasonable expectations. 
(Resti tution) 





I f restitution is 
に以下、
performance 
resti tution l 
and 
under a contract infringing a mandatory 
may be granted where this would be rea- 
circumstances.
what is reasonable, regard is to be had, with the appropriate 
the criteria referred to in Article 3.3.1 (3) .
granted, the rules set out in Article 3.2.15 applying with ap- 
propriate adaptations. 
それそれ説明する。 
第 1 項で、 第1 .4条26°の i llegalityの対象となる契約に限定し、契約
上の効果は、 illegality の規定に従う ものと される。 この第1 .4条の意図するも
のと して近年、 国際条約という形式で採択される事例が増えつつある、 とい
う26'。 また法規の範囲も制定法に限定されず、 準拠法と される国内法の趣旨に
沿った、 明文化されていない公共の福祉に関する一般原則






public policy” と して判断の根拠と されること もある263。 
が強行法規に抵触する際、一般に強行法規は契約を無効
260 PICC 2010 art.1 4 (Mandatory rules): Nothing in these Principles 
of mandatory rules, whether of national, international or supranational 
in accordance with the relevant rules of private international law. 
shall restrict the application 
origin, which are applicable 
261 例えば次の条約な どがある。 the U.N. Convention against Corruption; the 1999 OECD
Convention on Combating Bribery of Foreign Public Officials in International Business
Transactions; the 1997 Inter-A frican Convention Against Corruption. その他、M oney laundering, 
child labor, drug trafficking, anti-terrorism など。
262 PICC 2010 art.14 comment 2; UNIDROIT 2009 StudyL-Misc 29, para 481.
263 PICC 2010 art 4.1 comment 4. 
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と し、 契約上の救済については規定がなく 、 一般には解釈で対応するとされる
が264、PICC では状況により、 契約上の救済や原状回復(restitution) も具体的
に規定し認めている点が、PECL や DCFRにも柔軟な規定がみられるが、 より
明確にされている265。 同条第2 項で、 合理的である範囲において、 契約が有効
とされる状態から、 第3 項では合理的な判断基準と して(a) ~ (g) の 7 項目を挙
げてお り 、 契約終結 (termination) 、 履行要求 (performance) 、 損害賠償
(damages)、 無効 (of no effect)、 契約条項の終結 (termination) 修正 (adapta- 





(Resti tution) の規定である。 
などが挙げら
英米法では原状回復や特定

















264 The Treaty on the European Union; anti-competitive 
affect trade between member States of European Union 
maticaliy void;
(14'h ed 2001); 
265 なおPICCと
M ichael P. Furmston, Cheshire, Flfoot 
agreements between enterprises which may 
prohibited under Article 101(1) shall auto- 
& Furmston 's law of Contracts 99 et seq. 
German Civil Code art.134; Italian Civil Code art. 1418.
異なり、 「強行法規」 と 「一般原則」 との二段階規定をとるPECL およびDCFR 
とは単純な比較は好ま しく ないかも しれない。 PECL art.15:101 : …a contract contrary to funda- 
mental principles is of no effect; art.15:102: a contract infringing mandatory rules [… ] may be 
declared to have full effect to have some effect, to have no effect, or to be subject to modific 
ationただしDCFRはやや抽象的である。 DFCR art. II -7:301; a contract that infringes a funda-
mental principle is void to the extent that [… ] nullity is required to give effect to that principle. 












































15:102 (3), DCFR art. Ii -7: 302 
3.3 .1 . Comments 
3 .3 .1 . Comments 
3 .3 .1 . Comments 
3 .3 .1 . Comments 
3 .3 .1 . Comments 
3.3 ,1 . Comments 
- (3); Restatement Second of Contracts§178 
(3). 
& Illustration 9. 
& Illustration 
& Illustration 
& m ustration 
& I llustration 
& Illustration 
2









3.3.1. Comments & mustration 21.
supra note 251, 284-286; Farnsworth, supra note 251, at 348-351; Restatement 
Second of Contracts§197~§199.
275 German BGB 817; Austrian ABGB§1174 ; Swiss Code of Obligations art 66 (Bone11 supra 
note 250, at 532 n 68 & n 69). 
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art 3.3.1 (3) と同様なものとなる。
以上をまとめると、 商取引における違法性について、具体的には政府高官へ
の賄賂 (bribery) 、 禁輸 (embargo) 、 テロリス トへの支援などが想定される。 




現状では近年の開発途上国の躍進により、 そう した取引は增加しているが、 例
えばイ ンフラ整備を請け負い、 ほぼ完成しつつある段階で、 クーデター等の政
変によ り新規勢力 ・ 政府が当該設備を接収する場合、 その残額代金の清算や契




PICC の実効性や意義に疑問が残る面も多々 あるが、 社会状況を改善する商取
引行為の推進は不可欠であるため、 むしろそう した生々 しい政治外交の現実か
ら距離を置いた、 中立的なPICCが当該リスクの原状回復という規定で採択さ
れる意義は大きい、 と考えている。 
PICC 2010では最終的に採択されなかったが、 WG第 1 回会合で取り上げら
れていた長期契約 (long-term contracts) については、 海外投資事情および貿







な枠組み ・ 基準の提供であり、 各国の安定的な経済発展に寄与する中立的な
PICCは重要な意義をもつといえる。 
276 PECL art. 15:104; DCFR art.VI[.-6: 103 (Boneli supra note 250, at 533 n 73); UNIDROIT
Convention on Stolen or Illegally Exported Cultural Objects art 5~ art 6: “… the possessor of 
a cultural object who acquired the object [… ] Illegally exported shall be entitled [… ] to pay-
ment by the requesting State of fair and reasonable compensation, provided that [ It] neither knew 
nor ought reasonably to have known at the time of acquisition that the object had been illegally 
exported”


















art. III .-1 :106 である28'。 また商取引実務における紛争は
PECL Ch.16 
、 契約条件に
のが多い。 そのため現実の商取引の事例研究を行 う 作業部会である
Group on International Contracts 
作成された。
PICC の基本理念は、単純性









について英米法では、 契約書裏面に“Tenns and Conditions”と して、 契約条件
が印刷された書式を使用することが多いため、 一般に契約の際の条件と理解さ
れることが多い。 一方、 大陸法では両単語は密接に関連性があるが、 その意味
内容は異なる283。 例えば大陸法でも、 “Clausula rebus szc standibus” (Things 
thus standing) や、Hardshipの法理も、Conditionsに含まれる、 と される284。 英
米法では、 “term” を 「期間」 と 「条件」 を混同される可能性が高く 、 それを回
避するためその意味内容につき、 明確にする条項を策定すべきか否かについて
議論された285。 検討の結果、 履行の期間については、 PICC 2004 Art.1.12 
(Computation of time set by parties) の一般規定、 さらにその補足と してPICC 
2004 art 6.1 .1 (Time of performance) があるため、 解釈が多様な“term”を使用
せず、 代わりに“delay”、 “time limit”、 “due date” 等の意味が明確な用語を利
用することで混乱回避が可能、 と判断された。 またWGは、 大陸法における
多様な概念を含む“Conditions'' の内容を採択せず、 また “discretional condition'' 、




た大陸法の概念は、 債権者の裁量が大きく 、 その解釈に影響されるためで
、
、




を参照 した。 Benedicte 
た2860 
Fauvarque-Cosson, 
2010, 16 Uni form L. Rev 537-562 (2011-3). 
The New Provzszons zn the 
279 UNIDROIT 2006 Study L-Doc 99, para 9, at 26-29 (Secretariat memorandum).
280 UNIDROIT 2006 Study L-Misc 26, para 192-264.89 (summary records).
281 Fauvarque-Cosson, supra note 278, at 537..
282 M.Fontaine & F. De. Ly, Drafting International Contracts -An Analysis of Contract Clauses
(Transnational Publishers, 2006).
283 Fauvarque-Cosson, supra note 278, at 541.
284 Id.
285 UNIDROIT 2006 Study L-Misc 26, para 29.
286 PICC 2010 Ch 5 Content and Third Party Rights, Sec.3 Conditions Art 5.3.1~ Art 5.3.4. 
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以下、 要点ごとに考察する。 
第一に “Condition” の概念について、 Art 5 .3 .1 では停止条件






基づく 条件のみを取り扱い、Art 6.1.14 (application for public permission) が
対象とする事項を除外している。 ただし公的許可等の取得によ り 、 商取引の履
行の前提となる不可欠な事項は、 当然に公的機関の発行を契約条件と して合意
し、 明記することができる。 また同条コメ ントで“closing date”への言及があり、






第二に、Art 5.3.2は、 条件の成否により契約(契約上の義務) が発効する内
容を規定している。 冒頭に 「当事者が別段の合意をしていない限り」 という限
定句ついており、 現実の商取引では当事者間の合意がなされる余地を考慮して
いる。 また条件成否の際の契約発効の効果は、 遡及的 (retroactively) も しく
はその時点から (prospectively) なのか、 いわゆる無効か取消の区別が明確で
ないため、 通常の解釈では条件の成就の時点から、 契約上の義務が発生するが、
遡及して発効している こ と を想定している場合には、 当事者間で合意して明記
す、べきである、 とい う287。 
第三に、 Art 5.3 .3 は、 条件への介入に関する規定であ り 、
妨害やもたら





された場合についてのものである。 ここでは“…, contrary to the 
faith and fair dealing or the duty of co-operation, 
よび公正取引の義務または協力義務に違反すると




Art 5.1.3 (Co-operation between the parties) 29° との関係で判断さ




287 Fauvarque-Cosson, supra note 278, at 543.
288 PICC 2010 art.1 7 (1) Each party must act in accordance with good faith and fair dealing in 
international trade. (2) The parties may not exclude or limit the duty.
289 PICC 2010 art. 1 8 : A party cannot act inconsistently with an understanding it has caused the 
other party to 
ment.
290 PICC 2010 
have and upon which that other party reasonably has acted in reliance to its detri- 
art. 5.1.3 Each party shall cooperate with the other party when such co-operation 
may reasonably be expected for the performance of that party 's obligations. 
たが、 ほとんどが同条文に好意的であった、
PECL art.16:102, DCFRIII .-1:106 (4) には、





る。 これは逆説的には、 一般に信義誠実に行動している当事者は、 条件が成就





5.3.4 は、 権利保存の義務についての規定であり、 これは条件
が成立する以前の行為のみを対象と している。 また Art 5 .3 .5 は、 解除条件が成
立した場合の原状回復についての規定であり293 、 通常はArt 7.3 .6, Art 7.3 .7 を準
用した原状回復であり、 遡及効果の合意がある場合はArt 3.2.15 を準用する、
という規定である。 
以上の通り、 “Condition” (条件) について、 英米法と大陸法を参考と しつつ
も、 妥協して両者を統合する形式を目指しているのではなく 、 基本スタンスは























11 と して、 17の条文が起草され、PICC 2010 
条文作成に参考と されたものと しては、 PECL 















291 Fauvarque-Cosson, supra note 278, at 546.




293 同条の邦訳を示す。 「(権利保存の義務) 条件の成否が未定の間は、 当事者は信義誠実およ
び公正取引の原則に従って行為する義務に反して、 条件が成就した場合の相手方の権利を害
するよ うな行為をしてはならない。」
294 当該簡所の内容は、 次の文献に基づいて作成した。 M arcel Fontaine, The Me、,1レ, Provls1ons on
Plurality of Obligers and of Obligees In the UNIDROIT Principles 2010, 16 Uniform L. Rev.
549-562 (2011-3).




の条項と同様に、現実の商取引慣習 (actual practice) にも特別の注意が
払われ、 WG構成員や Rapporteur が、 それぞれ関連する企業や業界団体に実態







を受ける等の企業活動は一般的にな りつつあ り 、 現実に多い。 
イ ドからの需要に対応するPICCの規定は好ましい。 












「連帯」 や 「分割」 に相当する用語は、 それぞれ英米法の“joint 
“separate” が採択されている。 大陸法ではそれそれ “solidary”
に相当する。 その他“communal”、 “indivisible obligations” などの用
??
PECL や DCFR ではこれら大陸法の用語が採択されているが、 PICC 
、 英米法の用語の方が、 国際ビジネス契約の現場では幅広く受け入れ
る現状を考慮し、 英米法の用語の採択となった298。 
第二に、Art.11.1 .2 は、 「連帯債務の推定」、Art.11 .1 .3 は 「連帯債務者に対す
る債権者の権利」 に関する規定である。 前者は連帯した保険者が、 その引き受
けリスクに関連した事例を想定しており、 後者はすべての債務が完全に履行さ
れるまで、 債権者は任意の連帯債務者にその履行を請求できる、 という もので
ある。 第三に、???る権利につい
Art.11 .1 .4 から
て規定してい
Art.11 .1 .8 までは、 連帯債務者が債権者に対抗し
る。 Art.11 .1 .4 は 「抗弁と相殺権の対抗」






契約履行が違法になった場合には、 各買主が売主の代金請求に抗弁 し う る
(may assert) という事例が挙げられている299。 Art.11 .1 .5以降は、 各項目と して、
履行または相殺、権利放棄 (release) または和解 (settlement) 、 時効期間 (limi- 
tation period) の満了または停止、 裁判のそれぞれの効力について規定されて
いる。 Art.11.1 6は、WGで長く議論され、 権利放棄についての基本的概念は、


















Id. para. 25, at 560-561.
Fontaine & De Ly, supra note 282.
M arcel Fontaine, supra note 294, para5 at 551. 
PICC 2010 art.1i .1 4 comment. 
Organisation pour L 'harmonisation on Afrique do droit dos affairs. 
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考に起草された3°'。 和解については途中、 権利放棄と別条項にすべき という意
見もあったが、 最終的には同条に収まった。 
第四に、At.11 .1 .8は、 裁判の効力に関する規定であり、 第1 項では、 分割的
な効力を原則と し、 第2 項では個別のものでない限り、 他の債務者はその結果
を援用できる、 と して均衡をとっている。 これはPECL art.10:109, DCFR art. 
III.-4:110, Italy Civil Code art.1306, Portugal Civil Code art 522が土台となって
作成された3°2。 またArt.11 .1 .9からArt.11 .1 .13 は、 連帯債務者間の負担割合、 求
償権の範囲、 債権者の権利、 求償における抗弁、 償還の不能に関する事項を取
り扱っている。 
第五に、 Art.11 .2.1 から Art.11 .2.4 までは、 連帯債権者に関する内容であり、
それそれ順に、 定義、 連帯債権の効力、 連帯債権者に対する抗弁の対抗、 連帯
債権者間の持分の割合に関する規定である。 定義では債権者を三つに分け、 そ
の最初の二つは Art.11 .1 .1 の規定に相当する。 ドイ ツでのアンケート調査から
も、 この三分類でほぼ一般化できるとされ、 商取引実務では、 共同の求償は共
同の債務者より も重要な場合もある、 という3°3。 
以上をまとめると、 PICC 2010の第11 章 1 節債務者の規定と対照的に作成さ
れ、 本章の新たな二つの節は、 広範な比較法の研究と、 現実の国際商取引実務
への実態調査に基づき作成されている3°4。 またPICC 2010では最大の17 か条の
新規追加がなされたが、 これは大陸法のPECL とDCFR を基礎と して、 英米
法の概念を採択した、 という 内容になっている。 第11 章の起草過程や条文内容
について考察していると、 次の二点が強く感じられた。 
第一は、 欧州に限定されない国際性を重視しようとする姿勢。 PICCでは新
規の章や節の条文が作成される際、 関連する基礎となる参照条文 ・ 法律の中心
は、 従来の版と同様に、PECL (今回は DCFR が追加) だけでなく 、PICCの
理念から 「全世界的な」 状況に合理的に配慮し、 アメ リカの第二次契約法リス
テイ トメ ント を積極的に参照する旨の記述がよく 見られ、 欧州に限定されない
グローバルな商取引を前提にしている意図が、 具体的に感じられる。 国際商取
引の実体を冷静に眺めてみると、 その数量や歴史 (量と質) の両面において、
欧州とともに英米が最大の軸の一つ (海運、 保険、 契約) でもあるため、 その
配慮が明確に感じられる。 ただしアメ リ カの国際商取引業界において、 PICC 
の認知度はほとんどなく 、 現在のところ普及拡大する傾向はみられない3°5。 そ
301 M arcel Fontaine, supra note 294, at 554. 
302 Id. para.17 at 556.
303 Id. para 23-25 at 559-560.


















実の商取引における問題点を調査研究し、 それを条文へと反映させよ う とする
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第 3 章 国際商事仲裁と紛争




























傾向にある2。 その利点の一つに手続きにおける柔軟性があり3、 その他、 国際







??トータルコスト も安価に、 という点が魅力であった。 際商事仲裁の傾向が変化してきており、 一言でいうと
いう傾向がみられる。 仲裁裁定は各国と
を有する強制力のある紛争処理制度であ り 、 海外で
ると、 国際民事訴訟と異なり、 いわゆるニユーヨー































1 小林秀之 『国際取引紛争 (第三版) 』 第3 章41~ 58頁 (弘文堂、2003年)。 国際商取引法に
関する具体的な諸問題については次の文献参照。 高桑昭 『国際商取引法』 第1 ・2 章 (有
閣、2003年) ; 植田淳 『国際ビジネスのための英米法入門』(法律文化社、2012年)。 
2 企業間の国際商取引契約において、 そのほとんど (most) に仲裁条項が存在している、 と
いう。 Andreas F. Lowenfeld, Can Arb加・ation Coexist with Judicial Review A Cr前que of LaPine 
v. Kyocera, ADR Currents, Spt. 1008, at 1, 15 n 28; Andrew T. Guzman, Arb加・at1on Lz ability・ 
Reconci11ng Arbitrat1on and Mandatory Rules, 49 Duke L. J. 1279 (2000). 
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ば、 争点項目や、 技術レベルや内容について、 知ることができる。 企業秘密に
属する内容についても、 立証の材料と して言及、 公開しなければならず、 ノ ウ
ハウや技術が公開され流出する危険性が格段に高まる。 一方こ う した紛争につ
いて、 仲裁に付託すれば非公開で行われるため、 そう した知識技術、 ノウハウ
が公開されることはない。 さらに当該紛争の事実自体、 対外的にはわからない。 
特に知的財産権に関連する紛争について公になること白体、 当事者は嫌う6。 
本節では、 ここからが本題になる。 仲裁の守秘義務 (confidentiality) につい
て、 意外にも当事者の仲裁手続きに関して、 その内容や方策等の具体的な議論
がわが国では十分になされておらず、 また国際的にも議論が分かれている、 と
いう現実がある7。 また一方で、 Ic c 仲裁裁判所の前事務総長によると、 実際
の訴訟手続きにおける守秘義務的な面は減少しつつあり、 むしろ中立性 (neu- 
trality) と効率性 (ef ficiency) になりつつある、 という意見もある8。 現実に企
業の立場からすると、 自ら関与する紛争事案を公開するメ リ ッ トは、 ほとんど
ない。 本節では、 わが国において国際商事仲裁の守秘義務に関し、 錯綜する法
制度や仲裁規則の内容や傾向を把握し、 商学的観点から9 、 その指針を示して
いきたい。 具体的な課題と しては、 次の四つがある'°。 第一に、 守秘義務は実
際の担当者に対してどのよ うに課されているのか。 第二に、 義務と して課され





6 Gregg A. Paradise, Note, Arb加・at1on of Patent Infr ingement Disputes・ Encouraging the Use of
Arbitratzon Through Evidence Rules Reform, 64 Fordham L. Rev 247, 248 (1995).
7 中村達也 『国際ビジネス紛争の解決』134頁 (大学教育出版、2008年)。
8 Yves Derains, Evidence and Conf identiality, ICC International Court of Arbitration Bulletin
(ICC ICAB), 2009 Special Supplement, at 57. こう した意見について筆者は、 仲裁の中立性、
および仲裁規則の国際的統一という可能性について、 今後の研究課題と したい。 
9 “Commercial”の定義について、 UNCITRAL 国際商事仲裁模範法第1 条の注釈では、 次のよ う
に説明されている。 「…商事的性格のすべての関係から生じる事項を含むように広く解釈しな
ければならず…物品又は役務の供給又は交換のための商取引、 販売契約、 商業代理、 ファク
タリ ング、 リーシング、 工場建設、 コンサルティ ング、 エンジニアリ ング、 ライセンシング、
投資、 金融、 銀行業務、 …合弁事業、 … 」。 訳は、 澤田壽夫 『解説 国際取引法令集』438頁
(三省堂、1994年) による。 
10 Antonias Dimolitsa, Institutional Rules and National Regimes Relating to the Obligation of
Colf id,entialzty on Partzes ln Arbitrat1on, ICC ICAB, 2009 Special Supplement, at 5,6. 





条文化して明示しているものと、 していないものに大きく 二分される。 各国の
仲裁法規はあく まで主権国家の法律という性質上、 当事者の合意を法的に支援
するものであるため、 守秘義務の具体的内容について詳細に規定するものでは
なく 、 あく まで仲裁機関の商事仲裁規則が重要になる。 またそれら商事仲裁規
則においても、 アメ リ カでみられるように、 黙示の守秘義務は認められないも
のと、 イ ギリスでみられるように、 仲裁の本質から黙示義務を積極的に解釈す






傾向を基準と して、 仲裁合意の際に守秘義務に関する具体的項目 についての明
示的に合意すべきである。 明示的合意の存在が、 リスク軽減になる。 ただしこ
れも中長期にわたる費用対効果と い う 商学的観点から判断する必要があるため、
守秘義務の対象となる項目について、 検討対象に値する項目か否かを判断し、
値するものであれば守秘義務事項と して交渉できるよ う列挙し、 明示的条文と
して当事者間の契約合意事項、 という形式を確保することが好ましい。 そう し
た守秘義務に相当する項目について、 個々の企業にとっては大きな負担である
ため、 共通の土台となる制度の構築が望ましく 、 この点については今後の課題
としたい。 
3.1 .2 . 守秘義務の内容
守秘義務の範囲について世界的に統一された明確な基準はなく 、 実務的には、
守秘義務に関する定義づけをすることではなく 、 守秘義務に該当しない例外事




11 Michael Hwang S.C. & Katie Chung, D fming the Ind f tnable ' Practical Problems of
Conf identiali ty 1n Arbitratzon, 26 J. of International Arbitration 609 (2009).
12 Id, at 610-617. 





















































て、 審問の秘密 (privacy of hearing) 、 仲裁裁定の公表 (publication 
当該仲裁事案の存在自体、 の3 つがある。 第一についてはほとんど
示の規定がある'5。 第二の仲裁裁定 (arbitral award) の公表につい
んどの主要仲裁機関が、 その仲裁規則の条文中において、 全当事者









14 当事者が国家 (states) の場合については、 政治的な配慮や国家機密という点での配慮が必
要とされる。 Abby Cohen Smutny & Kristen M. Young, Con dentia11ty In Relation to States,
ICC ICAB, 2009 Special Supplement, at 73, 77-78.
15 Antonias Dimolistsa, supra note 10, at 6-7. その例外と して次の四つある。 ①Chamber of 
National and International Arbitration of M ilan ②German Insti tution of Arbitration (DIS) ③
Singapore International Arbitration Centre (SIAC) ④ Kuala Lumpur Regional Centre for
Arbitration(KLRCA) ( ).
16 LCIA art 30 (3); UNCITRAL art 32 (5); ICSID art 48(4); SWISS art 43 (3); AAA art 27 (4);
HKIAC art 39 (3); DIAC art 37 (9), DIS art 42; SIAC, KLRCA,BANI, Wipe など。 また条
文中に明示がない機関イ中裁規則は、ICC, CIETAC, JCAAがある (Hwang S.C. & Chung, supra 
note 11, at 638 Fig.1)
17 SIAC, Wipe のみ。 曖昧な関連するとしてAAA, KLRCAがある (Id ) c 
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仲裁手続きにおける書類の扱いである。 具体的には、 訴答書面 (pleadings) 、
宣誓供述書 (witness statement)、 仲裁付託合意 (submissions)、 証言録取書
( transcripts) 、 一方当事者が開示した書類などがあり'8、 この点につき2008年の
イギリスにおける判例Emmott v. M ichael Wilson & Partners (Emmott事例) '9 





上記①の、 本質的な極秘扱い (inherently confidential) とは、 商標や特許で
守られている商業上の情報のことであり、 対外的保護と同様に、 当該内容に関
する具体的リスクを想定し、 各自で契約書において明記する等の対策をとるべ




(a) 仲裁における守秘義務は、 法によ り黙認され、 仲裁の本質から生じるもの
である。 
(b) 守秘義務は、 黙示条件と して法の実体規則である。 
(c) 黙示義務は、 仲裁の目的外に公表しないこと を課している。 
(d) 守秘義務の内容は、 商取引における手続きの流れにおける当該情報や、 書
類の性質により個別に判断されることが好ましいc 
(e) 開示が認められる場合は次の通り。 
① 当事者 の明示もしく は黙示の合意
② 裁判所の命令(order) もしくは許可(leave) 
③ 仲裁当事者の合法的利益を保護する十分な必要性が認め られる場合
④ 公共の利益 (public interest) もしく は正義の追及 (interests of justice)
が公開を必要と した場合
( f) 守秘義務の維持が因難となる場合。 
(4 ) 守秘義務が適用除外となる例外事項
商事仲裁の守秘義務についての最大の焦点は、 例外事項の定義とその範囲の
18 Hwang S.C. & Chung, supra note 11, at 611. 訳は、 田中英夫編集代表 『英米法辞典』(東
京大学出版会、1991年) による。 







決定にあるといえるであろう。 一般的には、 各国の判例によ り基準が若干異な
るが、 基本的には三点ある。 第一に、 商事仲裁に関係する全当事者の合意があ
る場合。 第二に、 開示することによる公共の利益 (public interest) がより大き
い場合。 第三に、 当該書類が法的権利の保護に必要不可欠であること、 が挙げ
られる22。 またイ ギリス法では、 合理的必要性 (reasonable necessity) 基準が判
例23 により確立され、 具体的には四点ある。 第一に、 必要と されている資料
の仲裁手続きにおける性質や目的。 第二に、 仲裁手続きが行われる仲裁廷の権
限と手続の適切性。 第三に、 請求される資料の開示による影響。 第四に、 他の
方法で同資料を入手する実現性やコスト、 が挙げられている24c 
守秘義務による当事者の利益と、 開示によ り得られる公共の利益と を比較考
量し、 後者が上回っているか否かの均衡によ り判断される?ととなる。 ただし
その判断は、 商事仲裁規則や仲裁法規により、 その基準や判断が大きく 異なっ
ている。 検討対象の項目については、 一般に個々の規則によ りその内容が異な
るため、 次に各仲裁規則および各国の仲裁法規における相違点と共通点を中心
に、 その特徴について把握していきたい。 
3.1 .3 . 仲裁機関の商事仲裁規則
商事仲裁の効力を保証し、 その手続き に関 して一般的な規定を定めている各
国の仲裁法規と と もに、 当事者にとっては具体的な細かい規則を定めた仲裁機
関の商事仲裁規則の両方が必要であり、 それそれについて以下みていきたい。 




① International Chamber of Commerce ( ICC) ,
Rules of Arbitration (January 1, 1998)
② Chamber of National and International Arbitration of M ilan,
International Arbitration Rules (January 1, 2004) 
22 Gidepath BV and others v. John Thompson and others. [2005] EWHC 818 (comm ). この事
例では、 訴訟に必要な仲裁手続きの書類の開示を求めたが、 Coleman判事は 「安易な裁判所
による開示命令は、 仲裁の守秘義務への介入(invasion) にあたる」 と して拒否している ( a 
para 27.)。
23 All Shipping Corporation v. Shipyard Trigor [1998] 1 Lloyd's Rep 643, (1999) W L R 314
327 E.
24 Id.
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International Centre for Settlement of Investment Disputes 
Arbitration Rules (April 2006)
American Arbitration Association (AAA) 
International Arbitration Rules (May 1 , 2006)
International Arbitral Centre of the Austrian Federal 
Rules of Arbitration




Institute of the Stockholm 
Rules (January 1, 




German Institution of Arbitration. 
Arbitration Rules (DIS rules) (July 11 
(ICSID) , 
Economic 
Chamber of Commerce 
当事者に守秘義務を明示的に課している仲裁規則27 
London Court of International Arbitration 
Arbitration Rules (January 1, 1998) 28 
(LCIA) , 
1998) 29 
(KLRCA Rules, 1998) 3°
World Intellectual Property Organization 





Kuala Lumpur Regional Centre for Arbitration Rules for Arbitration 
Chamber of Commerce and Industry of Basel, Bern, Geneva, Ticino, Vaud 
26 同規則においては、 守秘義務について何 ら言及がない。 (Peter Binder, International 
Commerclal Arbitratton and Conciliation ln UNC「「RAL M,odel Law Jur isdictions, para.
(2d ed 2005)).
27 Antonias Dimolitsa, supra note 10, at 9-13 
28 LCIA art. 30(1): Unless the party 
take as a general principle to keep 
materials in the proceedings created 
produced by another party 
extent that disclosure may 
or to enforce or challenge 
expressly agree 




in writing to the contrary, the parties under- 
awards in their arbitration, 
for the purpose of the arbitration and all 
in the proceedings not otherwise in the public domain 
together with all 
other documents 
-save and to the 
required of a party by legal duty, to protect or pursue a legal right 
award in bona fide legal proceedings before a state court or other 
judicial authority.
29 DIS art 43(1): The parties, the arbitrators and the persons at the DIS Secretariat involved in 
the administration of the arbitral proceedings shall maintain confidentiality towards all persons re-
garding the conduct of arbitral proceedings, and in particular regarding the parties involved, the 
witnesses, the experts and other evidentiary materials. Persons acting on behal f of any person in-
volved in the arbitral proceedings shall be obliged to maintain confidentiality.
30 KLRCA Rules rule 9. (本文省田各)
31 Wipe Art 73~ 75. (本文省略) 










Rules of International Arbitration (SWISS Rules, January 1 2004) 32 
China International Economic and Trade Arbitration Commission
(CIETAC) , Arbitration Rules (CIETAC Rules, May 1, 2005) 33
Dubai International Arbitration Centre,
Arbitration Rules (DIAC Rules, May 7, 2007) 34
Singapore International Arbitration Centre
Arbitration Rules (SIAC Rules, July 1, 2007) 35 
Japan Commercial Arbitration Association
Commercial Arbitration Rules (JCAA Rules, January 1, 2008) 36
Japan Shipping Exchange, Rules of the Tokyo Maritime Arbitration 
Commission (TOMAC, March 1, 2004) 37 
Hong Kong International Arbitration Centre
Administered Arbitration Rules (HKIAC Rules, 
International Bar Association, Rules on the 
International Commercial Arbitration 
September 
Taking 











art. 43 (1) & 44 (2). (本文省略) 
33(2): For cases heard in camera, the parties, their representatives, witnesses, 
terpreters, arbitrators, experts consulted by the arbitral tribunal and appraisers appointed by 
arbitral tribunal and the relevant staff-members of the Secretariat of the CIETAC shall not 




DIAC Rules art 41 (1).
SIAC Rules art 34 (1): The parties and the Tribunal shall at al l times treat al l matters 














the prior written consent of all the parties, disclose to a third party any such matter except: a 
for the purpose of making an application to any competent court of any State under the applicable 
law governing the arbitration; b for the purpose of making an appl ication to courts of any State 
to enforce or challenge the award; c. pursuant to the order of or a subpoena issued 
of competent jurisdiction; d to a party's legal or other professional advisor for the 
pursuing or enforcing legal right or claim; e.in compliance with the provisions of the 
State which is binding on the party making the disclosure; or f. in compliance with 
by a court 
purpose of 
law of any 
the require- 
ment of any regulatory body or other authority. (3) In this Rule, 'matters relating to the procee 
dings' means the existence of the proceedings, and the pleadings, evidence and other materials in 
the arbitration proceedings created for the purpose of the arbitration and 
duced by another party in the proceedings 
any matter that is otherwise in the public 
or the award arising from the 
domain 
all other documents pro- 
proceedings but excludes 
36 JCAA Rule 40 (2): The arbitrators, the officers and staff of the Association, the parties and 
their representatives or assistants shall not disclose facts related to arbitration cases 
learned through arbitration cases except where disclosure is required by law or required 
proceedings.
37 TOMAC Art 39 (1). (本文省略)










Insti tutions l General Confidentiality l Existence of Arbitration l Documents used or generated Arbitrator Witnesses Award 
LCIA l v' l v' l 、/ v' 
Icc l l l 
UNCITRAL l l l v' 
ICSIG l l l v' v' 
SWISS l v' l v, l v' v' 
AAA l v' l l v' v' 
SIAC l v' v' l l v' v' 
KLRCA l l l v' 、/ 
BANI l v' l v' l v, v' 
CIETAC l v' l v' l v' v, 
JCAA l l v, l v' 



















Norwegian Arbitration Act 
Austral ia case law43 
(January 1, 2005) 42 
39 IBA art 3.12: All documents produced by a Party pursuant to the IBA Rules of Evidence (or 
by a non-Party pursuant to Article 3.8) shall be kept confidential by the arbitral Tribunal and by 
the other Parties, and they shall be used only in connection with arbitration. The Arbitral
Tribunal may issue orders to set forth the terms of this confidentiality. This requirement is with-
out prejudice to all other obligations of confidentiality in arbitration.
40 Antonias Dimolitsa, supr・a note 10, af t3.
41 Michael Hwang S.C. & Katie Chung, supra note 11, at 638. チェ ック(v' ) されている項
目は、 各規則において守秘義務により保護されている。 
42 Id af t4-16. §5 Duty of confidentiality and public access: Unless the parties have agreed oth-
erwise, the arbitration proceedings and the decisions reached by the arbitration tribunal are not 
subject to a duty of confidentiality. Third parties may not be present during arbitral proceedings 
when and to the extent that follows from the agreement between the parties. 
l l 8 中村 嘉孝
③ Sweden case law44
④ United States45
(2) 国家法が当事者に守秘義務を課している国
① New Zealand-The New Zealand Arbitration Act of 1996
(as amended on 18 October 2007) 46
② Spain- The Spanish Arbitration Act (effective on 26 March 2004) 47
③ United Kingdom 48
④ Singapore49
以上から次の点が導かれる。
第一に、 主権国家の仲裁法規において、 守秘義務を課すもの、 課さないもの
の大きく 二分されている。 前者においては、 仲裁法等において条文中に明示さ
れているものや、 明文化されていないが判例等により黙示義務が認められ、 実
質的に守秘義務を課している国もあり、 様々である。 明文化されているものに
ついても、 典型的な例と してイギリスの判例にみられるように、 その源泉を通
43 Esse Australia Resources Limited and Others v. The Honorable Sydney Gas Light Co. オー
ス トラリア法において守秘義務は、 仲裁の本質的な黙示義務であるとはみなされず、 当事者
間の明示的合意によってのみ課せられるものである、 という (Sarah C. Derrington, _An musory
Dzstinction- The Australian & English Approaches to Conf identiality in Arbitration.- Transf ield
Philippines Inc. & Ors v. Pacjf ic Hydro Ltd & Ors, 21 A & NZ Maritime L. J. 188 (2007).
https://maritimejourna1.murdoch.edu.au/index/php/maritimejourna1/article/viewFile/47/70 )。 
44 Bulgarian Foreign Trade Bank Ltd. v. Al Trade Finance Inc., (Antonias Dimolitsa, supra note
10, af t5). 最高裁において、 スウェーデン法では、 仲裁の守秘義務は仲裁合意に黙示的もし
く は固有のものと して存在しない、 という ( Id )
45 アメ リ カ連邦仲裁法 (the Federal Arbitration Act) お よび統一仲裁法 (the Uni form
Arbitration Act) の両方において、 当事者に守秘義務は課せられていない。 また連邦および州
の判例の圧倒的多数 (overwhelming majority) が黙示の合意を認めていない、 という。 (R.
Reuben, Conf idential ity zn Arbitratzon・ A Valid Assumption? A Proposed Solution .1 62 Dispute
Resolution J. (2007). 
46 Article 14 A, B, C. 
47 Title IV-The Conduct of Arbitral Proceedings, Art. 24-Principles of Equal Treatment of Parties 
and of a Fair Hearing. 
48 The English Arbitration Act of 1996には明示的規定はなく 、 状況に応じて解釈する内容で
あるため、 抽象的文言の明文化自体に否定的な傾向がある、 という (Antonias Dimolitsa, supra 
note 10, at 18-19)。 そのため判例の蓄積から、 黙示義務が仲裁合意に付随することが導かれ、




(Emmott v. M ichael Wilson & Partners [2008] EWCA Civ. 
184) においても引き継がれている。
49 英国と同様、 判例により支持されており、M yanma Yaung Chi 0 0 Co. Ltd. v. Win Win Nu
( [2003] 2 SLR 547) において、 イギリスの判例Dolling-Baker v. Merrett Another (CA I990), 
[1990] 1 
例外事項
W. L. R. 1205, [1991] 2 All E. R 890)を参考に、 仲裁当事者は、
を列挙する、というイ ギリスと同様の形式をとっているc 
黙示義務を負い
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る と商取引は本質的に私的行為であり、 それを解決する私的制度と して商事仲
裁制度が萌芽した、 という本質に着目 し、 当事者が国家の司法制度を利用する
以前に、 商事仲裁制度に合意したこと自体が、 非公開性に同意しているという
黙示の合意を含んでいる、 という解釈である。 これは商事仲裁制度の本質に鑑
み、 仲裁合意自体が黙示の非公開性に同意した、 という解釈であり、 これ自体、
論理的に合理性がある と考えられる。 その延長線上に仲裁法改正に際して、 明
文化した国もあれば、 判例で維持している国もある、 という よ うに解釈できる。 
ただしこの点につき、 イギリスの判例から強く感じることは、 条文化されてし
まうと抽象的な文言自体が独り歩き し、 現実の事件解決に役立たなく なるリス
クと を天相 こかけ、 現行どおりの判例の方が柔軟に対応でき効率的である、 と
の伝統による賢明な慎重さを感じる。 一方アメ リカにおいては、 条文や判例に
おいても、 こ う した黙示の守秘義務を当事者に課していない。 ただこれは守秘
義務を軽視していることではなく 、 むしろ逆であり、 アメ リカにおいて当事者
の守秘義務は原則的に明示的合意によ り行われ、 仲裁法自体は大きな役割を担っ
ておらず、 本質的に商取引は私的行為であるため、 公的な仲裁制度は大きな役
割を果たすべきではなく 、 それは当事者合意に委ねるべきである、 という趣旨
であるc 
結果と して対照的な立場を示しているアメ リカとイ ギリスと を比較すると、
国家法の仲裁法規と して当事者に守秘義務を課しているか否か、 という結果は
一見して正反対であるが、 その根源は同一のものである。 商取引はあく まで私
的行為であるため、 私的行為と して解釈すべきであるという姿勢がある。 その
解釈する方策が異なっているから、 結果と して正反対の内容に見える、 という
ことである。 
第二に、 機関仲裁規則が現実には重要であ り 、 ここでもその規則の条文中に
明文化して当事者に守秘義務を課しているものと、 課していないものに二分さ
れ、 その内容は多種多様であるが、 傾向と しては課しているものが多い。 課し
ていないと分類されるものについては、 むしろ守秘義務の内容を精査して個々
の取引ごとに当事者が合意すべきであり、 抽象的な包括的条文によって守秘義




な観点から考察した。 その結果と して次のこ とが導かれる5°。 



























また、 国際商事仲裁の代表的な指標であるUNCITRAL と ICC 
ついてみていきたい。 
The UNCITRAL Model Law on 
法) は、 守秘義務に関する言及は、









International Commercial Arbitration 
仲裁の私的手続き性 (privacy of the 
( モデル
arbitral 














仲裁の私的手続き性 (privacy of 
仲裁関連情報の守秘義務 (confidentiality of arbitration 
arbitral 
related 
国際仲裁裁判所の業務 (work of the international court of arbi- 
の三点において守秘義務に関する規定があるが、消極的なものとい
50 M ichael Hwang & Katie Chung, Protecting Conf identiality and Its Ex:c options -The Way
For、,vard? ICC ICAB, 2009 Special Supplement, at 39.
51 UNCITRAL Arbitration Rules art 25 (4): … Hearings shall be held in camera unless the par-
ties agree otherwise.
52 UNCITRAL Arbitration Rules art 32 (5): …The award may be made public only with the con-
sent of both parties' . 
53 Report of the 
second session,
Arbi tration and 
United Nations Commission on International Trade Law 
17 May~ 4 June 1999, A/54/17, 
Conciliation, in UNCITRAL Model 
54 M ichael Hwang & Katie Chung, supra note 50, 
para359; P. Bind, 
Law Jurisdictions, 
at 44-45. 
on the work of its thirty- 
International Commercial 
para11-005 (2d ed. 2005). 
55 ICC Rules of Arbitration art. 21 (3): The Arbitral Tribunal shall be in full charge of the 
beatings, at which all the parties shall be entitled to be present. Save with the approval of the
Arbitral Tribunal and the parties, persons not involved in the proceedings shall not be admitted. 
56 ICC Rules of Arbitration art 20 (7): The Arbitral Tribunal may take measures for protecting 
trade secrets and confidential information. 
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則が多種多様である現実から、 当該義務については仲裁合意書、 も しく は仲裁
規則において明示的にしておかなければならない。 明示的合意はどの国の法制
度や仲裁規則においてもほぼ認められているため、 明示的条項を挿入するこ と
がリスク回避になるであろう。 また当該文言の準拠法 (規則) 等についても具
体的に検討 ・ 交渉し、 文言・ 文章により明示的に記録しておく べきであろうc 
仲裁合意の文章と して、 具体的には次のよ う な内容が考えられる59。 
Unless disclosure is required (i) by statute, ordinance or stock market regula- 
tions or ( i i) to protect the parties, the parties and the members of the Arbitral 
Tribunal undertake to keep arbitration private and confidential and not to publish, 
disclose or communicate any information relating to this arbitration, in particular 
the procedure followed, documents exchanged, evidence produced and all proce- 
dural formalities. 
However, each of the parties may disclose such information to any person 
bound by an obligation of confidentiality. The parties shall make this clause 
known to any third party that participates in this arbitration, in whatever capacity, 
including witnesses and experts. 
商事仲裁の守秘義務は抽象的文言で統一が難しいため、 上記の文章を一般条





57 ICC Rules of Arbitration, Appendix I , Statute of the International Court of Arbitration art. 6:
The work of the Court is of a confidential nature which must be respected by everyone who par- 
ticipates in that work in whatever capacity. The Court lays down the rules regarding the persons 
who can attend the meetings of the Court and its Committees and who are entitled to have access 
to the materials submitted to the Court and its Secretariat.
58 Michael Hwang & Katie Chung, supra note 50, at 45.
59 Serge Lazareff, Conf identlalzty and Arb加・atzon・ Theoretzca1 and Phz1osophzca1 R2f lect1ons, ICC
ICAB, 2009 Special Supplement 81, 87-88.
60 George Burn & Alison Pearsa11, Exceptions to Conf identiality In fnternatzona1 Arb加・afton, ICC





また守秘義務が破られた際の救済については、 結論的には十分でない と いえ
る。 例えば損害賠償では、20万フランスフラン(約 3 万ユーロ) が認められた
事例もあるが6' 、 一般に裁判所はその算定には消極的であり 、 そもそも因難で
ある、 とい う62。 また公表の差止命令の事例も若干あるが63 、 例外的である。 
そのため守秘義務が守られなかった場合についても、 理論的にはその解決方法
につき事前に具体的内容を想定し合意しておく こ とが、 法学的には賢明である。 
現代的課題と して、 市場に対する開示が求められる可能性が高まっている こ
と も考慮する必要がある。 具体的には取引主体である企業とい う法人組織を細
かく みる と、 株式所有者によって構成されているため、 株主と当事者は同一で
ある、 ということ もでき、 さらに現有の投資家だけでなく 、 将来の投資家に対
して当該企業に関する投資情報の一つと して関連する。 潜在的な危険も利益も、
投資家に対する情報公開と して一般に開示する、 という趣旨である。 実際に株
主、 監査人などへの情報の提供は義務であり、 適時、 信頼性のある完全な情報
提供は金融市場への参加を前提と した義務であ り 、 市場の透明性を高め効率的
な情報開示は不可欠であるという64。 現実にニューヨーク証券取引所 (NYSE) 
は、 1 万 5 千ドルを超える訴訟もしくは仲裁事案について、 監査報告書に記載
するこ とを義務付けている65。 株式市場等に上場し広く 市場から資金調達する
場合、 その投資家は公平な情報に基づき、 投資の是非を判断するこ とになるた
め、 仲裁を含めた紛争事案についても情報の開示を義務付けている、 というこ
とであろう。 ここでは商取引は私的行為ではなく 、 市場という社会の公器を利
用していることから、 半ば公的行為でもあり、 ゆえに情報開示が不可欠である、
という論理である。 従来の相対取引という私的行為による商行為だけではなく 、
広く市場に相手を求める状況が一般化するにつれ、 公的要素が大きく なり、 そ
の責任も増大する、 といえるだろうc 
61 Alta v. Ojjeh, 18 February 1986, Rev. Arb. 1986, 583 (Id at 85, 88)
62 Serge Lazareff, supra note 59, at 88.
63 Publicis v. True North, Paris, 22 February 1999 ( at 89 n 45)
64 V. Denoix do Saint Marc, Conf identiality of Arb加・at1on and the Obligation to Disclose 
Information on Listed Compantes or Dur ing Due Di11gence Investigations, 20 J. of Int'1 Arb. 211 
(2003).

















































る場合を公開の対象とする、 とい う ものである66。 
紛争解決手段と しては私的解決方法が源泉であ り 、
そのため守秘義務をめぐる
現実にも一般的な解決手段
(customary method) といえる。 商取引自体が私的行為であり、 それゆえ商事
仲裁も非公開性を有している。 その点につき、 PICC においても条文において
規定されている67。 その性質上、 当該取引の詳細が当事者以外の外部に漏れる?と白体、 当事者にとって利益になることはなく 、 不利益が大きい。 商事仲裁
に限らず当事者が当該取引の内容を、 直接関係のない第三者へ開示する こ と は









66 Serge Lazareff, supra note 59, at 81.
67 PICC art 2.1.16 (Duty of Confidentiality): Where information is given as confidential by one 
party in the course of negotiations, the other party is under a duty not to disclose that information 
or to use it improperly for its own purposes, whether or not a contract is subsequently concluded.
Where appropriate, the remedy for breach of that duty may include compensation based on the 
benefit received by the other party.
68 欧州およびアメ リカの仲裁利用者に対して1992年に実施されたLondon School of Business
の実証調査研究によると、 守秘義務は仲裁制度の大きな利点の一つである、 という。 Editorial,
The Decision of the High Court of Australia In Esse / BHP v. Plowman, 1995 Arbitration
International 231 . 
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と三区分し、 それぞれ解釈すると、19世紀以前は、 国際商取引の量的数量自体
が大きく なく 、 また各業界の独立性が高く内的影響力が大きいため、 商事仲裁
は効率的に機能していたといえるであろ う。 その後20世における国際商取引は
数量的に拡大し、 一方で国内産業の保護振興するための主権国家の権限と と も
に、 国境の意義も政治経済的に大き く なった。 商事仲裁においては、 いわゆる
ニュー ヨ クー条約で仲裁最適の執行がグローバル規模で担保されている。 21世
紀においては、 グローバル商取引が質量と もに効率化によって急拡大し、 投資
を含めモノやサービスの輸出入における国境の役割は小さく なり、 そう した面
で主権国家の影響力やその意義自体が弱く小さ く なりつつある。 




規律する実体法の規則が統一される可能性もある。 市場原理によ り 非効率的な
制度 ・ 規律は自然と淘汰され、 本稿の主題である商事仲裁における守秘義務に
関する研究においても、 学術的に体系的に整理される可能性がある。 商学的観
点からの結論は、 次の通り。 
第一に、 商取引は私的行為であ り 、 商取引紛争を効率的合理的に解決する手
法と して、 商事仲裁制度が構築されてきた、 という本質を認識する必要がある。 
そのため主権国家における仲裁法規や各種判例、 また商事仲裁規則における守
秘義務規定の存否に関わらず、 商事仲裁制度は本質的に守秘義務性を帯びたも
のである こ との認識が大切である。 
第二に、 主権国家における仲裁法と、 商事仲裁規則等を区別して認識する必










判例等を項目ごとに比較検討 し、 体系的にまとめ、 当事者が個々の取引事例に
応じて、 選択でき る仲裁規則の統一化の可能性について検討し、 考察を深めて
いきたい。 
第 2 節 国際商事仲裁における lncoterms 
3.2.1. はじめに
国際商業会議所 ( International Chamber 





























いて、 各条件 ・ ルールが争点に関与した事例を取り上げ、 仲裁廷
buna1) においてどのよ うに扱われ、 どのように解釈され、 どのよ












釈は実務的にも関心が高く 、 それゆえICC 当局も不確定要素を極小化する手
69 2009年 9 月 6 日に ICC理事会で承認され、 同月27 日に内容を公表、2011年 1 月 1 日発効。




70 ICC Trains Users Worldwide on New Incoterms Rules, 
http://www.iccwbo.org/index.htm1?id=40880]
71 Incoterms 2000までの各版は、 「trade terms」 (条件) という表記であったが、Incoterms 2010
から 「rules」 (規則) という表記をするよ う明確にしている。 これはEUやアメ リカ等におけ
る域内取引の実態を念頭にした利便性を反映したものという ( 田口尚志 「2010年イ ンコター
ムズについての若干の考察」 日本貿易学会第51回全国大会 報告ハン ドアウト2 - 3 頁、2011 
年 5 月28 日、 京都産業大学)。
72 朝岡良平 『貿易売買と商慣習(第三版)』 3 頁 (東京布井出版、1981年)。
73 ICC日本委員会の新堀聰先生による多数の論稿がある。 「イ ンコタームズ2010の解説」 JCA
ジャーナル 第57巻11号 (2010年11月) 、 「イ ンコタームズ2010と貿易実務」Business law jour-
nal 第 4 巻 4 号 (2011年 4 月 ) ; 「イ ンコタームズ2010とウィ ーン売買条約の関係」 Business
law journal 第 4 巻 5 号 (2011年 5 月) ; 西口博之 「イ ンコタームズ最新版Incoterms 2010 従
前の Incoterms 2000版との比較において」 国際金融 第1219号 (2010年12月 1 日号) ; 三倉八
市 「イ ンコタームズ2010と EXW 及び DDPの検証 (前編 ) 」 JCA ジャーナル 第58巻 3 号
(2011年 3 月 ) ; 飯田勝人 「Legal Topics10年ぶりに改訂されたイ ンコタームズ」 金融法務事
情 第58巻26号 (2010年12月25 日号) ; 中原晋吾
対応」NBL通巻942巻 (2010年12月) ; 芳川達夫




段と してIncoterms を定期的に整備 ・ 改良しており、ICC の存在理由でもある。 
ただし Incoterms の規定自体の整合性以前に、 当事者の理解や運用に問題が多々
あることがみられた。 例えばIncotermsに言及することなく FOB などを使用し
ている事例、 Incoterms を引用 しているが年版が不明確な事例、 Incoterms を準
拠法と して指定している事例、 当事者間の長年の商慣習に従い、 定型取引条件
を独白に修正し使用 している事例、 Incoterms本来の規定内容から逸脱した誤
用例などがみられる。 特に最近30年で急速に普及したコンテナによる国際複合
一買輸送システムにおける運用上の面から、 海上運送条件 (maritime terms) 
に関する問題が大きい。 ただしIncoterms の定期的改訂において、 これら国際
商事仲裁における具体的事例からの教訓が、 あま リ反映されていないこ とは残
念に感 じる。 そのため ICC には幅広く かつ積極的に現実の商取引慣行を取り
入れた規則の改訂、 貿易実務家が理解しやすいよう条件 (規則) を集約し、 簡
潔な内容になることを期待したい74。 一方で利用する貿易取引の実務担当者は、
根本的に両当事者の不十分な理解、 または誤解したまま利用している事例がみ
られることから、 議論の土台となる現行のIncoterms を正しく 理解するため、
勉強会などを積極に実施することが望まれる。 定期的に改訂されること、 各年
度版により内容が異なること、 当事者独白の条件 ・ 規則を使用した場合には白
己責任が伴うこと、 紛争回避のために相手方への啓発や、 紛争発生時の効率的
な解決のため、 書面を記録と して残し、 合理的に整理・ 管理することが望まれ
る。 
3,2,2, l ncoterms の意義と経緯
事例研究を検討する以前に、Incoterms誕生の経系 について簡単に確認して
おきたい。1920年パリで開催されたICCの全体会合 (organization meeting) で
採択された解決策第13には、 次のような文言があった。 「FOBや CIF といった
船積みおよび見積もり条件の異なった解釈から生ずる当事者の不都合を鑑み、
国際運送を伴う売買契約で使用される条件 (terms) の重要性から、 国際的な
運送と見積もり条件の 『辞書』 と して明確な定義と記号化がICCによりなさ
れる、べきである」75。 その後、1936年に Incoterms が初めて作成され、 近年では
74 Incoterms 2010は、11 規則となり、 前版のIncoterms 2000の13 を若干集約されたが、 その内
容はすべてD条件で海上連送条件ではない。 筆者は将来的には、EXW (Loco), DDP (Franco),
FOB (FCA), CIF (CIP), CFR (CPT) の 5 種類に集約されると考えている。 貿易実務業界はア
ナログ的色彩があるため実務慣習の拡大定着には一定の時間がかかるが、 将来的には、 技術
的進歩により、 複合一貫輸送、 貨物海上保険、 代金決済、 通関手続き、 その他行政など、 体
系的システムが効率的に整備され、 荷主やForwarder が PC端末で運用 ・ 管理できると考えて
い る。 
ほぼ10年ごと に改訂されている。 改訂の際には、








とい う事情による76。 Incoterms 2000の
に先立ち、1988年から1999年までの定型取引条件を含む、
ついて実証調査したところ、 次の通りであった77。 
① 40件が Incotermsに言及している。 
仲裁裁定80件に
② 定型取引条件に言及していた約70% に FOB がみられる78。
③ Incotermsに言及していた20% に FOB がみられる79。
ICC国際仲裁裁判所 (ICC International Court of Arbitration; ICC ICA) は
1923年に設立以来、 1 万 7 千件以上の事案を取扱い、2010年だけでも新規で年
間793件 (2145当事者、145ヵ国) をも扱っており、 実質的に国際商事仲裁を扱






8838 (April 2000, 
人 (スイス、 売主) 
product) 
Basel, Switzerland) 
は、 被申立人 ( 
の売買契約を1994年に締結した。 
台湾、 買主) と化学製品 (chemical 
契約書では、 準拠法はスイス法お
75 ICC Proceedings Organization Meeting, Paris, France, June 23-30, 1920, Appendix B,
Resolutions Adopted, af t87.
76 Emmanuel Jolivet, Incoterms in the Arbitral Awards of the Internatzona1 Chamber of
Commerce, 21 ICC ICAB 53 (2010). ICCは仲裁裁定集と して現在まで、 次の6 巻を発行して
いる。 Co11ection of ICC Arbitra1 Awards vol. 1 (1974-1985), vol. 2 (1986-1990), vol. 3 (1991-
1995), vol. 4 (1996-2000), vol. 5 (2001-2007), vol. 6 (2008-2011).





CIF, C&F, FOBT, Free at Factory.
CIF, C&F, EXW, CFR, CIFF0, DAF, DDP, DDU, CPT, CAF, FCA. 
80 ICC website http://www.iccwbo.org 実質上というのは、 取扱件数白体は、 アメ リカ仲裁協会
(AAA) 、 特に1996 年に分化 した国際紛争セ ン タ ー (the International Center of Dispute 
Resolution; ICDR) は年間数百件 (several hundreds of …) 取り扱っている。 
http://www.intemationalarbitrationlaw.com/arbitra1-institutions/icdr/ 
ICC ICA では明らかに欧州企業が多く 、 AAA ICDRではアメ リカ企業が多いという特徴があ
る。 アメ リ カではIncotermsの普及が不十分であること、Incotermsの作成母体が ICC で、 そ
の本部もフランス ・ パリであることから、 Incotermsの影響力を鑑みて、 ICC国際仲裁裁判所
における事例のほうが適切であると判断した。 将来的には、 大きなテーマの一つとなる ICDR 
の事例研究にも取り組みたいと考えている。 
81 ここで取り上げる事例は、 脚注76 の仲裁裁定集によ り番号で検索し詳細を確認できるため、
個々の引用頁数などは省田各。 カ ツコ内は仲裁裁定日、 仲裁地を表し、 本稿では紙数制約上、
要点のみを取り上げ詳細な内容等は省田各する。 
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よびCISG と され、 買主の代金一部未払いの支払いを求め、 仲裁に付言モした。 
買主側は、 商品の一部欠陥 (defective) による減額相殺を主張した。 契約条件
は、 「C&F F.0. one of Ports of Taiwan」 であり、 またその解釈は裏面条項に
おいて Incoterms 1990に準拠す るが、 その後改訂があればそれに従 う
( Incoterms 1990 and its subsequent amendment to apply, …) とあった。
当該取引において言及されているIncoterms 1990、 その後改訂された
Incoterms 2000、 さらにす、べての Incotermsの年版において 「C&F F.0 」 条件
は存在しないが、 その解釈と して仲裁延(arbitral tribunal) は、 両Incoterms 
(1990と2000) で規定されている 「CFR」 を基礎と し、 備船契約等で一般に利
用されているF.0. (Free Out) と を組み合わせ、 仕向地での積み下ろし費用は
買主負担の条件での契約、 と判断した。 両Incotermsの 「CFR」 によると、 危
険移転は 「船積み地の船舶欄干上を通過」 する時点で、 売主から買主へ移転し、
品質も積地条件と される。 原告はロシアの製造業者の検査レポート( Inspection 
Report) を根拠に品質に問題はないと したが、 これは契約書第7条にある 「品
質検査官 (quality surveyor) 」 ではなく 、 申立人の主張は契約書の変更に相当
し、 当該検査レポートの価値が不十分である判断した。 また船長(master) の
商品の品質状態に関する懸念が記録されていること、 ロシアの供給業者による










FAS (Free Alongside 
と と もに利用される。 
F.Iや F.0. 























前任者から引き継いでそのまま慣習的に利用 していた、 と推測する。 第二
年度版にまたがった取引であること。 商取引の開始時に一般取引条件と し
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既存の Incoterms の規定内容に近似したものが類推適用され判断されるこ と
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でなく 、 過去の取引や、 他当事者との取引等につ
して適宜主張の根拠となれるよう、 文面等の書類
②Case 9229 (December 2001, Zurich, Switzerland)
申立人 (保険会社) は、 被申立人 ( ドイツ製造業者、 売主) が、ヨーロ
のある国防省 (買主 x ) とエンジン供給の契約をし、 FOB条件の引渡し
梱包と輸送 (packaging and transportation) の特別条件が付されていた。 






し立てた。 契約は1991年 3 月24 日にスイス法を準拠法と し





Incoterms 1990の FOB条件では、 海外向けの商慣習に従って梱包されるもの
とする (all supplies should be packed according to customary practices for over- 
seas shipment) と規定され、 通常の梱包(standard packing) 以上の頑強さが要
求される。 一方、 被中立人はドイツ連邦裁判所における 「慣習的相包(custom- 
ary packing) とは、 船積み地の時点と場所において船積み実務と しての標準レ
ベル」 を引用し、 反論した。 契約書には、 売主が海外輸送と同水準の安全で堅
固な梱包にすること、 保障についてはFOB引渡し以後の不完全な梱包 ( faulty 
packing) を含み売主は責任を負わないこと、 検査方法やその場所、 品質確認
は売主、 またはその下請け業者の場所で行われる旨の規定があった。 ただその
相包の検査 ・ 確認方法については、 具体的に何ら明記されていなかった。 ドイ
ツでは一般に、 工場出荷時基準(Factory Acceptance Test; FAT) が通常であ
り、 商慣習的梱包 (customary packing) には専門家の助言までは要求されてい
ない。 一方、 準拠法であるスイス法によると、 海上保険業者は当事者の'解怠
(negligence) の範囲のみ補償請求できる、 という83。 買主付保の海上保険では、
82 
83 
OR 441 & 442 (Jolivet, supra note 76 at 56). 
Jolivet, supra note 76, at 60. 
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梱包の不十分性や不完全性 (insuf ficiency or unsuitability) に関する損害につ
いては、 ロン ドン保険業者協会の協会貨物約款 (ICC) の規定では、 保証しな
いとされている84。 それにもかかわらず中立人 (保険会社) が、 買主x に保険
金を支払った行為は白発的なものであ り 、 その支払い行為を根拠に被申立人が
賠償責任を負うとの結論を導く ことはできない、 と した85。




























③Case 10228 (August 2000, London, U.K )
中立人 (英国領ウ、ァージン諸島、 買主) は、 被中立人






は Incoterms 1990の CPT条件で、 契約書では引渡し遅延に対して、 予定損害
賠償 (liquidated damages) が定められていた。 その後実際には、 引渡しは行わ
れなかったため、 中立人は損害賠償を求め、 仲裁に付託した。 契約書の
項では、 紛争時は友誼的に (amicably) 解決を目指し、 それがうまく







84 Institute Cargo Clauses (A) clause 4.1.
85 Jolivet, supra note 76, at 60.
86 Incoterms 2010より、EU域内での取引急増
れた規則に改訂されている。 これもIncoterms 




国際商取引におけるSoft Law 131 
1 . 当事者は紛争の実体・ 本案 (merits) に対して、 仲裁延が適用する法を
自由に合意できる。 この合意がない場合、 仲裁廷は適切と考えられる法規
則 (rules) を適用するものとする。 
2 . すべての事例において、 仲裁廷は契約書の条項と 関連する商慣習を考慮
し判断するものとする。 
契約書では準拠法に関する明示の合意がなかったため89 、 ICC 仲裁規則によ
り 、 当事者の黙示の意思を推定し、 適切な法規則の指定が一般的である。 仲裁
地をイ ギリス ・ ロン ドンとの合意があったため、 準拠法はイギリス法、 との推
定が妥当であり、 判例学説と もに支持されていることから9°、 実際に仲裁延で




えていることがある。 極端に言う と、 準拠法選定などの法的手続きについて厳
格に決定せず、 曖昧な状態にしておき、 必要に応じて当該取引と関係が深いも
のから、 一般には契約書、 当事者慣行、 さらにIncotermsなどの順に基準と し
て判断するという構成をとることもできる。 大きな争点が早期に浮上すること
になれば、 それだけ早期に問題解決が容易になり、 結果と して国際商事仲裁の
効率的制度運用となる。 仲裁裁定の執行がいわゆるニューヨーク条約で担保さ
れ、 仲裁延の権限もICC仲裁規則で明示されていることから、 個別の判断を
支える枠組みが強固な点が、 商事仲裁の大きな利点の一つである といえる。 
ただ し、 本件のような準拠法を指定しない事例は、 あまり好ま しく ない。 本
件では、 仲裁合意の規定がロン ドンであったため、 イギリス法が準拠法と して
推定された。 一般に準拠法指定は 「履行地」 と されるが、Incotermsにおける
履行地は、 「引渡し」 地が相当するため、 本件では売主国になる。 これも例え
ば代理店を通じた取引で、 当事者の国を経ず、 製造国から直接、 買主指定の転
売先へ指定された場合等は、 売主と買主の当事国以外の第三国が準拠法となる
可能性がある。 その点に暖昧であっても国際商事仲裁では実態に即して判断さ
88 ICC Rules of Arbitration (2012) art.17. なお訳文は筆者による。 なお2012年に新規則が発効
している。 ICC Rules of Arbitration (2012).
89 Incotermsは援用可能約款であり、 本質的に準拠法とはなりえない。
90 Dicey & M orris on the Conflict of Laws. 判例と して次のものがある。 Compagnie Tunisienne 
de Navigation S.A. v. Compagnie d'Armement Maritime S.A. [1971] A.C 572; Amin Rasheed 
Shipping Corp. v. Kuwait Insurance Co. [1984] A.C 50; Egon 01denroff v. Libera Corporation 
(No 2) [1996] 1 Lloyd's Rep. 
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れる傾向があるため、 問題が発生する可能性は低いが、 国際民事訴訟の手続き
を想定すると、 最低限度の準拠法指定は合意し、 規定した方が好ましい。 
④Case 10418 (May 2000, Paris, France) 
中立人 ( ドイツ、 売主) は、被中立人 (ロシア、 買主) に化学薬品 (pharma- 
ceutical products) の売買契約を、 準拠法の指定なく 、CIP条件で締結した。 商
品の引渡しが1996年 8 月21 日に行われたが、 一部代金が未払いであったため、
売主は残額の支払いを求め、 仲裁に付託した。 
契約では引渡し後90日払いの条件であったため、1996年12月 1 日には支払期
限が到来していた。 Incoterms 1990の CIP条件では、 売主は買主指定の運送人




本件の要点と して、 引渡しの義務をめぐって Incoterms の規定を根拠に判断
した事例であり、 具体的には在来船条件 (FOB, CFR, CIF) と複合運送条件
(FCA, CPT, CIP) との相違を当事者がどの程度正確に認識していたか、 につ
いてである。 通常の在来船条件では、 当該契約時に置いては、 輸出港の船舶欄
干上 (ship's rail) であるが92、 コンテナ条件では、 運送人に商品を引き渡した
時点、 となる。 ユーザンスのイ荷為替手形決済であれば、 関連する 日時は明確に
特定できるが、 本件のように送金ベースの決済であれば、 より明確に引き渡し
時を意識する必要があり、 明記しておく べきであろう。 
⑤Case 11253 (May 2002, Paris, France)
中立人 ( ドイツ、 買主) は、 被中立人 (ルーマニア、 売主) と1999年に屑鉄
(scrap metal) の売買契約を締結し、 準拠法はルーマニア法、 引渡しはFCA 
Constanta条件であった93。 契約書にはIncotermsへの明確な言及があり、 特に
売主が輸出許可 (export license) を得る責任を負うことにつき、 明示的に規定
されていた。 結果と して売主は輸出許可を得ることができなかったため、 申立
人は被った損害の賠償を求め、 仲裁に付言モした。 
Incoterms 1990の FCA 条件では、 売主は商品を指定地の買主指定の運送人の
91 Incoterms 1990, CIP A4 delivery: The seller must deliver the goods by handing them over the 
carrier contracted… n 
92 Incoterms 2010では“on board”へ1936年初版以後初めて変更され
93 コンスタンツア、 ルーマニア南東部の黒海に臨むリゾート地。 
た
管理下に引渡し、 特に(inter alia) 




が得なければならない、 と規定されている。 契約書の第4 条においても、 売主
の輸出許可取得の義務が明記されていた。 被中立人は、 当該義務は、 輸出許可
を得るための適切な手段を行使すること を意味し、 本事例では行政もしく は軍
当局 (civil er military authority) の禁輸措置 (embargo) がルーマニアの政治
経済状況を、 突然かつ完全に変えていたこ と を意味 し、 不可抗力 ( force
majeure) であると抗弁した。 根拠と して、 輸出入取引の履行に関する1995年
5 月のルーマニア政府第276号決定 (輸出許可の不成立、 non-according) を主
張した。
中立人は以下の四点を中心に反論した94。 第一に、 Incoterms 白体には不可抗
力の定義はなく 、 一般的な定義と して、 いずれかの当事者の責めに帰し得ない
事由によること、 かつ不履行当事者側に、 解怠 (negligence) がない場合の不
履行 (non-performance) が相当する。 本件では、 被申立人の主張するルマーニ
ア政府決定第276号は、1995年 5 月に公布され、 既に4 年以上経過しているこ
とから、 突然の政変等には該当しないこと。 第二に、 本件が不可抗力の構成要
件である予見可能性の程度につき、 これら事情は被中立人にとって予見が不可
能ではないこと。 被申立人は貿易業者であることから、 政府の輸出入に関連す














































仲裁延は、 原告の主張をほぼ認め、 契約書の条件であり、 かつIncoterms 
1990の FCA条件でも明記されている通り95、 輸出許可を取得し、 輸出手続き実





























大き く なる可能性が高い。 
0 
契約上の信頼に基づき履行する
(June 2004, Frankfurt/Main, Germany) 
申立人 (スウェーデン、 売主) は、 被申立人 (フランス、買主) 、?














95 Incoterms 1990 FCA A2
Where applicable, the seller 
(L icenses, authorizations, security clearances and other 
must obtain, at its own risk and expenses, any export 
or other of ficial authorization and carry out all customs formalities 
goods.
96 A. G. Guest, 
necessary for the 
general editor, BenJ'amin 's Sale of Goods§8-097 (6'h ed. 2002). 
formalities): 
l icence [sic] 
export of the 
97 原文では“shipper” とあり、 これは通常 「荷主」 を意味する。 但し本事案では、 連送証券を
発行するという文脈から、 「荷主から依頼を受けた複合運送人」 (実際運送人ではなく 、 契約
運送人) と解するのが正しい。 また当該事案では、 複合一貫輸送の典型例である実際運送人
(actual carrier) と契約運送人 (contracting carrier) と大き く 二者が連送に関与しており、 原文






(無故障 clean B/L) 
も積込み港か ら仕向地ま での無故障 B/L 
0 
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また実際運送人








は積荷の一部に汚染も しく は損傷がある (part of the consignment was 
soiled or damaged) 旨の記載がある8 月26 日付けの本船受取書 (Mate' s Receipt; 
M/R) を発行していた。 また次の四点について両者の合意がある。 第一に、 契







月 5 日に商品を船舶から積み降ろしたこと。 
対応する原本書類を被申立人に送付したこと。 







9月 7 日に La Palliceの
(copy) を元に商品を引き渡したこと0 
基づき、 中立人は海上船荷証券 (marl- 
time B/L) の原本 (original) を提供する義務がある、 と主張した。 実際に2000 
年 8 月26 日 St. Petersburgで実際運送人が発行したB/L は被中立人に送付され
ておらず、 仲裁手続きの際に初めて提示された。 B/L は契約運送人と実際運送
人が、 それぞれ発行しており、 いずれも無故障(clean) であった。 
or 
これに対し被申立人は、 M/Rの記載内容と して、 商品は汚れ損傷し (soiled 
damaged) 角は変形 し (deformed corner) 、 中身が汚れ (soi led contents) 、
相包紐はかけられず (without wrapping band) 、 濡れた形跡がある (signs of 
wet damage) 等の文言を根拠に、 同日に発行された無故障B/L に対抗しうる
十分な証拠であり、 CIF 条件ではリ スク分岐点、 は輸出港の船舶欄干上
(ship's rall) であり98、 リスク移転時のSt. Petersburg港の船積み時には商品は
損傷していた、 と主張した。 ?れに対し申立人は、 M/Rは船会社内の単なる内部文書であり 、 その記載
内容に信頼感は乏しく 、 仮に事実であったと しても無故障B/L が発行されて
いる事実から、 これを覆す程度の証拠には至らない、 と主張した。 その根拠と
して1924年船荷証券統一条約 (the Hague Rules)99 第 3 条の 「船荷証券はその
正確性を推定する」
を引用した'°。 
(…a B/L carries only a presumption of i ts correctness, 
98 最新版 Incoterms 2010では、 「売主は、 本船の船上に物品を置






















Certain Rules relating to Bill of Lading, 1924. 
となる現在においても、 貿易連送の拠り所と
実務 (補訂版)』160頁 (同文館、2003年) )。 
(成山堂、1996年)。 
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結果と して仲裁延は、M/Rは Clean B/L を覆す程度の反証には至らない、 と
判断した。 また被申立人の商品引取り義務についても、 Incoterms の規定に基
づき、 商品がLa Palliceに到着した時点で引き取る義務が発生する、 と判断し




る複合運送人 ( forwarder) および運送証券の効力が争点であった。 1970年代以
降のコンテナ船の急速な普及によ り、 国際複合一貫輸送が国際物流の主流とな
り、 運送証券書類の効力がかなり強い、 という点を再認識させられる裁定であ
る。 筆者は、 仲裁廷は手続き的不備を根拠に、 訴訟に持ち込まれた場合、 ヘー
グ ・ ルールに基づく運送書類の法的論理整合性を考慮しながら、 本件の裁定が
下されたのではないかと推測する。 さ らに契約運送人は、 実際運送人の顧客の
立場である こ とから、 M/R の記載に若干留保条件が付されている場合であ?
ても、 海運業界は競争が激しいため、 業界の慣行と して無故障B/L を発行し
たと考えることができる。 ただしこ う した慣行の継続は無理があるため、 将来
的には解消されていく と思われる。 
⑦Case No.12111 (January 2003, Paris, France)
申立人 (ルーマニア、売主) は、被申立人 (イギリス、買主) に、紙 (paper) 
を売買する契約を締結したが、 後に紛争が生じた。 その際、 契約書の第14条に
は、 本契約は国際法による ( the present Contract is governed by international 
law) 、 イ ギリス法は適用されない、 と明記され、 文言“international law” の解
釈を巡り争った事案である。 
契約時に国家法への言及がなかったため、 準拠法 (applicable law) を定め




人は、Incoterms や Le:x: Mercatoria という文言から、 商取引の契約一般原則で
あるPICCの適用を検討した。 しかしPICCは2003年当時では、 国際商取引業
界において、 広く 知られている規則とまでは言えなかったため、 中立人の
PICC適用の希望は認められなかった 0 












Lloyd' s Forms採択による英法準拠約款) 
??













く大きな環境変化に象徴的な事例である。 具体的には特定国ではなく 、 グロー
バルに適用される実体法規則の作成が、 潜在的な需要と して意外に大きい、 と
感じる。 1988年に CISGが発効し、 先進国はほぼ批准採択し、 その後の裁判、
仲裁事例も多数蓄積されているため、 その解釈も安定しつつある'°2。 しか
CISGだけでは不十分であり 、 またEU 統合に伴い加盟国の民商法を中心と
た統一の動きが、 ヨーロ ッパ契約法(PECL) であり、 その国際商取引リス
イ トメ ントがPICCであ
者が主張したにもかかわ
る。 本事案では、PICCは時期尚早と して、 一方当
????
らず採択されなかったが、 近年その認識は広まりつつ















12355 (June 2003, Geneva, Switzerland) 
人 (ポーラ ン ド、 売主) は、 被申立人 (スイ ス、買主) 
(cokes) の売買契約を締結し、Incoterms 1990 FCA, M anufacturer, 
契約取引条項とCISGに従う旨の合意があった。 買主は品質不良
















102 CLOUT (Case Law on UNCITRAL Texts)
http : //www. uncitra1 .org/uncitra1/en/case_law. html ;






る '°5。 また同第50条では、 商品が契約内容と合致していない場合、 買主は商品
が引き渡しされた時点の価値の割合に応じて、 代金支払いを減額しう る (may 
reduce) とする'°6。 ただし品質数量等の不一致、 その割合を証明する当事者、
いわゆる立証責任については何ら規定がないため、 仲裁延が判断することにな
る。 通常は、 当該内容を主張する側の当事者が立証責任を負う。 貨物は実際に
泥 (clay) で汚染されており、 ただそれが船積み前か、 輸送途中か、 積み下ろ





(Quantity more or less clause) における許容範囲10% を念頭に、 引き渡し



















103 FCA A9 (Checking-packing -marking): The Seller pay the costs of those checking operations
(such as checking quality, measuring, weighting, counting) which are necessary for the purpose of 
delivering the goods in accordance with A4. The seller must provide at his own expense packing 
(unless it is usual for the particular trade to send the goods of the contract description unpacked) 
which is required for the transport of the goods, to the extent that the circumstances relating to 
the transport ( for example modal ities, destination) are made known to the seller before the con- 
tract of sale is concluded. Packing is to be made appropriately. 
104 CISG art. 35 (1) The seller must deliver the goods which are of the quality, quantity and de- 
scription required by the contract and which are contained or packaged in the 
the contract 
manner required by 
105 CISG art. 36 (1) The seller is liable in accordance with the contract and this Convention for 
any lack of conformity which exists at the time when the risk passes to the buyer, even though 
the lack of conformity becomes apparent only after that time. 
106 CISG art 50; I f the goods do not conform with the contract and whether or not the price has 
already been paid, the buyer may reduce the price in the same proportion as the value that the 
goods actually delivered had at the time of the delivery bears to the value that conforming goods 
would have had at that time. However…. 
107 ICC Incoterms 2000 FCA A4 & A5. 
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者の証言等の細かい事実関係の断片でも収集し主張するよう留意
い。 法的な証拠と しての要件には不十分であっても、 疑義を提示
証責任を相手方に転嫁する手法も効果的と考えられる。 
⑨Case 12365 (February 
申立人 ( ノルウェー、
2004, Amsterdam, Netherland)





品の供給契約を1996年に締結し、 準拠法はオランダ法、 CISG にも準拠するが、
当事者の特別な取り決めが優先する旨の規定があった。 通常は船会社が荷卸し





本件の争点は、 港湾労働費用をどちらが負担するか、 にある。 オランダは
CISG批准国であるため、 国際商取引では優先してCISGが適用され、 同第8 
条では、 契約書に明記がない場合、 両当事者の共通の意思 (the common in- 
tent) により、 それが不明な場合は合理人基準により、 商慣習や当事者の立場
等の状況も考慮し解釈する、 という'°8。 また引き渡し条件は、 「DDU Terminal 
Ghent ( Incoterms 1990)」'°9 であった。 Incoterms 1990では、 それ白体に積み込
み、 および積み下ろし費用の負担は明記しておらず、 買主の処分に委ねられた
時 (at the disposal of the buyer) とあり、 また 「Incoterms Q & A」 のNo. 41 
では、 積み下ろし費用は買主、 と類推できる規定がある。 ただしDDU A4 に
よると、 買主のターミナルまでの全費用は売主負担、 とされている。 被中立人
が提出した地図によると、 ターミナルは埠頭から18 メートル陸側に位置し、 そ?が引き渡し場所となる。 
以上から DDU条件の下では、 船舶からの積み下ろし費用は、 売主負担であ
る、 と判断した。 またDDU条件について Incoterms 1990と Incoterms 2000で
は規定内容が異なっているため、 年版の明記や最新版 (the latest edition) 等
の明記があれば、 よ り 明確に解決が可能となる。 本件は近年の国際複合一貫輸




108 CISG art. 8.
109 ベルギー国のヘント(Ghent)。 
140 中村 嘉孝
⑩Case i2410 (December 2003, Geneva, Switzerland)
申立人 ( ドイツ、 買主) は、 被申立人 (タイ、 売主) とセメ ント製品の購入
契約を2000年に締結し、 準拠法はスイス国内法 (Swiss internal law) との明示
の合意があった' '°。 紛争が発生し、 CISGや Incoterms の適用が可能かについて
議論された。 スイスもCISG を批准しており' ' '、 Incotermsについては契約書の




て論理的に示したものであり 、 当事者の意思を最大限尊重しつつ、 関連する国
際商慣習等についても、 必要最小限の範囲で参照する こ と を示している。 
⑩Case i296 (July 2005, Dhaka, Bangladesh)
中立人 (バングラデシュ、 買主) は、 被中立人 (イ ン ド、 売主) から建設資
材 (construction material) を購入する契約を2000年に締結し、CIF Chittagong 
条件で' '2、 準拠法はバングラデシュ法と した。 中立人は、 商品到着時に問題が
あると して、 代金支払いの一部を拒否した。 一方、 被申立人は、 商品の状態に
ついて責任はなく 、 申立人に輸送途中の損害であるため保険会社に請求するよ
う助言した。 申立人は支払った代金の一部返還と、 被った損害の補償を求め、
仲裁に付託した。 被申立人は、 逆に商品代金の支払いと損害賠償を求めたc 
仲裁廷は取引内容の実情からすると、 複合一買輸送であることから、 正しく
は Incoterms 2000の CIF ではなく 、 CIP (Carriage and Insurance Paid to) であ
り 、 契約に合致した商品の引き渡しは、 前者では船舶の欄干上、 後者では売主
指定の運送人に管理を委ねたと きに移転する規定である。 後者の方が、 若干早
期に移転し、 実務的影響は大きなものではない' '3。 ただし契約書の一般取引条




本件の要点は、 当事者合意と してIncoterms 2000の CIF条件 (在来船のみ) 
の取引にもかかわらず、 仲裁廷が国際複合一買輸送の実態から、 コンテナ条件
110 Contract clause 18: The parties hereby agree that Swiss internal law shall be applicable to 
contract….
111 1990年 2 月21 日批准、 1991年 8 月 1 日発効 (UNCITRAL website) . 
http://www.uncitra1.org/uncitra1/en/uncitra1 texts/sale goods/1980CISG status.htm1 
112 バングラデシュ南西の町、 チッタゴンo 








































⑩Case i3492 (July 2006, Hague, Netherland)
申立人 (スイス、 売主) は、 鉄鉱石 (iron ore) を、 被申立人 (中国、 買主) 
に売却する契約を2004年に締結 し、 引き渡 しは 「CNF」 条件、 準拠法は
Incoterms 2000とCISG と した。 申立人は、 被申立人の商品の引き取りが遅れ
たため、 滞船料 (demurrage) の補償を求めて仲裁に付託した。 被中立人は、
申立人からの船積通知の遅延が原因であり、 滞船料は雇用した側 (売主) の負
担である、 と主張した。
契約書で 「CNF」 と明記されていたが、Incoterms 2000には存在ないため、
仲裁廷ではその解釈を「C&R (CFR) 」 の粗悪品(adulteration) 





























り、 特段珍しいほどでもない。 小林晃 「我国で使用
的研究』(同文舘、 1999年) 
115 Incoterms 2000, CFR B4
they have been delivered in 
port of shipment.





















The buyer must accept delivery of the goods when 
A4 and receive them from the carrier at the named 
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根拠が十分ではなく 、B/L に記載された 「Demurrage USD 22,000 per day」
支払いは被申立人が負担すべきである、 と判断された。 





























ことの認識が重要である。 当事者自身が不十分な理解 ・ 
改訂される規則である
認識のまま利用し、 紛
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コス トが膨大になるため、 各種規則やルールを利用することにより、 リスク管
理と コス ト削減を行っている。 Incotermsは法や条約ではなく 、ICC という民
間団体が作成した貿易取引における商慣習の集大成であり、 その改変には利用
者責任が伴う。 仲裁事例で見た通り、 現存する類似の条件・ 規則を類推適用さ
れる可能性が高いが、 そう した場合でも現行の内容を正確に理解し利用するた
めには、 その知識が不可欠である。
まずは現行の Incotermsについて、 改訂ごとにその内容を正確に理解し、 特
に当事者と しての義務、 リスク移転時期等を明確に認識することが、 最低限度
必要である。 さらに規定にない当事者独自の条件 ・ ルールを使用するというこ
とは、 応用的な行為に該当する。 どのような利益とリスクがあるのかをまず白






商学的観点からの、 実務的留意点と して次の項目が挙げられる。 





リガ改正貿易定義 (Revised American Foreign Trade Definitions, 
国際法協会制定の1932年 CIF に関するワルソーオツクスフオー

























































する' '9。 具体的には、 阪神大震災や東日本大震災の際、 日本からの輸出
貨物について、 コンテナ貨物が輸出港の船舶に積み込まれる前段階のコ
ンテナターミナルに置かれている場合、 複合運送条件 (FCAや CIP) 
であれば、 既に危険は買主に移転 しているが、 在来船条件 (FOB や
CIF) であれば、 まだ移転しておらず、 売主危険である。 CIF条件であ
れば売主付保のため、 貨物海上保険の倉庫間約款により、 原則と して全
輸送過程において保険がかかっているため、 保険でカバーできるが、
FOBや C&F (正しく はCFR) であれば、 貿易の売買契約とは別途、 国
内の輸出 FOB保険をかけていないと、 カバーされない (実際にはほと
んど付保していない)。 
そう したリスクを含んでいること を理解し、 具体的な対策をとること
である。 第一には、 誤用問題を解消すること。 ただしこれは正論ではあ
るが、 取引相手の同意も必要であり、 その対象が多数であれば、 現実的
ではない。 そこで第二の実用的な対策と して、 売主が付保する条件
(CIF) を利用することである。 その他Incotermsには存在しない条件で







れも大きな誤り で、 準拠法はあく まで主権国家の法を
いう。 国際民事訴訟においては、 法手続きは、 特定の法延で裁判管轄が認定さ
れ、 当該国の民事訴訟法の規定に従って進められ、 準拠法の選定は、 当該国の
国際私法の規定により決められ、 特定国の法が準拠法となる。 準拠法となる国
がCISG批准国であれば、 国際商取引に該当すれば原則、 優先してCISGが適




規則と してIncotermsがあり、 参照される。 仲裁ではこ う した手続きが柔軟に
119 小林晃 『ベーシック貿易取引 (第 6 版) 』200頁 (経済法令、2007年)。 































近年の貿易取引における実務的な環境変化は大き く 二つある。 一つは、コン
テナ革命'2'。 1960年代後半より、 国際物流の分野においてコンテナ船が就航し、








確実性の向上 (悪天候時でも安定的な荷役) 、 荷役・ 輸送中の労働災害





確実、 安価に行う ことが可能になった。 












上した。 既存の取引手続の効率化だけでなく 、 新規
トで、 瞬時に可能となり、 その記録も残る。 要する
電子ベースのデジタルによる効率化である。 
、 未来の貿易取引の実務について想像してみたい。 通関手続き等
の一部では部分的に行われているが (NACCS など) 、 売買の売主と買主だけ
でなく 、運送、保険、
121 マルク ・ レビンソン
銀行、税関など、









































































替する (alternative) ・ 補完する (complement) 制度と されていたが、 近年のグ
ローバル化の進展により、 紛争処理サービス業になりつつある、 という。 国際
商事仲裁の市場には、 仲裁人、 弁護士だけでなく 、 関連する業務である翻訳 ・ 






いう124 こ う0 
フ
すべての業務について、 効率的運営を組織的に遂行で
ランス ・ パリ市場だけで年間2 億ユーロを生み出して
した紛争処理をサービス業とする と、 顧客満足度の観点




















122 Singapore International Arbitration Centre (SIAC) のWebsiteによる。
http://www.siac.org.sg/
123 ローレント ・ ジャガー(Laurent Jaeger) 他著 「国際仲裁の迅速化と費用節約の方策」 (「最
新クロスボーダー紛争実務戦略シリーズ第9 回」) JCA ジャーナル 第60巻 3 号17頁 ( 日本商
事仲裁協会、2013年 3 月)。
124 同書17-18頁。 仲裁機関が競合する州や地域は、 仲裁法規の近代化、 税制優遇策等の整備提
供により、 競争している状況がみられる、 とい う。
125 The 2010 International Arbitration Survey, School of International Arbitration, Queen M ary
University of London http://www.arbitrationonline.org/research/2010/index.htm1 
; 2012 International Arbitration Survey: Current and Preferred Practices in the Arbitral Process 
http://annualreview2012.whitecase.com/Intemationa1_Arbitration_Survey_2012.pdf 両調査報告書と
もに、 国際仲裁における慣習 ・ 傾向を調査したものであり、 国際的法律事務所White & Case 
LLP (http://www.whitecase.com) より支援を受けて実施され、 詳細な報告書の内容については
上記サイ ト参日召 ハ、、0 
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実際の仲裁人経験者の意見を紹介した後、 より効果的な仲裁制度の取り組みの
具体例と して、 ICC の仲裁業務改善に関する報告書を紹介し、 改訂された2010 
UNCITRAL Rules of Arbitration の内容について商学的観点から考察する。 結
論は簡潔には次の通り である。 
国際商事仲裁はグローバル化の進展という現実において、 市場化 ・ サー ビス
業化が加速される現状にあり、 今後さ らにその傾向が強まるであろう。 ただし
純粋な市場化 ・ サービス業化は本質的に不可能であり、 あく まで根幹は各国の
司法制度に担保された制度であることは不変であろ う。 司法制度の根幹は、
「適正な手続き」 にあり、 そう した法手続き面には慎重に対応しつつ、 それ以
外の業務運営面においては、 市場の需要に対応 した ICT 技術の積極的導入を
含む国際商事仲裁サービスの質 ・ 量の向上と信頼性にある。 UNCITRAL 規則
の改訂から導かれる通り 、 従来の法手続きを中心に、 紛争処理をそれに当ては
める、 という発想ではなく 、 国際商事紛争の効率的処理を、 組織的に遂行可能
な制度構築という観点から、 仲裁裁定の確実な執行のための法的手続きを万全
にしつつ、 商学的な観点からの制度構築が市場化への対応となるであろ うc 
3.3.2. 2010年Queens Mary University of London調査報告書'26
2010年報告書は48頁、2012年報告書は56頁あるため、 概要と要点を中心に各
報告書に基づき以下、 紹介する。 両報告書とと もに、 非公開で当事者に限定さ
れる国際仲裁の現状や問題点を明らかにすることによ り、 広く情報を整理し、
具体的な改善項目を明確にして広く議論に資する、 という 目的意識に基づく も




広く利用されており、 その利点の一つが柔軟性にある。 この柔軟性とは、 仲裁
廷や当事者の意思判断の割合が多いことを意味し、 選択する要因、 準拠法、 仲
裁延、 仲裁機関、 仲裁人など多く の事項を選択判断する際、 企業の意思決定要
因は何であるのか、 について調査した。 例えば、 ①企業が仲裁を解決手段と し
て採択する主たる要因は何か、 ②仲裁に関する意思決定は、 企業内でどのよ う
に行われるのか、 ③そ う した意思決定に最も大きな影響力をもつのは誰か、0 
仲裁条項を協議する際に企業の法務担当者 (counsel) が最も考慮する要因に
126 この項目内容や数宇は同報告書に基づき、 以下個々の引用ページ等は省略する。 この2010
年調査報告書は、2008 Corporate Attitudes: Recognition and Enforcement of Foreign Awards;
2006 Corporate Attitudes and Practicesの 2 件の報告書を参考に実施 ・ 作成されたものである。 
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はどういったものがあるのか、 などを中心に行われた。 
調査方法は、 あらゆる地域 ・ 産業・ 企業規模を対象とするよう留意し、2010 
年 1 月から8 月にかけて、 2 段階で実施した。 第1 段階では、 2 月から8 月に
かけて78項目の質問票 (questionnaire) と面談依頼を郵便と電子メールで送り、
136人 ・ 企業から回答を得た。 回答者は、General Counsel 31%, Counsel 19%, 
Head of Legal Department 16%, Head of Dispute Resolution 10%, Deputy 
General 3 %, Other 21 % であった。 第2 段階では、 電話も しく は対人の面談
を67人に、 一人当たり12~ 90分かけて行い、 面談はLondon, Paris, Tokyo, New 
York, Sac Paulo, Dubai, Warsaw など世界各国で8 月を中心に行った。 結論を
まとめると、 次の7 項目になる。 
(2) 国際仲裁の選択 (choices about international arbitration) 
① 企業の68% に、 紛争解決に関する指針があり、 指針の有無に関わらず仲
裁条項の交渉には柔軟に対応する。 その際にこだわる項目は、 守秘義務
と言語、 次いで準拠法と仲裁廷であり、 これらの決定・ 合意については、
契約内容と当事者との関係 ・ 交渉力の影響が大きい。 
② 決定される順序は、 最初に紛争の準拠法、 仲裁廷、 仲裁機関のJ順で、 回
答者の68 % はこれら項目 の選択が、 後の仲裁手続きや仲裁裁定へ与える
影響が大きいと考えている。 
③ General Council は一般に、 一定の手続きが進行し、 広範の段階から関
与する場合であっても、 仲裁条項に関する意思決定については、 主導的
立場をと る。 
(3) 準拠法の決定 (choice of the governing the substance of the dispute)
① 両当事者の当該契約書に関する中立性(neutrality) ・ 公平性( impartiality) 、
当該契約の特性に見合った適切性 (appropriateness) 、 当事者の親密性
( familiarity) の 3 つの要因が考慮される。
② 準拠法の判断は、 その与える影響が大きいため、 ほとんどの回答者や面
談相手は、 相当の慎重さを要する重要な項目である、 と理解している。 
③ 回答者の40%はイギリス法 (English law) を使用し、次いで17%がニュー
ヨーク州法を使用している。 
④ 準拠法の与える影響度合いについて、 回答者の53 % はある一定の範囲に
とどまると考え、29% は広範囲に及び、 その影響力は大きいと考えてい
る。 
(4) 仲裁延の選択 (choice of the seat of arbitration) 
① 仲裁廷は、 当事者の合意、 または契約の準拠法という法的判断基盤によ
り、 ほぼ決定される。 
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② Londonが最も好まれ、 かつ広く利用されているc 
③
④
過去 5 年間において、 London, Paris, New York, Genevaの 4 都市が最
も多く 、 いずれも満足度が高い(excellent, very good)。
シンガポールがアジアの拠点と して台頭している。 
⑤ 好ま しく ない仲裁廷と理解 ・ 認識されているもの (the most negative 
perception) は、M oscow と中国本土 (mainland) が挙げられている。 
(5) 仲裁機関の選択 (choice of arbitration institution) 
① 企業は仲裁機関に中立性 (neutrality) と国際性 (internationalism) を求
め、 さ らに仲裁機関に確固たる名声 (strong reputation) と世界的に
広く認識されていること (widespread recognition) が求められているc 




ICC, LCIA, AAA, ICDRの 4 機関が過去 5 年間で回答者が多く利用し
ており、 いずれも評価が高い(good以上)
好ま し く ない と認識されてい る ものと して、 CRCICA'27 , DIAC'28 , 
CIETAC'29 があるc 
(6) 仲裁人の任命 (appointment of arbitrators)
① 広い心(open-mindedness)、 公平性 ( fairness)、 仲裁の経験 (prior exper 
ience)、 仲裁裁定の精度 (quality of awards)、 利便性 (availability)、 準
拠法に関する知識、 評判が重視される。 
② 回答者の50% が、 仲裁人の行為に失望している。 
③ 企業は仲裁人の利便性 (availability) 、 能力 (skills) 、 経験に関する情報
の透明性を求め、 また仲裁人の選任について、 当事者自治をより強く広
く 求めている。 
④ 回答者の75%は紛争終結時に、 仲裁人を評価する制度を求めている。 そ
のうち76% は仲裁機関への報告を希望しており、30% は公的に閲覧でき
るような評価 (publicly available reviews) の提供を希望している。
(7) 守秘義務 (confidentiality)




127 The Cairo Regional Centre for International Commercial Arbitration, http://www.crcica.org.eg/ 
128 Dubai International Arbitration Center, http://www.diac.ae/idias/ 
129 The China International Economic and Trade Arbitration Commission 












日と遅延 (time and delay) 
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進行を遅延させる仲裁手続きの主たるものは、 書類の開示 (disclosure 




短縮するよ う努めるが(parties contribute most to the 
length of proceedings) 、 本来は迅速に進行できるよう仲裁延や仲裁機関
が管理すべきである、 と考えている。 
2012年Queens Mary University of London調査報告書'3C 
問題意識と調査方法
こでは過去数十年にわた り 、文化や手続きが異なる国や地域間での仲裁が
する中、 仲裁手続きや慣習の異文化間発酵 (cross-fertilization) がなされ
いるか否か、 も しなされているのであればどの程度か、 またどういった項目
融合 ・ 発展さあれつつあるのか、 という問題意識を持ち実施された。 対象企
は企業の実務家、 企業内弁護士 (in-house counsel) 、 仲裁人を中心に具体的




(2) 仲裁人の選定 (selection of arbitrators)































130 詳細な引用ページは2010年報告書と 同様に省田各する。 当該調査に多く の回答を得る こ とが
できた理由と して、 筆者は三つの要因ではないかと推測する。 第一に、 オンライ ン調査によ
り回答者の手間がかからないこと。 第二に、 イ ギリスで権威があるWhite & Case社という法
律事務所が関与していること。 第三に、 仲裁事例の増加により仲裁経験者が増え、 関係した
イ中裁経験者の不満や思いが蓄積してきた段階にあり、 それを表明したい時期と重なったため。































の仲裁人 (sole arbitrator) 
(chair) 
交換すること を認めるべきだ、
(organizing arbitral proceedings) 
る IBA規則 (the IBA Rules 

























Fast-track 仲裁が、 費用抑制の手段と してよく引き合いに出されるが、
実際にはほとんど利用されておらず一般的ではない (not commonly use 
d)。 回答者の95%は、 全く 経験がない(54% ) 、 もしく は5 件以内の経
験がある (41 % ) という程度。 ただい回答者の65%が将来の契約におい
て、fast-track 条項を利用 したい ( 5 % ) 、
利用したい (60% ) と考えている。
暫定判断と裁判所の支援 (interim measures 
も しく は契約内容によっては
and court assistance) 
法解釈の重要な題材になっているにもかかわらず、 仲裁廷に暫定判断
(interim measures) を要求することは一般的ではなく 、 回答者の77%は
全仲裁の 4 分の 1 か、 それ以下の割合で経験した程度である。 
仲裁の支援を目的と した暫定措置の要望は、 さらに少ない。 
裁判所に
暫定判断を仲裁廷に要求した35 % のみが認められた。 その認められたう
ちの62 % は自主的に応じており 、 裁判所による強制は10%程度であった。 
一定の状況における当事者一方に、 暫定処置をする権限を仲裁廷に与え
るべきか否か、の合意形成はなされていない。 回答者の51%は、仲裁人
131 「IBA 国際仲裁証拠調べ規則」 といい、International Bar Association (IBA: 国際法曹協会、
http://www.ibanet.org/) が2010年 5 月29 日に承認した全9 か条からなる規則。 英語原文や日本
語訳も次のサイ トから入手可能、
http://www.ibanet.org/Publications/publications IBA guides and free materials.aspx 
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はそう した権限を持つべきであり、 一方43 % は与えるべきではない、 6 
%は明確ではなかった。 
(5) 証拠書類の提出 (document production)
① 証拠書類の提出要請は、 国際仲裁では一般的であり、 回答者の62%は仲
裁の半数以上でそ う した要求の経験がある。 
② 国際仲裁のほとんど (75~ 100% ) で、 書類提出に関与した経験がある、
とい う英米法コモンローの法律家は74% 、 大陸法の法律家は21 % であっ
た。 これは本調査において、 コモンローの世界では、 書類提出の要求が
よ り 多い、 とする一般的見解を確認する結果となったc 
③ 書類提出に対するコモンローと大陸法との相違が大きいにもかかわらず、
IBA Rules'32 が国際仲裁における書類提出の基準とす、べきである、 と考
えている。 
④ 提出書類が仲裁裁定にどの程度の影響を与えているか、 という点につい
て、 仲裁人の多く (significant percentage) が決定的に重要 (crucial) と
考えており 、 回答者の59 % が開示請求による書類が仲裁への影響がある、
と考えている。 
(6) 事実証人と専門家証人 ( fact and expert witnesses) 
① 仲裁の87% で事実供述書 ( fact statement) の交換で、 その証拠が提出さ
れており、 内訳は、 直接尋問(direct examination) が48%、 間接的な聴
取 (hearing) が39% となっている。 回答者の59% は事実供述書 ( fact 
witness statements) を聴取時の直接尋問の代替とすることに効果的であ
る、 と考えている。 
② 反対尋問(cross-examination) は、 事実検証 (testing fact) で90%、 専門
家証人の証拠で86% が、 とても効果的な方法であると考えている。 
③ 聴取時、 証人を偽の (mock) 反対尋問することは一部の法文化では非
倫理的と されるが、 本調査によると、 国際仲裁では一般に行われ容認さ
れている。 回答者の55 % が、 国際仲裁で偽の反対尋問を行った経験があ
り、 そのう ち62% が、 コモンローと大陸法と も同程度に適切である、 と
している。 
④ 仲裁における専門家証人は、 当事者の要望が90% 、 仲裁廷の要望が10% 
とある。 しかしながら回答者の傾向は、 当事者の要望がよ り効果的と考
える割合は43 % 、 仲裁廷の指定による場合は31 % が効果的であった、 と
された。 
132 The IBA Rules, art. 3 Documents. 
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(7) 弁論手続と聴取 (pleadings and hearings)












ことが82% でなされており、 こう した情報交換を好む傾向が79% と高いc 
仲裁延以外の場で、 実体上の事項 ・ 本案 (merit) の聴取実施は15% と
わずかであることが判明した。
最終の本案聴取の一般的期間は、 3 ~ 5 日 (53%)、 6 ~ 10日 (23% )、
1 ~ 2 日 (19%)、10日以上 ( 5 %) であった。
大陸法の弁護士は伝統的に、 聴取期間について、 コモンロー弁護士より
も短く する傾向がある といわれている。 今回の調査ではそれが正しいこ
と が確認された。 1~ 2 日は、 大陸法弁護士で31 % 、 コモンロー弁護士
で 9 % と明確な相違がみられた。









award and costs) 
の期間について、 仲裁人一人の








3 ~ 6 か月以内が41 % であった。
仲裁へ共通する批判は、 仲裁廷は不必要に手続き を分ける (split the 
baby) ことがあげられ、17%で分けられている。
仲裁費用の割り当てにつき、 その結果により割り当てられる場合が80%、
半部ずつが20% と される。 ただ仲裁費用の平等な割り当てを支持するの
は 5 %程度で、 現在の方式よりも、
てを求める傾向がみられる。 
より結果に基づく 費用負担の割り当
回答者の96 % が、 仲裁手続き 中の当事者やその弁護士の不適切な行為に
















に複数の仲裁機関と各規則があるが、 その代表的なIc c の仲裁業務
改善に関する報告書を紹介し、今回の調査研究の結果を踏まえたうえで、比較



























部会 (Task Force on Reducing Time 
時間と費用の
and Costs in 
させ、 効率的な国際仲裁を具体的に調査した報告書 “Ic c 
Controll ing Time and Cost in Arbitration 
ed. 2012) ” を公表した。 その要旨は次の通りである'35。 
(1st ed. 2008, 2d 
費用面について、 ICC仲裁委員会の調査によると、2003年と2004年に仲裁裁
定がなされたIc c 事例では、 仲裁当事者が負担した費用の平均は、 仲裁手続
きの進行にかかった経費が82 % 、 仲裁人費用が16 % 、
いう。 仲裁人の費用は比較的小さ く 、
め、 予想しやすい。 ただしLCIA (ロ
ICC仲裁では、
ICCの管理費用が 2 % と
紛争金額と正比例するた
ンドン仲裁裁判所) '36 のように時間単位
による場合は、 要注意である。 管理費も小さ く 、 改善の余地が必要と されるの




133 UNCITRAL Rule of Arbitration の経緯については、 次の文献参照。 
Harmonlzat1on and Delocalization of Internationa1 Commerclal Arbitration, 
Arbitration 427-444 (October 201 1). 実際にUNCITRAL Model Lawは、
Renata Brazil-David. 
28 J. of International 
世界各国の国内法と
して、 わが国をはじめ多く の国で採択されている。 内容や詳細については次を参照。 
http://www.uncitra1.org/uncitra1/en/uncitra1 texts/arbitration/1985M ode1 arbitration.htm1 
134 International Arbitration: Corporate Attitudes and Practices 2008, at 2 Queen M ary University 
of London School of International Arbitration and Price Waterhouse Coopers, 
http:www.pwc.com/eng/publications/internationa1 arbitration 2008.html 
なお、2013年の調査研究もある。 
http://www.pwc.com/gx/en/services/advisory/consulting/ forensics/intemationa1-arbitration-survey.htm1 
135 ICC Techniques for Controlling Time and Costs in Arbitration, CMS Guide to Arbitration, V 
01. 11, Appendix 4.3, at 537-563; 2012 International Arbitration Survey: Current and Preferred
Practices in the Arbitral Process, 
http://annualreview2012.whitecase.com/internationa1 arbitration survery\2012.pdf 




UNCITRAL Arbitration Rules 2010137 
UNCITRAL は、 ad hoc仲裁や機関仲裁だけでなく 、






of rules of 
各国家の包括的な仲裁
arbitration) を作成し、










10年 2 月には完成し、2010年 UNCITRAL仲裁規則と して




示制度 (discovery) が仲裁手続きに導入されると、 遅延とコスト高になるため、
改善が必要であった'43。 その点についてIBA の国際商事仲裁における証拠採取
の規則 (Rules on 
Arbitration, 1999, 201 
the Taking of Evidence in International Commercial 
0) で情報開示はアメ リカ型ではなく 、 一般的な情報開示
制度 (general discovery procedure) と された'44。 電子情報の開示は、ICCでは
特別部会を立ち上げ、IBA も2010年改訂版を作成した。 
あり、 以下論ずる'45。
(1) 適正手続き (due process)
① UNCITRAL 1976 Sec.3 (arbitral proceedings) 
改訂のポイ ントは七つ
General ' 'provisions Art , 
15 (1) Subject to these Rules, the arbitral tribunal may conduct the arbitra- 
137 UNCITRAL arbitration, 
http://www.uncitra1 .org/uncitra1/en/uncitra1 texts/arbitration/2010Arbitration rules.htm] 
138 Gerold Herrmann, Comment・ uVC「「RAL 's Basic Contr ibutzon 




den Berg ed., ICCA Congress Series 
Commercial Arbitration 
Sanders, Has the Moment Come to Revise 
to the Internatzonal Arbitration 
No 8, at 50 (1998). 
151 (2010).
the Arb加・at1on Rules of the UNC「「R_AL 20 
Arbitration International 243 (2004).
141 詳細は次の文献参照。 David D. Caron & Lee M. Caplan, The UNC「「R_AL 
a commentary with an Integrated and comparative dlscuss1on of the 2010 and 
arbitration rules・ 
1976 UNCIT 1 
arbitration rules, (Oxford commentaries on international law, Oxford Univ. Press, 2d ed. 2013). 
142 Report of the Working Group on Arbitration and Conciliation on the Work of Its Forty-fi fth
Session, Vienna, Sep.11-15, 2006, U.N. Doc. A/CN 9/ 614, para 16.
143 Louise B. Kimmelman, Document Productzon in the United States and Document Product1on
in International _Arbitration, 17 ICC ICAB, 2006 Special Supplement, at 43.
144 Hilmar Raeschke-Kessler, Art 3 IBA Rules of Evidence: A Commentary on the Production of
Documents in International Arbitration, 12'h IBA Arbitration Day, Dubai, 6 (Feb. 16, 2009), 
http://www.raeschke-kessler.de/down1oads/ibadubai5fuerwebsite/pdf;/
145 Daria Koz1owska, The Revtsed UNCITRAL Arb加・ation Rules Seen
Electrome Disclosure, 28 J. of International Arbitration 51-65 (2011). 
through the Pr ism of 
②tion in such manner 
treated with equality 
as it considers 
and that 
is given a full opportunity of 
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appropriate, provided that parties 
at any stage of the proceedings 




UNCITRAL 2010 Sec.3 (arbitral proceedings) , General provisions Art.17 
(1) Subject to these Rules, the arbitral tribunal may conduct the arbitration 
・m such manner as it considers appropriate, provided that the parties are 
treated with equali ty and that at an appropriate 
each party is given a reasonable opportunity of 
stage of the proceedings 
presenting its case.146 
l二記から、1976年規則では、 当事者は主張を完全に行う権利が与えられ、








一つであるdue processに反しない範囲で、 効率的な手続きを模索し、 仲裁廷
に裁量を与える合理性基準 (reasonable test) が取り入れられた。 これはIBA 
規則第 9 条 2 項'47 を参考に、 費用対効果面 (procedural economy weigh against 
production) の観点から採択され、LCIA も同様である。 





1976 art. 15 (2) I f either party so requests 
the proceedings, 
tion of evidence 
mont 
the arbitral tribunal shall hold hearings 
by witnesses, including 
UNCITRAL 2010 art, 17 (3) I f ate an 
expert witnesses, 
appropriate 
at any stage of 
for the presenta- 
or for oral argu- 
stage of the proceed- 
146 UNCITRAL1976, 2010ともに下線は筆者による。
147 IBA art 9.2 The Arbitral Tribunal shall, at the request of a Party or on its own motion exclude 
from evidence or production any Document, statement oral testimony or inspection for any of the 
following reasons:
(a) Lack of sufficient relevance to the case or materiality to its outcome;
(b) Legal impediment or privilege under the legal or ethical rules determined by the Arbitral
Tribunal to be applicable;
(c) Unreasonable burden to produce the requested evidence;
(d) Loss or destruction of the Document that has been shown with reasonable likelihood to have 
occurred;
(e) Grounds of commercial or technical confidentiality that the Arbitral Tribunal determ ines to be 
compelling;
(f) Grounds of special political or institutional sensitivity (including evidence that has been classi-
f ied as secret by a government or a public international institution) that the Arbitral Tribunal 
determines to be compelling; or
(g) Consideration of procedural economy, proportionality, fairness or equality of the Parties that the 
Arbitral Tribunal determ ines to be compelling. 
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ings any party so requests, the arbitral tribunal shall hold hearings 




















UNCITRAL 2010 art. 17. 1. The arbitral tribunal, 
と制限されている。 
・m ・ ・exerclsmg its 
??
direction, 
shall conduct the proceedings so as to avoid unnecessary delay and expense and 
to provide a fair and ef ficient process for resolving the parties' dispute. 
、ー  
時間
の文言の新設によ り 、 従来の公平性と効率化を維持しつつ、 仲裁廷はよ
と コス ト意識を高めるよう明文化された。 この規定は、 個々の手続きや
??
容を限定せず、 迅速かつ効率的な進行という、 費用対効果の観点から、 仲裁廷
に適切性の判断権限を与える根拠となる。 LCIA では迅速 ・ 効率的な進行が
「義務」 と され'48、 国際仲裁の手続きも迅速性が求められている。 純粋な商業
では法や規則での明示的根拠は不要で、 静かに市場メ カニズムによ り、 自然と
排除されるだけのことであるが、 国際仲裁はあく まで司法制度の一部であるた
め、 根拠となる仲裁規則の文言には細心の注意が必要と される。 国際仲裁の継
続的な改善努力は、 当事者の公平性と平等な扱いを確保しつつ、 適切な時間と
費用管理をしながら、 当事者の満足度を高めることにある、 という'49。 
(4) 仲裁廷に期日修正の権限を付与
UNCITRAL 2010 art.17(2) The arbitral tribunal may, at any time, after invit- 
ing the parties to express their view, extend or abridge any period of time pre- 
scribed under these Rules or agreed by the parties. 
ここにおいて仲裁廷の期日修正の権限を根拠と して明確化された。 Working 




148 LCIA arbitration rules, art.12.1 ii: …he arbitral tribunal has a duty to adopt procedures suitable 
to the circumstances or the arbitration, avoiding unnecessary delay or expense, so as to provide 
a fair and efficient means…
149 David J. Howell, Introduction, Electromc Disc1osure In fnternatzona1 Arbitratton・ A Changing 
Paradigm, in David J. Howell ed., Electronic Disclosure in International Arbitration 2 (2008).
150 UNCITRAL Working Group II , forty-seventh session, Vienna Sep.10-14, 2007, Settlement of
Commercial Disputes: Revision of the UNCITRAL Arbitration Rules; Note by Secretariat, U. N. 
Doc. A/CN 9/WG. Ii /WP.147/Add.1 , para 6. 
(5 ) 早期協力と暫定スケジュールの策定義務
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UNCITRAL 2010 art.17 (2) as soon as practicable after its constitution and 
after inviting the parties to express their view, the arbitral tribunal shall establ ish 
the provisional timetable of the arbitration.
この条文により、 仲裁廷が当事者と手続に関する協議を早期に行うよう促さ
れる根拠となる。 早期協議の必要性は、 現実の訴訟事例の教訓からきている'5'。 
またアメ リカやイギリスの民事手続法の規定でも、 当事者に早期の証拠提出を
促している'52。 この規定の趣旨は、 手続きを進め、 相手の出方をうかがいつつ
最終的に訴訟で勝つ、 という司法的発想ではなく 、 当事者間の早期の意思疎通




① UNCITRAL 1976 art.18 (statement of claim) 
1. Unless the statement of claim was contained in the notice of arbitration. 
within a period of time to be determined by the arbitral tribunal, the 
claimant shall communicate his statement of claim in writing to the re- 
spondent and to each of the arbitrators. A copy of the contract, and of 
the arbitration agreement i f not contained in the contract, shall be annexed 
thereto. 
2. The statement of claim shall include the following particulars:
(a) The names and addressed of the parties;
(b) A statement of the facts supporting the claim;
(c) The points at issue;
(d) The relief or remedy sought. 
The claimant may annex to his statement of claim all documents he deems 
relevant or may add a reference 
submit 
to be documents or other evidence he will 
151 Richard Hill, The N,e、,1レ, Realtty of Electronto Document Production in International _Arbitratzon '
A Catalyst for Convergence? 25 Arbitration International 94 (2009). 
152 U. S. Federal Rules of Civil Procedure, Rule 26 (f); English Civil Procedure Rules,
Direction to Rule 31, 2A. 
Practice 
153 Job M. Barkett, Production of Electronically Stored Information ln Arb加・afton・ Suf「lciency of


















(statement of claim) 
The claimant shall communicate its statement of 
of time to be determined by the arbitral 
to treat i ts notice of arbitration referred 
tribunal. 
claim in writin a cried9 P
The claimant may elect 
to in Article 3, as a statement of 
claim, provided that the notice of arbitration also 



































statement of claim shal l include the following 
The names and contact detai ls of the parties; 
A statement of the facts supporting the claim; 
The points at issue;
The relief or remedy sought; 
complies with 
particulars: 
The legal rounds or ar guments su-or)orting the claim 
the re- 
A copy of any contract or other legal instrument out of or in relation to 
which the dispute arises and of the arbitration agreement shall be annexed 
to the statement of claim.
The statement of claim snoula, as Iar as possiole, be accompanied by all 
documents and other evidence reliea upo]n by the claimant or contain ref- 
















こ う した傾向はアメ リカの訴訟における情報開示制度
の、 当事者は同等の情報知識を共有するためのもの、
る。 ただしこれは証拠漁り ( fishing expedition) の危険





関係の薄い幅広い関連証拠の提出に歯止めがかかる よ う整備され 
仮決定に関する仲裁廷の裁量強化
UNCITRAL 1976 art. 26. 
154 下線は筆者による。
155 UNCITRAL Working Group II , 46'h session, New York, February 5-9, 2007, Settlement of
Commercial Disputes: Revision of the UNCITRAL Arbitration Rules, Note by Secretariat, U. N.
Doc. A/CN 9/WG. II /WP.145/ADD.1, at 6.
156 Michael E. Schneider, A Civil Law Perspective・ “Fergot E-Discovery '', in David J. Howell ed.,













At the request of either party, the 
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arbitral tribunal may take 
measures it deems necessary in respect of the subject-matter of 
including measures for 
matter in dispute, such 
sale or 
the conservation of the goods 
Such interim 
award. The 
costs of such 





















addressed by any party to 
itv shall not be deemed incompatible with the agreement 






a judicial author- 
to arbitrate, or as 
tribunal may, at the request of a party, grant interim measures. 
An interim measure is any temporary measure by which, at any time prior 
to the issuance of the award by which the dispute is finally decided, the 
arbitral tribunal orders a party, for example and without limitation, to:…
(d) reserve evidence that ma 
of the dispute.
The party requesting an interim 
shall satisfy the arbitral tribunal 
be relevant and material to the resolution 
measure 
that: 
(a) Harm not adequately reparable by 
result i f the measure is not ordered, and 
the harm that is l ikely to 
directed i f the measure is 
(b) There is a reasonable 
under paragraphs 2 








such harm substantially outweighs 
result to the party against whom the measure is 
granted; and 
possibili ty that the requesting party will succeed 
on the merits of the claim. The determ ination on this possibility shall not 
affect the discretion of the arbitral tribunal in making any subsequent de- 
termination. 
With regard to a request for an interim 
the requirements in paragraph 
the arbitral tribunal considers 
この内容は、 UNCITRAL Model 
measure 





paragraph 2 (d) , 
only Io me extent 
Law の条文からきており'58、最も大きな変
157 下線は筆者による。
158 UNCITRAL Model Law, ChapterIV. A. 
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更点は、 紛争解決に重大な証拠に限定した保全に関して明文化したこ と にある。 
その要件も、 UNCITRAL 2010 に具体的に記され'59 、 仲裁延が適切と判断した
場合に限られ、 文書や証拠の破棄が想定される場合、 回避する よ う促す内容に
なっている。 
3.3.6. UNCITTAL 2010改訂の要点
通信技術の発達によ る電子手段の取引増大、 と い う 現状に対応するため、




規則では、 仲裁延の裁量を大きく し、 その根拠を明文化したため、 手続き保障
の面でも配慮されているc 
第二に、 手続き計画 (procedural timetable) 策定のため、 当事者の早期協議
の促進が挙げられる。 計画表に基づく ため透明性が高まり、 不平不満も少なく、
計画策定のために早期に争点整理する機会にもなり、 迅速化に結び付きやすい。 
第三に、 申立内容に法的根拠の明示が、 条文によ り 明確に要求されている こ





る影響が大きい証拠書類等の保全が行われやすく な り 、 証拠書類等の破棄から
く る問題の発生を抑制する構造になっている。 




する実行力を保持する こ とが重要である。 
3.3.7. 第 3 節の小括
グローバル商取引の増大によ り 国取引契約が増加し、 複雑な商取引紛争が増
159 UNCITRAL 2010 art 26 (3)
160 Daria Koz1owska, supra note 145, at 64. 
161 Id at 64-65. 
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え、 国際仲裁の必要性が高まり、 その手続きと実体の両面で改善を促進させる
必要があ り 、 その本質は 「脱国内化 (denationalization) 」 と 「集約化
(convergence) 」 にある、 という'62。 国際紛争の増加が、 訴訟ではなく 、 仲裁で
あることは、 前者は本来、 国内の制度であり、 それゆえ裁判官が国際的な事案
や国際商取引の領域に精通していないことがある。 また現実に異なる文化地域
からの企業が增えていること もある'63。 国際仲裁の訴訟に対する利点と して、
迅速性、 秘匿性、 中立性、 専門性、 柔軟性、 執行性が挙げられるが、 現実への




行を担保する国際条約、 の二点を前提と して機能する。 前者については各国内
法の司法手続き、 後者については1958年ニューヨーク条約がある'64。 国際商事
仲裁が国際民事訴訟より人気が高い原因の根本は、 このニューヨーク条約にあ
ると考える。 この二点に関する重要なことは、 正当な手続き(due process) で
あり、 具体的には弁明の機会提供(rights of defense) と平等原則 (equality) 
である。 仲裁裁定の再審理は実質的に、 仲裁合意範囲の逸脱、 適正手続き違反、
公共政策の違反、の三点であり 、 その裁量も限定的になりつつある'65。 
今回取り上げたQueens Mary University of Londonの実証調査や ICCの報告
書から、 国際仲裁の骨子は、 「手続きの迅速性と効率化の具体的方策」 であり、
その取り組みについては、 上記三点、 特に正当手続原則の担保が前提とされる。 









162 Bernard Hanotiau, International Arbitratton In a G1obal Economy・ The Challenges of the
Future, 28 J. of International Arbitration 89-103 (2011).
163 fd at 90. 仲裁のグローバル化については、 次の文献参照。 Katherine Lynch, The Forces of
Economic G1obalizatton・ Challenges to the Reg1me of International Commercial _Arbitrat1on 
(2003); Reza Banakar, Reflexive Legitimacy in International _Arbitration, in Volkmar Gessner & 
All Com Budak eds., Emerging Legal Certainty: Empirical Studies on the Globalization of Law.
at 325 (1998).
164 Convention on the Recognition and Enforcement of Foreign Arbitral Awards (New York, 1958).
我国では 「外国仲裁判断の承認及び執行に関する条約」 ( 昭和36年条約第10号) と して成立し
ており、 2015年 9 月 1 日現在で、 156か国 ・ 地域が加盟。 条文内容等の詳細はUNCITRAL 
website参照。 
http://www.uncitra1.org/uncitra1/en/uncitra1_texts/arbitration/NYConvention.htm1 







さらに妥協も必要と される。 一方、 国際仲裁をサービス業と してと らえると、
適正手続きを前提に、 改善内容を主体的に見出し実行していく ため、 自由市場
主義的な incentive が組み込まれている。 また仲裁は非公開であるため、 競合
他社等の当事者以外は、 問題の詳細、 争点、 請求金額等について知ることがで
きず、 そもそも紛争の事実さえ外部にはわからない。 ただし仲裁にも否定的な
面もある。 例えば、 公開が難しいため、 仲裁事例や経験が継承されにく く 、 問
題点や争点の体系化が困難であること、 以前の仲裁例については部分的にしか
情報が入らないため、 当該仲裁裁定がどの程度合理的で客観性があるのか、 相
対的に確認し難いこ とがある。 また国際仲裁の良い面も悪い面も継承する こ と
が難しいため、 向に改善されにく く 、 悪循環になりやすい傾向がある。 
グローバル化とは、 地球規模の競争社会を意味し、 国際商取引契約の量的増
加により、 国際仲裁が紛争処理サービス業'66 と して台頭しつつある。 変化や
進展が激しい国際仲裁では、 需要に適切に対応できる制度 ・機関のみが存続で
きる。 商取引の根本である 「需要を早期に発見し、 効率的に高質なサービスを









166 紛争 「解決」 ではなく 、 紛争 「処理」 とするのは、 前者は当該問題に関する背景も含めて
深く掘り下げて理論化して解決を目指す、 という法学的発想で質重視の姿勢である。 後者は、






















より、 商事仲裁(commercial arbitration) 
と して、 訴訟以上の世界的執行力に担保
き的柔軟性をもって迅速かつ効率的に処理が可能であるこ とにある
る。 つまり総合的に商学的観点からの 「費用対効果」 が高水準で達
成されていることにある'68。 本節では、 常設仲裁機関


































167 中村秀雄 『国際取引契約一英国法に基づく分析一』446頁 (有斐閣、2004年 ; 北川俊光 ・ 柏
木昇 『国際取引法 (第 2版 )』398頁 (有斐閣、2005年 ) ; 山田錬一 ・ 佐野寛 『国際取引法
(第3 版)』276頁 (有斐閣、2006年)。 
168 国際民事訴訟における手続き的コス トに関する、 現実的観点から検討している文献と して、
小林秀之 『国際取引紛争 (第 3 版)』 第2 編 5 章 (弘文堂、2003年) 参照。
169 仲裁機関の規模、 歴史、 処理件数等から、 国際的に見て代表的な常設仲裁機関であるとい
う (大隈一武 『国際商事仲裁の理論と実践』28頁 (中央経済社)、1995年)。 ICCは1919年に
設立され、 貿易 ・ サービスの規則策定等を行い、 仲裁裁判所もその一環と され、 国連の経済
分野に関するA級諮問機関でもある。 仲裁規則は1922年に策定され、27, 31, 33, 39, 47, 55,
75, 88, 98年の各改訂を経て、 最新のものは2012年版。 ICA は常設仲裁機関と して原則、 毎月
会合を開き、 仲裁事件が付言毛された場合は担当する仲裁人からなる仲裁延を構成する。 実際
の進行は仲裁廷が行うが、ICA 事務局は仲裁付託段階の手続き、 仲裁判断の形式的修正等に
関与し、 仲裁規則適用の適正化の確保に努める (以上、 同書)。 常設仲裁機関の制度比較につ
いては、Bridget Wheeler ed. Internatzona1 Arbitrat1on Rules a comparative guide (LLP Prof.
Pub. 2000) 参照。 ただしこれには世界的に有名なUNCITRAL 仲裁規則が含まれていないた
め、 これを含めた比較と して、 中村達也 『国際商事仲裁入門』216-221頁 (中央経済社、2001
年) 参照。 また国際的な仲裁規則と してとく に有名なUNCITRAL モデル法の経系韋については、
次の文献に詳しい。 Howard M. Holtzmann & Joseph E. Neuhaus, _A Guide to the UNCITRAL
Model Law on Internationa1 Commercial Arbitration・ Legislative History and Commentary, Intro 
at 1-17 (Kluwer L. & Tax. Pub. 1989) . 
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明確に強固になることにより、 商取引の効率的な発展に寄与すると考えるc 
3.4 .2 . l CA における国際商事仲裁の傾向'7° 
(1) 当事者
新規中立の件数 (cases) は521件 (117か国、1422当事者) であり、 以下当
事者の地域別にみていきたい。 アフリ カは68件 (4.78% ) であり、 突出して
Ghanaがあり、 過去5 年間で最も多い。 アメ リカ大陸では357件 (25.11% ) で、
うち北アメ リカ大陸187件 (内52% )、 南アメ リカ大陸170件 (内48% ) とほぼ
均衡している。 アメ リ カは当事者の国と しては最も多く、l79件 (12.59% ) を
しめている。 またブラジルとメ キシコの当事者が2004年と比較して、 それぞれ
17% 、35% と増加している。 アジアにおいては、 中央 ・ 西アジアの割合がアジ
ア全体の3 分の 1 を占め、2003年度の 5 分の 1 から増加している。 当事者数で
は81 (5.7% ) であり、 東南アジアは169 (11.9% ) を占め、 最も多いのがイ ン
ド42、 次いで中国34、 日本27、 シンガポール14、 韓国13と続く。 欧州では北' 
西欧州の当事者数は598 (42.0%)、 中・ 東欧州は122 (8.6% ) となり、 フラン
スと ドイ ツの利用が伝統的に多い。 豪州では27 (1.9% ) でニュージーラン ド
が19と最も多い。 
当事者の数については、 新規申立の事例のうち、 3 分の 2 は当事者二者で、
残り3 分の 1 が、 3 以上の当事者が関与する割合の詳細は、 3 ~ 5 当事者が内
80%を占め、 6 ~ 10当事者も内18%、11以上の当事者も2 %ある。 また当事者
と して国家・ 準国家団体 (parastatal entities) の割合は、521件中68件 (13.1 % ) 
であり、 と く に中央 ・ 西アジアの増加がみられる。 また地域別では、 サハラ以
南のアフリカ諸国および中央 ・ 東欧州に增加傾向がある。 
(2) 仲裁廷
Ic c 仲裁規則では、 仲裁人の選定手続きは、 当事者による指名ないし仲裁裁
判所の指名により行われる'7'。 全948仲裁人のうち、 単独仲裁人 (sole) が171 
人、 複数仲裁人 ( 3 人) が251事例777人 (chairman 251 co-arbitrator 526) と1 
なっている。 また単独のう ち28人 (16.4% ) は当事者の指名により、138人
(80.7% ) は Ic c 国内委員会 (national committee) の提案により、 5 人は ICA 
の直接決定による。 また補佐仲裁人526人のうち497人 (94.5% ) は当事者の指
170 こ れ らの根拠 と な るデー タ は “2005 Statistical Report' ' 17 ICC International Court of
Arbitration Bulletin (ICC ICAB) 5-15 (2006). に基づき、 筆者が再構成した。 細かな引用等は
省田各する。
171 Ic c Rule of Arbitration (2012) art 7 (4) (general provisions) & art 9 (appointment and Con-
f irmation of the arbitration). 
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名により、19人 (3.6% ) は ICC国内委員会の提案により、10人は ICA の直接
決定によるc 
第三仲裁人 ( 3 人仲裁人の議長) 251人のうち、20人 ( 8 %) は当事者の指
名により、115人は二人の補佐仲裁人により、104人 (41.4%) は ICC国内委員
会の提案により、12人は ICA の直接決定により決定された。 また当事者の指
名 した24の仲裁人が、 裁判所による承認を得ることができなかった。 
仲裁人の国籍について、2005年に指名 された仲裁人は68 か国、 上位10か国は
スペイ ン ( 6 位 ) を除きすべて北米・ 西欧が占めている。 ちなみに我が国は3 
人 (全948人の0.32%) 、68か国中37位 (同順位 9 か国) であり、上位10か国で
644人68.0% を占めている。 残り32% を58か国 (平均0.55%) で分けている状況
である。 
また仲裁人の任命に対する異議中 し立て (challenges) が微增で21 件40人
(第三14、 補佐21、 単独5 ) であり、 内16人で申立人 (claimant) が第三に対し
て 4 人、 補佐に9 人、 単独に4 人であった。 内24人で被中立人 (respondents) 
から第三に対して10人、 補佐に対して12人、 単独に対して2 人であった。 
異議中し立てについては、ICC仲裁規則第11 条により、 公平性を欠く 等の理
由による場合は認められており、 ICA はその申し立てを取り上げるが、 実際に
認められたのは40人のうち2 人であり、 これは例年の平均である。 また19人の
仲裁人の辞任を認めており、 6 人の仲裁人の交代 ( うち4 人は ICA主導、 2 
人は本人の希望) が行われた。 
事例の87.4% で、 当事者が仲裁条項またはその後の同意によ り 仲裁地を決定
した。 残りの12.6% では当事者が不明確や合意に至らない事例で、 ICA が決定
した。 仲裁地と しては50か国85都市にわたり、 欧州主要都市を中心に、 各地域
の主要都市が選定されている'72。 選定理由は、 仲裁人の住所地が主と され、 次
いで当事者の住所や交通の利便性等があるc 
準拠法については、 事例の81%で当事者の契約書に明記されているものが選
定され、 うち国家法が79.3%である。 上位4 か国はスイス、 イ ギリス、 アメ リ
カ、 フランスで、 全体の61.4% (443件のうち272件) を占めている。 ちなみに
我が国は 3 件 (0.68% ) である。 アメ リカについては16州にわたり、 最も多い
のがニューヨーク州であった。 
また当事者の契約書において国家法以外の指定が若干あり、 CISGが 5 件、
General Principles… , International law, International commercial law, the 1978 
Hague Convention on the Law applicable to agencyが各 1 件あったc 
172 Paris, Geneva, London, Zurich, New York, Singapore, Madrid, Vienna, Mexico city などc 
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(3) 紛争の内容
当事者の申し立て金額は、 5 万米 ドルから5 億米 ドルまで多岐にわたるが、
約80% が 5 千万米 ドル以下である。 金額やその幅の増大が若干みられる程度で、
1百万米ドル以下の事例が全体の3 分の 1 近く を占める一方、 1億米 ドル以上
の事例も散見される。
産業分野別 (economic sectors) では、 建設 ・ エンジニアリ ングが最多で14.4 
%、 次いでエネルギーとIT が各10%強、 金融、 保険、 産業機器、 輸送が約7 
% と続く。 健康製薬化学は前年6.2% から3.6へ下落し、 一方で原材料関連は、
前年3 .7 % から6.9% へ増加 している。 
裁にも反映されつつあるといえる。 
























(partial awards) 、33件で同意裁定 (awards by consent) であった。 仲裁人3 人
の事例ではほとんどが全員一致、27件で多数決であった。 
使用言語は、 英語が75%以上、 フランス語10%強、 スペイ ン語が5 %、 その
他 ドイ ツ語、 イ タリア語、 ポルトガル語、 ポーラン ド語が若干あった。 
ICA は裁定を承認するにあたり、 ICC仲裁規則第27条に基づき、 その内容を














度であり、 暫定的紛争解決方法と して1990年に発効した'73。 ICC Rules for a 
Pre-Arbitral Referee Procedureに基づき、 2 件の申し立てがあり、 裁定人 (refe- 
ree) の指名後、 それぞれ4 ・ 5週間で決定が出されている。 またICA が ICC 
仲裁規則ではなく 、 UNCITRALや ad hoc仲裁の手続きによ り行われる事例が
173 大隈一武、前掲注169、184-187頁c 
国際商取引におけるSoft Law 169 
增加しており、 前年の14件から21 件へと增加している。 18件が ad hoc仲裁に
おける仲裁人の選定が求められた。 (内 8 件が UNCITRAL 仲裁規則、 内10件
が ad hoc仲裁手続き)。 またad hoc仲裁手続きにおける異議中し立ての判断
が3 件求められ (すべてUNCITRAL仲裁規則) 、 いずれも却下している。 
また1976年に“the ICC International Centre for Expertise”'74 が設立され、 定
期的に専門家の認定がなされ、2005年は11 人の応募と9 人の提案があり、 最終
的に 2 人の認定を行った。 専門家が要求される紛争と しては、 金融、 運送エ、
ンジニアリ ング、 建設、 重工業、 食品加工、 法律等多岐にわたる。 具体的には
産業施設の稼働状況や、 食品内容物の品質から、 逸失利益の算定や国家省庁の
法令にまで多岐にわたり、 国籍も世界中にある。 またICC DOCDEXは、 信用
状やその他書類に関する紛争を解決するための、 特別に策定されたものである。 
これは ICC Commission on Banking Technique and Practice (ICC銀行技術慣
行委員会) のリストから3 人の専門家が選定されてパネルを構成し、 書面での
手続きによ り短期間での解決を主眼と している。 2005年には 9 件の事例が付さ
れ、 3 分の 2 の事例で80日以内に決着されている。 
(5) 小括
以上から、 次のようにまとめることができる。 
① 新規申立件数は年間500件を超えており、 近年増加傾向にある。 ICCは
特定の国家に所属しない常設仲裁機関と して重要な役割を担う。 
② 欧米先進諸国の利用割合が高く 、 経済発展に付随してアジア地域、 中南
米地域、 中東欧諸国の利用増加が期待される。 
③ 従来の売主と買主、 という二者間取引から、 サービス経済の割合が增加
するにつれて、 専門的企業が多数関与する三者以上の取引が增加してお
り、 今後もその拡大が予想される。 単純な物品売買から、 多数の企業が
参加するプロジェク ト型の商取引が増加し、 今後は取引量の拡大と とも
に、 高度な専門性が必要になる。 




174 1976年に ICC理事会で承認され、1977年規則と して公表された際には、 「国際技術専門家セ
ンター (the International Centre for Technical Expertise) 」 であったが、 1993年新規則におい























































175 甲斐道太郎 ・ 石田喜久雄 ・ 田中英司編 『注釈 国際統一売買法I ウィ ーン売買条約』 3 頁
(法律文化社、2000年)。
176 ただ し当事者は締約国であってもCISG の条文の修正や適用を除外 (opt out) できる
(CISG art 6 The parties may exclude the application of this Convention or, subject to article 12,
derogate from or vary the effect of any of its provisions )。
177 同条文の営業所 (a place of business) とは、 通常取引が行われる常設の場所のことを言い、
一時的なものは認められない、 と解釈される (John 0. Honnold, Unjf(erm Law for Internationa1
Sales under the 1980 United Nat1ons Convention, para 43, at 32-34 (3d ed. Kluwer L. Int'1.
1999))。
178 ICC Rules of Arbitration 1998 art.17 (Applicable rules of law):
1. The parties shall be free to agree upon the rules of law to be applied by the Arbitral Tribunal 
to the merits of the dispute. In the absence of any such agreement, the Arbitral Tribunal shall 
apply the rules of law which it determines to be appropriate.
2. In all cases, the Arbitral Tribunal shall take account of the provisions of the contract and the 
relevant trade usages.
3. The Arbitral Tribunal shall assume the powers of an amiable compositeur or decide ex aeqo et 
bone only i f the parties have agreed to give it such powers. 
国際商取引における Soft Law 
国は CISG art.1.1 の規定により、 二つの条件を満たせば適用される。 


















ポーラン ドの売主とギリ シャの買主が、 準拠法
仲裁廷は当事者の意思と して中立国の法 (neu- 
tral law) と誤って解釈し、CISG を適用しなかった。 本来仲裁人は当事者の
CISG排除の意思がなければ、
は、 好ま しく ないと される'82。 
国内法の一部だけ適用し、 他方を排除すること
また当事者が国内の実体法に限定する (subject 


















当事者が明示も しく は黙示に CISG適用に言及していない場合であっても、
仲裁人が適用することは可能であり、 その方法は国際私法の規定に従うものと、
直接適用する ものがある'87。 仲裁において前者の方法は、 若干古い方式と され
るが、 まだこの方法が時折みられる'88。 本来仲裁廷は、 当事者の意図に沿う よ
179 Alexis Mourre, App11cat1on of the Vlenna lnternational Sales Conventton in Arbitration, 17 ICC
ICAB 43 (2006).
180 ICC case 7153 (1992); ICC case 6653819939; ICC case 8324 (1995). これら事件の詳細な
分析については、 Jean-Jaques Arnaldez, Yves Derains & Dominique Hascher, Co11ectzon of ICC
_Arbitral Awards, at 442-447, 512-529 (vol.3, 1991-1995, ICC) 参照。 
181 ICC case 8482 (1996), l l ICC ICAB 56 (2000).
182 Mourre, supra note 179, at 44.
183 ICC case 7754 (1995), 11 ICC ICAB 46, 47 (2000).
184 ICC case 8769 (1996), 11 ICC ICAB 69 (2000). 契約書において下記文言があった。 The ar-
bitrator will interpret the contract and settle the dispute in accordance with French law and 
suppletorily with the United Nations Convention on Contracts for the International Sale of Goods, 
concluded in Vienna en i f April 1980.
185 Id.
186 Mourre, supra at 179, at 46. ICC case 8740 (1996) では、 両当事者はノルウェーの企業で
あったが、 仲裁人は当事者の意思を尊重しCISG を適用した。 (11 ICC ICAB 64 (2000))。 













たこと。 もう一つは、 “law” が“rules of law” に変更されたこと'9°。 前者に





とができ、 国際私法上の反至 (renvoi) '9' などの手続き上の問
とができ、 手続き面で効率的である'92。 我が国ではCISGにつ
の決定において反至が考慮されないことは、 法文上明白である
(法例第32条) という'93。 また後者により解釈の幅が拡大したため、 肯定的に




いえるだろう'95。 現在では国境を超えた法 (transnational law) と され、 商慣習
法 (Lex Mercatoria) や法の一般原則 (general principles of law) や PICC を含
むものと して認識されつつある'96。 反対論も承知の上で筆者は、 この傾向は継
続されるものと考えている。 
189 ICC Rules of Arbitration 1988 af t3(3) in the absence of any indication by the parties so as 
to the applicable law, the arbitrator shall apply the law designated as the proper law by the rule 
of conflict which he deems appropriate. 同条文は、 1998年版では、 第17条に移行している。
1988年版の条文コメ ントについては、W. Laurence Craig, William W. Park & Jan Paulsson,
International Chamber of Commerce Arbitration, Chapter 11 (arbitral jurisdiction) (2d ed. ICC
Pub. 1990) 参照。
190 詳細な解説は、 Yves Derains & Eric A. Schwartz, A Guide to the Mew ICC Rules of
Arbitration, Chapter 5 arts 13-23, at 217-227 (Kluwer L. Int'1, 1998) 参照。
191 「反至とは、 法延地の国際私法規定によって指定された準拠法所属国 (州 ) の法選択規則
を適用して準拠法を定めること。 英米と もに判例で認められているが、 アメ リカでは反至が
認められる状況は次第に狭く なってきている」 ( 田中英夫編集代表 『英米法辞典』720頁 (東
京大学出版会、1991年) )。 この法理論については、石黒一意 『国際私法』3.2、196-206 (新世
社、1994年) に詳しく 、簡潔には竹内昭夫 ・ 松尾浩也 ・ 塩野宏編集代表 『新法律学辞典』1181 
頁 (有斐閣、1989年) 参照。
192 1985年 UNCITRAL 仲裁モデル法第28条には明確に 「一国の法又は法制のいかなる指定も…
その国の実体法を直接指定したものであり、 その国の法牴触法規則を指定したものではない
と解釈しなければならない」 とある。 仲裁では、 実体法を直接指定する傾向がみられる、 と
いう (近藤昌昭他著 『仲裁法コメ ンタール』 資料④(商事法務、2003年) )。
193 甲斐道太郎 ・ 石田喜久雄 ・ 田中英司編、 前掲注175、27頁。
194 例えば1985年 UNCITRAL モデル法第28条 ; LCIA仲裁規則第22条 3 項 ; AAA仲裁規則第 8
条 3 項。 
195 Derains & Schwartz, supra note 190, at 218.
196 Id at 218-221 & 218 n 464.ただし全般的に受け入れられているわけではなく 、 その意味す
る対象が曖昧である等の理由から反対も根強く ある。 反対の主張根拠については、 高桑昭














































実際の判断基準と してPICC を参照されることはなかった。 また他
???
事例では'99、 準拠法によ り判断された解釈を確証するため (corroborate) 中立
人は PICCに言及したが、 曖昧であったためPICC を参照しなかった。 これら
事例からも、 契約書の準拠法条項について、 第一に準拠法と して特定の国家法








アメ リカ契約法リステイトメ ント等) を明示
仲裁人が準拠法と して適切である と判断した場合、
より決定できる。 実際仲裁裁定において、 当事者は何ら言及してい
あっても、 その解釈基準と して参照した事例はいく つかある。 ある












197 M ourre, supra note 
198 ICC case 10578.
199 ICC case 11227.
200 Emmanuel Jolivet,
Supplement at 65-72. 
201 ICC case 11295.
202 Jolivet, supra note 
203 ICC case 10422. 
179 at 50.l 
The UNIDRO「「 Princlples 1n ICC Arb加・ation, ICC ICAB, 2005 
200 at 66.l 
Special 
174 中村 嘉孝
の一般原則も しく は商慣習法 (the rules and general principles of international 
contracts or lex mercator Ia) と し、PICCは商慣習法の一部と したが、 一部を
除いて適用 した2°4。 また他の事例では2°5 、 ドイ ツ法が準拠法と されていたが、




るPICCの適用参照は、 理論的には可能であるが、 現実にはほとんど見られず、?く少数の事例においても、 必要最小限の個所を参照する、 という程度が現状
である。 PICCはリステイ トメ ントであるから、 根本的に準拠法と してはなり
えないが、 PIc c の対象範囲や完全性の点でも難しく2°7、 国家法の補助的な解















の1 .8% へ基本的に一貫して減少している、 とい
Litigation 
指摘し、
1962年の11 .5 % から、2002年
う2°9。 また同シンポジウムだ
けでなく 、 他においても同様のテーマでシンポジウムが開催されており2'°、
メ リカにおける トライアルの減少傾向について以下、 みていきたい。 
ア
Galanter 教授は2006年の論文において2'' 、 トライアルの減少について具体的
数宇を挙げながら、 その傾向を紹介しており、 以下みていきたい。 
204 Jolivet, supra note 200 at 67.
205 ICC case 9078.
206 Jolivet, supra note 200, at 68.
207 fd at 68-70.
208 American Bar Association, http://www.americanbar.org/aba.htm1
209 John Lande, fntroduction to vanishing Tr ial Symposium, 2006 J. of Dispute Resolution 1.
210 例えば次がある。 Symposium, The Vanishing Trial, 1 J. of Empirical Legal Studies v (2004);
Symposium, The Civil Trial Ad.aptat1on and Alternatives, 57 Stanford L. Rev. 1251 (2005);
Symposium, The Vanishing Trial, 2004 Dispute Resolution Magazine 3 (American Bar
Association, section of dispute resolution) ( af t n 5-8). 
211 Marc Galanter, A World Without Trials? 2006 J. of Dispute Resolution 7 (2006). ま
Administrative Office of the U. S. Courts (AO) では、“Trial” を 「証拠が提出される陪審な
し法延において主張が行われる手続きのこと」(a contested proceeding before a jury or court 
which evidence is introduced) と定義している ( Id at 7 n.1)。 また 「正式事実審理; 公判
判所の面前でなされる審理で、 典型的には陪審 (jury) を付して行われるもの。 事実につい
の争点の審理を主目的とするが、 それとともに法律問題についての審理も行われる。」 ( 田









に連邦地裁では5602件の民事トライアルがあり、 これは全終結数の11 .5 % を占
めていた。 一方2004年では3951 件であり、 同1 .7% であった2'2。 ただし連邦裁
判所のトライアルは、 アメ リカ全体のトライアルのほんの僅かであり、 その大
勢 (約98% ) は、 州裁判所で行われている、 という2'3。 次に州裁判所のデータ

























く べきことである。 第二次大戦後、 規制する法律の数は増加し、
法資料の数量は拡大の一途で、 例えば公刊された連邦裁判例の毎年の増加量は、
1962年の5782頁から、2002年の13490頁と、 年3 % の割合で増加してい
いう2'7。 過去42年間にわたり民事訴訟において、 何らかの解決に至った
倍になったが、 事実審理に至る事例の数は、32 % 減少している。 
よび法規制は增加する一方、 連邦最高裁の判例は減少しており、
20世紀初頭の25 % 以下になっている と
るものが、 減少 しているのが特徴と し
引が複雑化したため、




















(law firms) の割合は、1978年の0.4 
212 Id at 7-8.
213 Id at 9.
214 Brian J. 0strom, Shauna M. Strickland & Paula L. Hannaford-Agor, E)camln1ng Trza1 Trends in
the State Courts, 1 J. of Empirical Legal Studies 755 (2004). ただし全州のデータではなく、22
の州とD.C. Columbiaのデータであり、 全人口の58% を力バーしているとい う。 
215 Galanter, supra note 211, at 9.
216 0strom, Strickland & Hannaford-Agor, supra note 214, 
217 Clyde W. Crews, Jr., Ten Thousand Commandments:
Regulatory State (2005). この数字には、Federal Reporter 
at 768-769. 
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Bill, 100 Columbia L. Rev. 1643, 1646-1650 (2000). 
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なく 、 判事および弁護士にとっても、 和解等による早期解決が効率的で合理的
な方策、 と解釈できるだろう。 イギリスにおいてもアメ リカと同様の傾向がみ
られ226、Lord Chief Justice227 であるLord Wool f による民事訴訟改革に関する
レポートが作成され228 、1995年に最終案が公表された。 そこでは民事訴訟にお






(Litigation to be avoided wherever possible ) 
訴訟は敵対的でなく 、 協同的であること。 
これ
223 Marc Galanter, Pianet of the Aps [sic] .・ Ref lections on the Scale of Law and Its Users, 54 
Buffalo L. Rev. 1369, 1378 (2006). ただしこの数宇は政府部門や企業内弁護士を含んでいな
いため、 同教授によるとそれを含めると2 % になるだろ う、 とい う。 
224 M arc Galanter, supra note 211, at 12. 
225 例えば、 高山正之・ 立花珠里亜 『「訴訟亡国」 アメ リカ』(文芸春秋、1995年) ・ 同単行本の
文庫版 『弁護士が怖い! 』 (文春文庫、 1999年 ) ; ラ ンデ イ ・ カ ツシンガム (Randy 
Cassingham) 『訴えてやる! 大賞一本当にあった仰天裁判73』 (ハヤカワNF文庫、2006年) に
は仰天する裁判が多数紹介されている。 企業にとって過度な法規制は、 活動を委縮させマイ
ナス面が大きい。 
226 Robert Dingwali & Emilie C1oatre, Vanishing Trials .・ An English Perspective, 2006 J. of
Dispute Resolution 51 (2006). ただし分析対象は1995年以降と比較的近いものであり、 長期的
な分析ではない。
227 当該役職は、 イ ギリ ス司法部の最高位にあたる大法官(Lord Chancellor) に次ぐ控訴院
(Court of Appeal) の長であり、 首相の助言(nomination) により国王が任命する、 という司
法における高い地位にある。 これに関する詳細な説明を見つけることができなかったため、
田中英夫 『英米法総論 (下)』426-427頁 (東京大学出版会、1980年) と、 ブリ タニカ百科事
典 online版を参考に作成した。 
228 Lord Harry Wool f, Department for Constitutional A ffairs, Access to Final Report to the Lord









(Litigation to be less adversarial 
訴訟は簡素化すること。
(Litigation to be less complex ) 
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訴訟の予定は短期に確実なものにする こ と。
(The timescale of l itigation to be shorter and more certain )
訴訟費用は許容範囲内で、 予測が容易で内容に比例していること。
(The cost of l itigation to be more affordable, more predictable, and more 
proportionate )
訴訟当事者の金銭面の条件を公平にすること。 
(Parties of l imited financial means to be able to conduct l itigation on 
more equal footing )
司法と管理部門との責任を明確に区別すること。 
a 
(Clear lines of judicial and administrative responsibility )
裁判所の構造と訴訟手続は、 当事者の需要に適合すること。
(Court structure and judicial deployment of judges designed to meet the 
needs of litigation ) 
判事は新規則等を遵守し、
(Judges to be 
dance with the 
効率的に進行させること。 
deployed effectively so they can manage litigation in accor- 
new rules and protocols ) 
訴訟当事者の要求に敏感である こ とc 




3.4.6. 第 4 節の小括
本来、 国際商取引の当事者は所属する国家を意識するこ となく活動している。 
また国内の場合との法制度における頭著な相違は、 法体系の争いであり 、 これ
は実体法の問題ではなく 、 手続き法の問題になる。 国際間の紛争における法的
















トと してPICCの役割は、 今後重要になってく るものと考えられる。 従来の国
際商取引はごく一部の当事者が専門的な領域業界で行われていたが、 グローバ
ル化により、 極端にいえば、 ネ ッ トに接続されたPCがあれば、 取引が成立す
る。 紛争発生時の法的手続き等はほとんど留意していないであろ う。 逆に言う
と、 商取引のグローバル化の実態に合致するよう、 適切な法制度の整備が要望
されているといえる。 大げさに言うと、 グローバル化により企業の活動が、 ロー
カルからグローバルが主となりつつある。 それに伴う法制度も、 商取引の実態
を主と して、 それに合わせた法制度を従と した制度構築を考える段階にある と
思われる。 つま リ従来は国際商取引の紛争は、 量的に少数で例外であったため、
国際民事訴訟や仲裁法で、 細かな手続きがあ り 、 しかも各国で相違があるため、
複雑に感じられる。 そのため商取引業者は自ら学び対応する必要があったが、
現状では立場が逆転し、 商取引が主であり、 その解決手段については、 合理的
で明確な制度が求められている、 といえる。 そのため仲裁規則の改訂は活発に
行われ、 常設仲裁機関は競争が激しく なり、 顧客サービス向上のため、 自ら改
善しつつある。 
国際商取引を規律するルールと して、 法や国際条約というHard Law ととも
に、 商取引原則というSoft Lawの充実も図られつつある。 前者は、 効率性や
コスト を考慮することなく 、 もつばらその質を充実させ、 後者は、 今後さらに
拡大する商取引の実態に沿う よ う量的拡大の充実を図っていく必要がある。 前
者は国家がその責めを負い、 後者は民間の業界団体等がその責めを負う。 実務
的には、 ICCに代表されるようなSoft Lawの重責を担ってきた民間規則の貢
献は、 計り知れないほど大きい。 Soft Law の最大の利点は、 自律的な規則で
あることと考えている。 民間規則であるから、 利用されることが存在価値その
ものであるから、 取引実務の需要にこたえられるよ う、 常に修正が求められる
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続き を回避するため仲裁を中心とする ADR (Alternative Dispute 
訴訟外紛争処理制度) が利用され、 実際に各国・ 
が体系的に整備されている3。 現実の国際商取引

































1 「国際民事訴訟法」 とい う用語は、1876年にコン トウイ ツチにより初めて使用され始めた
という (澤木敬郎 ・ 青山善充 『国際民事訴訟法の理論』8 頁 (有斐閣、1987年) )。
2 小林秀之 『国際取引紛争 (第 3版)』 第3 章 (弘文堂、2003年)。
3 「仲裁法」 平成15年 8 月 1 日法律第138号 ; UNCITRAL Model Law on International
Commercial Arbitration 1985, amendments in 2006; ICC Rule of Arbitration 2012など多数。
4 國生一彦 『国際取引紛争に備える』264-266頁 (八千代出版、2006年)。
5 「国際ビジネス紛争を解決する方法と しては古く から、 訴訟に変えて仲裁が広く利用され
ている」 中村達也 『国際ビジネス紛争の解決』128頁 (大学教育出版、2008年)。
6 高桑昭・ 道垣内正人編 『国際民事訴訟法(財産法関係)』442-423, 449-451 (新。 裁判実務
体系 3 、 青林書院、2002年)。 
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処理制度の構築について検討する。 まずは現行の民事訴訟制度の利点と問題点
について整理し、 グローバルに展開する とい う観点から効率的な制度の再構築
について考察する。 次に国際商事仲裁における利点等について整理し、 訴訟に
対して優位と される特徴について、 実証調査研究等を確認しながら、 再度検討
する。 そして商取引に関するグローバルな紛争処理制度の構築について検討し
ていきたい。 結論は簡潔には次の通り。 
グローバルに統一 した訴訟制度を各国の司法制度において構築する こ と は容
易ではなく 、 たとえ商取引分野において実現したと しても、 その効率的な運営
や維持管理は難しい。 近年のグローバル化で頭著な知的財産権関連の紛争にお
いては専門的な訴訟制度が必要であるよ うに、 イ ンターネ ッ ト取引や多国籍企
業の活動に対する課税制度など、 グローバル化による利害対立による紛争增大
によ り 、 グローバル規模での紛争解決制度の構築が求められつつある。 商取引
分野では金銭的な解決になるため、 従来から存在する国際商事仲裁制度の骨格 
を利用し、 その運用について整備していく方法が効率的である。 国際商取引
分野における実体法と しては、 契約一般原則に関しては国際条約である CISG 
を基本に、 商取引原則のリステイ トメ ントであるPICC を基盤と し、 取引で個
別に利用 している専門用語の解釈は、 援用可能約款と して体系的に運用する こ




4.1 .2 . 訴訟制度の検討
(1) 各国に共通する問題
効率的な訴訟制度は、 持続的な経済発展にと リ不可欠な制度である、 とい
う8。 現状と して各国の司法制度は国により異なっており、 その高質が維持さ
れている国 ・ 州もあるが、 概して問題となる共通する事項と しては、 司法の独
立性の欠如 9、 腐敗'°、 長期化' '、 厳格な形式主義'2 などがある。 特に旧共産諸
国と開発途上国にこ う した問題が多く 、 そのため国際間における商取引当事者
7 高桑昭 『国際取引における私法統一と国際私法』54-81 頁 (有斐閣, 、2005年) c 
8 Jens Dammann & Henry Hansmann, Globalizing Commercia1 Litigation, 94 Cornell L. Rev. 1, 
3 (Nov. 2008).
9 例えば、 中国における判事の訓練不足、 腐敗、 行政と司法の一体性による司法の独立性の
欠如等の指摘がある (Kenneth W. Dam, China as a Test Case・ In the Rule of Law Essentials 
for Economic Growth, in Univ. of Chicago L. School., John M. 01in Law & Econ. Working 
Paper No 275, at 18, 23 (2006), Social Science Research Network, http://ssm.com/abstract=880125 
の70% が問題のある法延地を回避する、
るという'4。 ???汚職の程度 (degree of corruption) 
と い う130 
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その際の判断基準は三点あ
紛争解決の迅速性 (speed of dispute resolution)
裁判所および判事の質 (quality of courts and judges) 
不公正な司法制度は、 訴訟当事者の個人的損失という レベルの問題ではなく 、
社会全体の効率性 ・ 厚生を大きく 損なう ものである'5。 また近年の司法と経済
の関係に関する実証調査研究では、 司法制度の質と、 経済発展の程度との相関
















する際、 大きく 二つ問題がある'8。 第一に、 管轄に関する裁判所の法解釈と判
断 '9。 第二に、 物理的距離、 言語、 商慣習の相違、 法的助言の利便性等の現実
的問題。 まずこれら問題の解決・ 軽減が、 効率的な訴訟制度構築に寄与するか
10 例えば、 ロシアの司法では汚職による不公正な判断が多く 重大な障壁である、 とい う。
(Ethan S. Burger, Corruption 1n the Russian _Arbitrazh Couts..・ Will There Be Signf icant Progress 
zn the Near Term 38 International Law 15, 22 (2004)).
11 例えば、 イ ン ドの法延では過度に時間がかかり遅い、 という。 Bryan Bertram, N、cto, Bui lding
Fortress India・ Should a Federal Law be Created to Address Piracy Concerns zn the Unites 
States一 Indlan Buszness Precess Outsourczng Relat1onship? 29 B.C. Int'1 & Comparative L. Rev. 
245, 258 (2006).
12 例えば、 メ キシコ
and Development tn 
13 Stefan Vogenauer, 
では、 過度に形式主義である、 という。 Robert Kossick, The Rule of Law 
Mexico, 21 Arizona J. of Int'1 & Comparative L 715-717 (2004).
Czv11 Justice Systems In Europe・ Imp11catton f (or Choice of Forum and 
Choice of Contract Law 29 (2008).
14 Id at 31.
15 Dammann & Hansmann, supra note 8, at 9.
16 マクロレベルの実証調査研究では、 主権国家による契約取引の保護が商取引を誘発する、
という結論を導いている。 Daron Axcemoglu & Simon Johnson, Unfundling lnsti加tions, 113 J. 
Political Economy 949, 988-989 (2005). また特定の契約分野では、 大きく貢献しているという。
Michael Trebilcock & Jing Leng, The Role of Formal Contract Law and Enf (orcement in
Economlc Deve1opment, 92 Va. L. Rev. 1517, 1524-1580 (2006).
17 Lars P. Feld & Stefan Voigt, Economlc Growth and Judicial Independence・ Cross Country
Evzdence Using a New Set of Indicators 23, (CES info Working Paper Series No906, 2003),
http: //ssm. com/abstract=395403 .
18 Dammann & Hansmann, supra note 8, af to.















商取引では、 迅速性、 承認執行に関する信頼性、 専門性という質の向上が重要
である。 商取引のグローバル化による量的拡大に付随し、 関連する問題の多様





メ リ カの準拠法と法廷地選定に関する2882件の実態調査研究22 によると、 準
拠法についてはNY州が46%、 会社法で有名なDelaware州が15% となり、 法
延地については、 契約の39 % が明記しているのみで、 その内NY州が41 % をし
め、 準拠法および法廷地の両方の点で、 商取引における訴訟においてNY州が
選好されている。 これは人材や情報が蓄積され、 専門性が高く 、 世界から多国
籍企業が参集している大都会が有利であ り 、 交通や各種サービスの利便性も含
め、 他より優れていることの結果であろう。 
(3) 訴訟手続きに関する問題
国際間における民事訴訟の手続き問題は膨大で詳細は省略し23 、 個々 では商
取引の実務的観点から論じる。 法廷地選択は一国の主権と関係するため、 国家
主権 (sovereignty) や国内政策の観点から検討する必要がある。 これについ
国際的な法延地選択は幻想である、という主張や24、 法延地選択合意を認め
??
20 Dammann & Hansmann, supra note 8, af to-11.
21 競争は最終的に利益になる、 という。 Roberta Romano, Competit1on for Corporate Charters 
and the Lesson of Takeover Statutes, 61 Fordham L. Rev 843, 847 (1992). 司法制度において
は、 外国の機能 ・ 効率的制度と比較検討する重要な契機となり、 商取引という具体的な利害
関係者によりサービスの質が判断されるため、 国内司法制度も客観的に利点 ・ 欠点を把握で
き、 私法サービスの質的向上に大き く貢献する、 という (Dammann & Hansmann, supra note
8, at 22)。
22 Theodore Eisenberg & Geoffrey P. M iller, The Flight to New York・ An Empir ica1 Study of
Choice of Law and Choice of Forum Clause」s in Publicly-Held Companies ' Contracts 20-21 (N.
Y. U. Center for Law & Econ., Law & Economy Research Paper Series Working Paper No.08- 
13 , 2008), http://papers. ssm.com/so13/papers.cfm?abstract_id=114808
23 主たる事項と して、 国際裁判管轄、 国際訴訟競合、 当事者、 送達、
倒産等がある (高桑昭・ 道垣内正人編、 前掲注6 、 I 章)。
24 Linda S. Mu11eni., Anether Choice of Forum, Another Choice of Law・
Procedure in Federal Court, 57 Fordham L. Rev 291, 303 (1988). 
証拠調べ、 執行、保全、
Consensua1 Adjudzcatory 
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ると、 速距離問題の超越は、 IT技術とそのネ ッ トワークの技術的発展により、
費用面に集約できる。 通信コスト もほぼゼロコストに近いため、 技術的および
商学的に可能となったと しても、 当事者認証や法手続き面での問題が残される?とになる。 また言語の問題も大きい。 ?れも速距離同様、 仲裁も同様の問題
があ り 、 グローバルに展開する場合の付随する要因である。 仲裁であれば当事
者間の合意があれば、 仲裁廷の所在国の公式言語にかかわらず定めるこ とがで








25 William W. Park, musion and Reality In International Forum Selection, 30 Texas Int'1 L. J.
135, 200. (1995).
26 例えば、 弁護士の成功報酬制度 (contingency fee) はアメ リカでは一般的であるが、 欧州や
わが国では基本的に容認されない傾向にある。 ただし国 ・ 地域よりその許容度は様々で、 例
えば ドイ ツでは伝統的に容認されておらず、 フランスでは勝訴の際には若干の報酬上乗せ程
度は容認、 イ ギリスでは勝訴の際には当初報酬の2 倍は容認などの傾向がある、 とい う。
(Jens. C. Dammann, Freedom of Choice in European Corporate Law, 29 Yale J. of Int'1 L 477,
501 (2004)) .
27 民事または商事に関する外国におけ る証拠の収集に関す るヘー グ条約 (the Hague
Convention on the Taking of Evidence Abroad in Civil er Commercial M atters) 第 1 章 (司法
共助の属託) ; Rhonda Wasserman, Subpoena Power・ Pennoyer 's Last vestige, 74 M inn. L. Rev.
37, 39 (1989). 欧州では、EU加盟国であれば、 当該証人の所在国に立証の依頼を認める例が
ある (The European Union, Regulation 1206/2001 art. 14)。
28 仲裁法第30条 ; 近藤昌昭他著 『仲裁法コメ ンタール』158-161頁 (商事法務、2003年 ) ;











































には調停制度の方がはるかに古く から存在し3'、 古代ギリ シャ紀元前8 世紀頃
には私的仲裁があ り32 、 アテネでは紀元前403 年に商事紛争の仲裁制度の記録
がある33。 第二次大戦後は、 ブレト ンウッズ体制の全面的な自由貿易制度の支
持によ り世界的貿易量が飛躍的に增大した。 それによ り経済的豊かさの享受と
29 Dammann & Hansmann, supra note 8, at 22.
30 安達栄司 「国際民事訴訟」 須網隆夫 ・ 道垣内正人編 『国際ビジネスと法』Section 8
ネス法務体系「V、 日本評論社、2009年)。 
(ビ ?
31 Christian Buhring-Uhle, Arbitration and Mediation in fnternattona1 Business 274 (Kluwer,
1996).
32 岩崎一生 「国際取引と訴訟外紛争処理制度 米国におけるADRの動向とその影響 [上 ] 」
国際商事法務 第14巻10号748頁 (1986年10月)。
33 William F. Fox, Jr., International Commercial Agreements 243 (2d ed. Kluwer, 1992). 仲裁
















の 「代替的紛争処理制度 (Alternative Dispute Resolution) 」 が1976年パ
会議以後、 急速に普及した34。 その後世界的に、 訴訟に代替する制度と





























あろう。 こ う した潮流を
て再検討していきたい。 
国際商事仲裁制度は、 訴訟と 同等以上の強制力が担保されているため、 商取
引紛争の解決制度と して古く から利用されており、 実証調査研究等においても
高い割合で、 国際商事仲裁制度の利用実態がみられる35。 その特徴と して五つ
あり、 第一に、 商事仲裁裁定の国際的効力が、 条約により担保されていること。 
34 詳細については、 拙著 『国際商取引における契約不履行 英米物品売買契約をめぐる商学
的考察』 第7章153-186頁 (同文舘出版、2006年) 参照。
35 例えば、 ほとんどの (most) 国際契約にはイ中裁条項が存在し、 特定分野の大規模な国際商
取引契約においては、 約90% に仲裁条項がある、 とい う (Andreas F. Lowenfeld, Can
Arb加・afton Coo;x;1st with Judicial Review _A Critique of La Pine v. Kyocera, ADR Currents, Sept.
1998, af t & 15 n 28)。 同様の論文に、Andrew T. Guzman, Arbitrator Liability・ Reconc11ing
Arb加-ation and Mandatory Rules, 49 Duke L. J. 1279 (2000) がある。 また一方で反対に、 国
際契約の20% 程度 しか仲裁条項を含んでいない、 とする実証調査研究もある (Theodore
Eisenberg, Geoffrey P. M iller & Emily Sherwin, Arbitration 's Surumor Soldiers・ An Empirzca1
Study of Arbitration Clauses tn Consumer and N、on-consumer Contracts, 41 M ichigan J. L.
Reform 871, 881 (2008))。 後者の研究は、 消費者と企業の契約書も含まれているため、 仲裁
の割合が低いと解釈できる。 通常、 商事仲裁は、 両当事者が企業であることを前提に、 仲裁
合意に基づいて行われるため、 対消費者取引の場合、 仲裁合意の存在白体が紛争の対象にな















































of Court Agreements) 」39 が採択されている。 ただし商学的見地からの条約の意
義は、 数量的な拡大が必要条件であり、 商学的な有用水準は、 条約の質的レベ
ルと同様またはそれ以上に条約が発効し、 さ らに採択国が国際商取引の大多数
を占め、 現実的な費用対効果がプラスになることが不可欠である。 そのプラス
が大きいほどその重要性は高まる。 そう した観点からすると、 同条約の商学的


























36 中村達也、 前掲注5 、 第4 章。




38 中村達也、 前掲注5 、 129-130頁。 他にも同様の条約は複数あるが、 この条約が手続き面で
の要件がそれほど厳格ではなく 、 締約国数も最大であるため、 質量と もに最も有効な条約と
されている。
39 詳細は、 道垣内正人編 『ハーグ国際裁判管轄条約』(商事法務、2009年) 参照。 これは同条
約に収東したが、 そのプロセスは国際商取引に関する規則策定において、 今後の貴重な教訓
であると考える。 当該プロセスは、 国際商取引におけるHard Law と してのCISG、 Soft Law 
と してのPICC を想起する。 
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点につき、 仲裁人は時間単位の報西トlを得て活動するため、 短期間に妥協的な内
容でまとめ、 事案の数をこなす、 という行動も予想できる。 また当該事案だけ
ではなく 、 将来にわたる商事仲裁事案における選任されること を考慮すると、
仲裁人の立場と しては、 当事者の対立的な仲裁裁定は好ましく なく 、 両当事者
が仲裁人に悪い印象を持たないよ う 、 手続き的厳格性を堅持するのではなく 、
むしろ実質的に妥協できる限度でまとめよう とする性質がある、 という4°。 そ
のため論理整合性が高い当事者にとって、 訴訟であれば勝つ可能性が極めて高
い場合であっても、 仲裁であれば過度に妥協的内容になる可能性があり4' 、 そ
れゆえ訴訟よ り も仲裁の方が結果について予想し難い面がある、 という42。 仲
裁も各機関の仲裁規則に基づいて進め られるため、 柔軟性についても限度があ
るが、 一方で仲裁に法手続が欠如していることが最大の欠点である、 という意
見もある43。 手続きの柔軟性の程度が利点であり、 また欠点にも十分になり う
る ものであ り 、 究極的にはどの程度の柔軟性が個々 の事例において最適である
か、 という個別判断になってしまう。 その運営主体を、 主権国家の訴訟制度か、
商事仲裁制度か、 という選択になるc 
第四の一審制について、 控訴や上告と い う 制度がないため短期間で解決でき、
紛争解決費用の軽減になるという見解についても、 上記のよ うに手続きの柔軟
性が仲裁裁定とい う結果の予見を困難にするため、 結局は高コスト構造になっ
ている、 という指摘もある44。 仲裁当事者と しての経験を持つ当事者への実証
調査研究によると、 「仲裁が訴訟より安価である」 と考える割合は41 % 、 逆に
「仲裁は訴訟より も安価ではない」 は43% もあることから45、 仲裁が訴訟より
も安価であるとは一概に言えず、 個々の取引事例によるということであろう。 
また審理の迅速性については、 「訴訟よ り迅速」 と考える当事者は67% であ
り、 逆に 「迅速ではない」 が21 % あり46、 これについては仲裁への高い評価が
40 John V. 0 'Hara, Comment, The New J、ersey Alternative Procedure for D ispute Resolution Act・
Vanguard of a “Better Way '' 136 U. Pa. L. Rev. 1723, 1743 (1988). また仲裁人は白果を明
確につけたがらない傾向があるという。 G. Richard Shell, Res Judicata and Collateral _Estoppel 
E cots of Commercial Arb加・ation, 35 UCLA L. Rev. 623, 633 (April 1988). 
41 0 'Hara, supra note 40, at 1743. また一方当事者に受け入れがたい内容の仲裁裁定はできな
い、 という。 Henry S. Farber & Max H. Bazerman, The General Baszs of Arbitrator Behavior・
An Empirical Anctlysls of Conventtona1 and Fina1-()ff;ier Ari:)加・ation, 54 Econometrica 819, 822
(1986). 
42 Christian Buhring-Uhle, supra note 31, at 108; M ichael A. Scordro, Note, _Arbitrating NtOVe1 
Legal Questions・ A Recommendation for Reform, 105 Yale L. J. 1927, 1948 (1996).
43 Linda Silberman, fnternat1ona1 Arbitration・ Comments from a Critzc, 13 Am. Rev. Int'1 Arb 9
10-11 (2002).
44 Dammann & Hansmann, supra note 8, at 35.
45 Christian Biihring-Uhle, supra note 31, af to9 fig9.






重視されるため、 近年の 「仲裁の訴訟手続化 (judicialized 
向が強まり、


















































































Edward Brunet, Replaclng Folk1ore Arb加・afton with a Contract Model of Arbitration, 74 Tu. 
Rev 39, 52-61 (1999) 
Alec Stone Sweet, The Ne1,1レ) Lex Mercatoria and Transnational Governance, 
Public Policy 617, 642 (2006). 
13 J. European 
49 M itchell L. Bach & Lee Applebaum, A History of the Creation and Jurisdiction of Bustness 
50 
Courts in the Last Decade, 60 Business Lawyer 147, 152-202 (2004). 
Gregg A. Paradise, Note, Arb加・ation of Patent Ir f r ingement Disputes・ Encouraging the Use of 
Arbitrat1on Through Evzdence Rules Reform, 64 Fordham L. Rev. 247, 248 (1995). 
4.1 .5. 民事訴訟制度の問題
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(超国家的な訴訟制度) 
訴訟制度における改善を要する具体点と しては、次の
第一に、 両当事者によ る取引地域外 (extraterritorial) 









存在である52。 特にこのてんについては、 商取引紛争の根幹であり、 仲裁のニュー
ヨーク条約と比較して圧倒的に劣勢にある点は否めない。 ハーグ管車害合意条項
の採択プロセスに見られる よ う に、 実現に向けての多大な努力は評価される、べ
きことではあるが53、 法廷地での判決は、 商取引履行地 (財産所在地) におい
ても迅速に執行される よ う な、 条約形態の主権国家レベルの協力体制を整備す
る必要がある。 例えばハーグ国際管轄権条約 (2005年管轄権条約) の充実 ・ 拡
大により、 軽減・ 解消される可能性が若干ある。 第三に、 外国の訴訟において、
当事者が物理的に法廷地へ出かける負担を軽減すること。 現時点では代理人を
含む当事者は、 物理的に出延する必要がある。 近年では情報技術の発展やその
ネ ッ トワーク網の拡大で、 テレビ電話やネ ッ ト会議が実現しているため、 そう
した手段の採択につき、 既にアメ リカを含めいくつかの国が検討し始めている。 
ただ法手続きと しての導入は、 技術面をクリアするだけでなく 、 法廷での機器
整備と運用、 法手続き上の規定などの問題はあるが、 近未来には導入可能であ






おり、 また国内限定であるため競争環境になく 、 それゆえ改革の契機もないま
ま現状維持という ことが少なく ない。 一方近年のように商取引のグローバル化
が進行すると、 商取引の競争が激しく なるにつれて、 各国の司法制度もグロー
バルな競争に適合する よ う な制度の再構築が求められつつある。 司法制度も、
特に民事ではその本質は、 「司法サービスの提供」であり、グローバル競争下
51 Dammann & Hansmann, supra note 8, at 54.
52 Id at 39.
53 同条約を簡潔に説明している文献と して、Andrea Schulz, The 2005 Hague Convention of
Choice of Court Clauses, 12 ILSA J. Int'1 & Comp. L 433 (2006) 等がある。 国際商取引で
参考になる、 アメ リ カ国内法と同条約の位置づけについての論考は、 Stephen B. Burbank,
Federalism and Private International Law・ Implementing the Hague Choice cf Court Convention 






際、 従来からの慣習である仲裁条項によ り 、 企業間の商事仲裁手続きに付託す





性を高めることにより、 対応しようと している。 つまり商取引紛争では客観性
が求められ、 その手段と して手続きの訴訟化と して表れている と考える。 
4.1 .6. 第 1 節の小括
本節では商取引のグローバル化の進展において、 効率的な紛争解決制度の構
築について検討した。 導かれる結論は次の通り。 
第一に、 国際的な商取引紛争を処理する代表的な制度と して、 国際商事仲裁
と国際民事訴訟があり、 その勢力図が変化しつつある。 企業間取引である国際
商取引は従来、 相対的に少数であったため商事仲裁によ り処理されるこ とが一
般的であり、 現実に契約書裏面において仲裁条項が存在し、 商事仲裁により解
決される事例が大半であった。 しかし近年の商取引の高度化 ・ 複雑化の傾向か
ら、 従来通りの商事仲裁では、 手続き面での不備など十分に対応できない事例
が增え、 手続き面での厳格化により客観性を高めようとする傾向がみられる。 
第二に、 国際商事仲裁は、 国際民事訴訟と比較し一般に、 その判断の執行、
手続きの柔軟性、 一審による迅速性、 秘匿性、 費用の低廉性などの点で優位に
ある と されていたが、 グローバル化による量的拡大のため、 その質的専門性が
厳しく 問われるようになり、 妥協的な商事仲裁では、 客観的な説明が難しく な
りつつあり、 事例によっては限界になりつつある。 そう した事例では法手続き
に準拠した、 論理整合性の高い手続きが求められ、 その結果一部では 「商事仲
裁の訴訟手続化」 が現実と して増加傾向にある。 
第三に、 こ う した 「商事仲裁の訴訟手続化」 現象は、 仲裁と訴訟の根本的な
存在意義について再考を促す契機となり 、 国際民事訴訟制度との比較研究を動
機づける。 従来は仲裁における 「手続きの柔軟性」 は肯定的な評価であったが、
近年ではそれが否定的な面も現れ、 仲裁裁定の執行停止を求めて提訴する事例
も增えている。 これはある意味、 仲裁の利点でもある。 手続きの厳格性が要求
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されれば、 それに応ずるという柔軟性を持つており、 商事仲裁の最大の利点は、
自浄作用が組み込まれているこ とにある。 当事者の希望や時代に応じられなく
なれば、 その修正が自律的に機能する点にある。 こ う した点に仲裁の訴訟に対
する根本的な優位性があると考えている。 
第四に、 民事訴訟では 「厳格な手続き」、 商事仲裁では 「仲裁裁定の承認執
行の担保性」 と 「秘匿性」 にそれぞれ明確な大きい利点があった。 既存の商事













Mercator ia といわれる商慣習法の時代から、 現代にいたる
法原則であるCISG54、 および商原理であるPICC55 を中心に、 商学的規範につ
いて考察し、 その重要性について論じるものである。 商取引の行動原理は、 国
内でも国際でも基本的には同一である
Returnの大きさであろう。 後者の方が、
リ スク も大き く 、 それ
















当事者間の関係的要因 (relational fac- 








して、 Risk/ Returnは比例するため、 リスクが高ければ、 それだけ利益も
い。 そのため国際商取引の成功の鍵は単純で、 「売上 ・ 利益の拡大」 とと 
「効率的なリスク管理」 の両方が重要である。 本節の結論は簡潔には次
り。 
スク管理に関する制度と して法学的規範 (条約や各種法律) が重要な役割
たしているが、 国際商取引においてはそれだけではなく 、 商学的規範も同
大き な役割 を果た してい る。 実際に Le-x; Mercatoria の起源から現在の
54 CISG各条文の起草過程の詳細については、 John 0. Honnold, Documentary History of the
Unjf(orm Law f(or the International Sales (Kluwer Law and Taxation Pub. 1989) 、 体系的な解
説書は、 曽野和明 ・ 山手正史 『国際売買法』(解説編・ 資料編、 青林書院、1993年) 参照。
55 私法国際統一協会 (UNIDROIT) 理事会が1971年に作成を計画し、 1994年に初版、2004年
版、 最新版は2010年版である。 国際商取引における契約原則について、 体系的に再記述した
もの (restatement) である。 1994年版の起草過程の詳細については、M ichael Joachim Bone11, 
An fnternat1ona1 Restatement of Contract Law 17-24 (Transnational Juris Pub. 1994) 参照。 概
略については、 「特集 ・ ユニ ドロワ原則: 国際契約法への新たな展望」 ジュリスト 第1131号65 
-92頁 (1998年 4 月 1 日号) 参照。 最新情報はUNIDROIT http://uniodroit.org,UNILEX 
http://www.unilex.info/ 参照。 
56 Ugo Draetta, Ralph B Lake & Vcd P. Nanda, Breach and Adaptation of 1nternationa1 Contracts
-An Introductzon to Le:,c Mercatoria-, at 3 (Butterworth Legal Pub. 1992)。 この他にも分類方法
はいく つかある。 
57 商取引における 「関係的契約」 概念はMacNei1 教授が提唱しはじめ、 賛否はじめ多数の議
論がある。 Ian R. M acNei1, Contracts・ Adjustment of Long-Term Economic Relatzons under 
Classical, Neoclassical, and Relational Contract Law, 72 Nw. U. L. Rev 845 (1978). この概
念は、 古典的な契約法理論とは全く 異なる発想であり、 現代の商取引における契約法を構築








的な 1 回限りの取引 (契約) を想定したも
事者の継続的関係において取引を行う (契
国際商取引における Soft Law 












て、 法や条約を基本と しつつ、 変化の激
しい現実を補っていく ものと して、 商学的規範が存在しているように感じる。 
現在、 国際商取引における規範と して、 法学的規範である CISG、 および商学





(1 ) Le:x: Mercatoria58 の起源と変遷
商慣習は紀元前 3 世紀のキケロ
中心とするロ ドス法(Lex Rhodia) 












et hene) 」 に基づき、 商取引を取り
状況の変化に順応するよ う、 厳格な法制度を超越した原則が確立されてい
と される6°。 その後本格的に商慣習が確立し始めたのは、 中世ヨーロ ッ
の時代である。 11 世紀から12世紀には、
といわれるほど商業活動が活発になり、





た6'。 当初イ タリアの諸都市で行われていたことが、 フランス、 スペイ ン、 イ
ギリス等へ拡大し、 当該商人の慣習がそのまま持ち込まれるという形で、 特定















「商慣習法」 と訳す (柴田光蔵 『法律ラテン語辞典』205頁 ( 日本評論社、1985 
は、“merchant law” (商人法) であるが、 現在のものと区別するため、 ラテン語
表記が使用されていることが多い。
59 Leon Trakman, The Law Merchant・ The Evolutzon of Commercia1
Mercatoriaに関する詳しい日本語文献と して、 上坂西三 『貿易慣習』 第1 
Law 8 (1983). Lex 
編 (東洋経済新報社、
1959年) 参照。
60 Id af t2. また紛争時の判決決定の迅速性も重視されていた、 という。
61 Gesa Baron, Bonn Edinburgh, Do the UNIDRO「「 Pr inciples of fnternatzona1 Commercla1
Contracts f rom a new lex; mercator ia? I , http://www.cisg.1aw.pace.edu/cisg/biblio/baron.htlm














Coke (Sir Edward Coke, 1552-1634) によって、 商取引紛争はコモンローの原
則によることとなり、 商慣習法は単なる慣習レベルの扱いと された。 この頃よ
り商取引において、 法制度が本格的に導入され始めたといえよ う。 その後、
Mansfield (Lord Mansfield 1705-1793) により、 具体的にはPi11ans v. M ierop 
事件63 において、 商慣習法 (law merchant) は単なる慣習ではなく、コモンロー
の一部である と され、 その後19世紀に制定法の中に商慣習法が採り入れられ
た64。 ヨーロ ッパ大陸法諸国においても、19世紀に国内法が整備される際に組




Kornhauser の表現65 を借用すれば、Le-x: Mercatoriaは19世紀の法整備過程に
おいて消減しかかったが、 商人は消減していなかった。 法制度や社会情勢、 国
際情勢がどれほど変化しようとも、20世紀の各国の経済発展により国際商取引
は激增した。 そう した状況において、 国内法の整備は事後的に慌しく行われる
中、 国際的な商取引に関する法体系は不十分であった。 つま リ急激な経済の発
展や移行が法制度を機能不全に陥れ、 「法が十分に機能しなく なる と民問規則
(private order) が台頭する」66 という原則が必然的に機能することとなる。 、つ???り商人が増加する国際商取引の実態に沿う形で、 商学的な枠組みを構築して
った。 例えば、 国際商業会議所(International Chamber of Commerce; ICC) 




多数存在する67。 こ う し
範囲内でおさまりえるも
政治的枠組みを超越して
63 97 Eng. Rep. 1035 (K.B. 1765).
64 例えば国際商取引に密接な関係を持つものと して、 1893年の Sale of Goods Act がある。
65 L. A. Kornhauser, Resurrection of Contract-Revze、,1レ, of Contract as Promise and the Me、,レ, Social
Contract, 82 Columbia L. Rev. 184 (1982).
66 John McMi11an & Christopher Woodruff, Private Order under Dysfunct1ona1 Public Order, 98 
Michigan L. Rev. 2421 (August 2000).
67 例えば、Incotermsは1936年に制定されて以来、 1953, 1967, 1976, 1980, 1990, 2000, 2010と
改訂され、 貿易取引における定型取引条件と して世界的に利用されている。 その他u CP (荷
為替信用状に関する統一規則) など多数。 ICC website参照。 http://www.iccwbo.org/ 
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( transnational) 行われるものであること を再認識する。 このよ うに不十分な法
制度に取って代わり、 民間規則が重大な役割を果たし始めた現象のことを 「新
しい慣習法 (new law merchant) 」68 といい、 経済が発展し国際商取引が活発に
なるに比例して、 こ う した制度がより一層強まる傾向にあると思われる。
また一方では、 各業界内の商慣習が発達するに伴い、 両当事者の国家間の枠





界内で標準的契約書式 (standard contract form) が作成されている場合であっ
ても、 和解等で解決できない際には、 法制度による解決が必要であり、 商取引
に関する国際的な統一法という法制度の必要性が一段と高まった。 国際的な統




は、 実体法 (substantive law) を統一すること、
がある7°。 どち らの方法によるのかについて、 学者間で長い間議論が交わされ













68 A. GoldstaJn, The No、,v Law Merchant, 1961 J. of Business Law 12; C. M. Schmitthoff, The
Law of 1nternationa1 Trade, Its Growth, Formulation and Operation, in the Source of International 
Trade 3 (London, 1964).
69 Peter H. Pfund, Overview of the Codf ication Process, 15 Brook. J. Int '1 L 7 (1989).
70 Franco Ferrari, Def mng the Sphere of Application cf the 1994 ''Unidrolt Princlples of 
Internat1ona1 Commercia1 Contracts'', 69 Tulane L. Rev. 1225, 1226-1227 (1995).
71 詳細については、Covey T. 01iver, Standardization of Choice-of-Law Rules f (or International
Contracts・ Should There be a New Beginning 53 Am. J. Int'1 L 385 (1959) 参照。
72 Peter Winship, Private Internatzona1 Law and tho u. N. Sales Convention, 21 Cornell Int'1 L.
J 487 (1988). ただしこれにはいくつか前提条件が必要、 という (斎藤彰 『国連国際動産売買
統一法条約の意義と限界 [上 ] 』 国際商事法務 第20巻 8 号、919-920頁 (1992年 8 月) )。 ま
た手続き面で容易であるこ と等の利点を挙げ、 各国の国際私法の統一を目指すべきである、
とい う意見もある (Ole Lando, European Contract Law, in Peter Sercevic ed. International 
Contracts and Conflicts of Law: A Collection of Essays 1-3 (Springer, 1990))。
73 Black 's Law Dictionary 1530 (6th ed. 1990). 
196 中村 嘉孝
基準に合わせるこ と














い う のが理想である。 ただし現実には国家を超越したレベルでの
のは因難が大きい。 具体的には三つある75。 第一に、コモンロー
う 法体系が異なる国が参加する法律において、 概念を含む細部ま
ことは困難であること。 第二に、 法体系の相違だけではなく 、 各
内法の実体法が様々に異なっていること。 第三に、












(ULIS)78 および国際物品売買契約の成立に関する統一法 (ULF) 79 が条約と し
て発効した。 しかし採択数は10か国にと どまり広く採用されるには至らず、 商
学的には失敗に終わっている8°。 しかしその後、 統一法作成にあた り 、 次の三
つをその根本原則と して更なる精進が続けられた8'。 第一に、 条約の規定は、
既存の法体系の何れかを選択または修正する こ と、 また単に法体系原則の寄せ
集めではなく 、 それ自体首尾一貫していること。 第二に、 条約規定は国際的売
買取引のみに適用され、 国内法の秩序を乱すものではないこと。 第三に、 当事
者自治の原則が尊重されるこ と。 その後、1966年に新たに発足した国連国際商
取引法委員会 (UNCITRAL) 82 がこの三原則に基づきその失敗を教訓に、 各国
74 Suni1 R. Harjani, The Conventzon on Contracts for the International Sale of Goods In United
States Courts, 23 Houston J. of Int'1 L 49, 50 (Fall 2000).
75 Id at 50-51.
76 解釈が異なってしまうと、 本来の目的を達成しえない、 という。 (Camilla Baasch Andersen,
Further lng the Unjf(erm Application of the CISG・ Sources of Law on the Internet, 10 Pace Int'1
L. Rev 403, 404 (1998)) ただしこの解釈の統一問題は、 自覚し認識しながら、 実際に出てき
た判例を徐々に軌道修正 していく ことになるであろう。
77 The International Institute for the Unification of Private Law.
Nations) の所属機関と して1928年に発足した。
78 The Uni form Law on the International Sale of Goods, 
旧国際連盟 (the League of 
79 The Uni form Law on the Formation of Contracts for the International Sale of Goods. 
80 詳細については、 朝岡良平 『貿易売買と商慣習(第三版)』80-92頁 (東京布井出版、
年 ) 参照。
81 新堀聰 『国際統一売買法』4頁 (同文舘、1991年)。
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その際実務的に大変重要な点と して、
はなく 、 メ ンバーとオブザーバーのコンセンサスによ
の方法の利点と して、 採択国が增加すること






物になってしま う危険性がある。 具体的に対立的な論点については、 回避し先















た83。 PICCの最大の特徴は、 条約でもなく 、 法律でもなく 、 従来の商慣習を体
系的に再記述 (restate) した、 とい う点である。 CISGは各国のコンセンサス
によって成立したという経緯から、 いく つかの論点については明文化が回避さ
れている。 この点については、 国際的な統一法の完成という 目標のためには、
致し方無い面もあり、 それを補完する意義をものと してPICCがあるといえる
だろう84。 CISG とPICC との関係に類似しているものと して、 アメ リカの統一
商法典 (UCC) 85 と、 アメ リ カの契約法リステイ トメ ント (Restatement Second 
of Contracts) 86 がある。 リステイ トメ ント作成に着手し始めた1923年の会合に
提出されたレポートには次のような内容が記されていた87。 「アメ リ カ法の大
きな二つの欠陥と して、 不確実性とその複雑さ (uncertainty and its complexity) 」
83 起草過程、 特別作業部会のメ ンバー、 手続
An International Restatement of Contract Law 
き等の詳細については、
いろいろな形態の法を想定していた、 とい う





Michael Joachim Boneli. 













アメ リカ法の主要分野のうち、 判例を中心に発達した諸領域を取り上げ、 法域によって立
が異なる点についてはその内容を検討 し、 法域の数より も当該準則の合理性を重視しつつ
捨選択し、 これを条文の形式にまとめ、 かつ説明(comment) と例示 ( illustration) を付し
ものをいう。 法源と しての拘束力はないが、 実際に当事者、 裁判所により頻繁に引用され
いるため、 事実上権威あるものとされている (同書727-728頁)。 現在では25領域のリステ
トメ ントが作成されている。 詳細は、ALI website参照。 
https://www.ali.org/publications/#publication-type-restatements
87 Report of the Committee on the Establishment of a Permanent Organization for the
Improvement of the Law Proposing the Establishment of an American Law Institute (reproduced 
in the American Law Institute 50'h Anniversary, Philadelphia, 1973, at 3-15). 
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があり 、 それらが無用な訴訟を引き起こ し、 最終的にはそれが訴訟の遅延と高
額化を招く ことになる」 とある。 この文章における 「アメ リカ法」 という部分
を 「国際商取引に関する法」 に言い換えてみると、 現在の国際商取引の十分で
ない法整備状況に当てはまるのではないかと思われる。 PICC の特徴と して、
次の点がある88。 
第一に、 契約白由の原則 ( freedom of contract) が尊重されているこ と。 
PICC art. 1.1 では、 「当事者は自由に契約し、 その内容を自由に決定できる_ 
とある。 これは商学的観点からすると、 当事者は契約書を詳細に検討 ・ 起草 ・ 
交渉する、 時間や金銭的コスト、 さ らに法学的に検討するだけの専門性を持ち
合わせていないことから、 厳格には行われていないのが現状である。 そのため
PICCのような取引原則を利用することとなる89c 
第二に、 幅広く 慣習を認めていること (Openness to usages) がある。 第1.8 
条では、 「当事者は合意も しく は両当事者間で確立されている慣習に拘束され
るだけではなく 、 特に不合理でない限り、 特定の業界において日常的に認めら
れている慣習についても拘束される」 と ある。 また変化の激しい経済状況に柔
軟に対応できるよう、 幅広く慣習を提えようと している。 PICCでは一般論が
明示され、 経済状況の変化に柔軟に対応できる、 という趣旨である0 
第三に、 契約関係維持の原則 (」Favor Contractus) がある。 これは状況等に
変化があっても、 契約を存続させることが両当事者の利益になる、 という意図
がある。 関連する条文は、 第2.1条、 第2.11条、 第3.2条、 第3.3条、 第6.2.1条、
第7.3.1 条、 第7.1 .4条など多岐にわたっている。 
第四に、信義誠実および公平取引の順守 (Observance of Good Faith and Fair 
Dealing) がある。 一般規定と しては第1 .7条があり、 それ以外にもこれはPICC 
の哲学的根幹であるため、 多く 条文の基礎となっている。 例示等による説明も
なされているが、 具体的に定義することは不可能であり、 むしろ詳細に定義す
ることなく 幅広く解釈できる内容の方が望ましい、 という趣旨さえうかがわれ
る。 一言でいうと 「誠実に行動する (acting honestly) 」9° といえるだろう。 こ
れは、 企業も個人も誠実さが中長期的な様々な利益につながっている、 という
知恵によるものであろうc 
第五に、 公序の原則 (Policing against Unfairness)。 不公平な契約に対する関
88 Michael Joachim Boneli, The UNIDROIT Pr inciples of International Commercial Contracts・
Why? What How?, 69 Tulane L. Rev. 1121,1134-1140 (April 1995).
89 Id at 1125.
90 Id at 1138. アメ リ カGEの Jeffrey Immelt会長は全社員あての手紙で 「誠実が最大の企業
価値だ」 と強調している。 またGE では 「One Strike Out」 (一回の意図的不正があれば即退
社) という原則があるという。 ( 日本経済新聞2002年 9 月12 日 1 面 「企業不信(4)」) 
与規定で、 手続き面だけではなく 、




3.8条 (詐欺) 、 第3.9条 (脅迫) 、 第3.20条 (不意打ち条項) などがある。
またPICCの利用方法と して、 次の五つがある9'。 第一に、 新たな国際取引
法制定のモデル法と しての利用。 第二に、 国際法原則の解釈や補完する手段と
しての利用。 これはCISGなどの条文解釈や補完する役割がある。 第三に、 契
約書起草の参考と しての利用。 第四に、 契約の準拠法と しての利用。 これには
裁判所での利用と、 仲裁での利用があり、 実際の例では、PIc c は約 9 割が仲














ろうか。 過去にはいく つかの実証的研究がなされているが94、 ここでは三つの
実証調査研究を簡潔に取り上げる。 特に次の四点に留意する。 
① 当事者にとって契約とは何か(、 
91 Bone11, supra note 88, at 1141-1146. PICCの意義・ 利用法については拙稿 「UNIDROIT国
際商事契約原則における前文 (Preamble) の意義」 JAFTAB 第49号23-33頁 ( 日本貿易学会年
報、2012年 6 月) 参照。
92 UNILEX website公表の判例による。 http://www.unilex.info/
93 本節ではCISG とPICCの比較をその目的と していないので詳細には論じないが、 両者の目
的、 性質、 目的等の全般的な面について比較論考している文献がある。 Alejandro M. Garro,
The Gap-Filling Role of the UNIDRO「「 Principles In fnternattona1 Sales Law・ Some Comments 
on the Interplay Between the Principles and the CfSG, 69 
94 本格的で大規模な調査と しては、 次のものがある。
Relations in Business・ A Preliminary Study, 28 American 
Tulane L. Rev. 1149 (April 1995).
Stewart Macaulay, N、on-Contractua1 
Sociological Review 55 (1963). ここ
ではアメ リ カWisconsin州の Businesspersonに対し、 法意識に関するイ ンタ ビュー調査が実施
された。 簡潔には、 契約社会アメ リカにおいても、 現実の商取引においては契約法とい う法
原則に沿うよ うな行動は必ずしもとられておらず、 特に営業部門の人間は法的な契約書より
も、 男の約東 (a man's word) により信頼を置いて取引 している、 とい う。 その他参照。 
Russell J. Weintraub, A Survey of Contract Practice and _Policy, 1992 Wisconsin L. Rev. 1; Jan 
M. van Dunne, _Adaptation by Renegotiation Contractual and Judzcia1 Revision of Contracts in
case of Hardshzp, in Fritz Nicklish ed. The Complex; Long-Term Contract 413 (Heidelberger 

















た。 訴訟が選択された理由と して、 法廷地が両当事者によって都合がよかった???と、
た。 






















どの銀行が紛争解決手段と して、 和解交渉(ne- 
訴訟が遅いものである と考えている。
米で実施された 「日米の継続的取引に関する
証的研究プロジェク ト」98 である。 ここでは、 日米両国における継続的取引
実証的に比較し、 日米の契約に対する固定観念が存在するのかどうか、 もし
在するのであれば、 それはなぜなのか、 について探求することが目的であ
た99。 一般に日本的な継続的取引の特徴と して、次の四点ある と される'°。 
???
95 Dreatta, Lake & Nanda, supra note 56, at 9; Trackman, supra note 59, 120.
96 M. Kurkela, Letters of Credit under _Internationa1 Trade Law.- UCC, UCP and Law Merchant
7 (1985).
97 ICC Uni form Customs and Practices for Documentary Credits.
www. iccwbo.org/news/articles/2006/ice' s-new-rules-on…
98 詳細な調査目的 ・ 方法 ・ 結果については次の論文を参照。 内田貴 「継続的取引に関する実
証的研究の日的と意義」NBL 第627号 6 -10頁 (1997年) 10月15 日) ; 北山修悟 「継続的取引
に関する国内アンケート調査の結果( 1 ・2 ・3 完)」NBL 第627号11-18頁 (1997年10月15
日)、 第629号47-52頁 (1997年11月15日)、 第630号52-60頁 (1997年12月 1 日)。 調査結果の分
析については、 中田裕康 「契約と関係 継続的取引の調査から (上・ 下) 」NBL 第631号 6 -15 
頁 (1997年12月15 日)、 第632号55-63頁 (1998年 1 月 1 日)。 日米の比較考察については、 ジョ
ン ・0 ・ へイ リー 「日米における関係的契約一違いはあるのか」 NBL 第641 号15-20頁 (1998 
年 5 月15 日) 参照。 
99 内田貴、 前掲注98、 9 頁。
100 同書。 また当プロジェ ク トでは、 日米の国内取引を対象と したこと、 業種 ・ 企業の特性に
注目したことがある。 調査方法は、 日本国内についてはアンケート調査およびイ ンタ ビュー
調査が行われた。1993年12月に国内企業130社に発送し、76社から回答を得た。 アメ リカにつ
いてはアンケー ト調査を試みたが、 ポリ シーから応じない企業が多く 十分なデータ を収集す
ることができなかったため、 イ ンタ ビュー調査を中心に行われた。 
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① 特定の相手と長期間にわたって取引を行うc 
② 契約書を重視せず、 書面化しないことが多いc 
③ 契約条件も事後、 柔軟に修正する。 
④ 紛争解決の際には契約書を援用せず、当事者間の協議でのみ解決を試み、
訴訟を嫌うc 
この調査結果から、 重要と思われる点を以下、 中心に見ていきたい'°'。 
契約違反に関する法律の規定が実務上、 どれだけの存在意義をもつものであ
るのか、 については 「特定相手方の固定度が高く なると、 弁護士への依頼の必
要性が低く なる」 という。 またトラブル(紛争解決) の交渉過程での契約条項
の援用は減多にない、 が51 .3 % を含め約80% が 「ほとんどない」 という結果が
得られている'°2。 また現実問題と して、 「信頼関係、 「契約内容」、 「取引慣行」、
「力関係」 の四つの要因が大きく 、 次いで 「誠意の有無」 が重要な役割を果た
している。 また事後的な契約条件の変更については、 「よく ある13.2% 、 たま
にある36.8%」 を合わせると、 半数が何らかの変更を経験しており、 その対応
と して契約内容を変更する事例がほとんどを占めている。 つま リ相手方からの
契約条件の変更要求に対して、 契約違反だと断固拒否したり、 当初の履行を厳
格に要求するという法的規範からの二者択一的な対応をとることはほとんどな
く 、 原則と して状況に照らして、 相手方の要求をある程度受け入れる、 という
ことが慣例となっているc 
こ う した実証調査研究から導かれることは、 法と商の観点のずれ、 である。 
具体的には取引をどの程度の期間で観察するか、 という ことであるc 
商学的観点から最も重要なこ とは、 商取引に関係する当事者は、 すべて継続
的な関係を前提と して行われる、 という現実である。 法は一回限りの状況を想
定し、 その保護を条文化し体系化しているが、 商の現実からすると、 オークショ
ンの利用等以外、 そ う した状況はほとんど想定できない。 現実に仕入れや販売
先がすべて一回限りの単発取引で行うとすると、 過度に不安定で、 生産や販売
の計画を立てることはかなり の困難で、 事業継続が事実上不可能になる。 
それでは商取引を行う 当事者にとって、 契約書を作成する意義はあるのだろ
うか、 という根本的な疑問が生ずる。 法学的規範である従来の契約法だけでは、
合理的な解決策と しては限界があり、 説明がつかないといえるだろう'°3。 その
101 以下引用する調査結果は、 北山修悟、 前掲注98 に基づく。 また本プロジェ ク トの特徴と し
て、 業種別に分析した回答が多い中、 筆者が重要と判断したものを適宜取り上げたが、 特定
の意図があるわけではない。
102 当事者が紛争解決の交渉過程において、 最初に交わされた契約書の援用が少ない、 という
ことはある程度想像できるが、 さらに裁判官が、 契約解釈においても比較的自由に行い、 裁
判官も契約書の文言をあまり厳格に解釈しない傾向がある、 という結果には驚く。 
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ためアメ リカでは、 M acnei1 教授が提唱する 「関係的契約理論」'°4、 これは契約
締結時の意思だけで判断するのではなく 、 両当事者の契約関係の進展と と もに
生ずる契約の継続性や、 柔軟性を確保する等の協力的義務が生ずる、 と い う 両
当事者の関係から理解把握しようとするものである。 しかしこの理論も限界が
あるように思われる。 関係はあく まで重要な要因の一つであり、 決定的なもの









のと して、 信頼や誠実性などがある。 例えば貿易取引における代金決済方法と
して、 荷為替信用状を用いる制度があるが、 これは買主の代金支払いを銀行が
保証する性格のものであり、 この仕組みは、 買主の信用不足を、 コスト を支払
っことによって補う、 ということであり、 信頼があればそう したコストは不要
である。 また誠実性に問題がない相手であれば、 契約書など不要で、 ロ頭での
記録されていない電話での交渉のみで取引が成立する。 信頼、公平、誠実といっ
た要因は、 不正義で不公正な取引行為が自発的に抑制され、 それだけ実利的に
も関連するコストが不要になるため、 リスク管理と しても効率的である。 
第二に、 中取引は中長期に見た経済的利益の確保を目指す。 商取引活動の目
的は、 根源的には経済的利益の確保である。 すべての活動には常時コスト的制
約がかかってお り 、 かつ継続企業と しての中長期的な観点から判断する行動原
理が機能する。 企業の商取引活動は、 正義や、 公平な社会の実現といった高尚
な理念を実現するためではなく 、 長期的な観点からの利益極大化、 リスクの極
小化管理をその行動原理と している。 そのため長期間にかかる見込みのもの、
勝訴する可能性の低いもの、 また時間も含めたコスト的な採算性から最も適切 ・ 
合理的とされる手段が選択される。 現実的には実証調査研究の例においてもみ
103 古典的契約像と して、 「契約自由の原則」 と 「私的自治の原則」 がある (内田貴、 前掲注57、
15頁)。
104 M acnei1, supra note 5, at 845. また 「契約から関係へ」 の歴史的変遷については、 木下毅
『英米契約法の理論 (第 2 版) 』59-77頁 (東京大学出版会、1985年) 参 ?c 
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随するため、 その合理的範囲内において可能である。 またコミ ュニケーシ ョ ン
の頻度と紛争解決とは必ずしも正比例の関係が成立するわけでもない。 国際商
取引では言語、 文化、 慣習等の乖離は必ずあり、 相互理解することは確かに重
要で理想的であるが、 価値観や文化的相違は、 致し方ない面がある。 国際商取
引では、 相手の価値観に賛同することではなく 、 相手の価値観白体を一定程度
容認する、 という立場が国際商取引では重要である。 
第三に、 商取引はWin-Win 関係で成立している。 商取引の当事者は中長期
的な観点から利益を確保できることから取引を行う。 それゆえ当事者間会の継
続自体が潜在的な利益であり、 企業は取引関係を継続させたいという Incentive 
が働く。 この点、 法学的規範とは根本的に異なる。 法学的規範は、 Win-Lose
関係がゼロサム的に働く ものである。 当事者の利害関係が対立する関係から、
一定の利益や損失を、 どちらがどの程度いただく か、 負担するか、 という状況
である。 一方、 商学的規範は、 取引関係を継続することにより、 できる限り多
く の利益を協力して獲得する、 両者にとって利益になる Win-Win 関係がプラ
スサムに働く。 商取引では一方の当事者が損をする取引を、 強制することはで
きない。 両者が利益になるため、 取引が成立し履行される。 法学的規範は対立
構造で解釈し、 商学的規範は補完的構造で解釈する、 といえるだろ う。 
第四に、 商取引の主体である企業は、 継続体であるということ。 企業は継続
するという前提から、 中長期的な利益確保を目指すことになる。 そのためリス
ク ・ 費用を低減化するための方策と して、 継続的関係の維持がIncentive と し
て組み込まれている。 そのため、 想定外の事態が発生した場合でも、 取引関係
が継続 ・ 維持されること 自体が将来的な利益に結び付く可能性がある限り は、
短期的な経済的利益や損失に基づく行動は、 商学的に合理的ではない。 短期的




と、 取引以前の問題になってしま う。 実際に訴訟になった場合、 その取引関係
の86%が、 その後の継続的取引関係は途絶えてしまい、 一方訴訟外の場合には
































2011年 8 月31 日時点蓄積されたそう事例
内159件は仲裁裁定であった。 
(総数61 、うち仲裁55 ・ 裁判6 ) 
PICC を根拠と
当事者の明示的選択、 仲裁廷の職権判断 (ex officio) 、 契約書での契約
般原則や Le)c Mercatorza の言及、
原則 (e:x: aequo et hene) 
準拠法選択条項の欠落、
準拠法と される国内法が争点の解決手段と しての利用






される国内法の解釈 ・ 補足手段と して参照











105 McMiiian & Woodruff, supra note 66, at 2451.
106 PICC の実証調査研究は主と して次の5 点ほどある。 ① M ichael Joachim Bone11, The
UNIDROIT Princlples in Practtce, 1 Uniform L. Rev 34 (1997); ② J. Fordon & A. Rosett,
United States, in M. J. Bone11 ed., A New Approach to International Commercial Contracts 388
(1999); ③ Michael Joachim Bone11, The UNn )RO「「Principles and Transnattonal Law, both in
Klaus Peter Berger et l l., The CENTRAL Enquiry on the Use of Transnational Law in 
International Contract Law and Arbitration 91 -114, http://trans-1ex.org/000003, and 
Berger ed., The Practice of Transnational Law 23-42 
An Empirica1 Contribution to the Debate, in S. 
Harmonisation of European Contract Law 117 (2006); 
in K laus Peter 
(2001); ④ S. Vogenauer & S. Weatheri11, 
Vogenauer & S. Weatheri11 eds., The 
⑤Sarah Lake, An Empirical Study of the 
UNn )R()「「 Princlples-Internat1ona1 and British Responses, 16 Uniform L. Rev. 669 (2011-3).
107 Eleonora Finazzi Agro, The Impact of the UNfI)ROIT Pr inciples In Internattonal Dispute 
Resolutzon In 
108 Id at 721. 
Figures, 16 Uniform L. Rev. 719-733 (2011-3). 
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ていること。 第二に、 世界中の多く の地域の当事者が、PICC を参照・ 確認 ・ 
説得の手段と して広く 知られつつあること。 第三に、 PICCが物品売買契約に
限定されず、 サービス、 流通、 ライセンシング等の契約においても幅広く 参照
されていること。 第四に、 条項と して参照される項目は、 信義誠実、 解釈、
Hardship、 不可抗力、 不履行時の契約終了、 損害賠償が多い。
また ICC国際仲裁裁判所のデータによると'°9、2001-2002年に僅か10件であっ
たものが、2002-2004年では54件と大きく 増加 している' '°。 これらから、 英米
を除く世界的な認知度が、 国際商事仲裁を中心に広まり、 その内容も徐々に浸
透しつつある段階にあるといえるだろう。 PICC 2010に新しく 第11 章17条文が
追加され、 これは新規追加項目と して最大で、 複数の債務者債権者の項目を扱っ
ている。 当該項目は、 今後社会が複雑化 ・ 高度化 ・ グローバル化する状況を想
定している。 例えば、 複数の当事者が事業を共同で行い、 必要な融資を金融機
関で受ける等について、 従来は原則国内で完結できたが、 近年では国内ではな
く 、 グローバル規模に高い専門性を持った企業を募り、 効率的な物品やサービ
スの提供が可能となる。 専門性が高く なるほど取引は細分化するため、 当事者
の数は増加し、 当然グローバル規模に関与する当事者は複数になる。 また共同
事業でなく とも、2011年 3 月の東日本大震災の際に一部頭在化した通り、 下請
け孫請けや関連取引先との取引契約は連鎖的であり、 それがグローバル規模に
拡大している。 一部部品がス ト ツブすると、 組み立てライ ンのすべてが止まっ
て しまう、 という状況にあり、 Supply chain managementの重要性が指摘され
る。 技術的専門性が高く なりその関係範囲も拡大し、 また専門性は高度化する
ほど代替性は低く なり、 一部の問題が全体に大きく影響する状況にある。 こ う
した状況を踏まえ、PICCでは第11 章を追加し、 これはリステイ トではなく ブ
リステイ ト (Pre-state先述) を感じる条文であるc 
4.2.6. 第 2 節の小括
法は現実の商取引において参照され、 引用されることによりその存在価値が
ある。 「法学教育の究極的な主流を占めるべき ものは、 実証的な調査研究に基
づく ものとなるであろう」' ' ' や、 「法は現実に沿う、べきであり、 そうでなけれ
ば誰も法に従わず、 最後には忘れ去られその存在意義がなく なって しま う」' '2 
109 16 ICC ICAB 73 (Spring 2005).
110 ICC仲裁裁判所は、2011年に受理件数796件、 当事者2293、139か国、 仲裁人78国籍、 新規
100万米 ドル以下は22.7% 、 仲裁裁定508 件と世界最大規模の常設仲裁機関で ある。 
http://www.iccwbo.org/ 




















学的規範を参照し補完しつつ遂行する こ とが大切であるc 
法
Anthea Elizabeth Roberts, Trad前ona1 and Modern Approaches to Customary Internat1onal Law ' 
Reconciliation, 95 American J. of Int'1 L. 757, 762 (October 2001).
M ihae1 Joachim Bone11 ed., A New Approach to International Commercial Contracts 
UNn )R()「「 Princlples of International Commercza1 Contracts 4 (Kluwer L. Int'1 1999). 
The 
第3 節 Soft Lawの意義
4.3.1. はじめに
国際商取引における Soft Law 
商取引においては、 その取引規則と して有形も し
Law''4 が昔から頻繁に使用されており、 今後もその
207 
く は無形のいわゆる Soft 
方式は不変であろ




えば、 貿易取引においては18世紀頃から、 FOB などの定型取引条件が使用さ
れており' '5、 元来は貿易取引における契約条件 (価格な
は国際商業会議所 (ICC) ''6 が作成したイ ンコタームズ
統一規則 (u CP) が実務では当然に使用 されている。 ?
や責任の有無について規定しており 、 各商取引に付随し
て援用可能統一規則の役割を果たしている。 国際商取引












Law である国際民事訴訟においては、 多く の問題がある' '8。 そのため商取引実




その数少ない成功例と して、CISG がある' '9。 
Law”とい う文言は新しく 、 あまり見かけない。 北川俊光 ・ 相木昇 『国際取引法 (第
2版) 』 (有斐閣、2005年) 第 1 章第 2 節の表題に 「ソフ トロー」 とあるがその説明はなく 、
その他日本の文献ではあまり見かけない。 アメ リカで有名なBlack 's Law D ictionary も、 第7 
版 (1999年) に初めて項目ができた。 第8 版 (2004年) では、 「国際法において法的拘束力が
ない、 行為の基準となる行為規範 (codes of conduct) 、 指針 (guidelines) 、 方針の宣言 (policy 
declarations) 」 と ある。 またM ichael Joachim Bone11, The UNIDR01T Pr inciples In Practlce
(2002) の Introductionにおいては 「Soft Lawは条約の様な拘束力はなく 、 その内容的合理性
による高い説得力 (persuasive value) により実務で適用されること しか想定されえないもの、
UNIDROIT原則はその典型である…」 との説明がある程度である。 本稿においては、 「議決を
経ていない、 または行政の政令等に準じる規則を除く 商取引で用いられる取引規則」 という
意味で用いる。
115 イ ギリスの判例に表れた最初が、FOB は1812年、CIFは1862年であることから、 実際には
そのはるか以前から、 貿易において広く利用されていたものと推定される朝岡良平 『貿易売
買と商慣習』31-32頁 (第 3 版、東京布井出版、1981年) )。
116 1919年設立の ICCの目的は、 開かれた国際貿易と投資制度により、 市場経済を各国に普及
させることにあり、 そのため国境を超えた商取引活動を律する (govern) 規則を提供している。 
http://www.iccwbo.org/
117 ここではSoft Law と対照的に、Hard Law を 「主権国家の正式な立法手続きを経て成立・
承認された法や国際条約」 の意味で用いる。
118 詳細は繰り返さないが、 現実的な事例に基づいて説明しているものと して、 小林秀之 『国
際取引紛争 (第 3版)』 (弘文堂、2003年) 参照。






































内法規定だけでは本質的に無理があり、 拡大解釈したと ころで限界がある。 
のため、
もCISG 
契約一般原則も大きく は、 コモンローと大陸法に二分されるが、 そ
??
や PICCにより統一されつつあるため、 それに頼った方が、 裁判所や
仲裁延も説明の根拠と して利用しやすく なり、 合理的で説得力が高まるからで
あろう。 そのためHard Law と Soft Law の相互補完関係の構築が、 安定した
国際商取引の発展につながる と考えられる。 本節では近年、 契約一般原則にま
で拡大しつつある Soft Law について、 今後の方向性とその意義について考察
していきたい。 結論は簡潔には次の通り。
商取引のグローバル化が急拡大する一方で、それら を規律する法制度、
Hard Lawおよびその運用体制は不十分で未整備であ り 、 それを現場サイ
特に
ドで
利用されている商慣習といわれる Soft Lawで対応しているという現実がある。 
このSoft Lawは、 その名称から柔らかく 頼りにならないように感 じるかも し
れないが、 商取引の現実は、 一見強制力のない規範である Soft Law のほうが
本質的に当事者に契約を遵守するよ うな強制力が働いている。 つまり Soft 
Law というルールを遵守せずに逸脱すれば、 信用を喪失し、 以後の市場から
追放され、 ビジネスとい う場 ・ 機会さえ得ることができなく なる。 Soft Law 
には市場から排除されるというt定が歴然とあり、 現実に 「法より先にビジネス
がある」'22 という。 そのため国際商取引では、Hard Lawの法理論の問題が未









120 UNIDROIT website参照。 
121 UNILEX on CISG and 
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增加によ り従来の法学的枠組みの Hard Law だけでは効率的な対応が困難にな
りつつあり、 契約一般原則を含むSoft Lawの必要性が向上している。 第二に、
流動的な経済状況に合致した内容の取引規則を、 実情に応じ柔軟に利用でき る













Hard Law の整備には、 そのincentiveが働かない。 
が定期的に改訂されていること と比較する と、
一方 Soft Lawは ICCの各
Soft Law の有用性は高い。 



















手続きは、 各国内の手続きによりその解決が異なるため、 効率的な制度と して
法学的には、 関連する法の調和 (harmonization) が目指されている。 そこでは
一国内の国際取引 に関する法では、 その迅速性や効率性等の点で限界があるた
め、 国家的枠組みを超越した (transnational) 商取引法への動きが加速してい




よりも、 国内法の統一 (unification) 




で あ っ た1240 これは逆に ヨーロ ッパ
123 Roy Geode, Commercial Law 1n the No:)ct Mz11ennlum 88 (1998). “transnational law” とは
「特定の法制度に基づく ものではなく 、 商取引業界(the merchant community) により尊重さ
れる慣習であるとい う観点から、 実行力を有する国家の枠組みを超えたルールの集合体 (a 
collection of rules) をいう」 (Roy Geode, Usage and its Receptzon 1n Transnatzona1 Commercial
Law, 46 Int'1 & Comp. L. Q. 1, 2 (1997). また次の文献も示唆に富む。 Roy Geode, Insular ity 
or Leadershdip? The Role of the United Kingdom in the Harmonisation of Commercial Law, 50
Int'1 & Comp. L. Q 751 (2001). 
210 中村 嘉孝
の多様性を目立たせることになり、 そのため一国内の法は自己完結的な傾向が
強まった'25。 また19世紀に ヨーロ ッパ各国の法はその植民地に拡散されたた
め'26、 現在の多く の国の法制度は、19世紀から20世紀初頭にかけてのヨーロ ッ
パに負っている'27。 その後の商取引の増加に伴い、 商取引分野における取引規
則の統一化の動きがいつく かあ り 、 その地道な努力が20世紀後半において本格
化し、 最後の20年間において国際商取引の增加を契機に頭在化した、 といえる
だろう。 例えば、 国際契約法 (international contract law) を構築するという壮
大な構想は音からあり、 私法統一国際協会 (UNIDOROIT) '28 の事務局は既に
1971年に、 国連国際商取引法委員会 (UNCITRAL) '29 に 「国際取引法の漸進的



















124 H. Patrick Glenn, Harmony of Laws In Americas, 34 U. M iami Inter-American L. Rev. 223
224 (2003); Daniel Berkowitz, Katrina Pistor & Jean-Francois Richard, The Transplant E cot, 51 
Am. J. Comp. L. 163, 173 (2003).






内容と もに異なっており、 ドイ ツ民法典は商事、 民事、
り も先行して作成され、 またフランスは1804年から1811 
最初の包括的な国家の民事 ・ 商事 ・ 刑事法典の先馬区者となり、 ナポレオン法典
Code) は フ ラ ン ス革命以前に機能 し てい た法制度 を統合 し編纂 さ れた
Pistor & Richard, supra note 124, af t73.) 
126 Rodol fo Sacco, One Hundred years of Comparative Law, 75 Tu. L. Rev. 1159, 1161 (2001). 
127 Sandeep Gopalan, No、,1レ, Trands ln the M,aking of Internat1ona1 Commercial Law, 23 J. of Law
& Commerce 1 17, 122 (2004).
128 本章脚注120参照。
129 元来、 商取引法(trade law) の発展的単一化 (progressive unification) を促進するために組
織された。 本文脚注119参照。 
130 Progressive Codification of the Law of International Trade: Note by the Secretariat of the
International Institute for the Unification of Private Law (UNIDROIT), 1 Y. B. UNCITRAL 285, 
U. N. Doc. A/CN 9/SER.A/1970.
131 Id at 286. この報告書では、 各国内法を参照する
参考と して、 国際契約法の原則 (principles) や規則

























り、 これは多く の方法において可能である。 例え
て法改正の過程で行うことにより、 法域を超越し
??
















 また異なる法域間における無数の接点等によ り可能である、 という'34。 
????







(legal model) を管轄のす、べてに課すこ と
う 1350
、 法的文脈における調和は、現実的な間題解決にお
てその外形 (configuration) を変化 しう るものであるべきであり、
に応じて解釈できるよう柔軟性を持たせるべきだ、 という'36。 
現実問題
Geode教授によると、 調和には明確に異なる二つの方式がある、 という'37。 
一つは、 国内取引は従来通り、 国内法で統治する体制を維持しつつ、 一方で国
際取引のための特別な統治様式 (regime) を新たに創造すること。 もう一つは、
国内取引を規律している国内法を調和させることによ り、共通の市場や政治ま
132 Jacob Ziege1, Harmontzat1on (:f Private Laws In Federal System of Government・ Canada, 
USA, and Austr ia, in Ross Cranston ed., Making Commercial Law: Essays in honor of 




133 David Leebron, Claims for Harmontzat1on・ A Theoretlcal Framework, 27 Can. Bus. L. J. 63,
66 (1996). また調和“harmonization” とい う文言は、 本来音楽上の用語であるため、 誤名称
(misnomer) であるという (1,a「. at 67).
134 Stephen Zamora, NAFTA and the Harmonlzatton of Domestic Legal Systems・ The Stde Ef fects 
of Free Trade, 12 Arizona J. Int'1 & Comp. L 401, 403 (1995). 異なる法域や国際商取引分
野における法の調和は、 価値中立的なもの (value neutral) であるべきであり、 それ白体で十
分な根拠にはならない、 とい う。
135 Id at 405.
136 Martin Boodman, The Myth of Harmonization of Laws, 39 Am. J. Comp. L 699, 707 (1991). 
137 Roy Geode, Re ections on the Harmonlzation of Commercial Law, 9 Uniform L. Rev 54
(1991). 
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たは経済的地域化 (grouping) を促進し、 国家の境界が当該地域内における商
取引に影響しないようにすること。 これは前者が万民法型統一法、 後者を世界
法型統一法であり'38、 それぞれCISG、 PECL'39 が相当するであろう。 
PECL にみられるよ う に、 国内法を含めた地域内の実体法の調和は、 特定地










トメ ント、 モデル契約書、 標準契約書式、


















Ance1 教授によると、 国家法の不統一 (disparity) は、 現代の国際商取引に
とって不利であり、 将来的発展にとっても問題であること を指摘し、 「統一法
は国際私法による解決より も優れている」 との信念から、 統一法の作成により
現代的需要に適合させるべきである、 という'42。 そして国内法の多様性は、
国内の各地域の慣習の多様性と同等のものである と考え、 多様性は法の健全性、
一般価値および法の神聖性 (supremacy) を危う く する (compromise) ため、
多様性は好ましく ない、 という'43。 こ う した各国の法制度の多様性が重圧を引
138 高桑昭 『国際商取引法』12頁 (有斐閣、2003年)。
139 Principles of European Contract Law.
140 Gopalan, supra note 127, at 121.
141 例えば、 ①相手の信用状態を常時把握することの因難、 ②輸出入や外国為替などの公法的
規制、 ③政治的危険 (ガントリーリスク) 、 ④為替変動リスク、 ⑤運送過程おける物理的損傷
の危険、 ⑥訴訟関連の危険等 (江頭意治郎 『商取引法(第 4版)』47-48頁 (弘文堂、2005年) )。 
142 Marc Ance1, From the Unjf、1cation of Law to Its Harmonization, 51 Tut. L. Rev. 108, 114-1146
(1976).
143 Id. 
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き起こ しているため、 多様性の排除それ自体が目的と されるべきである、 とい
う。 理念と しては興味深いが、 世界統一型の発想から、 実現性は乏しい。 
Stephan教授によると、 一国法の相違 ・ 多様性は、 法的リスクを発生させる、
と指摘している'44。 そこでは法的リスク、 具体的には問題が発生した時のリス
クの解決方法が不明確であることに伴う潜在的リスクがあり、 これが大きけれ
ば商取引白体が中止される可能性が高く なる。 そのためこ う した法的リスクを
明確にすることにより、 商取引を促進する、 という'45。 
こ う した見方はある程度、 真理であるが、 同時に商学的観点からすると、 こ
こに限界があると考える。 理論的には、 潜在的リスクを含めた費用と利益を事
前に把握した上で、 商取引の履行が理想的であるが、 逆に言う と事前にリスク
が明確であればあるほど利益も縮小する傾向にある といえる'46。 市場経済制度
において純粋な商取引行為は、 先進国においては最悪の状態に陥っても自己破
産であり、 その損失は限定的である。 法的制度 ・ 本組みの整備は必要ではある
が、 商取引を行う際の必要条件とは言えない。 現実には法制度以前に行政、 政
治制度が不安定な中でも、 当事者が交易 (商取引) から利益があれば白発的に





らない限り、 その必要性はない。 多様性や相違が障害となるときのみ、 各取引
をめぐって当事者の利益をつなぐ (interface) ものと して調和が模索されるこ
とになる'47。 
4.3.5. 国際条約の限界
伝統的に国家間の規律を定めるものと して、 国際条約が最も良いものと され、
その理由と して国際条約は強制力を持つからである、 といわれる。 しかし商学
的観点からする と、 法統一の方式と しての条約は、 本質的にその強制力を伴つ
144 Paul Stephan, The Futil ity of Unjfication and
39 Va. J. Int'1 L 743, 746 (1999).
145 fd. 
Harmonlzat1on in Internationa1 Commercial Law, 
146 新規事業は前例がなく 、 リスクの大きさや存在白体が未知数なため、 手探り状態で開始さ
れ、 その大半は失敗して撤退するが、 成功した場合の利益は真大になる。 資本主義は、 企業
家にとってはLow-risk/ High-returnな制度であり、 起業を奨励することでイ ノベーションが生
まれ、 社会全体が富む。 
147 David Leebron, Claims f(or
75 (1996). 
Harmomzat1on・ _A Theoretical Framework, 27 Can. Bus. L. J. 63
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ているがゆえに、 逆に欠点と して作用 している面が多々ある'48。 例えば現実に
は、 国際条約の起草 ・ 作成に参加する国が多ければ多いほど意見が多様化し、
その集約が困難になり 、 仮に各当事国の努力によってそ う した困難を克服し、
最終的に完成できたと しても、 その実質的内容は妥協の産物となる可能性が高
い。 また起草作成段階で交渉が決裂し、 離脱する国もある。 また完成段階での
条文内容に満足せず、 また政治的動向から批准せずその時期を探り 、 さ らに外
交における交渉条件の一つと される危険性もある。 このよ うに形式的にも国際
条約は、 現実に発効する条件を満たすためにも、 非常に大きな困難が伴う。 
また条約内容を洗練したものにしよ う とすれば、 自己完結的な内容を目指し
て法理論を構築する必要性が高まるが、 商取引が十分に発達していない国や経
済力が十分でない国、 また法体系が根本的に異なる国は離脱し、 条約の発効が
困難になる。 そのため方法を転換し多数決ではなく 、 コンセンサスを重視すれ
ば、 その調整に莫大な労力がかかり、 結果と して妥協的産物の内容で完成し、
その存在意義を問われてしまうことにもなる。 商学的観点からすると、 こ う し
た点に国際条約の限界があると感 じる。 
商学的には、 いく ら法理論が精緻であっても、 多数国が参加するものであっ
ても、 実効性がなければ採択されず、 存在価値はないと判断される。 重要な点




め国際商取引分野における統一法と しての国際条約の形式に固執する と、 実質
レベルでは妥協の産物的レベルに陥 り 、 形式レベルでは国際政治の駆け引きの
道具と して利用される危険性がある。 さ らに完成した条約の質的内容が高度で
ないにもかかわらず、 その解釈は厳格になされる可能性があるため'49、 結果と
して商学的観点からは 「使えない」 ものとなって しまう。 Hard Law には常に
こ う したリスクが本質的に付随するc 
4.3.6. 国際商取引における条約と Soft Lawの採択
いく つか統一の試みがあるが'5°、 成功した国際条約と しては、1958年 「外国
148 Gopalan, supra note 127, at 152.
149 The Society of Public Teachers of Law in Great Britain and Northern Ireland (SPTL) to the
Communication from the European Commission on European Contract Law, at§15, 
http://europa.eu.int/comm/consumers/cons_int/safe_shop/ fairbus_pract/cont_law/comments/5.21.pdf.
150 世界的な海商法などの各分野の統合の動向については、 高桑昭 ・ 江頭意治郎編 『国際取引
法 (第 2 版) 』5-12頁 (青林書院、1992年) 参 ?c 
仲裁判断の承認及び執行に関する条約 ( ニユ
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が採択され、2015年 9 月 1 日現在で締約国数は83 となっ
ている'57。 その他、 条約と して成立を目指したが、 失敗に終わっているものも
数多く ある'58。 これらから導かれることは、 国際条約の単なる成立 ・ 発効とい
うだけでは商学的に無意味、 という現実であろう。 一般に、 少数で専門性の高
い条約は無視され遅れがちであ り 、 商取引でない政治的内容の条約は比較的、
成立 ・ 発効されやすい傾向がある、 という'59。 これらから商取引に関連する条
151 1958 New York Convention on the Recognition of Foreign Awards.
http://www.uncitra1.org/uncitra1/en/uncitra1_texts/arbitration/NYConvention.htm1
152 高桑昭・ 道垣内正人編 『国際民事訴訟法(財産法関係)』421頁 (新 ・ 裁判実務体系3 、
林書院、2002年)。 
?
153 甲斐道太郎 ・ 石田喜久雄 ・ 田中英司編 『注釈国際統一売買法I ウィ ーン売買条約 』3
頁 (法律文化社、2000年)。 同書の前注 (CISGの意義と成果、3-19頁) に成立の経緯とその
評価がある。
154 国際売買に関する実体法の統一を目的と し、 特に売主・ 買主の権利 ・ 義務と危険の移転に
ついて定めている。
155 これはULIS を補足し、 国際契約を成立させるための中し込みと承諾に関する英米コモンロー
と大陸法の相違を調整するものであった (新堀聰 『国際統一売買法』4 頁 (同文館、1991年) )。 
156 UNIDROIT website, 
http://www.unidroit.org/instruments/internationa1-sales/internationa1-sales-ulis-1964 
157 UNCITRAL website, http://www.uncitraLorg/uncitra1/en/uncitra1_texts/sale_goods/1980CISG.html 
158 例えば次の条約。 ① 1970 International Convention on Travel Contracts (3, 3) ② 1973
Convention on Uni form Law on the Form of an International Will (3, 9) ③ 1983 Convention on
Agency in the International Sale of Goods (2,3) ④ 1988 UNIDROIT Convention on International
Factoring (4,2) ⑤1995 UNIDROIT Convention on Stolen or Illegally Exported Cultural Objects
(11,10) などがある (力ツコ内数字は、 批准国数と加入国数、Gopalan, supra note 127, at 153-
155)。
159 Gopalan, supra note 127, at 155. 
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約は優先順位が低いという現実があり、 国政商取引では、






も困難が多いことから、Hard Lawの限界を説明した。 一方、 Soft Lawの代
的なPICCが、 いろいろな場面において採択されている状況についてみてい
たい。 PICCは1994年初版が公表されて以来、2004年、2010年と改訂・ 拡充
てきているが、 各国の法改正の指針と して利用されており'6°、 実際に各国の
内法制定に利用 されてい る'6'。 またM odel Contract for the 





ことが明記されている'63。 こ う した動向の原因は、 各法体
系相違を曖昧にしすぎずに、 説得力ある的確な内容で作成されているこ と にあ
り、 商取引法と して普遍性を持ちうる内容であるから、 という'64。 ある国際商
事仲裁の事例では、PICCの信義誠実義務 (cooperate in good faith) に言及し、
国際取引全般に適用させるべき原則である、 という'65。 また別の仲裁事例では、
PICC を参照する理由と して、 の五つを挙げている'66。
① 公平に作成されたリステイ トメ ントであること。
② CISG等の国際商取引法を参考に作成されていること。
③ 財 ・ サービスの両方で利用できること。
④ 一般原則で判断されるという当事者の意図と合致していることc
⑤ 整合的かつ精緻に作成されていること。 
160 Id af t60.
161 例えば、 ロシア民法典(the Russian Civil Code) 、 エストニア債権債務法(the Estonian Law 
of Obligations) 、 リ トアニア民法典(the Civil Code of the Republic of Lithuania) 等がある。
また中国の契約法は、 CISGの影響を大き く 受けている (M ark Williams, _An fntroduction to
General Princlples and Formation of Contracts ln the N,e、,レ, Chinese Contract Law, 17 J. Contract
Law 3 (2001))。 その他詳しく は、 Michael Joachim Bone11, An International Restatement of
Contract Law 235-238 (2d ed. 1997); Gesa Baron, Do the UNIDRO「「Principles of International
Commercial Contracts from a New Le),c Mtercatoria? (June 1998, Pace Univ ), 
http://www.cisg.1aw.pace.edu/cisg/biblio/baron.htm1
162 1999年 International Trade Center (ITC) が採用しているモデル法。 この他、 ITCでは国際
商取引に従事する中小企業に向けて、CISGや PICCに基づく モデル契約書を多数作成してい
る。 http://www.intracen.org/itc/exporters/contract-templates/
163 Bone11, supra note 161, at 200.
164 Arthur Rosett, The UNfDROIT Principles of 1nternationa1 Commercial Contracts・ A No、、ノ
Approach to International Contracts, 46 Am. J. Comp. L 347, 347-348 (1988).
165 ICC case 9593, http://www.unilex.info/dynasite.cf ?dssid=2377&dsmid=13621&xs=1/
166 ICC case 7110, 10 ICC ICAB 39 (1998),
http: //www.unilex. info/dynasite. cf. ?dssid=2377&dsmid=13618 
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こ う した理由から、 契約一般原則と してのPICC 採択が国際商事仲裁を中
心に、 徐々に増える傾向がみられるc 
4.3.7. 第 4 章の小括
以上、 商学的観点からのSoft Lawの役割や意義について考察した。 商学的
観点からの結論は次の通り。 
第一に、 国際商取引における契約は、 リスク管理の一つであり、 不確定要因
による リスク を抑制するためのものである。 その手段と してのルールが、 Hard 
Law と Soft Lawに大きく 二分され、 それぞれの役割や限界を理解したうえで、
相互補完の関係にあること を認識することが重要であるc 
第二に、 商取引のグローバル化が進展するにつれ、 技術的専門性や、 知的財
産権が関係する物品売買や、 複数の当事者が関与する大規模な取引が增えつつ
あり 、 今後も拡大深化しつつある。 専門性はさ らに細分化され高度化される一
方、 それら技術 ・ 専門性を根幹で東ねる契約理念は、 あらゆる領域や国におい
ても普遍的なものであり、Hard Law と してのCISG と、 Soft Law と しての
PIc c が、 普遍的な契約一般原則と しての機能が期待されている。 
第三に、 CISGや PICCの利点は、 超国家的普遍性にある。 従来の国際民事





になる。 そう した規則が求められている。 
第四に、 契約一般原則は、 本質的に超国家的なものであり、 それゆえ 「一般
原則」 になり うる。 これは国境を越えて時代を超えてもほとんど変わらない普
遍的性質をもつ。 PICCの改訂をみていると、 積極的に新版が作成 ・ 公表され
ているが、 これは規定内容の改訂ではなく対象範囲の拡大であり、 本質的な内
容を規定しているため変える必要はなく 、 ただその対象を可能な限り拡大し、
一般原則と して条文化し体系化する、 という方針である。 これを少数精鋭で機
動的かつ体系的に構築できることがSoft Lawの強みであり、 意義である。 
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